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２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要 
 

１．評価対象に関する事項 
法人名 国立研究開発法人物質・材料研究機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和元年度（第４期） 
中長期目標期間 平成 28 年度～令和４年度  

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 文部科学大臣 

 法人所管部局 研究振興局 担当課、責任者 参事官（ナノテクノロジー・物質・材料担当）付、黒澤弘義 

 評価点検部局 科学技術・学術政策局 担当課、責任者 企画評価課、横井理夫 

 

３．評価の実施に関する事項 

令和２年７月３日  文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第 14 回）において、法人による自己評価の結果について、理事長・監事による説明を含むヒアリングを実施すると

ともに、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

令和２年７月 22 日 文部科学省国立研究開発法人審議会物質・材料研究機構部会（第 15 回）において、法人による自己評価の結果について追加ヒアリングを実施するとともに、委員から、主務大臣

による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

令和２年８月 28 日 文部科学省国立研究開発法人審議会総会（第 17 回）において、委員から、主務大臣による評価を実施するに当たっての科学的知見等に即した助言を受けた。 

 

４．その他評価に関する重要事項 

平成 28 年 10 月１日 第４期中長期目標改正 

平成 30 年３月 29 日 第４期中長期計画改正 

平成 31 年３月１日 第４期中長期目標改正 

平成 31 年３月 29 日 第４期中長期計画改正 

平成 30 年度における業務の実績に関する評価から、会計検査院法第 30 条の２の規定に基づく報告書「独立行政法人改革等による制度の見直しに係る主務省及び独立行政法人の対応状況について」に

おける指摘に対応し、「Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項」について中長期目標で定められた「一定の事業等のまとまり」ごとに評価を行っている。 
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２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定 
 

１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ 平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

Ｂ Ａ Ａ Ａ － － － 

評定に至った理由 法人全体に対する評価に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結

果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 
 

２．法人全体に対する評価 
・特定国立研究開発法人として、トップマネジメントが強化され、桜地区の組織改編や、機能性材料拠点の改編などにより材料研究拠点としての体制整備と機能強化、研究テーマの重点化が進んだこ

とは運営の成果として評価できる。また、M-cube 事業やマテリアルズ・インフォマティクス事業は順調に進展し、高い成果が出ていると認められる。 
・多くの研究領域においては、昨年度に比較して大きく研究が進展し、噴霧型接着性粒子の開発など、社会実装化の可能性の高いシーズ技術の創出に成功していると言える。 
・研究成果の情報発信を広報、学術論文の両面で積極的に実施し、成果を上げた点は高く評価できる。特に広報活動は国内研発の中でも群を抜いた活動で効果を上げており、科学成果の社会への敷衍

活動を強力に牽引したと言える。 
・物質・材料科学技術に関する研究開発の中核拠点として、明確な戦略ビジョンに沿って先端施設の設備、能力の高い研究者の育成・招聘等の施策を強力に推進している点は高く評価できる。 
・今後も、戦略的な研究開発活動の推進と自由発想に基づくボトムアップ的テーマ提案と組み合わせることで､社会イノベーションにつながる画期的な材料開発をより強力に推進していくことを期待す

る。 
 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 
特になし 

 

４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
・理事長のリーダーシップのもと、組織ミッション研究と自由発想研究に両輪で取り組むとともに、民間との連携の強化、桜地区や機能性材料の組織改編、量子マテリアルの

新設など、取り巻く状況への迅速な対応やニーズの先取りなどを実行しており、今後の発展も大いに期待できる。 
・機構全体の運営が、理事長の強力なリーダーシップによって、明確な方向性及びスピード感をもって推進されていることは高く評価できる。特に、研究組織の再編や、個々

の研究テーマの改廃については、今後も国の科学技術戦略に即応した方針に沿って強力に進めていくことを期待する。 
・今後のデータ駆動社会の基盤となる情報統合型物質・材料研究では、マテリアルズ・インフォマティクス（MI）技術を活かした事例が得られている点が評価される。 
・広報・アウトリーチ活動では、YouTube チャンネル「まてりある’s eye」が秀逸である。また、成果発表週間 NIMS WEEK、その他展示会で、素材研究の魅力発信と理解を得

るための活動が積極的に実施されている点も高く評価できる。 
・従来から推進してきた産学連携の取組に加え、マテリアルズ・オープン・プラットフォーム（MOP）等の強化プログラムの創設によってさらなる連携の成果が出てきている

ことは高く評価できる。今後の展開を図る上で、技術開発・連携と知財活動との統合的な戦略議論が必要になってくると考えられる。 
・中核拠点として期待される高度な研究設備整備と、有効な共用に向けた運営システムの構築の両観点から成果を上げていることは高く評価できる。 
・受託事業等の拡大、自己資金の獲得、また、人材の育成、強化に注力されている。 

監事の主な意見 ・機構の業務は法令等に従い適正に実施され、中長期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されている。 
・事業報告書は機構の状況を正しく示しており、予算の区分に従い作成した決算報告書及び財務諸表は機構の財産及び損益の状況を適正に表示している。 
・独立行政法人改革等に関する基本的な方針等、過去の閣議決定において定められた事項に対する機構の取組について、指摘すべき事項は認められない。 
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※  評定区分は以下のとおりとする。（旧評価指針 p28） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 

Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 

Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 

Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 
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２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 
 
中長期目標（中長期計画） 

 
 

年度評価 項目別調書

№ 
 

備考 
 
 

 中長期目標（中長期計画） 
 
 

年度評価 項目別調書

№ 
 

備考 
 
 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

 平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

２ 

年度 

令和 

３ 

年度 

令和 

４ 

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化そ

の他の業務の質の向上に関する

目標を達成するためにとるべき

措置 

－ － － － － － －    Ⅱ．業務運営の効率化に関する目

標を達成するためにとるべき措置 
－ － B B － － － Ⅱ  

 
 
 
 
 

１．物質・材料科学技術に

関する基礎研究及び基盤的

研究開発 

－ － A A － － － Ｉ－１    １．組織編成の基本方針 B B a a － － －   

１．１ 重点研究開発領域

における基礎研究及び基盤

的研究開発 

－ － － － － － －     ２．業務運営の基本方針 － － － － － － －   

 １．１．１ 機能性材

料領域における研究開

発 

B B a a － － －     （１）内部統制の充実・強化 B B b b － － －   

１．１．２ エネルギ

－・環境材料領域にお

ける研究開発 

A A a a － － －     （２）機構の業務運営等に係

る第三者評価・助言の活用 
B B b a － － －   

１．１．３ 磁性・ス

ピントロニクス材料領

域における研究開発 

A S s a － － －     （３）効果的な職員の業務実

績評価の実施 
B B a a － － －   

 
 
 
 

１．１．４ 構造材料

領域における研究開発 
B A a a － － －     （４）業務全体での改善及び

効率化 
－ － － － － － －   

１．１．５ ナノ材料

領域における研究開発 
A A a s － － －     ①経費の合理化・効率化 B B b b － － －   

１．１．６ 先端材料

解析技術領域における

研究開発 

A A a a － － －     ②人件費の合理化・効率化 B B b b － － －   

１．１．７ 情報統合

型物質・材料研究領域

における研究開発 

B B b a － － －     ③契約の適正化 B B b a － － －   

２．研究成果の情報発信及

び活用促進 
３．中核的機関としての活

動 

－ － A A － － － Ｉ－２、３    ④保有資産の見直し等 B B b b － － －   
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  ２．１ 広報・アウト

リーチ活動及び情報発

信 

－ － － － － － －     （５）その他の業務運営面で

の対応 
B B b b － － －   

 ２．１．１ 広報・ア

ウトリーチ活動の推進 
S S s s － － －    Ⅲ．財務内容の改善に関する目標

を達成するためにとるべき措置 
－ － B B － － － Ⅲ  

 
 
 
 

２．１．２ 研究成果

の情報発信 
B B b a － － －     １．予算（人件費の見積もり

を含む。）、収支計画及び資金

計画 

B B b b － － －   

２．２ 知的財産の活

用促進 
B B a a － － －     ２．短期借入金の限度額 － － － － － － －   

３．１ 施設及び設備

の共用 
A A a a － － －     ３．不要財産又は不要財産と

なることが見込まれる財産が

ある場合には、その処分に関

する計画 

－ － － － － － －   

３．２ 研究者・技術

者の養成と資質の向上 
B A a a － － －     ４．前号に規定する財産以外

の重要な財産を譲渡し、又は

担保に供しようとするとき

は、その計画 

－ － － － － － －   

 ３．３ 物質・材料研

究に係る学術連携の構

築 

B B b a － － －     ５．剰余金の使途 B B b b － － －   

 ３．４ 物質・材料研

究に係る産業界との連

携構築 

A A s s － － －    Ⅳ．その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 
－ － B A － － － Ⅳ  

 
 
 
 

３．５ 物質・材料研

究に係る分析・戦略企

画及び情報発信 

B A a a － － －     １．施設及び設備に関する計

画 
B B b a － － －   

３．６ その他の中核

的機関としての活動 
B A a a － － －     ２．人事に関する計画 B B b a － － －   

 
            ３．中長期目標期間を超える

債務負担 
－ － － － － － －   

            ４．積立金の使途 B B b b － － －   
 
※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、令和元年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 

※５ 評定区分は以下のとおりとする。 
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【研究開発に係る事務及び事業（Ⅰ）】（旧評価指針 p25） 

Ｓ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められる。 
Ａ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。 
Ｂ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」に向けて成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 
Ｃ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けてより一層の工夫、改善等が期待される。 
Ｄ：国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、「研究開発成果の最大化」又は「適正、効果的かつ効率的な業務運営」に向けて抜本的な見直しを含め特段の工夫、改善等を求める。 

 
【研究開発に係る事務及び事業以外（Ⅱ以降）】（旧評価指針 p25） 
Ｓ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上で、かつ質的に顕著な成果が得られていると認められる場合）。 
Ａ：法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）が 120％以上とする。）。 
Ｂ：中長期計画における所期の目標を達成していると認められる（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 100％以上 120％未満）。 
Ｃ：中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％以上 100％未満）。 
Ｄ：中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本的な改善を求める（定量的指標においては対中長期計画値（又は対年度計画値）の 80％未満、又は主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合）。 
 
なお、「財務内容の改善に関する事項」及び「その他業務運営に関する重要事項」のうち、内部統制に関する評価等、定性的な指標に基づき評価せざるを得ない場合や、一定の条件を満たすことを目標としている場合など、業務実績を定量的に測定しがたい場合には、以下の評定とする。 
Ｓ：－ 
Ａ：難易度を高く設定した目標について、目標の水準を満たしている。 
Ｂ：目標の水準を満たしている（「Ａ」に該当する事項を除く。）。 
Ｃ：目標の水準を満たしていない（「Ｄ」に該当する事項を除く。）。 
Ｄ：目標の水準を満たしておらず、主務大臣が業務運営の改善その他の必要な措置を講ずることを命ずる必要があると認めた場合を含む、抜本的な業務の見直しが必要。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅰ－１ 物質・材料科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人物質・材料研究機構法第 15 条第１号 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0229 

 
 

２．主要な経年データ 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 
  基準値等 平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

 平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

 

運営費交付

金（千円） 
 9,580,280 9,496,500 9,826,429 10,214,257    予算額（千円） 11,545,208 11,651,072 12,207,508 14,825,801    

外部資金（千

円） 
 8,185,990 6,572,574 8,371,013 6,695,581    決算額（千円） 14,995,255 14,221,495 17,588,706 18,010,596    

論文数  1,212 1,148 1,238 1,287    経常費用（千円） 15,107,681 14,633,392 15,366,014 15,867,632    
筆頭論文数  566 579 558 545    経常利益（千円） 1,289,061 580,972 840,899 741,026    
特許出願数  132 139 160 167    行政コスト（千円）

1) 
－ － － 20,992,723    

産学独連携

数 
 411 503 551 538    行政サービス実施

コスト（千円） 
10,526,078 10,872,674 10,823,445 －    

         従事人員数 2) 413 

(785) 
406 

(779) 
407 

(797) 
407 

(803) 
   

1) 会計基準改訂に基づき令和元年度より項目を新設 

2) 定年制職員数、括弧内は任期制職員数 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 １．物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発 

１．１ 重点研究開

発領域における基

礎研究及び基盤的

研究開発 

 機構は、エネルギ

ー・資源等の安定的

確保、自然災害や地

球規模課題への対

応など科学技術基

本計画において国

が取り組むべき課

題とされている事

項への取組を通じ

て、物質・材料科学

技術の側面から貢

献することが求め

られている。また、

未来の産業創造と

社会変革に向けた

「超スマート社会」

実現への取組や、将

来を見据えた未知

なる課題への対応

力を強化するため

の基盤技術の蓄積

も求められている。 

本中長期目標期

間では、具体的課題

をターゲットとし

た課題解決型のア

１．物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発 

１．１ 重点研究開

発領域における基

礎研究及び基盤的

研究開発 

本中長期計画では、

以下の 7 つの重点

研究開発領域を設

置する。 

・機能性材料領域 

・エネルギー・環境

材料領域 

・磁性・スピントロ

ニクス材料領域 

・構造材料領域 

・ナノ材料領域 

・先端材料解析技

術領域 

・情報統合型物質・

材料研究領域 

このうち、機能性材

料から構造材料ま

での 4 領域では、主

として経済・社会的

課題に対応するた

めの材料の開発を

目指す。特に、エネ

ルギー・環境材料と

磁性・スピントロニ

クス材料について

は、既存の研究拠点

１．物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発 

１．１ 重点研究開

発領域における基

礎研究及び基盤的

研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

○科学技術基本計画

において国が取り組

むべき課題の解決に

繋がる成果が創出さ

れているか 

○未来の産業創造と

社会変革に向けた

「超スマート社会」

の実現に繋がる成果

が創出されているか 

○将来を見据えた未

知なる課題への対応

力を強化するための

基盤技術が蓄積され

ているか 

○世界最高水準の研

究開発成果が創出さ

れているか 

○研究開発成果を最

大化するための研究

開発マネジメントは

適切に図られている

か 

 

《評価指標》 

・国が取り組むべき

課題解決に資する取

組の進捗 

・未来の産業創造と

社会変革に向けた新

たな価値創出に資す

る取組の進捗 

・領域間での連携や

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

以下に項目毎に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・以下に示すとおり、国立研究開

発法人の目的・業務、中長期目標

等に照らし、法人の活動による成

果、取組等について諸事情を踏ま

えて総合的に勘案した結果、適

正、効果的かつ効率的な業務運営

の下で「研究開発成果の最大化」

に向けて顕著な成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認

められるため、評定を A とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

以下の各項目の＜評価すべき実績＞を参照。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・実績のアピールにおいては、研究開発の成果レベルを判断できる客観的、定量

的な指標の設定と、世界先端レベルに対する位置付けの提示をさらに盛り込んで

いただきたい。 

 その際、研究テーマには、実装に近い開発と自由発想研究に基づくシーズ研究

が混在することから、評価にあたっては、設定された指標に対して柔軟性の高い

モニタリングが望まれる。 

 

・NIMS の強みを生かしたより一層の研究推進を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・多くの研究領域においては、昨年度に比較して大きく研究が進展し、噴霧型接

着性粒子の開発など、社会実装化の可能性の高いシーズ技術の創出に成功してい

る。 

 

・理事長の強力なリーダーシップのもと、研究成果を最大化するための研究マネ

ジメント体制が構築されており、社会実装に繋がる成果と将来的な発展性が期待

されるシーズ技術が多数創出されている。 

 

・機能性材料領域、ナノ材料領域などに代表されるすべての領域での優れた研究

成果、特に、マテリアルズ・インフォマティクスにおいて、データ収集とデータ

科学が進展し、短期間で事業の立ち上げと高い成果が出ていることは評価でき

る。 
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プローチと、20～30 

年先の産業創造や

社会変革を見据え

て新たな価値を創

出する未来創生型

のアプローチを組

み合わせ、物質・材

料研究の全体像を

俯瞰した上で、機能

性材料研究、構造材

料研究、材料研究の

ための基盤技術の

それぞれについて、

既存の研究拠点機

能を生かしつつ研

究領域を設置する

ものとする。各研究

領域においては、社

会ニーズと機構に

おけるこれまでの

研究の蓄積を踏ま

えた研究内容の重

点化を図るものと

し、機構全体のみな

らず我が国全体と

しての研究開発成

果の最大化を図る

べく、領域間での連

携にも留意して研

究開発を進めるも

のとする。 

機能性材料研究

及び構造材料研究

については、主とし

て課題解決型アプ

ローチにより研究

開発を推進するも

のとする。なお、機

能性材料研究のう

ち既存の研究拠点

機能を活用するた

め、機能性材料から

独立した領域とし

て重点化する。一

方、ナノ材料、先端

材料解析技術、情報

統合型物質・材料研

究の 3 領域では、主

として革新的な研

究開発手法や先端

的な計測手法など、

物質・材料科学技術

全体を支える基盤

的な研究開発を実

施する。これらの取

り組みにより、経

済・社会的課題に解

決策を提示すると

ともに、新たな産業

の創生や超スマー

ト社会に向けた新

たな価値創出の実

現を目指す。 

各領域では、シーズ

育成研究、プロジェ

クト研究を実施す

るとともに、公募型

研究やオープンイ

ノベーション活動

を中心とした産業

界・大学との連携に

も積極的に取り組

む。このうち、シー

ズ育成研究では、材

料特性、プロセス、

計測・解析手法、シ

ミュレーション手

法等の新規開拓な

ど、将来のプロジェ

クトの芽を創出す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学・産業界との連

携の取組の成果 

・理事長のリーダー

シップが発揮される

マネジメント体制の

構築・運用状況 
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機能を有するエネ

ルギー・環境材料と

磁性・スピントロニ

クス材料について

は、それぞれ個別の

研究領域を設定し

て進めるものとす

る。 

材料研究のため

の基盤技術につい

ては、革新的な研究

開発手法や先端的

な計測手法などの

基盤的な研究開発

を推進し、物質・材

料科学技術全体を

支えるため、課題解

決型アプローチに

加え、未来創生型ア

プローチによる研

究開発手法等の開

拓を目指すものと

し、既存の拠点機能

を生かしつつ、ナノ

材料、先端材料解析

技術、情報統合型物

質・材料研究の 3 

領域を設定して進

めるものとする。 

各研究領域では、

将来の芽を創出す

るような探索型研

究及び目的基礎研

究を実施するもの

とし、大学・産業界

との連携や公募型

研究にも取り組む

ものとする。また、

関連する公的資金

プロジェクトとの

るような探索型研

究を行う。その際、

異分野融合を重視

しつつ、先導的で挑

戦的な課題を積極

的に取り上げるこ

とで、革新的な技術

シーズの創出を促

進する。有望な技術

シーズに対しては

フィジビリティ・ス

タディを実施し、プ

ロジェクト化を検

討する。 

プロジェクト研究

では、有望な技術シ

ーズを実用化に繋

げるために解決す

べき課題や技術目

標を明確にし、その

課題の解決や目標

の達成を図る「目的

基礎研究」を実施す

る。各プロジェクト

では、それぞれの領

域に基盤を置きつ

つも、その枠組みに

とらわれない分野

横断的で柔軟な組

織編成を行うこと

により、プロジェク

トリーダーのリー

ダーシップのもと、

様々な分野の研究

者が協力しつつ、明

確な技術目標に向

かって研究開発を

実施する体制を構

築する。 

公募型研究では、各
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連携に努めるとと

もに、民間資金の積

極的な導入を図る

ものとする。加え

て、クロスアポイン

トメント制度等に

よる人材交流の促

進により大学・産業

界との連携強化に

努めるものとする。

中でも、産学独の研

究者が一同に会す

るオープンイノベ

ーション活動につ

いては、世界的な研

究開発拠点の形成

や研究情報の集約・

発信、先端インフラ

の共用、研究者・技

術者人材の育成等

に努めるとともに、

システム化・統合化

により個別の材料・

技術の付加価値を

高めて産業界へと

橋渡しすることで、

有望な技術シーズ

の社会実装に努め

るものとする。これ

らの取組を各研究

領域の活動の中で

一体的に実施する

ことにより、迅速か

つ効率的な研究・開

発を実現するもの

とする。 

個々の研究領域

に係る目標は以下

のとおりであり、実

施手法等は中長期

研究領域がこれに

積極的に提案・応募

し、実施していくこ

とで、研究開発を加

速させ、成果の更な

る発展や社会実装

に繋げていく。特

に、関連する公的資

金プロジェクトを

領域内に積極的に

取り込み、これを最

大限有効活用する

ことで国家施策と

の連携に努める。ま

た、産業界・大学と

の連携では、民間資

金の積極的な導入

やクロスアポイン

トメント制度等に

よる人材交流の促

進により、その強化

を図る。特に、オー

プンイノベーショ

ン活動では、産学独

の研究者が一同に

会する「共創の場」

として世界的な研

究開発拠点を構築

し、その拠点を中心

に、異分野交流、研

究情報の集約・発

信、先端インフラの

共用、研究者・技術

者人材の育成等を

促進し、我が国の研

究成果の最大化に

貢献する。また、

個々の技術を統合

し、システム化する

ことにより材料の
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計画等で記載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．１ 機能性

構造領域 

広範な材料を対

象として、材料の持

つ特性を最大限引

き出すことにより

多様な機能を実現

する材料を開発す

るものとする。ま

た、機能性材料の開

発に必要なプロセ

ス技術を開発し、次

付加価値を高めて

産業界へと橋渡し

をすることで、有望

な技術シーズの社

会実装を加速する。

これらの取り組み

を各領域で一体的

に実施することに

より、シーズの創生

から社会実装まで

をシームレスにつ

なぎ、迅速かつ効率

的な研究・開発を実

現する。 

以下では、各研究領

域における研究開

発内容について記

述する。なお、本項

で掲げる技術目標

は本計画開始時点

のものであり、その

内容については、社

会情勢の変化や研

究開発の進展に応

じて適宜見直し・更

新を行うものとす

る。 

 

１．１．１ 機能性

構造領域 

本領域では、経

済・社会的課題の解

決や新たな産業の

コアとなる技術の

創出を目指し、電子

機器や光学機器に

用いられる電子材

料や光学材料から、

溶液中のイオンや

分子の分離・選別、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．１ 機能性

構造領域 

本領域では、経

済・社会的課題の解

決や新たな産業の

コアとなる技術の

創出を目指し、電子

機器や光学機器に

用いられる電子材

料や光学材料から、

溶液中のイオンや

分子の分離・選別、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[プロジェクトの目

標] 

 

「機能性材料のシー

ズ顕在化に向けたプ

ロセス技術の創出」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．１ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対

する自己評価」のうち、「計画以上

の進捗」とする項目では顕著な成

果を得るとともに、「計画通りの

進捗」とする項目では計画の目標

を達成していると認められるこ

とから、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・量子ドット LED からの単一光子発生 

NIMS における液滴エピタキシーなどの量子材料合成における伝統的な技術の蓄

積を活かし、量子暗号通信の実現に向けた必須技術となる電流駆動できる単一光
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世代の技術シーズ

を探索するものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生体内での細胞と

の相互作用まで、広

く「外場に対して物

理的、化学的な応答

を示す材料一般」を

機能性材料と定義

し、それらの研究開

発を総合的に推進

する。具体的には、

省エネルギーのた

めの高出力半導体

や高輝度発光材料、

自動運転や安全確

保のためのセンサ

材料、省資源のため

の物質分離膜や高

性能吸着材、再生医

療のための生体接

着剤や骨折治癒材

料等、幅広い材料に

おいて、その機能性

のさらなる顕在化

を行う。また、これ

らの機能を持った

材料を開発し、さら

に社会実装へと繋

げるため、機能最大

化に向けた化学組

成・構造の最適化と

平行して、材料開発

のための合成手法、

さらには、スマート

生産システムへの

対応や経済合理性

等を考慮した製造

技術の開発等にも

注力する。これらの

開発を一体で推進

することにより、機

能発現の本質と製

生体内での細胞と

の相互作用まで、広

く「外場に対して物

理的、化学的な応答

を示す材料一般」を

機能性材料と定義

し、それらの研究開

発を総合的に推進

する。 

具体的には、省エ

ネルギーのための

高出力半導体や高

輝度発光材料、自動

運転や安全確保の

ためのセンサ材料、

省資源のための物

質分離膜や高性能

吸着材、再生医療の

ための生体接着剤

や骨折治癒材料等、

幅広い材料におい

て、その機能性のさ

らなる顕在化を目

指す。また、これら

の機能を持った材

料を開発し、さらに

社会実装へと繋げ

るため、機能最大化

に向けた化学組成・

構造の最適化と並

行して、材料開発の

ための合成手法、さ

らには、スマート生

産システムへの対

応や経済合理性等

を考慮した製造技

術の開発等にも注

力する。 

これらの開発を

一体で推進するこ

 

①分離機能材料の作

製技術に関しては、

高分子オイル吸着材

の高性能化を検討

し、石油随伴水中の

50ppm 以下のコロイ

ド状オイルを効率的

に回収するための分

離システムの開発を

目指す 

 

 

 

②有機溶媒耐性かつ

熱安定性に優れた高

分子非対称膜の表面

に、プラズマ CVD 法

により 30cm 幅の硬

質カーボン膜を連続

蒸着し、分離膜とし

ての応用を目指す 

 

 

 

 

 

③電気泳動堆積法を

用いたナノ粒子やミ

クロ粒子の積層化技

術に関して、自動成

膜装置を用いてペロ

ブスカイト系混合伝

導体の薄膜を作製

し、ガス分離膜とし

ての応用展開を図る 

 

 

 

 

 

疎水性の高分子メソ多

孔体による可燃性ガス

（エタン、プロパン、ヘ

キサン）の吸脱着挙動

が詳細に解明された。

また、50ppm以下のコロ

イド状オイルの高効率

回収を実現した。一方、

リサイクル高分子を用

いて吸着材を低コスト

で製造することが可能

となった。 

 

高分子量の耐熱性エン

プラを用いて高透水性

の非対称膜を作製し、

熱処理や電子線架橋に

より耐久性を向上させ

た。また、前年度末に設

置されたロールツーロ

ール式プラズマ成膜装

置を用いて 30cm 幅の

硬質カーボン膜を製造

し、分離膜としての基

礎特性を確認した。 

 

BaSrCoFeO 系酸化物の

イオン電子混合伝導体

を用いた酸素分離膜に

ついては、緻密なガス

バリア層の両側に、酸

素ガスの解離および酸

化物イオンの再結合を

促進する多孔質層を逐

次 EPD プロセスにより

形成させ、酸素分離（エ

アセパレーション）特

性の向上を実現させ

た。 

価＞ 

計画通りの進捗：オイルの回収実

験の規模を大きくすることで、水

中の 20～100ppm のオイル成分の

回収技術が向上した。また、オイ

ル吸着材の繰り返し使用に対す

る耐久性が向上しており、計画通

りに進展している。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：30cm 幅の硬質

カーボン膜の連続蒸着が可能と

なり、非対称膜の有機溶媒耐性や

熱安定性も向上しており、計画通

りに進展している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：EPD 法によるナ

ノ～ミクロ粒子の堆積膜・積層膜

の製造技術の高度化は順調に進

んでいる。引きつづき、EPD 法を

用いた機能膜の作製と評価を進

めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

子発生素子、電流注入で発光する量子ドット LED を実現した。さらに、量子ド

ット LED は一般には低温でしか動作しないが、70K を超える温度で単一光子を

発生する LED として機能することを確認した。 

 

・ナノ構造制御によるレーザー応用 

高効率の期待が高い Nd 添加フッ化アパタイト（Nd:FAP）の単結晶合成は困難で

あったが、原料粉体、焼結手法の改良を重ねることで、平均粒径 140nm の微細・

緻密・均質組織を有する FAP 透明焼結体の合成を成し遂げ、効率 6.5％のレーザ

ー発振に成功した。 

 

・噴霧型接着性粒子の開発 

内視鏡的粘膜下層剥離術では、早期がん除去部を被覆しないため、炎症による合

併症が高頻度（5％以上）で発生しているが、噴霧器で患部への噴霧・被覆可能で

合併症（狭窄、穿孔）の抑制効果を示す、市販品の約 7 倍の接着強度及び水環境

での高い被覆安定性を持つ噴霧型接着性粒子を開発した。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・材料分野の研究は対象及び目的が多様で、各年度の進度が異なるため、「中期

的・継続的な成果創出ができているか」という点が見えにくいように思われる。

重要分野については、各年度の成果がどのように発展してきているのかを明確に

した中で、年度の成果を位置付けることが望まれる。 

 

・領域内のグループの再編後の活動につき、NIMS 独自の世界トップの研究実施

及び成果最大化という観点から効果を確認しつつ活動を進めていただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究方針の整理が難しい多くの研究グループを、プロセス、機能化、基礎基盤、

という「研究対象の位置付け」の分類だけでなく、材料機能別の技術領域 3 分野

に整理した運営に転換を図ろうとする研究マネジメントの取組は評価でき、今後

の成果創出が期待される。 

 

・成果の中で自己評価により計画以上の進捗とするものの割合が、前年度はプロ

セス PJ が 1/6、機能化 PJ が 5/18、基盤 PJ が 1/12 であったが、今回はプロセス PJ

が 1/6、機能化 PJ が 6/18、基盤 PJ が 4/13 と増加していることは評価できる。 

 

 

 

 

 

 



14 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

造プロセスに用い

られる要素反応・要

素過程の理解を同

時に進め、その知見

に基づき、製造プロ

セスや経済合理性

までを考慮した高

機能材料を開発す

る。 

具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基盤

技術 

に取り組む。 

これらのプロジ

ェクトにより、2022

年度までに特に以

下の技術目標を達

成する。 

・セキュリティ向

上等に資する高効

率のテラヘルツ（遠

赤外線）発振素子

や、現行素子に含ま

れる水銀やカドミ

ウム等の有毒元素

を含まずに現行性

能（量子効率 10％

級）を実現する赤外

検出器等を開発す

る。 

とにより、機能発現

の本質と製造プロ

セスに用いられる

要素反応・要素過程

の理解を同時に進

め、その知見に基づ

き、製造プロセスや

経済合理性までを

考慮した高機能材

料を開発する。これ

らの開発を一体で

推進することによ

り、機能発現の本質

と製造プロセスに

用いられる要素反

応・要素過程の理解

を同時に進め、その

知見に基づき、製造

プロセスや経済合

理性までを考慮し

た高機能材料を開

発する。さらに、セ

ンサ・アクチュエー

タ研究開発センタ

ーの研究活動を通

じて、自立型フレキ

シブルモジュール

に向けたセンサ、ア

クチュエータやそ

の作動機能のため

の材料・デバイスの

高度化を行い、これ

らの研究要素から、

世 界 を 牽 引 す る

Society 5.0 の実現に

貢献する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

 

④コロイド結晶の高

速成膜における粒子

の固化挙動を解明

し、高品化に必要な

パラメータを明らか

にする。本堆積法を

水酸アパタイト／コ

ラーゲン薄膜の作製

にも応用し、複合膜

の生体親和性を継続

して評価する 

 

 

 

 

 

 

⑤Nb 多芯線材の作

製技術に関して、世

界最高 Sn 濃度ブロ

ンズを用い、性能改

善とスケールアップ

を目指して多芯構造

と組成比の最適化を

検討するとともに、

熱間押出機による線

材試作を行い、無断

線加工の再現性を確

認する 

 

 

⑥外径 50 ミクロン

以下の極細シングル

線材を用いた組み編

み導体を試作し、新

しい可撓性に富む化

合物系超伝導導体の

可能性を探る 

 

 

EPD 法によるコロイド

結晶膜の高速成膜のメ

カニズムを解明し、良

質な膜形成に必要なプ

ロセスパラメータの最

適化をほぼ完了した。

生体分解性骨ペースト

製造法や、金属への安

定なコーティング手法

の開発では、東医歯大

口腔外科と動物実験に

よる評価検討を開始し

た。細胞培養試験で

HAp/Col コーティング

の骨形成活性が認めら

れた。 

 

ブロンズ法 Nb3Sn 多芯

線材の臨界電流密度を

高めるために、新たに

ハフニウムを含む新し

い４元系高 Sn 濃度ブロ

ンズを作製し、組織や

機械特性の評価を行っ

た。この新規ブロンズ

を使用して新しい多芯

線構造の線材試作を行

うと伴に、熱処理条件

の最適化研究を進め

た。 

 

機構インハウスでジェ

リーロール法前駆体ビ

レットを作製し連携企

業と協力して極細伸線

加工及び撚線加工を進

めた。本年度は、昨年度

の外径 50 ミクロンより

さらに細い 30 ミクロン

 

計画通りの進捗：HAp/Col コーテ

ィングのプロセスパラメータの

最適化はほぼ終了したため、

HAp/Col ペーストの動物実験に

よる骨再生機能の詳細を、大学歯

学部と共同で検討中である。今後

は、HAp/Col コーティングの動物

実験において、オッセオインテグ

レーションの迅速化に最適なコ

ーティング条件を明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多芯線の無断線

加工に供することのできるハフ

ニウムを追加した新組成の高 Sn

濃度ブロンズが開発されて計画

通りに進展している。今後は大型

ビレットの熱間押出等のスケー

ルアップに取り組む予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：機構インハウス

で製造するジェリーロール

Nb3Al 前駆体ビレットの製造が

予想以上に進展し、産学連携が急

速に活発化している。今後は極細

線の長尺化技術の構築と極細線

材を編み込んだ編組線材の開発、

他の化合物系超伝導線（Nb3Sn や
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・高効率なパワー

エレクトロニクス

素子に向けた高絶

縁 破 壊 電 界 （ 10 

MV/cm 級）の高品

位ダイヤモンドや、

輸送機器内等の高

温環境下（400°C 程

度）でも高い絶縁抵

抗を有する高品位

圧電材料等を開発

する。 

・導入後１年程度

で吸収されて消失

する骨折治癒材料

や、高い接着強度を

持ちつつ２ヶ月程

度で体内に吸収さ

れる外科用接着剤

等を開発する。 

・超スマート社会

の要素技術となる

センサ等に向けた

部素材・素子の開発

を進め、常温でも迅

速に反応する加温

不要な水素センサ

等を開発する。 

・量産化が可能な

成膜プロセスにお

いて有機溶媒耐性

ナノ濾過膜の性能

を 250 L/m2hまで向

上させるなど、開発

技術の社会実装に

向けたプロセス開

発を推進する。 

・粉体調製プロセ

スやコーティング

技術等の先鋭化に

たプロセス技術の

創出 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究 

・機能性材料創出

のための基礎・基盤

技術に取り組み、令

和 2 年度において

は以下の研究を実

施する。 

 

・機能性材料のシ

ーズ顕在化に向け

たプロセス技術の

創出 

分離機能材料の作

製技術に関しては、

高分子オイル吸着

材の高機能化を検

討し、石油随伴水中

の ppm オーダーの

有機塩素化合物や

水銀を効率的に除

去するための分離

システムの開発を

目指す。また、有機

溶媒耐性かつ熱安

定性に優れた高分

子非対称膜の表面

に、プラズマ CVD

法により様々な条

件下で硬質カーボ

ン膜を連続蒸着し、

ナフサ精製のため

のナノ濾過膜とし

ての性能を向上さ

せる。 

電気泳動堆積法を

 

 

 

 

「結晶・界面の階層

的構造制御による機

能顕在化のための研

究」 

 

＜局所的０次構造＞ 

①酸化物等の化合物

半導体表面への化学

吸着に起因する化学

ガスセンシングメカ

ニズム解明を継続

し、素子設計指針の

構築につなげる 

 

 

 

 

 

 

 

②単粒子診断法にお

ける単粒子光学測定

の高度化を継続し、

新規結晶（緑色蛍光

体）等単粒子診断法

によって企業に提供

可能なシーズ発掘を

継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

の 世 界 最 細 と な る

Nb3Al 線材の試作に成

功した。 

 

 

 

 

 

 

 

表面極性が制御された

ZnO 結晶性薄膜やバル

ク ZnO 単結晶を用い

て、エタノールのセン

シングを担う表面結晶

構造を初めて解明し

た。さらに ZnO ピラミ

ッド型粒子に Au ナノ

粒子を付与すること

で、アセトンガス 10ppb

の検知に成功した。 

 

 

 

単粒子診断法の精度向

上と適応範囲の拡大を

目指し、低温および高

温での測定、量子効率、

蛍光寿命測定の手法開

発に成功した。新規組

成物の合成および探索

を行い、６個の新規物

質を発見した。 

 

 

 

 

 

 

 

MgB2 等）の極細化にも着手する

予定である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： ZnO 等の金属

酸化物半導体のバルク単結晶や

結晶性薄膜を用いた表面界面分

析から、ガスセンシング機構の一

端（センシングを担う表面原子配

列と被検分子の吸着様態）を解明

した。そしてこの知見に基づき、

これまでに合成した ZnO 粒子の

エタノールやアセトンガスに対

する優れたセンシング機構を解

明した。このように、分析と合成

の連携から、素子設計指針の構築

に至っている。 

 

計画通りの進捗： １粒子を用い

た低温および高温での光学特性

が評価できるようになり、蛍光体

の温度特性（高温での特性維持）

が素早く評価できるようになっ

た。これにより物質探索の初期に

おいて大量合成することなく実

用蛍光体としての可否が判断で

きる。量子効率と蛍光寿命も蛍光

体の応用先の判断に必要な特性

であり、１粒子で判断できること

から有用な手法である。このよう

に、単粒子診断法は精度と適用範

囲が拡大しており、実用化判断に

有効な手法となってきた。 
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より、LED や生体材

料に要求される性

能や品質、耐久性の

向上を達成する。 

・超大型加速器等

の高磁場応用に向

けた 16 テスラ級超

伝導線材の製造プ

ロセスを確立し、高

磁場磁石への応用

を推進する。 

また、シーズ育成

研究として、上記の

目的に資するため

の機能探索型や手

法探索型の研究を

行う。具体的には、

放射光技術等の先

端材料解析技術と

の連携により表面

反応の理解を進め、

新たなセンサ材料

の技術シーズを探

索するほか、マテリ

アルズ・インフォマ

ティクスを用いた

材料開発と超高圧・

超高温等の極限合

成技術を融合した

構造・物性相関のデ

ータ化等により、次

世代の機能性材料

開発に向けた知的

基盤を拡充する。 

産業界・大学との連

携では、機構内の産

学連携フレームワ

ークの活用や、公募

型研究制度を活用

した産業界との連

用いたナノ粒子や

ミクロ粒子の積層

化技術に関しては、

ペロブスカイト系

酸化物イオン－電

子混合伝導体の非

対称膜の微構造を

制御し、酸素の選択

分離特性の向上を

図る。コロイド結晶

の高速成膜では、移

流集積法に劣らな

い高品質な膜形成

技術への発展を目

指す。水酸アパタイ

ト／コラーゲン骨

類似ナノ複合粒子

のコーティングで

は、歯科矯正用デバ

イスに向けた生体

親和性の評価を継

続して行う。 

Nb3Sn 多芯線材の

作製技術に関して

は、世界最高 Sn 濃

度ブロンズを用い

て性能改善とスケ

ールアップを目指

し、多芯構造と組成

比の最適化を引き

続き検討する。ま

た 、 Nb3Sn 及 び

Nb3Al 等の A15 型

化合物超伝導線を

外径 50 ミクロン以

下へ超極細化する

ことを試みる。さら

にそれら超極細線

を複数本撚った集

合導体を試作し、新

＜２次元構造＞ 

③化合物半導体の薄

膜成膜技術やナノ粒

子等の合成技術の高

度化を進め、開発し

たイオンビーム技術

等により合成した薄

膜・ナノ構造の表面・

界面評価を継続する 

 

 

 

 

 

④次世代パワーデバ

イス開発を目的とし

て高度化を進めてき

た高品位 CVD ダイ

ヤモンド合成技術を

高品位磁気センシン

グ、中性子線検出器

の開発に向けて展開

する 

 

 

⑤CVD 単結晶成長

層を用いたダイヤモ

ンド MEMS 共振子

の作製を行い、世界

最高の品質因子 1E6

を目指す 

 

 

 

 

⑥本 CVD 技術で可

能となる原子レベル

で平坦なダイヤモン

ド表面において高濃

度 n 型層成長、さら

 

水素検知において重要

な役割を果たすことが

報告されている GaN の

自然酸化膜の構造が、

GaN と格子整合した準

安定酸化ガリウムであ

ることを初めて報告し

た。 

 

 

 

 

 

ラマン分光マッピング

評価で、下地として用

いた高圧合成単結晶 Ib

型基板表面に形成した

CVD 膜（20µm）のラマ

ンピーク線幅が基板に

比べて小さく観測さ

れ、基板品質を上回る

高品質CVD膜の成長が

確認された。 

 

ダイヤモンド MEMS の

品質因子 1E6を達成し、

その共振器性能を生か

した高感度磁気センサ

の作製、自己作動およ

び自動検知モノリシッ

ク集積型高温（>500℃）

ダイヤモンド MEMS の

開発に成功した。 

 

高濃度 n 型ドーピング

技術を利用した pin ダ

イオードにおいて中性

子の核種変換を想定し

た α 粒子の検出を確認

 

計画通りの進捗： GaN デバイス

型センサの絶縁体－半導体界面

において、半導体結晶に格子整合

した中間層が広く存在すること

を明らかにした。そしてこの中間

層と水素センシング特性との関

係や、雰囲気中酸素と回復特性と

の関係等を解明した。さらに GaN

センサに取り込まれた水素は正

の可動電荷として絶縁膜に存在

し、その挙動と電極電圧との関係

も明らかにした。 

 

計画以上の進捗：高品位なセンシ

ング材料としてダイヤモンドを

利用するための超低欠陥、低不純

物な結晶成長が実現されている

ことを可視化・確認できたことは

期待以上の成果である。キャリア

輸送特性、電子スピン品質の向上

に向けた結晶成長技術の高度化

が成功している。 

 

 

計画通りの進捗：当面の目標であ

るサブナノテスラー磁気センサ

の作製に向けて着実に研究が進

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：NIMS が世界に

先駆けて成功し熟成させてきた n

型ドーピングをはじめとする半

導体ダイヤモンド合成に関する

基礎技術がさらに高度化し、種々
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携を推進し、多機

関、異業種の協働に

よる社会実装の加

速を図る。特に、企

業からの技術者を

領域内に積極的に

受け入れることに

より、シーズ技術の

段階から産業界と

の連携を図り、社会

実装の実現に繋げ

る。また、限られた

研究資源を有効活

用するため、国内外

の大学や公的研究

機関との連携によ

り不足部分を相互

に補完する関係を

構築し、グローバル

な視点での研究成

果の最大化に努め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

しい可とう性に富

む化合物系超伝導

導体の可能性を探

る。 

 

・結晶・界面の階層

的構造制御による

機能顕在化のため

の研究局所的 0 次

元構造では、酸化物

等の化合物半導体

表面への化学吸着

に起因する化学ガ

スセンシングメカ

ニズム解明を継続

し、素子設計指針の

構築につなげる。単

粒子診断法におけ

る単粒子光学測定

の高度化をさらに

推進し、新規結晶

（緑色蛍光体）等単

粒子診断法によっ

て企業に提供可能

なシーズ発掘を継

続する。 

2 次元構造について

は、化合物半導体の

薄膜成膜技術やナ

ノ粒子等の合成技

術の高度化を進め、

開発したイオンビ

ーム技術等により

合成した薄膜・ナノ

構造の表面・界面評

価を継続する。高品

位 CVD ダイヤモン

ド合成技術に関す

る研究においては、

高品位なスピン形

には各種FETを形成

し高性能デバイスの

動作検証を行う 

 

 

 

 

 

 

 

⑦結晶品質の定量的

評価のために深紫外

発光の時間分解測定

装置、励起波長可変

によるラマンマッピ

ング装置の開発を進

める 

 

＜３次元構造形成＞ 

⑧粉末状単結晶蛍光

体のバインダーフリ

ー固体化プロセスの

最適化による蛍光特

性のさらなる改善、

実用化を目指した直

径 1.5 インチ大型

Ce:YAG 単結晶蛍光

体の開発を継続する 

 

 

 

 

 

⑨焼結緻密化手法の

開発において、モデ

ル材としてのジルコ

ニア粉体における緻

密化挙動の全過程が

再現・予測できる解

析手法の開発を継続

した。hBN をゲート絶

縁体とする電界効果ト

ランジスタにおいて高

移動度二次元ホールガ

スを形成し、ダイヤモ

ンドにおいて世界では

じめてホール抵抗率の

量子振動の観測に成功

した。 

 

高圧合成 hBN 結晶中に

内在する残留炭素が濃

集したドメインの識別

を可能にするPL顕微鏡

を開発した。 

 

 

 

 

自動直径制御システム

の開発、成長環境等の

改善により、再現性の

高い、大型 1.5 インチで

長尺の単結晶蛍光体の

育成に成功。透明領域

の大幅な拡大にも成

功。ハイブリッドSPSに

より、粉末状単結晶の

大型 2 インチ、均質な

バインダーフリー板の

作製に成功。 

 

 

ジルコニアナノ粉体の

緻密化および粒成長に

対する実験から、粒径-

密度-緻密化速度の関係

に関する理論的な解析

を行った。解析結果は、

従来粗大粉体を対象と

の高機能電子デバイス形成に生

かされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高機能な光電子

デバイスの形成に向けた超ワイ

ドギャップ半導体結晶成長技術

の高度化に合わせて、深紫外光領

域での発光過程を分析する世界

最先端の技術開発が着実に進捗

している。 

 

 

計画以上の進捗：バルク単結晶成

長材の 1.5 インチ大型材における

品質向上、粉末状単結晶による大

型（2 インチ）で均一なバインダ

ーフリー板の作製、更にそれらの

特性が市販品を大きく上回った

ことは、研究、産業界、どちらの

観点においても従来にない大幅

なブレークスルーであると共に、

研究の域を超え実用化された際

においても、大幅なコストダウン

と高い生産性を実現する成果と

言える。 

 

計画通りの進捗： ナノ粉体の焼

結挙動が粗大粉体とは大きく異

なることを初めて示し、それを解

析するための新規モデルを提案

し、着実に進捗している。特に、

最終焼結段階において、気孔組織

の定量的解析に基づいた従来モ
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成や原子レベルで

平坦な CVD 単結晶

成長層を用いたダ

イヤモンド MEMS

共振子の作製を行

い、高感度高信頼性

磁気センシングへ

の応用展開を進め

る。同時に高濃度 n

型層成長とそれを

用いた高品質 pn

（pin）接合構造に

よる放射線検出器

形成、さらには各種

FET を形成し高性

能パワーデバイス

の動作検証を行う。

結晶品質の定量的

評価のために、深紫

外発光の時間分解

測定、励起波長可変

によるラマンマッ

ピング評価を気相

成長法による高純

度低欠陥 h-BN 単結

晶の育成と同時に

進める。 

3 次元構造形成に関

しては、粉末状単結

晶蛍光体のバイン

ダーフリー固体化

プロセスの最適化

による蛍光特性の

さらなる改善、実用

化を目指した直径

1.5 イ ン チ 大 型

Ce:YAG 単結晶蛍光

体の開発を継続す

る。焼結緻密化手法

の開発として、モデ

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩獲得した焼結技術

を、実用化を視野に

入れた高品位透光性

セラミックス開発に

展開する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪高密度窒化物硬質

相合成と硬質材料特

性の評価では、高圧

下複分解反応による

5d 遷移金属窒化物

を中心とした高密度

硬質相の探索・材料

化を進め、切削工具

特性などの超硬質材

料としての特性を企

業との連携により明

らかにする等、実用

した焼結モデルでは説

明できず、ナノ粉体を

対象とする新規焼結モ

デルの必要性を見出す

と共に、最近提案した

diffusive モデルがナノ

粉体の緻密化挙動解析

に適用できることを示

した。 

 

本委託業務では、高透

過性・高強度赤外光学

材料の実現を目的とし

た創製手法に関する基

礎的研究を実施した。

その結果、粒子径 100nm

以下の緻密な Y2O3－

MgO ナノコンポジット

材料の創成に成功し、

優れた透過特性と機械

的特性を同時に実現す

ることに成功したこと

に加え、Nd:FAP 焼結体

のレーザー発振に成功

した。 

 

 

 

c-Zr3N4 の 8GPa 領域で

の合成条件(原料は非晶

質様 Zr3N4 粉末）を論

文として報告  した

（Ceram.Int.(2019))。 

超硬質材料である cBN

のホウ素同位体濃縮に

よる大きな熱伝導度の

向上（約 2 倍）を明らか

にした(Science(2020)) 

DAC により YN の新規

高密度相の合成に成功

デルの限界指摘および新規モデ

ルの有効性は、ナノ粉体の焼結挙

動を制御するための重要な成果

である。今後は理論モデルの精巧

化および緻密化のシミュレーシ

ョンを通して、焼結中に起きる微

視組織の変化および相対密度の

変化が予測できるシミュレーシ

ョンモデルの開発を試みる。 

 

計画以上の進捗：粉体プロセスと

通電焼結法の高度化により、従来

温度より低温で緻密な焼結体の

創製を実現し得る焼結技術を確

立した。その結果、粒子径 70nm

程度の微結晶組織を有する緻密

な Y2O3－MgO ナノコンポジッ

ト材料の創製を実現することで、

赤外域において 75％以上の透過

特性を発現するとともに、硬度

16.6GPa（従来値～12.5GPa）の優

れた機械特性を同時に達成する

ことに成功した。また、この知見

を Nd:FAP の超微細化に展開する

ことにより、異方性材料の

Nd:FAP において初めてレーザー

発振に成功した。 

 

計画通りの進捗：8GPa2200℃領

域で分解することから、切削工具

向け高品位焼結体の合成では焼

結条件の最適化、焼結助剤の活用

が重要である。切削試験(企業連

携)のフェーズに進んでいるが、

実用段階に進むには焼結技術の

最適化がさらに必要である。切削

工具特性は素材の放熱特性の影

響を受けるため、同位体濃縮 cBN

焼結体工具特性評価に着手する。 
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ル材としてのジル

コニア粉体に .け .

緻密化挙動の全過

程が再現・予測でき

る解析手法の開発

を継続する。獲得し

た焼結技術を、実用

化を視野に入れた

高品位透光性セラ

ミックス開発に展

開し、異方性セラミ

ックスでのレーザ

ー発振を実現した。

さらに、高品質化を

継続する。 

高密度窒化物硬質

相合成と硬質材料

特性の評価では、高

圧下複分解反応に

よる 5d 遷移金属窒

化物を中心とした

高密度硬質相の探

索・材料化を進め、

切削工具特性など

の超硬質材料とし

ての特性を企業と

の連携により明ら

かにする等、実用化

研究への展開を継

続する。Ⅲ-V及び疑

似Ⅲ-V 族窒化物結

晶の合成と半導体

特性評価では、継続

して窒化ホウ素系、

カルコパイライト

系高品質単結晶の

高圧合成とその基

礎物性評価、光・電

子デバイス応用研

究との連携強化を

化研究への展開を目

指す 

 

 

⑫Ⅲ-V 及び疑似Ⅲ-

V 族窒化物結晶の合

成と半導体特性評価

では、継続して窒化

ホウ素系、カルコパ

イライト系高品質単

結晶の高圧合成とそ

の基礎物性評価、光・

電子デバイス応用研

究との連携強化を進

める 

 

 

 

 

 

 

⑬高イオン（酸素）

導電体では、マイエ

ナイト型化合物、タ

ングステン複酸化物

等への高圧下置換ド

ーピングによるキャ

リア制御することで

新機能の開拓を行う 

 

 

 

 

⑭水素イオン導電体

においても、水素化

物の高圧相を中心と

した新物質探索を行

い、その材料化を目

指す 

 

（120GPa）したが、常圧

へは凍結できないこと

も判明した。 

 

疑似Ⅲ-V 族窒化物半導

体合成において、新規

半導体である CaSnN2

結晶合成に成功し、本

材料が直接遷移である

ことを明らかとした。

また、六方晶窒化ホウ

素 (hBN)結晶中の残留

炭素不純物の２D 基板

材料特性に及ぼす影響

を明らかにした(国内連

携論文 2 報）。高圧合成

した hBN 結晶の国内外

研究機関との連携は順

調に進捗している(連携

論文数約 200 報）。 

 

これまでに見出してき

た AE2KWO5.5(AE=Ca, 

Sr) 結 晶 に 加 え 、

Ba2KWO5.5結晶の合成

に成功し、サブテーマ 3

班との連携により、そ

の焼結体の電気特性を

評価し、当該物質が

YSZ より 1 桁程度高い

全電気伝導度を示すこ

とを明らかにした。 

 

高温高圧その場観察技

術の高度化を進め、よ

り正確な圧力温度相図

を調べて、BaH2 高圧相

が超イオン伝導性を示

す高温相と同一相であ

ることを確認した。相

 

 

 

 

計画通りの進捗：前年までに、バ

ルクZnSnN2結晶合成に成功した

他、新規半導体 MgSnN2 結晶合成

に成功しており、実用研究を目指

したグループから多数の Citation

を得ている。最終目標である p/n

制御及び p・n 接合には酸素不純

物の混入を克服する必要があり、

今後の課題である。高品位hBN単

結晶合成による国内外研究機関

との連携は、順調に進捗してい

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：タングステン複

酸化物における 2 種類の結晶構

造系での新物質探索のうち、一方

は計画通り物質合成に成功し、そ

の物性評価の遂行まで達成した。

もう一方の結晶構造系では、現時

点で新たな物質を見いだせては

いないが、さらに追求していきた

い。 

 

 

 

計画より遅れている：600℃まで

の圧力測定に目途が立ち、BaH2

超イオン伝導相の生成条件や、物

性測定に必要な単相条件を把握

できた。しかし、イオン電導率の

圧力温度依存性の測定は着手し

始めたところであり、物性測定・
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進める。高イオン

（酸素）導電体で

は、マイエナイト型

化合物、タングステ

ン複酸化物等への

高圧下置換ドーピ

ングによるキャリ

ア制御することで

新機能の開拓を行

う。水素イオン導電

体においても、水素

化物の高圧相を中

心とした新物質探

索を行い、その材料

化を目指す。 

有機・無機複合界面

の制御が重要な生

体応用において、外

科用接着剤につい

ては、生体組織との

接着メカニズムの

解明に加え、ブタ摘

出肺に形成した欠

損 部 に 対 し 40 

cmH2O 以上の耐圧

強度を実現するた

めの材料組成の最

適化を継続する。骨

補填剤については、

椎体圧迫骨折に対

する適用を見据え、

海綿骨より高く、皮

質骨より低い圧縮

強度である 10―50 

MPa となる材料組

成の最適化を継続

すると共に、in vitro

での骨芽細胞接着

性と材料組成の関

係を明らかにする。

 

 

 

 

 

＜生体応用＞ 

⑮外科用接着剤につ

いては、生体組織と

の接着メカニズムの

解明に加え、ブタ摘

出肺に形成した欠損

部に対し 40cmH2O

以上の耐圧強度を実

現するための材料組

成を最適化する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑯骨補填剤について

は、椎体圧迫骨折に

対する適用を見据

え、海綿骨より高く、

皮質骨より低い圧縮

強度である 10―50 

MPa となる材料組成

を最適化すると共

に、in vitro での骨芽

細胞接着性と材料組

成の関係を明らかに

する 

転移における kineticsの

影響を調べ、この超イ

オン伝導相の単相条件

を明らかにした。 

 

 

外科用接着剤について

は、成分の一つの合成

技術の企業への移管を

完了しつつあり、企業

製造の疎水化タラゼラ

チンを用いた外科用接

着剤が胸膜欠損部に対

して市販品を超える耐

圧強度を有することを

明らかにした。生体腱

に対する接着強度が市

販品と比較して優位に

高いことを明らかにし

た。接着剤の研究から

派生した疎水化タラゼ

ラチンを用いた創傷被

覆粒子については、ミ

ニブタを用いた組織治

癒試験を行い、組織再

生の促進効果が得られ

た。 

 

骨補填剤については、

汎用性の高いポリビニ

ルアルコール (PVA)に

アルキル基を導入する

ことにより合成したア

ルキル化 PVA を合成

し 、 α-tricalcium 

phosphate（α-TCP）と複

合化することにより、

水および血液中におい

ても拡散することなく

硬化し、更には血液凝

評価が遅れている。さらに、水素

欠陥の導入による電導率向上の

試みや、伝導メカニズムの解明を

目指す。 

 

 

計画以上の進捗：外科用接着剤の

社会実装に向け、素材メーカーお

よび医療機器メーカーへの材料

技術の移管を開始している。ま

た、PMDA の事前面談および対面

助言を実施していることから、順

調に研究成果が社会へ還元され

るプロセスへ進んでいると考え

ている。更に、外科用接着剤の研

究から派生した噴霧型接着性粒

子については、早期消化管がん除

去部に対して優れた接着性を示

すと共に、ブタ消化管がん除去モ

デルにおいて、炎症抑制効果を示

すことが見出された。材料設計・

in vitro 評価および大動物の実験

が進んでおり、大学医学部および

企業との連携体制が構築されつ

つある。 

 

 

 

計画以上の進捗：骨補填剤の臨床

使用時に課題となっていた水中

あるいは血液中での硬化を可能

にするため、ソフトコンタクトレ

ンズの素材等に使用されている

ポリビニルアルコールをベース

マテリアルとしてアルキル基を

導入することにより、水に対する

溶解性を抑制したアルキル化

PVA を合成した。これと、生体吸

収性のリン酸カルシウムである

αTCP を複合化することにより、
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整形外科領域へも

応用可能な酸化セ

リウムナノ材料に

ついては、表面特性

及び特異吸着成分

と細胞接着挙動と

の関係性を明らか

にする。三次元マイ

クロパターン化材

料においては、培養

した細胞の組織化

について明らかに

する。確立した高品

位接着剤創製技術

のがん治療として

の応 

用展開を進める。 

 

・機能性材料創出

のための基礎・基盤

研究鉄系超伝導体

や新規な超伝導機

構が議論されてい

る Cd2Re2O7 の電

子状態を解明する。

巨大な磁性イオン

を含む２次元有機

超伝導体の新規特

性の発現・解明を狙

う。Sr2RuO4 単結晶

のさらなる高品質

化、大型化を行い、

その超伝導状態を

解明する。単一孔な

どのナノ構造を導

入した微小 Bi2212

中の渦糸ダイナミ

クス観測や可視化

を行う。長年の論点

であるモット転移

 

 

 

 

 

 

⑰整形外科領域へも

応用可能な酸化セリ

ウムナノ材料につい

て、表面特性及び特

異吸着成分と細胞接

着挙動との関係性を

明らかにする 

 

 

 

 

⑱三次元マイクロパ

ターン化材料におい

ては、培養した細胞

の組織化について明

らかにし、確立した

高品位接着剤創製技

術のがん治療として

の応用展開を進める 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「機能性材料創出の

ための基礎・基盤研

究」  

 

①新規超伝導体発見

固を促進する注入可能

な骨補填剤が調製でき

ることを明らかにし

た。 

 

 

細胞接着性タンパク質

の吸着に関わらず、血

清や細胞接着性タンパ

ク質を含まない培養環

境においても酸化セリ

ウムナノ材料は細胞接

着挙動を促す特性を有

することを明らかにし

た。 

 

 

生体親和性にすぐれた

コラーゲンを原材料と

する三次元マイクロパ

ターン化材料を用い

て、細胞の配向・集合制

御し、バンドル状配向

集合体の形成に成功し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世 界 最 高 品 質 の

水不溶性のアルキル化 PVA の高

分子マトリックスに αTCPが分散

された骨補填剤を調製すること

ができ、水中、血液中でも硬化す

ることを明らかにできた。 

 

計画通りの進捗：酸化セリウムナ

ノ材料の表面特性及び特異吸着

成分と細胞接着挙動との関係性

を検討した結果、酸化セリウムナ

ノ材料における細胞接着挙動は、

血清由来の細胞接着性タンパク

質(フィブロネクチンなど)の吸着

量に起因するのではなく、材料の

表面特性に依存することを明ら

かにできた。 

 

計画通りの進捗：従来の多孔質材

料では、空孔がランダムに配向し

ているため、そこに播種した細胞

の配向もランダムであった。これ

に対し、開発した三次元マイクロ

パターン化材料では、氷を用いた

空孔形成技術とマイクロディス

ペンサー技術を組み合わせて空

孔構造を制御し、細胞の配向・集

合を三次元的に制御している。細

胞が集合・配向することではじめ

て本来の機能をもつ組織は少な

くない。このような機能性組織に

がんが生じた場合、その欠損部位

を再生するために、三次元マイク

ロパターン化材料が果たす役割

はきわめて大きい。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Sr2RuO4 の超伝
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で有効質量が発散

するか否かを理論

的に明らかにする。

Zintl 相化合物にお

いて新規超伝導物

質探索、既知超伝導

物質基礎物性評価

を行う。 

強相関材料では、明

確な特性向上を示

すペロブスカイト

型強相関酸化物の

新規バルクを開発

する。熱電変換材料

として有望な新規

遷移金属カルコゲ

ナイドの高品質結

晶を育成する。新規

高性能非鉛圧電材

料の品質因子 Q を

向上し、超音波素子

の要求を満たす。A

サイト柱状秩序型

四重ペロブスカイ

ト構造を特徴とす

る新規マルチフェ

ロイック酸化物を

合成する。座屈現象

を引き起こす普遍

的要素の記述因子

を明確にして、制御

に向けた可能性を

探る。 

分子性材料では、立

体的に造り込まれ

た分子構造と物性・

機能相関の精査、及

び分子の精密集積

化手法の高度化を

通して、優れた電気

を目指し、種々の化

合物合成、超伝導体

の高品質化などを引

き続き推進する 

 

 

 

 

②鉄系超伝導体、有

機超伝導体等の強磁

場電子状態測定を引

き続き詳細に進め、

新奇超伝導相の探

索、解明を行う 

 

 

 

 

 

 

 

③超伝導磁束量子デ

バイス開発を見据

え、Bi 系銅酸化物超

伝導体の微小構造体

における超伝導渦糸

状態を明らかにする 

 

 

 

④高温超伝導体にお

いて、超伝導メカニ

ズム解明のための理

論研究を進める 

 

 

 

 

 

⑤新機能発現を目指

Sr2RuO4 単結晶を育成

し、超伝導状態におけ

るスピン磁化率減少な

ど従来の定説を覆す事

実 を 明 ら か に し た

[Nature, Nat. Phys., PRX 

(2019)]。 

 

有機超伝導体の磁気熱

量効果測定等により、

ボルテックスの融解転

移と FFLO 転移を世界

で初めて明確に区別し

て 観 測 し た [npj QM, 

PRB (2019)]。トポロジ

カル表面状態を有する

超伝導体候補 2M-WS2

の量子振動測定により

電子状態を明らかにし

た[Adv. Mater. (2019)]。 

 

正多角形に微細加工し

た Bi2212 超伝導体で磁

束量子の安定配置（マ

ジック数）の存在を明

らかにし、デバイス応

用へ向けた磁束配置制

御に成功している[PRB 

(2019)]。 

 

梯子ハバード模型の数

値計算と摂動理論によ

り分子結晶などのダイ

マーモット絶縁体の電

子状態を明らかにした

[PRB (2019)]。 

 

 

 

ポリフルオロポリマー

導は不純物に弱く本質的物性を

調べるために高品質単結晶を必

要とする。今回得られた結果は従

来の定説を覆し、Sr2RuO4 の超伝

導状態について抜本的な再考を

促すものであり、重要な成果であ

る。 

 

計画以上の進捗：ボルテックスの

融解転移と FFLO 転移を明確に

分離して観測したのは世界初で

あり、新奇超伝導相を含む超伝導

相図の解明につながる重要な成

果である。トポロジカル超伝導の

探索は現在重要な課題であるが、

候補物質の一つ 2M-WS2 の電子

状態を実験的に明らかにしたの

は重要な進展である。 

 

 

 

計画通りの進捗：微小超伝導体中

の磁束量子を制御することは、次

世代の量子ビット開発に不可欠

の技術である。本研究により微細

試料に於ける磁束量子の安定配

置を発見したことは、今後の磁束

量子制御にとって重要な知見で

ある。 

 

計画通りの進捗：高温超伝導体に

おいて、長年理論研究が行われて

いるにも関わらず、その超伝導メ

カニズムは未だに解明されてい

ない。反強磁性秩序と高温超伝導

との共存領域において、ハバード

模型での理論的解析が順調に進

展している。 

 

計画通りの進捗：新規酸フッ化物
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的、光化学的特性、

イオン機能性を示

す分子性機能材料

の開発を継続する。

多次元緻密集積化

及び薄膜化応用に

おいては、広いπ平

面を有する大環状

化合物のウェアラ

ブル・ストレッチャ

ブル有機メモリデ

バイスへの展開、精

密超分子重合系の

特異な高次ナノ構

造（アルキメデスス

パイラル）の形成メ

カニズム解明に注

力する。有機物質の

精緻なプロセス制

御法や薄膜多積層

化を利用したデバ

イス応用と高性能

化を引き続き検討

する。 

ナノ構造材料では、

量子ナノ構造形成

基盤技術の開発お

よびナノ構造にお

ける新規現象の探

索を継続するとと

もに、新規ナノ構造

機能材料の素子応

用を推進する。メタ

表面赤外検出器に

関しては、量子井戸

構造の最適化によ

りさらなる高性能

化を目指す。また、

ナノファイバーを

用いた実用論理回

し、複合アニオン格

子などに明瞭な特徴

を持つ強相関新物質

を合成・開発する 

 

 

 

 

 

 

⑥強相関酸化物のデ

バイス化に向けた機

能向上・機構解明、

高品質結晶育成、理

論研究によるトポロ

ジカル磁性体などの

開発を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦分子性材料では、

立体的に造り込まれ

た分子構造と物性・

機能相関の精査、及

び分子の精密集積化

手法の高度化を通し

て、優れた電気的、

光化学的特性、イオ

ン機能性を示す分子

性機能材料の開発を

継続する 

 

 

 

 

フッ化剤を用いた低温

合成法によって新規酸

フッ化物 CaCrO2.5F0.5

の合成に成功した。母

相よりも磁気転移温度

が 20 K 上昇することや

金属状態に近づくこと

など特性向上が認めら

れた。 

 

PZT に匹敵する鉛フリ

ー新材料の開発に成功

した。2009 年に報告し

た新機構「三重点異相

境界機構」を新材料開

発に応用して、既存の

PZT 材料に匹敵する非

鉛圧電材料の創出に成

功した。 

 

 

 

 

 

 

熱や溶媒に対して敏感

に応答する、共役シク

ロファンを新たに合成

し、温度、溶媒の種類に

よってその発光強度が

著しく変化することを

見出した。力学刺激に

よるπ共役分子集積構

造の可逆的変化に伴い

室温で３色の蛍光発光

を示す応力センシング

液晶材料の開発に世界

で初めて成功した。 

 

 

の合成と特性向上を達成するな

ど計画に沿った進捗が認められ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：AI やスマート

テクノロジーに欠かせない、数兆

円クラスの市場を制する PZT 圧

電材料【Pb(Ti,Zr)O3 セラミック

ス】が鉛問題のため規制対象にな

った。代替材料の開発は 20 年以

上継続されてきたが不十分だっ

た。本研究は、2009 年に報告した

新機構「三重点異相境界機構」を

新材料開発に適用することによ

って PZT に匹敵する非鉛圧電材

料の創出に成功した。本成果は、

Nanotech 2020 プロジェクト賞を

受賞した。 

 

計画通りの進捗：３次元的分子デ

ザインによる新規電子・光・イオ

ン機能性分子として、温度応答発

光性ナフタレンジイミド共役シ

クロファン、力学応答発光性ベン

ゾジチオフェン誘導体が新たに

合成された。光機能性として、そ

れぞれ高温域での発光量子収率

の向上、応力に対する黄色・青色・

緑色蛍光発光応答を見い出すな

ど、計画通りの進捗が確認され

た。その集積能および刺激応答特

性を精査し、多次元緻密集積化、

デバイス応用の検討を引き続き

行う。 
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路の製作および高

Ｑ値ナノファイバ

ーリング共振を用

いたポラリトンボ

ーズ凝縮の実現を

目指す。さらに、新

奇光学材料として

注目される遷移金

属ダイカルコゲナ

イドの量子ナノ構

造作製技術を高度

化すると共に物性

探索を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧多次元緻密集積化

及び薄膜化応用にお

いては、広いπ平面

を有する大環状化合

物の高性能メモリデ

バイスへの応用、精

密超分子重合系の機

構解明とその時空間

ダイナミクスの検討

へ注力する 

 

 

 

 

⑨既存有機物質の精

緻なプロセス制御法

を利用して、デバイ

ス応用に向けて機能

向上を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩量子ナノ構造形成

基盤技術の高度化や

ナノ構造デザインを

改良し、新機能探索

を継続して行う 

 

 

 

 

 

⑪新規ナノ構造機能

 

フルオロアルカンを導

入したポルフィリンπ

共役系分子誘導体が、

アルキメデススパイラ

ル状の集合体を形成す

ることを新たに見出し

た。速度論的集合体の

集合体の利用が、リビ

ング超分子重合を可能

とする分子の利用範囲

を拡大することを証明

した。 

 

 

ナノスケールの溝を形

成した撥水性ゲート絶

縁膜を組み込んだ液晶

性高分子-OFET アレイ

をスピンコート法を用

いて作製した。分子配

向効果による 2 倍の移

動度の増強、5 倍の移動

度の異方性、 4%以下の

特性のばらつきを実現

した。 

 

 

 

AlGaAs(111) 面 上 の

GaAs量子ドットを想定

し、有限要素法による

電磁モードの解析を行

って、非エアブリッジ

型フォトニック結晶

（PhC）によるカイラル

光導波路の実現条件を

算出した。 

 

メタ表面赤外検出器に

 

計画通りの進捗：精密超分子重合

のメカニズムの理解が進み、分子

に 3 次元的に異なる相互作用部

位を導入することで、新規形状 2

次元分子集合体へと導けること、

速度論的集合体の利用により精

密超分子重合の適用範囲が拡大

することを明らかとし、多次元緻

密集積化に新たな方法論を提供

した。引き続き、精密超分子重合

系における二次核形成の理解と

応用により、新規な多次元緻密集

積化手法を提案する。 

 

計画通りの進捗：有機 FET では、

NIMSが提案した液晶性高分子配

向技術の高いポテンシャルを確

認し、2 倍の移動度の増強、5 倍

の移動度の異方性、 4%以下の特

性のばらつきを実現し、アモルフ

ァスシリコン FET に匹敵する移

動度と動作安定性を達成した。配

向誘起層、OFET 構造、有機半導

体の液晶性に着目して電界効果

移動度の向上と、素子間のばらつ

きの低減、デバイス安定性の向上

を目指す。 

 

計画通りの進捗： 高忠実度量子

もつれ光子対発生が可能な高対

称 GaAs 量子ドットについて、右

円偏光と左円偏光の単一光子を

空間分離するためのカイラル光

導波路の実現に向けた指針が得

られた。今後は回折損による Q 値

の低下を改善する試料構造を検

討する。 

 

計画以上の進捗：メタ表面赤外検
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材料の機能設計を引

き続き推進し、量子

ドット光子源やメタ

表面赤外検出器等に

向けた素子応用を目

指し、性能を向上さ

せる 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫フォトンの三次元

トポロジカル相を理

論的に提案、検証す

る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬赤外検出器（セン

サ）への開発を見据

え、格子緩和Ⅲ-V ヘ

テロエピタキシー技

術を発展させ、性能

を向上させる型 

 

 

 

 

 

 

関しては、独自の位相

同調アンテナ構造の採

用により、量子効率

61%(@78K)を実現する

とともに、室温動作を

実証した。量子ドット

光子源に関しては、量

子ドット形成条件の最

適化により、70K におい

て、単一の量子ドット

から、量子通信に応用

可能な励起子発光を得

ることに成功してい

る。 

 

フォトンの系は必然的

に開放系であるため、

トポロジカル相を特徴

付けるギャップレスの

表面状態も外に向かっ

てリークする。そのリ

ークの大きさをバルク

の量から定量的に見積

もる手法を確立し、い

わゆるバルクエッジ対

応の光版を明らかにし

た。 

 

NIMS で独自に研究を

進めてきたATLAS法を

用いて、GaAs(111)A お

よび Si(111)基板上での

格子不整合系 InAs ヘテ

ロエピタキシーにおい

て、歪み緩和機構と結

晶性の相関を明らかに

すると共に、成長条件

の最適化により、InAs

薄膜の結晶性および電

気特性の向上を達成し

出器の量子効率 61%は、プロジェ

クト最終目標(10%)を達成した昨

年度の記録(39.4%)を大きく更新

する数値である。量子ドット光源

の特性は計画通りに向上してお

り、通信波長帯もつれ格子 LED

の実現に向けて作製条件の最適

化と評価技術の向上を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：昨年度に達成し

た半無限系の表面状態をバルク

の転送行列から見積もる方法を

発展させ、光のもれ(リーク)を考

慮したバルクエッジ対応を明ら

かにした。今後はその対応を非エ

ルミート系におけるトポロジカ

ル相の一般論の立場からどのよ

うに位置づけられるかについて

考察する。またフォトンの系にお

けるバルクエッジコーナー対応

へと展開する。 

 

計画通りの進捗：格子不整合系ヘ

テロエピタキシーにおける大き

な課題である欠陥形成の抑制と

結晶性向上に向けて、その足がか

りとなる重要な知見を得た。今後

は、Si および GaAs 基板上の InAs

層や T2SL構造を用いて赤外検出

素子の試作を目指す。 
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１．１．２ エネル

ギー・環境材料領域 

多様なエネルギ

ー利用を実現する

ための材料開発を

行うものとする。ま

た、最終システムを

意識しつつ、エネル

ギーの高効率変換

等に関わる大きな

ブレークスルーに

繋がる次世代の技

術シーズを探索す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．２ エネル

ギー・環境材料領域 

本領域では、エネ

ルギーバリューチ

ェーンの最適化に

向け、多様なエネル

ギー利用を実現す

るためのネットワ

ークシステムの構

築に向けたエネル

ギー・環境材料の開

発を行う。具体的に

は、太陽電池、全固

体二次電池、空気電

池、燃料電池、水素

製造システム、熱電

デバイス等に関わ

る材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵の

基盤としての電極

触媒を開発するほ

か、理論計算科学に

よる機構解明・材料

設計やマテリアル

ズ・インフォマティ

クスの活用等によ

り、エネルギー・環

境材料の開発を加

速する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究に取

り組む。 

 

 

１．１．２ エネル

ギー・環境材料領域 

本領域では、エネ

ルギーバリューチ

ェーンの最適化に

向け、多様なエネル

ギー利用を実現す

るためのネットワ

ークシステムの構

築に向けたエネル

ギー・環境材料の開

発を行う。具体的に

は、太陽電池、全固

体二次電池、空気電

池、燃料電池、水素

製造システム、水素

液化システム、熱電

デバイス等に関わ

る材料を開発し、そ

のシステム化やデ

バイス化の実現を

目指す。また、エネ

ルギー変換・貯蔵の

基盤としての電極

触媒を開発するほ

か、理論計算科学に

よる機構解明・材料

設計やマテリアル

ズ・インフォマティ

クスの活用等によ

り、エネルギー・環

境材料の開発を加

速する。 

次世代蓄電池研

究開発支援のため

に設置された設備

群である蓄電池基

盤プラットフォー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[プロジェクトの目

標] 

「エネルギー変換・

貯蔵システム用材料

の基盤研究」 

 

＜太陽電池関連材料

＞ 

①ペロブスカイト太

陽電池では、実用化

を見据えた大面積セ

ルの高性能化、非鉛

系  ペロブスカイト

材料の結晶化制御や

Sn イオンの酸化抑

制、さらに効率およ

び耐久性向上に取り

組む。 

 

 

②III-V 族系太陽電

池では、InGaN の pn

界面準位の評価と青

色領域に特化した太

陽電池の開発、量子

ドット太陽電池では

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MACl 雰囲気下でのア

ニール処理により、NiO

正孔輸送材料上に高品

質ペロブスカイト材料

の成膜に成功し、4000

時間超の耐久性を実現

した。また、非鉛系の Sn

ペロブスカイトセルに

おいては、面積 1 cm2 の

セルで効率 6.3％を達成

した。 

 

III-V 族系太陽電池で

は、InGaN のギャップ内

準位低減、面内伝導に

よる良好な界面の形成

を実証した。また、量子

井戸太陽電池における

 

 

１．１．２ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

IoT 用室温熱電デバイスの実証、

量産可能技術による全固体電池

Si 負極開発などエネルギー関連

デバイスの実用化に向けた重要

な技術革新が生まれる一方で、燃

料電池酸素還元反応における反

応中間体の世界初の観測など高

い価値の学術成果が得られた。さ

らに SoftBank センターなど、産

業界との連携推進に加え、蓄電池

プラットフォーム運営などで、我

が国における産官学の電池研究

拠点の形成に向けた進展があっ

た。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

価＞ 

計画以上の進捗：ペロブスカイト

太陽電池において、耐久性やペロ

ブスカイト材料の膜質の向上を

着実に進めるとともに、非鉛材料

による Sn ペロブスカイト太陽電

池では大面積化で大きな進捗が

あったことから、評定を sとした。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：III-V 族系太陽

電池では、高品質な InGaN 薄膜

の実現に成功するとともに、疑似

中間バンドとしての量子井戸内

の光照射下での電荷（電子）蓄積

の直接観察に成功した。 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、現段階では

実用化に向けた課題も多いため s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・IoT センサ駆動用の室温動作が可能な熱電デバイスの開発 

NIMS が研究開発を進めている Fe-Al-Si 系新規材料 FAST について、精密組成制

御技術の構築、均質性の向上により、室温近傍の出力特性向上(60%)に成功した。

また、高性能化した FAST 材料を用いた小型熱電発電モジュール化技術を構築し、

温度・湿度センサ、キャパシタ、DC-DC コンバータ、BluetoothLowEnergy(BLE)

通信機を内蔵した一体型熱電デバイスを試作し、室温との温度差を用いた発電・

デバイス駆動を実証した。 

 

・Si 粒子からスプレー塗工で作製する全固体電池用負極 

スパッタ法などで作製した Si 薄膜が全固体電池の高性能負極となることは、こ

れまでに報告されていたが、市販の Si ナノ粒子から簡便なスプレー塗工法によ

り作製した電極が Si 薄膜と同等の高性能を示すことを確認した。 

 

・燃料電池の非白金化に向けた酸素還元反応の理解 

燃料電池の正極で起こる酸素還元反応の反応過電圧を低下させるために使われ

ている白金（Pt）触媒の反応メカニズムの解明に向けた取組において、Pt 薄層を

設けた基板を導入することで、表面増強赤外吸収分光（SEIRAS）法の感度を飛躍

的に増大させ、反応中間体の観測に世界で初めて成功した。また、表面 X 線散乱

（SXS）法により吸着原子配列の精密決定にも成功し、Pt 触媒のメカニズム解明

のためのツールを確立した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ペロブスカイト太陽電池の開発は NIMS 以外にも国内外を含めて数多くの研究

機関が競っており、NIMS で実用化を目指す重要テーマとして設定するのであれ

ば、鉛系、非鉛系を問わず実用化のための要素技術の中でも何が必須課題なのか

を明確にし、できるだけ定量的なロードマップを策定した上で対競合の観点も入

れて成果を評価することが必要と考えられる。 

 



27 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このプロジェクト

により、2022 年度ま

でに特に以下の技

術目標を達成する。 

・水素製造触媒・分

離膜、及び水電解用

電解質膜材料を確

定し、長期運転可能

でかつプロトタイ

プで社会実装への

検証が可能な  1 

L/min の流量をも

つ水素製造可能デ

バイスを実現する。 

・現行リチウムイ

オン電池のエネル

ギ ー 密 度 （ 200 

Wh/kg）を全固体電

池で、現行電池の延

長線上では到達不

可能な  500 Wh/kg 

を空気電池で、コミ

ューター等への利

用 を 可 能 と す る 

150 Wh/kg をスー

パーキャパシタで

実現するための材

料を開発する。 

・低温排熱で発電

可能な現行熱電材

料の室温～ 600 K 

域における有効最

大 出 力 （ 温 度 差 

50 °C で  2 ～ 3 

W/m 、 温 度 差 

250 °C で 50 W/m）

をユビキタス元素

系熱電材料で達成

し、それを用いた素

子の開発を行う。 

ム（蓄電 PF）の活用

を含め、他機関や産

業界と連携しつつ、

エネルギー・環境材

料の開発に必要な

基盤研究を推進す

る。また、蓄電 PF の

技術支援を充実さ

せることで、人材育

成を含めた拠点機

能及び橋渡し機能

を強化し、社会実装

につなげる。さら

に、国立研究開発法

人科学技術振興機

構（JST）の未来社会

創造事業である「磁

気冷凍技術による

革新的水素液化シ

ステムの開発」の実

施など、液体水素材

料研究センターの

運営を通じて、水素

液化技術の開発を

行い、水素利用の拡

大に貢献する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

に取り組み、令和 2

年度においては以

下の研究を実施す

る。 

 

・エネルギー変換・

貯蔵システム用材

料の基盤研究 

太陽電池分野では、

中間バンドコンセプ

トの検討と物理解明

に取り組む。 

 

＜水素関連材料＞ 

③Ni 基合金及び金

属間化合物水素製造

用触媒の探索を行う

とともに、水素分離

膜型反応器用のナノ

多孔質合金複合膜材

料を創成する。 

 

④長寿命低温ドライ

リフォーミング実用

化への 「ユビキタ

ス根留触媒」を創成

する。 

 

 

 

 

 

⑤水素分離膜型反応

器への応用を見据

え、水素製造触媒（上

記③・④に対応）の

作動条件と水素透過

膜性能のマッチング

を図る。 

 

 

 

 

⑥SPPSU電解質膜の

更なる高耐久性化と

高温水電解の評価を

行う。 

 

 

光照射下での電荷蓄積

をケルビンプローブ法

で直接観察した。 

 

 

高セル密度のNiRe合金

被覆モノリス触媒を作

製し、メタンの水蒸気

改質に対する優れた触

媒性能を有することを

明らかにした。 

 

 

超極細繊維状のニッケ

ル・マグネシア組織の

絡み合いからなる根留

Ni#MgO 触媒の創成に

成功。 

 

 

 

 

 

触媒の作動温度であ

り、かつ分離膜の性能

の高い共通使用温度で

ある 350℃で V-Fe 合金

の疲労試験を行い、水

素中で疲労強度が上が

り、また低歪速度(1Hz)

の疲労試験では破断寿

命が長くなることを明

らかにした。 

 

高分子電解質（SPPSU）

合成の再現性を確立

し、発電試験では 4000

時間連続運転を達成し

た。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：メタンの水蒸気

改質に有望な NiRe 合金触媒を見

出すとともに、それを用いた小型

水素製造装置に適用するモノリ

ス触媒を実現した。 

 

 

 

計画通りの進捗：Ni#MgO 触媒の

長時間低温メタン転換活性を実

証（Advanced Systainable Systems: 

Wiley; 表紙採択）。セレンディピ

ティとして、連携拠点活動を通

じ、光子エネルギーによる触媒的

メタン転換（光触媒ドライリフォ

ーミング）の創発に成功（Nature 

Catalysis 表紙に採択）。 

 

計画通りの進捗：低歪速度で疲労

寿命が延びるということは、水素

圧付加と脱気をゆっくり行えば、

デバイス中の V 合金膜は疲労破

壊しにくいことを意味する。水素

雰囲気中での疲労強度の増加と

合わせて、実用操業上、有望な成

果と言える。 

 

 

 

計画通りの進捗：架橋スルホン化

電解質膜については実用レベル

の耐久性を達成した。 

 

 

 

・企業連携ラボ、コンソーシアムの活動などにより、従来からの研究の蓄積を今

後、実用化に活かすための積極的なアプローチを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・エネルギー、環境材料の研究拠点の機能を活かし、ユーザー企業との連携、イ

ノベーションハブ、連携大学院制度など、人材育成、基盤研究から社会実装化ま

でカバーできる体制が整備されつつある点が高く評価される。 

 

・室温駆動可能な熱電デバイス開発や、電極のスプレー塗工技術など産業ニーズ

を踏まえ、実用化に向けた研究が推進・強化されていることは評価できる。 
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・燃料電池酸素極

及び水電解水素極

の過電圧が白金比

100 mV 以下で現行

白金触媒を費用対

効果で上回り、かつ

現行触媒と同等の

安定性を持つ非白

金触媒を実現する。 

 また、シーズ育成

研究として、中温燃

料電池用の無加湿

電解質膜や完全非

貴金属の電極触媒

など、最終システム

を意識しつつ、エネ

ルギーの高効率変

換と貯蔵に関わる

大きなブレークス

ルーに繋がるよう

な探索研究を行う。 

 公募型研究及び

産業界・大学との連

携では、産学独が連

携する研究拠点と

して設置され、TIA

の中核的プロジェ

クトでもあるナノ

材料科学環境拠点

（GREEN）、及び、

次世代蓄電池研究

開発支援のために

設置された設備群

である蓄電池基盤

プラットフォーム

（蓄電 PF）を領域

内に取り込み、活用

する。GREEN では、

計算－計測－材料

開発の融合研究を

ペロブスカイト太

陽電池の性能制御

要因の理解とデバ

イス特性の解明と

高耐久性セルの性

能向上を目指した

電荷選択層の検討、

イオン移動と電荷

の分離計測開発、耐

久性向上のための

基礎物性理解を進

めるとともに、非鉛

ペロブスカイト太

陽電池においては

高性能化を目指し

た成膜制御や組成

エンジニアリング、

新規非鉛ペロブス

カイト材料の開発

を行う。 

水素製造用触媒で

は、根留触媒による

小型メタン転換反

応器の製造と性能

評価。Ni#MgO およ

び Ni#Y2O3 を金属

支持体表面に分散

焼結した小型メタ

ン転換反応器を試

作し、社会実装 FS

へ向けた性能評価

を行う。また、水素

分離膜型反応器用

のナノ多孔質合金

複合膜材料の創製

方法の確立を図る。

水分解ではアノー

ド・カソード電極材

料を検討し、SPPSU

膜と組み合わせて

⑦省白金燃料電池で

は、CeOx 表面の放射

線による格子欠陥形

成よりはるかに低い

電子線入射エネルギ

ーで形成される界面

欠陥構造の最適化と

MEA 性能最大化を

行い、あわせてモデ

ル 薄 膜 を 用 い た 

MEA 性能評価及び

その欠陥構造解析を

行う。 

 

＜蓄電池材料＞ 

⑧空気電池に関して

はリチウム空気電池

用電解質のハイスル

ープット探索を通

じ、高い電池特性を

実現する電解液組成

を提案し、高容量動

作時のサイクル特性

を向上させる。 

 

⑨全固体電池の研究

では酸化物型電池に

おけるエネルギー密

度向上の方向性を見

出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

XPS、分析 TEM 及び表

面欠陥構造モデリング

（コード：GULP）を組

みあわせることで、

CeOx ナノワイヤ表面に

は、白金周囲の 3 相界

面機能を高める白金ナ

ノコート層が形成さ

れ、発電性能と安定性

が改善されていたこと

が分かった。 

 

 

 

空気極における副反応

である二酸化炭素発生

が正極炭素に由来する

ことを明らかにすると

ともに、独自に作成し

た金属リチウム箔にお

いて金属リチウム負極

における反応の不均一

性を低減した。 

 

 

酸化物型全固体電池の

高エネルギー密度化を

図るべく高容量負極の

開発を進め、シリコン

合金負極が酸化物系固

体電解質中においても

3,000 mAh g−1 近い可逆

容量を示すことを明ら

かにした。また、シリコ

ンナノ粒子をスプレー

塗工した電極体が真空

プロセスで作製したシ

リコン膜と同等の負極

性能を示すことを見出

した。 

計画通りの進捗：省白金燃料電池

の研究では、電子線照射により、

発電性能向上を可能にする、白金

ナノコート層をCeOxナノワイヤ

表面に形成できるという、ユニー

クな知見が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：正極における副

反応の一つを明らかにするとと

もに、充放電サイクルにともなう

負極形状変化の抑制に対する方

向性が明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：電池設計の指針

となる高エネルギー密度化の方

策に関する道筋を得た。 
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推進するオールジ

ャパンのイノベー

ションハブとして、

太陽光から出発す

るエネルギーフロ

ーの共通課題解決

を参画機関、招聘研

究者、さらにはオー

プンラボ研究者の

参画を得て進める。

GREEN で確立した

オープンラボ等の

支 援 シ ス テ ム を

GREEN の対象外の

研究についても適

用するとともに、蓄

電 PF の技術支援を

充実させることで、

人材育成を含めた

拠点機能及び橋渡

し機能を強化し、社

会実装につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MEA を作製し、水

電解性能を評価す

る。 

蓄電池材料の研究

では、リチウム空気

電池の高容量動作

時におけるサイク

ル特性の向上を目

指した炭素の表面

被覆、ハイスループ

ット電解質探索シ

ステムを用いた電

解質の開発を行う。

全固体電池に関し

ては、シリコン負極

に関する成果を発

展させ、サイクル特

性向上に向けた複

合化技術の開発を

行う。スーパーキャ

パシタの研究では、

性能向上に向けて

グラフェン垂直配

列電極の開発と最

適化を進める。 

熱電材料の研究で

は、Fe-Al-Si 系材料

についての高周波

熔解、ガスアトマイ

ズを含めた材料化

プロセスの検討か

ら、量産化の可能性

を明らかにする。素

子化技術において

は、熱分解しやすい

アルコール系バイ

ンダーを対象に、

MIM プロセスの最

適化を行うととも

に、固相拡散接合が

 

⑩グラフェン・キャ

パシタの開発では、

水平配向及び垂直配

向グラフェン電極へ

の電解液イオンの拡

散速度と吸着量の計

測と律速機構を明ら

かにし、それにより

電極構造を最適化す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜熱電材料＞ 
⑪ Fe-Al-Si 系 の 組

成・組織と特性の相

関を見出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫Sr-Si 系では高圧

合成を用いた熱電性

能向上の道筋を見出

す 

 

 

 

 

電解液を拡散しやすい

グラフェンシートの電

極構造を最適化し、大

電流高速充放電がで

き、高速充電・高速応答

電気化学特性を持つ電

極材料を創製した。12T

の垂直磁場内で乾燥す

ることにより垂直配向

グラフェン膜の製作に

成功し、この垂直配向

膜における 50 A/g 放電

時の容量維持率は、平

行積層構造の 39%に対

して約 2 倍の 71%に達

することを明らかにし

た。 

 

 

精密組成制御により主

相である半導体相と第

二相である金属相を最

適に制御する技術を構

築することで出力特性

を約 60％向上させた。

更に小型発電モジュー

ル化技術を構築し、温

度・湿度センサを内蔵

した一体型熱電デバイ

スを試作し、発電・デバ

イス駆動に成功した。 

 

Sr 原子を Ba 原子で

20％まで置換した化合

物の合成に成功し、室

温付近で無次元性能指

数 ZT が Ba 濃度の上昇

とともに増加すること

を見出した。また、室温

 

計画通りの進捗：多孔質構造を制

御した種々のグラフェン電極材

料を作製し、その特性との関係に

有用な知見を見出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：組織と特性との

相関を元に出力特性を約 60％向

上させることに成功するだけで

なく、小型発電モジュール化技術

の構築および一体型熱電デバイ

スの試作を行い、室温との温度差

を用いた発電・デバイス駆動に成

功した。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高圧合成で Sr-

Si 系の Sr 原子を Ba 置換し、熱電

性能向上の道筋を見出した。 
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可能な電極材料の

探索から接合条件

の最適化を試みる。 

電極触媒関係では、

高効率な新規非白

金触媒の合成、電気

化学特性など基盤

的研究を引き続き

行い、触媒活性のメ

カニズムを探る。ま

た、微生物電極触媒

についても全く新

規なアンモニア酸

化反応を媒介する

細菌遺伝子の特定

を目指すことで、非

白金触媒としての

利用・開発を進め

る。 

理論計算の分野で

は、第一原理計算手

法とアップスケー

ル手法の連成・融合

を念頭に置いた界

面現象に関する理

論計算手法の拡張、

微視的反応速度論

による反応プロセ

ス解析手法の確立・

効率化に加え、大量

データを効率的に

取り扱い可能なイ

ンフォマティクス

手法の拡張を進展

させる。さらにこれ

らの計算手法を適

用して、蓄電池材

料・触媒材料などの

原理解明から材料

設計にまで踏み込

 

 

 

 

 

⑬Fe-Si 系では、射出

成形金型の形状・サ

イズおよび成形プロ

セスが亀裂発生およ

び熱電特性に及ぼす

影響を明らかにす

る。 

 

 

 

⑭Fe-Si 系材料を基

板上に蒸着し、大面

積化に向けた素子構

造の基礎的知見を得

る。 

 

 

 

 

 

＜電極触媒＞ 

⑮高効率な新規非白

金触媒の合成、電気

化学特性など基盤的

研究を行い、触媒活

性のメカニズムを探

る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑯炭素系触媒等にお

付近では 20％の Ba 置

換で、同じ材料系にお

ける最も高いZTを達成

した。 

 

射出成形金型を 18mm

φから 12mmφの円柱

形状に変更することに

より、内部亀裂を抑制

できた。またロウ主体

の混練用バインダーを

適用することで、真空

ホットプレスと同等の

出力特性を実現した。 

 

コンビナトリアルスパ

ッタ薄膜作製装置を活

用し、Fe-Si 系において

大面積で超格子構造を

制御することにより、

ゼーベック係数と電気

伝導率を独立制御でき

る可能性についての指

針を得た。 

 

 

理論 -実験の連携によ

り、BN/Au の系では酸

素還元反応の中間体で

ある O+OH が不安定と

なり酸素は過酸化水素

までしか還元されない

が、 Au クラスタを

BN/Au に担持すること

により O+OH の吸着状

態が安定化し、水分子

まで還元される機構が

明らかとなった。 

 

炭素系触媒の研究で

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：射出成形金型の

形状・サイズおよび成形プロセス

の制御し、成形体の性状の制御を

実現した。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Fe用の新スパッ

タカソードを独自開発し、Fe原子

を安定的に大面積スパッタする

ことを可能にした。これにより、

Fe-Si 系、Fe-Si-Al 系など、Fe 原

子を含む多元系熱電材料の組成・

構造の探索を可能にした。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：精密な電気化学

的手法と理論との連携により、非

金属触媒における ORR 電極過程

を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：酸素還元反応に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



31 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

んでいく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いて、その微視的反

応機構を実験によっ

て理解することで、

律速過程や活性の起

源などの反応機構を

より詳細に理解する

と共に、特性改善の

検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑰微生物電極触媒に

ついては全く新規な

アンモニア酸化反応

を媒介する細菌遺伝

子の特定を目指すこ

とで、非白金触媒と

しての利用・開発を

進める。 

 

 

 

 

 

 

＜計算科学＞ 

⑱第一原理計算手法

とアップスケール手

法の連成・融合を念

頭に置きながら、表

面界面現象に関する

理論計算手法を開発

は、精密な電気化学的

手法と、反応速度論を

基にした理論を組み合

わせ、非金属触媒にお

けるORR 電極過程を明

らかにした。また、酸素

還元反応進行下におけ

る電極上で生成すると

言われている O2-（中間

種）の検出に世界で初

めて成功した。種々の

実触媒への適用を行

い、反応活性が高いと

中間種の生成が少なく

なることが分かった。

今回の計測もとに反応

律速過程の議論を行う

ことが可能となった。 

 

微生物による嫌気アン

モニア酸化反応に関し

て、アンモニア酸化に

関与する未知遺伝子を

特定した。また、外膜シ

トクロムの構造と電子

移動速度の相関を追跡

できる分光・電気化学

システムを構築し、脂

質制御によるヘム配向

変化を追跡、電子移動

速度の加速に成功し

た。 

 

 

全固体電池内のイオン

ダイナミクスの統計解

析を可能にするための

ヘテロ固固界面サンプ

リング手法を開発し、

DFT 計算と結合するこ

対するその場解析の有効性を確

認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：微生物触媒にお

ける反応関与未知遺伝子を特定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：蓄電池・触媒の

革新的研究の基礎となる計算手

法が開発できた。これまで困難で

あったヘテロ固固界面の高効率・

高精度探索を可能とする一般的

な手法を開発した。本論文のプレ
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する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑲材料探索に向けた

インフォマティクス

手法の拡張をさらに

進展させる。 

 

 

 

 

 

⑳出口課題の原理解

明から材料設計にま

で踏み込んだ応用計

算研究も遂行する。

特に蓄電池分野では

Li-ion, Na-ion, Mg-

ion 電解液界面に加

え全固体電池界面に

も焦点を当てる。一

方、触媒分野ではメ

タン活性化機構の解

明に取り組む。 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

るエネルギーの高効

率変換と貯蔵に関わ

る大きなブレークス

ルーに繋がるような

探索研究 

とで先入観なしに多く

の低エネルギー固固界

面をサンプルすること

を可能とした。また第

一 原 理 表 面

microkinetics と reactor

モデルの組合せ手法の

計算精度向上が進展し

た。 

 

ベイズ最適化や全状態

探索法を利用した機械

学習研究により、イオ

ン伝導度の高い固体電

解質材料の提案、溶媒

和エネルギーが適度な

電解液材料の評価を行

った。 

 

蓄電池系に関して、酸

素レドックスを用いた

Na イオン電池正極材料

の探索、孤立水分子が

重要と言われているハ

イドレートメルト電解

液内の水クラスターの

界面効果などの解析を

行った。触媒系につい

ては、メタン部分酸化

の不均一系触媒の活性

サイトに関する詳細な

知見を得た。 

 

 

CsBi3I10を用いた溶液プ

ロセスによるビスマス

系非鉛ハロゲン化ペロ

ブスカイトの成膜法を

開発した。溶媒エンジ

ニアリングと貧溶媒ド

スリリースは、新聞にも掲載さ

れ、さらに文部科学省「富岳」成

果創出加速プログラムにおける

二次電池・燃料電池課題の採択に

つながった。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：先端的機械学習

手法の開発とそれを用いた実材

料の提案までを一気通貫で実行

した。次年度は本アプローチをさ

らに多様な系に適用していく。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：蓄電池および触

媒系の表面界面過程の微視的機

構を理論的に提案した。これによ

り高効率反応を示す材料・界面の

指針が得られつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新しい非鉛ペロ

ブスカイト型太陽電池の可能性

を見出した。 
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拠点型外部資金のマ

ネジメント 

液体水素材料研究セ

ンターの運営を通じ

て、水素液化技術の

開発を行い、水素利

用の拡大に貢献す

る。国立研究開発法

人科学技術振興機構

「磁気冷凍技術によ

る革新的水素液化シ

ステムの開発」を遂

行し、従来の液化技

術よりも高効率な水

素液化技術を目指し

て研究開発を実施す

る。 

 

 

 

 

リップ法により、結晶

性の高い、緻密な薄膜

の作製に成功した。 

 

10～30nm径のナノニー

ドル LaB6電界放出電子

源の作製に成功し、高

性能な電子源となりう

ることを実証した。 

 

スパッタ膜構造、バル

ク二相構造および積層

構造と、３つのルート

からパワーファクター

の改善法にアプローチ

し、いずれも構造指針

に関わる基礎的知見を

見出した。 

 

 

 

システム開発について

は磁気冷凍予備試験機

を用いて水素温度領域

で約 15K の温度差を発

生することに成功し、

磁気冷凍機に用いる磁

性体サイズや量を確定

するために簡易的な数

値計算コードを開発し

た。磁気冷凍・磁場計測

への応用を目指した波

形可変磁場発生装置用

電源について検討し、

その作製に着手した。

材料開発に関しては

R5X3 (R:重希土類、X：

P ブロック元素)など約

20 種類の磁気冷凍材料

候補物質を合成、評価

 

 

 

 

計画通りの進捗：実用間近の電子

源をさらに高性能化できる技術

である。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：熱電デバイスの

構造指針を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 磁気冷凍機の

実機設計の推進、簡易数値計算コ

ードの開発、波形可変磁場発生用

の電源・磁石本体の開発、磁気冷

凍材料候補物質の候補選定及び

メッキ法によるコーティングな

ど順調に進捗している。 
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１．１．３ 磁性・

スピントロニクス

材料領域 

クリーンで経済

的なエネルギーシ

ステムの実現に貢

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．３ 磁性・

スピントロニクス

材料領域 

本領域では、クリ

ーンで経済的なエ

ネルギーシステム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．３ 磁性・

スピントロニクス

材料領域 

本領域では、クリ

ーンで経済的なエ

ネルギーシステム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

蓄電池基盤プラット

フォーム（蓄電 PF） 

「JST 先端的低炭素

化技術開発（ALCA）

特別重点技術領域 

次世代電池（次世代

蓄電池研究加速プロ

ジ ェ ク ト

（SPRING））」と連携

し、同プロジェクト

で実施される次世代

蓄電池の研究開発を

優先的に支援した

他、蓄電池の開発に

関わる大学、独法、

民間企業等への支援

を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し、Ho5Si3 等が良好な特

性を示すことを発見し

た。耐水素化を目指し

た微粒子状磁気冷凍材

料の保護膜形成検討に

おいて湿式メッキ法に

よるCuコーティングに

成功した。 

 

蓄電池基盤プラットフ

ォームでは、「JST 先端

的低炭素化技術開発

（ALCA）特別重点技術

領域 次世代電池（次世

代蓄電池研究加速プロ

ジェクト（SPRING））」

と連携し、同プロジェ

クトで実施される次世

代蓄電池の研究開発を

優先的に支援した他、

蓄電池の開発に関わる

大学、独法、民間企業等

への支援を行った。支

援 件 数 は ALCA-

SPRING 関係が 27 件

（21,273 時間）、それ以

外が 19 件（6,864 時間）

であり、支援時間は H30

年度実績とほぼ同等で

あ っ た が 、 ALCA-

SPRING 向けは 2 割増

となり、着実な支援を

行うことができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：Web 運用システ

ム並びに全ての装置が順調に稼

働し、ユーザーの幅も拡大。共焦

点顕微鏡、XRD 用のハイブリッ

ドピクセルアレイ二次元検出器

と 2 次元画像表示ソフト、FIB-

SEM 装置を用いた EDS の 3 次元

構築システムなど、測定装置の充

実を図るとともに、技術スタッフ

の習熟度も向上させ、質の高い支

援を継続できるように運営した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．３  

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

世界最高値や、世界初となる最近

の GMR/TMR の新規研究開発の

多くが NIMS の成果（国内外で研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕
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献する高性能な磁

性材料やスピント

ロニクス素子の開

発を目指すものと

する。また、新しい

材料・デバイスの原

理検証や、新規磁性

化合物の開拓等の

技術シーズを探索

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の実現に貢献する

磁性材料の開発と

情報通信技術分野

の省エネに繋がる

大容量メモリ、スト

レージ技術に不可

欠なスピントロニ

クス素子を開発す

る。磁石、メモリ、

ストレージデバイ

スでは、原子レベル

で構造を制御した

強磁性体と非磁性

体の複相構造を大

量生産に向く手法

で作り込まなけれ

ばならないため、そ

のためのナノ構造

制御技術、成膜技

術、微細加工技術を

発展させる。材料・

デバイスの構造を

ミクロ・ナノ・原子

レベルのマルチス

ケールで評価し、強

磁性／非磁性複合

構造から得られる

磁気特性・伝導特性

を理論的に予測し、

それを指針としつ

つ、材料のポテンシ

ャルを最大限に生

かした磁気・伝導特

性を発現する磁石

やメモリ・ストレー

ジデバイスを開発

する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・省エネデバイス

の実現に貢献する

磁性材料の開発と

情報通信技術分野

の省エネに繋がる

大容量メモリ、スト

レージ、磁気センサ

技術に不可欠なス

ピントロニクス素

子を開発する。磁

石、メモリ、ストレ

ージデバイス、セン

サでは、原子レベル

で構造を制御した

強磁性体と非磁性

体の複相構造を大

量生産に向く手法

で作り込まなけれ

ばならないため、そ

のためのナノ構造

制御技術、成膜技

術、微細加工技術を

発展させる。材料・

デバイスの構造を

ミクロ・ナノ・原子

レベルのマルチス

ケールで評価し、強

磁性／非磁性複合

構造から得られる

磁気特性・伝導特性

を理論的に予測し、

それを指針としつ

つ、材料のポテンシ

ャルを最大限に生

かした磁気・伝導特

性を発現する磁石、

メモリ、ストレージ

デバイス、磁気セン

サを開発する。 

元素戦略磁性材

料 研 究 拠 点

 

 

 

 

 

 

[プロジェクトの目

標] 

「省エネデバイスの

ための磁性・スピン

トロニクス材料の基

盤研究」 

 

①ネオジム磁石の結

晶粒界の磁性の制御

により、室温 2.5 T、

160℃で 0.8T の保磁

力と残留磁化 1.4 T

以上の優れた磁石特

性の実現を目指す。 

 

 

 

② Sm1-xZrx(Fe1-

yCoy)Tiz の磁気物性

の測定と相安定性の

検討を行い、新規磁

石材料としての可能

性を検討すると同時

に、最適組成の化合

物を使ったバルク試

料で 1 T 以上の保磁

力の実現を目指す。 

 

③高スピン偏極・低

磁気緩和・低飽和磁

化・高磁気異方性等、

スピントロニクスデ

バイスで要求される

様々な磁気物性を持

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱 間 加 工 磁 石

（7x7x5.6mm3）を 2 段

(Nd-Dy-Tb-Cu 合金+Nd-

Cu 合金)拡散処理する

ことで比較的良好な角

形比(Hk/Hc=0.88)と、残

留磁化 (1.3T)を維持し

つつ、保磁力を 2.3T ま

で向上させた。 

 

バルク試料の粒界相形

成のための組成・プロ

セス探索を行い Ti 増量

と冷却速度向上により

粒界相を維持しつつ粒

微細化を達成した。 

 

 

 

 

 

Co2MnGe 系材料が低温

熱処理で高いスピン分

極率を示す実用的に有

望な材料であることを

示した。多結晶構造で

ホイスラー合金 CPP-

究をリード）。また、永久磁石材料

研 究 で 世 界 的 拠 点 。

Sm(Fe0.8Co0.2)12 系新規磁石の研究

開発が着実に進捗していること

に加え、永久磁石材料とスピンカ

ロリトロニクスの融合研究とい

う新たな方向性も芽生えている。

多くの外部資金を獲得し、効率的

に成果を挙げていることから、評

定を s とした。 

 

<各評価指標等に対する自己評価

> 

計画通りの進捗：従来は、実用サ

イズの磁石では、均一な組織を得

ることが困難で、高角形比、高保

磁力を得ることは困難であった

が、新プロセスの開発によって実

用サイズの磁石においても特性

向上を達成した。今後、組成、プ

ロセス条件の最適化によって目

標は達成可能と思われる。 

 

計画通りの進捗：バルク試料で

は、まだ目標の保磁力の発現には

至っていないものの、微細粒表面

に欠陥層があり、これが低保磁力

の一因であることが明らかにな

ったので、添加元素、試料作製方

法の最適化により、欠陥層の低減

しつつ粒界相を形成することで

保磁力向上を目指す。 

 

 

計画以上の進捗：MR 比の最高値

の更新はできていないものの、低

温熱処理で高いスピン分極率を

示す実用的な材料を見出した。ま

た AgInZnO や bcc Cu など MR 出

力を増大させる新規なスペーサ

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、特に顕著な

成果が創出しているとまでは言えないため、s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・bcc-Cu 中間層を用いた CIP-GMR 素子の磁気抵抗比世界記録更新 

汎用磁気センサとして実用化されている CIP-GMR 素子について、CoFe 層上の

Cu が準安定的に bcc 構造で成長することにより全単結晶 bcc-CoFe/Cu/CoFe が得

られ、完全な格子整合と電子バンド整合によって、室温で 40%を超える過去 10

年ぶりの世界最高値となる磁気抵抗比が実現された。車載用磁気センサから生体

磁場センサまで幅広いセンサの超高感度化につながることが期待される成果で

ある。 

 

・永久磁石における巨大異常エッチングスハウゼン効果の観測 

実用永久磁石の一つである SmCo5 系磁石が大きな異常エッチングスハウゼン効

果（磁化と電流の外積方向に熱流が発生する現象）を示すことを発見。SmCo5 系

磁石における熱電変換能の起源である横熱電係数が、既報材料の中で最高値を示

すことを明らかにした。 

 

・巨大 TMR を示す新規(111)配向磁気トンネル接合の理論提案 

新規(111)配向磁気トンネル接合が 2,000％を超える高い磁気抵抗比を持つことを

第一原理計算で実証した。この強磁性層は(111)方位に積層された fcc 強磁性体で

あり、従来の(001)接合では不可能であった巨大垂直磁気異方性を達成できる可能

性が大きく広がった。 

また、この新規接合では界面共鳴効果と呼ばれる新機構に由来していることも 

判明し、トンネル磁気抵抗効果の開発指針にブレークスルーをもたらした。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・生体磁気センサをはじめとした高感度センサ実用化に向けては、優れたセンシ

ングデバイスの開発と同時に、低い S/N 比であっても正確に信号を取り出す信号

処理技術（含 AI 応用）が重要となると思われる。この観点から外部連携の活性

化を期待したい。 

 

・磁性、スピントロ二クスとも、幅広い分野が想定され研究が推進されている。

特に後者は、現在、展開の早い領域である。NIMS の強みを生かして、具体的に

はどのような機能に焦点をあてるのか、方向性を明確にすべきと考えられる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・少数の研究者で研究を推進する体制でありながら、超高感度磁気センサへの応

用が期待される GMR/TMR 技術開発において世界先端レベルの顕著な成果を継

続して上げていることは高く評価できる。 
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のための磁性・スピ

ントロニクス材料

の基盤研究に取り

組む。 

このプロジェクト

により、2022 年度ま

でに特に以下の技

術目標を達成する。 

・ネオジム磁石に

ついて、複相構造の

界面を原子レベル

で制御することに

より、希少金属を使

わずに現行のジス

プロシウム含有磁

石よりも優れた特

性（200 C において、

保 磁 力  μ0Hc>0.8 

T、最大エネルギー

積  (BH)max>150 

kJ/m3）の磁石を開

発する。また新規磁

石化合物の探索を

行う。 

・室温ハーフメタ

ル材料を開発し、そ

れを用いて従来よ

りも飛躍的に優れ

た特性の磁気抵抗

素子やスピントル

ク発信素子を実証

する。具体的にはホ

イスラー合金を用

いた面直電流巨大

磁気抵抗素子(CPP-

GMR)で室温 100 %

を超える磁気抵抗

比、20 mV を超える

電圧出力など、通常

の強磁性材料を用

（ESICMM）の運営

を通して、次世代永

久磁石開発に必要

な基盤研究を他機

関ならびに産業界

と連携しつつ推進

する。また、次世代

省エネメモリとし

て注目されている

磁気メモリや磁気

ストレージ技術を

実現させる磁気抵

抗素子開発の基盤

研究では、他法人・

産業界と連携する

オープンイノベー

ション活動により

社会実装を促進す

る。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・省エネデバイス

のための磁性・スピ

ントロニクス材料

の基盤研究 

に取り組み、令和 2

年度においては以

下の研究を実施す

る。 

 

・省エネデバイス

のための磁性・スピ

ントロニクス材料

の基盤研究 

ネオジム磁石の特

性向上、渦電流低減

のために組成、創製

プロセス、粒界改質

プロセスの最適化

を検討する。またバ

つ新材料を探索し、

新材料を用いた磁気

抵抗素子で 100%以

上の磁気抵抗比の実

現を目指 

す。エネルギーアシ

スト磁気記録媒体に

おいて、非磁性マト

リックス材料の最適

化によりFePt磁性粒

子のさらなる微細化

を行う。 

 

 

 

④省エネコンピュー

ティングに寄与する

STT-MRAM やスト

レージクラスメモリ

の基盤技術となる垂

直磁気トンネル接合

で 300%以上の磁気

抵抗比、その基盤と

して面内磁気トンネ

ル接合で 600%以上

の磁気抵抗比を目指

す。巨大スピン軌道

トルクが期待される

Rashba 系 や

Topological 物質の創

製を試みる。 

 

 

 

 

 

 

⑤実験研究を効率良

く進めるための、理

論計算による物性予

GMR素子の出力を増大

さ せ る ス ペ ー サ ー

AgInZnO の輸送特性の

解明に成功し、リード

ヘッド応用の可能性を

示した。また bcc Cu 中

間層を用いた CIP-GMR

素子で世界最高の MR

比を実現した。FePt 熱

アシスト磁気記録媒体

では、ピッチ間距離

5.2nm 、 平 均 粒 子 径

4.3nm の超微細組織の

合成に成功した。 

 

MTJ 全般において、プ

ロセス技術を中心とし

て各種特性向上のため

の新たな知見が得られ

た。特に Fe/MgO 系 MTJ

の下地層最適化によ

り、同系 MTJ の TMR 比

の最高値の更新が進ん

でいる。 

Bi1-xSbx 合金と B20 型

CoSi 合金の薄膜創製に

成功し、Bi1-xSbx 合金

では１を超えるスピン

ホール角を実証した。

ワイル半金属特性が期

待されるB20 型CoSi に

ついては、世界で初め

てその輸送特性を評価

するに至り、スピンホ

ール角（3.5%）を明らか

にした。 

 

高スピン偏極ホイスラ

ー合金のスピン偏極率

の温度依存性を第一原

ー材料の開拓に成功し、CIP-GMR

素子では MR 比の世界最高値を

更新することができた。今後、磁

気センサー等に活用されうる重

要な成果である。 

FePt 熱アシスト磁気記録媒体に

おいては計画通り微細化に成功

した。 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：Fe/MgO 系 MTJ

の下地層最適化により、同系 MTJ

の TMR 比の最高値の更新しつつ

あり、近々に目立ったブレークス

ルーにつながると期待される。ま

た、トポロジカル物質の高品位薄

膜化に成功し、BiSb系薄膜で大き

なスピンホール角を得ている。精

度の高い手法での測定であるこ

とも評価されるべき点である。ト

ポロジカル半金属であることが

期待される B20 型 CoSi 合金にお

いて、先進的な成果を得ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ハーフメタルホ

イスラー合金の電子状態の温度

依存性を明らかにした。(111)配向

 

・省エネ磁性・スピントロニクス材料拠点および元素戦略磁性材料研究拠点とし

て、縦横断的研究、ユーザー企業との連携によるニーズ把握、大学連携による人

材育成のハブ機能としての地位が確立されつつある点が高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いた素子では実現

できない高い値を

示し、ハーフメタル

スピントロニクス

素子の優位性を示

す。 

・トンネル磁気抵

抗素子や半導体を

スペーサーとした

CPP-GMR 素子で、

10 nm ノ ー ド の

STT-MRAM セルに

要求される、面積抵

抗  RA ~ 0.1-0.5 Ω 

μm2、磁気抵抗変化

比 MR ~ 300 %の垂

直磁気抵抗素子を

開発する。 

・大容量ストレー

ジデバイスとして、

次世代ハードディ

スクに求められる 4 

Tbit/in2 に対応でき

る超高密度磁気記

録媒体を試作する

とともに、そのよう

な高密度磁気記録

に対応できる磁気

センサ用高出力磁

気抵抗素子を開発

する。 

 また、シーズ育成

研究として、物質の

磁性を学術基盤と

する新規シーズの

創出を行う。具体的

には、スピン軌道相

互作用を利用して、

これまでの技術で

は実現不可能だっ

ルク SmFe12 系磁石

創製に向けて添加

元素、微細粒化プロ

セス、バルク化プロ

セスの最適化を行

う。 

高スピン偏極・低磁

気緩和・低飽和磁

化・高磁気異方性

等、スピントロニク

スデバイスで要求

される様々な磁気

物性を持つ新材料

を探索し、新材料を

用いた磁気抵抗素

子で 100%以上の磁

気抵抗比の実現を

目指す。エネルギー

アシスト磁気記録

媒体において、複数

の非磁性マトリッ

クス材料を混合ま

たは積層させるこ

とにより FePt 微粒

子の高規則化を行

う。 

省エネコンピュー

ティングに寄与す

る STT-MRAM やス

トレージクラスメ

モリの基盤技術と

なる垂直磁気トン

ネル接合で RA ∼ 1 

Ωμm2 で 200%以

上の磁気抵抗比を

実現する。巨大スピ

ン軌道トルクが期

待される Rashba 系

や Topological 物質

（スピンホール角

測と実験結果の理論

的解釈を行う。特に、

デバイス応用上の実

用的な伝導特性評価

のために、有限温度

での伝導特性の理論

計算手法の確立を目

指す。また大きなス

ピン軌道トルクが得

られる強磁性金属 /

非磁性金属のナノ接

合構造の提案を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥試作材料・素子の

構造を 3 次元アトム

プローブ、透過型電

子顕微鏡(TEM)、走

査 型 電 子 顕 微 鏡

(SEM)/集積イオンビ

ーム (FIB)を補完的

に用いてマルチスケ

ール解析を進めると

ともに、有限要素マ

イクロマグネティク

スシミュレーション

手法の高度化に取り

組む。 

 

 

 

 

理計算により明らかに

した。第一原理計算と

機械学習を用いて、不

規則スピネルバリアの

磁気トンネル接合の局

所構造探索を行い高い

TMR が得られる局所原

子構造を明らかにし

た。(111)配向 MTJ にお

ける新概念・新機構の

界面共鳴状態による巨

大TMRの発現予測も行

った。磁気トンネル接

合での界面共鳴状態に

よりゼーベック係数が

増大する効果を理論的

に見出し、ホイスラー

合金や SmCo5 磁石が大

きなネルンスト効果を

示すことを理論的に示

した。 

 

プロジェクト内で試作

された熱間加工ネオジ

ム磁石、SmFe12 合金、ス

ピントロニクス材料・

デバイス等の組織と特

性の関係を理解するた

めに、TEM、SEM、アト

ムプローブ、カー効果

顕微鏡等による相補的

なマルチスケール組

織・磁区解析を実施し

た。また、磁石や、スピ

ントロニクスデバイス

の組織的特徴をマイク

ロマグネティクス計算

に取り込み、特性向上

に寄与する磁石組織、

デバイス構造を検討し

MTJ の巨大 TMR は従来の常識を

超えたものであり、今後大きな波

及効果をもたらすと期待される。

また、ネルンスト効果やゼーベッ

ク効果など熱輸送現象において

実験に指針を与える理論解析を

行うなど計画以上の進捗である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：引き続き、材料・

デバイス試作グループから試料

の提供を受け、計画通りに推進。

材料設計に必須な構造情報を提

供し、それにより高残留磁化、高

保磁力磁石の開発、スピントロニ

クスデバイスの高性能化に寄与。 
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た小さな電流や電

圧で磁化を制御で

きる技術の可能性

を検討する。また、

巨大なスピン軌道

相互作用を利用し

て、従来のスピント

ロニクスデバイス

ではなし得なかっ

た発光、発電といっ

た機能性をもつ材

料・デバイスの原理

検証や、新規磁性化

合物の発見などの

シーズ技術を育成

する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との連

携では、元素戦略磁

性 材 料 研 究 拠 点

（ESICMM）を磁石

材料研究のハブ機

能として活用する。

また、次世代省エネ

メモリとして注目

されている磁気メ

モリや磁気ストレ

ージ技術を実現さ

せる磁気抵抗素子

開発の基盤研究で

は、他法人・産業界

と連携するオープ

ンイノベーション

活動により社会実

装を促進する。その

ために、研究者を連

携機関と相互に併

任させることで組

織的連携を強め、ス

ピントロニクス素

SH>0.5）を作成し

その結晶性や配向

性の改善・最適化を

行う。 

動的熱画像解析技

術を駆使し様々な

熱電・熱スピン変換

現象の温度・物質依

存性を測定すると

ともに、高電場や歪

を入力としたロッ

クインサーモグラ

フィ計測により電

気熱量効果・弾性熱

量効果の物質依存

性測定を行い、その

一般性を確立する。 

これらの実験研究

を効率良く進める

ための、理論計算に

よる物性予測と実

験結果の理論的解

釈を行う。特に、デ

バイス応用上の実

用的な特性評価の

ために、有限温度で

のフォノン励起、磁

気ダンピング、伝導

特性の理論計算手

法の確立を目指す。

また巨大なスピン

（異常）ホール効果

をもたらす積層構

造の提案を目指す。 

試作材料・素子の構

造を 3 次元アトム

プローブ、透過型電

子顕微鏡(TEM)、走

査 型 電 子 顕 微 鏡

(SEM)/集積イオン

 

 

⑦動的熱画像解析技

術を駆使し様々な熱

電・熱スピン変換現

象の温度・物質依存

性を測定するととも

に、高電場や歪を入

力としたロックイン

サーモグラフィ計測

により電気熱量効

果・弾性熱量効果を

明らかにする。 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究によ

る物質の磁性を学術

基盤とする新規シー

ズの創出 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点型外部資金の

マネジメント: 

元素戦略磁性材料研

究拠点（ESICMM）] 

文科省と契約した委

託業務計画に従い、

再委託機関を含めた

全体のマネジメント

た。 

 

磁気熱電効果や熱スピ

ン効果の温度・物質依

存性測定を進め、NiPt

合金においてペルチェ

係数の異方性>10%を達

成した。その一環とし

て、実用永久磁石の一

つである SmCo5 系磁石

が大きな異常エッチン

グスハウゼン効果を示

し、その性能指数が既

存材料の中でトップレ

ベルであることを見出

した。電界や歪による

磁気熱電効果の制御に

も成功している。 

 

 

具体的実績としては、

面内巨大磁気抵抗効果

の軟磁気特性の向上、

軟磁性 FeSi を用いたス

ピンホール磁気抵抗効

果、低ノイズ特性が期

待されるボルテックス

磁気構造を持つ素子の

磁化過程のシミュレー

ション、理論解析、スピ

ン波熱移送効果等。 

 

 

 

1-12系Sm-Fe-Coにおい

て高保磁力 1 テスラ以

上を発現する柱状セル

組織の生成に成功し、

特許出願を行った。 

学理基盤構築も、熱力

 

 

計画以上の進捗：これまでスピン

カロリトロニクスと永久磁石材

料の研究は全く独立に行われて

きたが、SmCo5系磁石における巨

大異常エッチングスハウゼン効

果の発見により、両者の融合研究

に先鞭を付けた。その他の項目に

ついては計画通りに進捗してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：超スマート社会

の実現に寄与する磁気センサー

の開発に関して着実に成果を挙

げている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗:Sm-Fe-Co の柱状

セル組織に関する特許出願、学術

基盤構築の推進、追加予算獲得な

ど、順調に進んでいる。 
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１．１．４ 構造材

料領域 

高効率・高性能な

輸送機器材料やエ

ネルギーインフラ

材料の開発を行う

ものとする。また、

個別の材料や微細

組織の解析手法に

関する技術課題を

探索するほか、グロ

ーバルな構造材料

研究の発展に貢献

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子開発におけるハ

ブ機能・人材育成機

能を高める。また、

磁性理論において

は、大学で活発に活

動している理論研

究者をクロスアポ

イントメント制度

等により招聘する

ことで、研究を加速

させる。 

 

 

１．１．４ 構造材

料領域 

本領域では、社会

インフラ材料、輸送

機器材料、エネルギ

ーインフラ材料等、

国土強靱化や我が

国の国際的産業競

争力の強化に資す

る高性能構造材料

開発と構造材料周

辺技術の研究開発

を行う。構造材料は

長期に渡って安定

に性能を発揮する

ことが求められる

ことから、精緻な特

性評価技術や組織

解析技術等を活用

して材料の劣化機

構の解明を進める

とともに、その知見

に基づいた材料の

高信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷の

実現のため、輸送機

ビーム(FIB)を補完

的に用いてマルチ

スケール解析を進

めるとともに、有限

要素マイクロマグ

ネティクスシミュ

レーション手法の

高度化に取り組む。 

 

 

 

 

 

１．１．４ 構造材

料領域 

本領域では、社会

インフラ材料、輸送

機器材料、エネルギ

ーインフラ材料等、

国土強靱化や我が

国の国際的産業競

争力の強化に資す

る高性能構造材料

開発と構造材料周

辺技術の研究開発

を行う。構造材料は

長期に渡って安定

に性能を発揮する

ことが求められる

ことから、精緻な特

性評価技術や組織

解析技術等を活用

して材料の劣化機

構の解明を進める

とともに、その知見

に基づいた材料の

高信頼性化を進め

る。また、省エネル

ギー・低環境負荷の

実現のため、輸送機

を行い、①究極性能

磁石材料の実現、②

高鉄濃度化合物の磁

石化実現、③永久磁

石の保磁力理論や材

料熱力学などの基礎

学理創出、④産業界

への成果還元を目指

す。R1 年度契約総額 

563 百 万 円 （ 内 

NIMS 296、再委託 

267 百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

[プロジェクトの目

標] 

「界面制御による構

造材料・構造体の高

信頼性化」 

 

①高次加工技術によ

る微視組織制御と高

性能材料の創出で

は、低合金鋼の複層

組織材の延性、遅れ

破壊特性の向上につ

ながった界面微視組

織の形成過程を調査

し、プロセス条件の

最適化を図る。冷間

圧延によって発達す

るεマルテンサイト

の集合組織を様々な

温度で熱処理するこ

学 DB、保磁力理論計算

の新手法等推進した。

元素戦略 4 拠点間コン

ペで新規 3 課題と追加

予算 37 百万円を獲得。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温間加工で作製した超

微細結晶粒組織鋼材の

水素脆化機構、積層鋼

材の破壊機構ならびに

低合金鋼の引張変形機

構の解明のための調査

を行い、力学特性を制

御する界面微視組織因

子に関する知見を得

た。高 Mn オーステナイ

ト鋼の冷間・温間圧延

性に及ぼす加工誘起

ε、α'マルテンサイト

変態挙動の影響を解明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．４ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対

する自己評価」のうち、「計画以上

の進捗」とする項目では顕著な成

果を得るとともに、「計画通りの

進捗」とする項目では計画の目標

を達成していると認められるこ

とから、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

価＞ 

計画通りの進捗：鉄系合金では、

微細粒材の水素脆化機構、積層材

料の破壊機構、高 Mn オーステナ

イト鋼のマルテンサイト変態挙

動機構の解明など、順調に進展し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・合金の複雑な構造をパラメータ無しで予測する「第一原理フェーズフィールド

法」の開発 

世界初の革新的なマルチスケールシミュレーション技術「第一原理フェーズフィ

ールド法」を開発し、NiAl 合金の複雑な微細構造を様々な Ni と Al の混合比に対

して一切のパラメータを使用せず、物理の基本法則のみから正確に予測する事に

成功した。本手法で得られた結果は実験と良く一致しており、局所応力分布も簡

単に求められるため、機械強度の予測が可能である。 

 

・高強度鋼のギガサイクル疲労における疲労限の実証 

高強度鋼では通常の疲労限が消滅し、ギガサイクル疲労が生じる。この場合、振

動などによる微弱な応力でもいつかは疲労破壊するのではないかという心配が

産業界にあった。それに対して、従来の 1010 回までのギガサイクル疲労試験を更

に一桁延長して、1011 回まで実施することでギガサイクル疲労における新たな疲

労限の存在を実証し、微弱な応力では疲労破壊しないことを実証した。また、疲

労限が出現するメカニズムがき裂の発生限界ではなく、停留限界であることも明

らかにした。 

 

・炭素繊維強化熱可塑性樹脂複合材料（CFRTP）スマート支圧板の開発 
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器材料の軽量化・高

強度化、エネルギー

インフラ材料の耐

熱性向上に取り組

む。一方、輸送機器

からインフラ構造

体まであらゆる分

野でのマルチマテ

リアル化の急速な

進展に対応するた

め、金属と樹脂等の

異種材料を構造体

化するための高信

頼性接合・接着技術

の開発を進める。さ

らに、信頼性を担保

するためにかかる

材料開発期間・コス

トを大幅に短縮す

るため、先端材料解

析やマテリアルズ・

インフォマティク

ス等とも連携しつ

つ、計算科学の活用

による性能予測・寿

命予測手法、製造プ

ロセスも含めた統

合的材料設計手法

の開発を推進する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・界面制御による

構造材料・構造体の

高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022 年

器材料の軽量化・高

強度化、エネルギー

インフラ材料の耐

熱性向上に取り組

む。 

一方、輸送機器か

らインフラ構造体

まであらゆる分野

でのマルチマテリ

アル化の急速な進

展に対応するため、

金属と樹脂等の異

種材料を構造体化

するための高信頼

性接合・接着技術の

開発を進める。 さ

らに、信頼性を担保

するためにかかる

材料開発期間・コス

トを大幅に短縮す

るため、先端材料解

析やマテリアルズ・

インフォマティク

ス等とも連携しつ

つ、計算科学の活用

による性能予測・寿

命予測手法、製造プ

ロセスも含めた統

合的材料設計手法

の開発を推進する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・界面制御による

構造材料・構造体の

高信頼性化 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

に取り組み、令和

2年度においては以

とにより高 Mn オー

ステナイト鋼の強

度・疲労特性改善を

試みる。 

 

②チタン系材料では

化学的界面を有する

材料の変形・破壊挙

動と金属組織・元素

分布の関係の詳細解

析、βチタン合金に

特有な{332}<113>変

形双晶の生成機構に

ついて双晶内部の構

造、特にオメガ相の

形態に着目して詳細

な検討を行う。マグ

ネシウム合金は、変

形組織観察に注力

し、衝撃吸収変形能

発現に関する原理・

原則の解明に努め

る。 

 

 

③マルチスケール接

合技術の開発では、

実構造部材の製作に

おいて多用される溶

接法(開先溶接や抵

抗スポット溶接)に

おける溶接部熱履歴

の評価を行い、接合

条件と熱履歴の関係

を整理する。また、

機械学習を活用する

ことで、NIMS 疲労

データシート等を利

用した溶接条件と溶

接部力学特性の相関

した。  

 

 

 

 

Ti 合金では第 2 相のヘ

テロ分散の変形時のき

裂進展への影響の調

査、マルテンサイト相

や変形双晶について詳

細な組織学的・結晶学

的解析を行い、変形双

晶中に鉄鋼マルテンサ

イト相に類似したミッ

ドリブ組織がプレート

状オメガ相を含む事を

見出した。多様な二元

系マグネシウム合金を

対象に、蛇腹変形発現

原因および室温塑性変

形機構の解明に務め、

高速変形能に及ぼす内

部組織影響因子に関す

る知見を取得した。 

 

実構造体のマクロ領域

の溶接部の力学特性を

把握するために、入力

(接合条件)と出力(接合

部特性)の関係を、機械

学習法を活用して影響

因子の役割がわかりや

すい数式として導出す

る手法を開発した。適

用例として構造体製作

において広く利用され

ている抵抗スポット溶

接部の接合条件と溶融

部形状(抵抗スポット溶

接部のマクロ強度支配

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： Ti 合金では、

マルテンサイト相や変形双晶の

結晶学的な解析、Mg 合金では蛇

腹変形発現の組織因子解明を進

めるなど、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：機械学習法によ

るマクロ強度支配因子の関係式

を導出し、これを SM490B 溶接継

手の疲労特性予測に応用するな

ど、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

斜面崩壊を抑止するため、斜面に緊張力を与えるグラウンドアンカーシステムに

おいて、地中に埋設されたアンカーロッドが腐食・劣化して破断すると緊張力が

無くなるが、外部からは確認できない。そこで、長期間使用可能な光ファイバセ

ンサと耐候性・耐食性の優れた CFRTP で緊張力をモニタリング可能な支圧板を

開発した。また、本材料に関連する熱可塑性樹脂複合材料テンションロッドも開

発し、信頼性評価の研究から、「耐震補強用引張材‐炭素繊維複合材料より線」と

して日本産業規格（JISA5571）に制定された。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・構造材料領域は長期間にわたる信頼性保証等、地道な研究の積み重ねが極めて

重要な領域である中で、サブテーマの組み替えを行なったグリーンプロセスによ

る高性能新材料創成プロジェクトでは経験則からは達成が難しい革新的な材料

技術が求められていると考えられる。今後、こうした新たな視点から研究を推進

するマネジメントが課題になると思われる。 

 

・「TiAl 合金の開発に関しては開発者の長年の経験知によるところが大きく、技

術データの保存や技術を後継する研究者の育成が課題と考えられる」との指摘に

対し、「TiAl 合金に関する企業との共同研究を通して、若手研究者への技術伝承

を図っている」という回答があった。この活動は貴重だと思われるが、電子デー

タとしてデータベース化を図るなど、系統的に知見を集める方策について検討し

ていただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・着実な研究で、構造材料の高信頼性化領域において、第一原理計算による合金

微細構造シミュレーションの可能化、高強度鋼のギガサイクル疲労の疲労限の実

証等で成果を上げたことは評価できる。 

 

・ギガサイクル疲労のような社会インフラを支える基礎研究とともに、実験デー

タによらず合金開発に適用できる第１原理フェーズフィールド法を開発するな

ど、基礎と先端を両輪で推進していることは評価できる。 
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度までに特に以下

の技術目標を達成

する。 

・鉄鋼材料、非鉄金

属材料について、粒

界微視構造や結晶

粒方位、形態を高度

に制御して強度と

靭性・延性を改善す

る加工熱処理技術

を開発する。 

・二酸化炭素の排

出削減に向けた輸

送機器の高比強度

化や高信頼性化を

目的として、異材接

合界面のマルチマ

テリアル化に対応

した接合技術を開

発する。 

・発電プラントや

輸送機器の高信頼

性・安全性を担保す

るため、デザインイ

ンテグレーション

等の技術を用いて

耐熱合金・耐熱鋼等

の材料組織、強度、

クリープ特性、疲労

特性等を予測する

手法を開発し、材料

設計指針を提案す

る。 

・材料の性能を支

配するナノメート

ルサイズの組織や

界面の挙動、構造欠

陥等を理解するた

め、電子顕微鏡と元

素分析の組み合わ

下の研究を実施す

る。 

 

・界面制御による

構造材料・構造体の

高信頼性化 

低合金鋼の複層組

織材の延性、遅れ破

壊特性の向上につ

ながった界面微視

組織の形成過程の

調査に基づき、プロ

セス条件の最適化

の一環として複層

構造化プロセスの

探索に着手する。冷

間圧延によって発

達するεマルテン

サイトの集合組織

を様々な温度で熱

処理することによ

り高Mnオーステナ

イト鋼の強度・疲労

特性改善を達成し

た材料において、疲

労き裂進展挙動の

解明に取り組む。チ

タン系材料では化

学的界面を有する

材料の変形・破壊挙

動と金属組織・元素

分布の関係の詳細

解析、βチタン合金

に 特 有 な

{332}<113> 変形双

晶の生成機構につ

いて双晶内部の構

造、特にオメガ相の

形態に着目して詳

細な検討を行う。マ

関係の解明を試み

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ポリウレタン接着

剤での破壊じん性試

験と疲労き裂進展試

験を実施し、材料力

学と破壊力学を用い

て評価する手法につ

いて検討を行う。鋼

材と CFRP を用いた

接着試験片を作製

し、引張せん断特性

およびモードＩ荷重

下でのき裂進展試験

を実施し、異種材料

接合技術について検

討する。ポリロタキ

サンなどの動的共有

結合を有する超分子

と接着剤の複合化に

よる強靭化メカニズ

ムを各種顕微鏡観察

と力学測定の相関か

ら明らかにする。 

 

 

⑤表面・界面の長時

因子)の関係式を導出す

ることができた。さら

に、NIMS 疲労データベ

ー ス を 活 用 し て 、

SM490B 溶接継手の疲

労特性予測式を導出に

成功した。金属材料を

用いた熱電発電では、

界面の直接接合を行う

ための固相接合の接合

条件を検討し、接合部

の面積を向上できる条

件を求め、熱電発電性

能が向上した。 

 

鋼材／CFRP 板材をア

クリルおよびポリウレ

タン接着剤で接合した

試験片について強度お

よび破壊じん性試験を

実施し、界面破壊を防

ぐための指針を得るこ

ができた。接着剤開発

用の少量混錬機の導入

し、適切な混錬条件（温

度、回転数等）を検討し

た。また、プライマ検討

により鋼材（SS400, 厚

み 3 mm）被着体を用い

た DCB試験片で被着体

が塑性変形しても界面

で剥がれない接着接合

を実現した。長時間使

用可能な光ファイバセ

ンサと耐候性・耐食性

の優れた CFRTP で緊張

力をモニタリング可能

な支圧板を開発した。 

 

Gr.91 鋼や Gr.92 鋼と同

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：アクリルおよび

ポリウレタン接着剤で接合した

試験片について強度および破壊

じん性試験を実施した。光ファイ

バセンサ導入型 CFRTP スマート

支圧板を開発し、実構造物に実装

して実証試験を行うなど、計画以

上の進捗があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高強度オーステ
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せによる界面組織

の定量評価、電子線

チャネリングコン

トラスト法による

階層的ハイスルー

プット組織解析技

術、ナノインデンテ

ーション法による

微小領域の挙動の

実測を実現する。 

・材料の無駄を極

力省いた「グリーン

プロセス」実現のた

め、従来手法で作製

された耐熱材料部

材と同等以上の性

能を持つ部材を３

次元積層造形によ

り実現する。 

 また、シーズ育成

研究として、鉄鋼材

料、非鉄合金、ハイ

ブリッド材料等の

個別の材料や微細

組織解析手法等の

技術課題を深掘り

しつつ、シーズの探

索、及び、将来のプ

ロジェクト化に向

けたフィジビリテ

ィ・スタディを行

う。さらに、基盤的

業務として、長期

的・継続的な取り組

みが不可欠なクリ

ープ試験等の構造

材料の特性評価試

験を着実に実施し、

構造材料データシ

ートを発行する等、

グネシウム合金は、

変形組織観察に注

力し、衝撃吸収変形

能発現に関する原

理・原則の解明に努

める。重点項目とし

て実施する「新しい

制振オーステナイ

ト鋼とその溶接技

術の開発」では、マ

ルテンサイト変態

（強度・疲労）、凝

固・高温相転移（溶

接）、表面電気化学

反応（腐食）を横断

的に考慮した制振

オーステナイト鋼

の成分設計、耐食制

振オーステナイト

鋼と溶接ワイヤの

試作、疲労・溶接・

耐食性評価、変形組

織解析、溶接部組織

解析、疲労き裂先端

の応力・ひずみ解析

を引き続き実施す

る。 

実構造部材の製作

において多用され

る溶接法(開先溶接

や抵抗スポット溶

接)における溶接部

熱履歴の評価を行

い、接合条件と熱履

歴の関係を整理す

る。また、機械学習

を活用することで、

NIMS疲労データシ

ート等を利用した

溶接条件と溶接部

間挙動解析に基づく

長期信頼性評価で

は、クリープ特性に

関して、H30 年度ま

でに検討したフェラ

イト系の Gr.91 鋼、

Gr.92 鋼に加えて、オ

ーステナイト系の火

SUS304J1HTB を対

象として Cr 偏析の

有無やその組織変化

およびクリープ強度

に及ぼす影響を検討

する。 

 

⑥疲労については、

鉄鋼材料の 1011 回

疲労特性および浸炭

材のギガサイクル疲

労特性、応力集中部

における微小き裂進

展特性、高 Mn 鋼の

極低サイクル疲労特

性を評価し、各材料

において着目する界

面の影響を検討す

る。腐食特性に関し

て、実環境を想定し

た腐食試験や電気化

学 的 手 法 ，

STEM/EDS 観察 や

KFM 測定，EBSD 解

析など多面的な評価

や分析・解析を行い，

腐食劣化特性におよ

ぼす添加元素や粒界

析出物の影響，水素

割れ感受性と破面と

の関係について検討

する。 

様に、高強度オーステ

ナイト耐熱鋼において

もボイラチューブ長手

方向に沿った合金元素

の偏析があることおよ

び偏析帯においてσ相

などの析出が優先的に

生じることを明らかに

した。また、高 Cr 鋼溶

接部の損傷検出の手法

として、水素放出特性

が有用であることを明

らかにした。 

 

 

高強度鋼について 1011

回までのギガサイクル

疲労試験を実施し、疲

労限の存在を実証し

た。すなわち、ギガサイ

クル疲労を示す高強度

鋼では微弱な応力でも

いつかは疲労破壊する

と考えられていたが、

あるしきい値以下では

無限回繰返しても疲労

破壊しないことを明ら

かにした。走査型ケル

ビンフォースプローブ

顕微鏡および電子後方

散乱回折測定により、

組織により耐食性が異

なり、その違いが腐食

の起点になる可能性が

あることを明らかにし

た。水素脆化特性につ

いては、水素が透過す

る現象を表面電位測定

により捉えることに成

功するとともに、透過

ナイト耐熱鋼においてもボイラ

チューブ長手方向に沿った合金

元素の偏析があることなどを明

らかにし、順調に進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：1011 回までのギ

ガサイクル疲労試験を実施して

疲労限の存在を実証した。水素脆

化特性については、水素が透過す

る現象を表面電位測定により捉

えることに成功するなど、計画以

上の進捗があった。 
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研究者、技術者が必

要とする材料情報

を積極的に発信す

るとともに、その知

見を国際規格・基準

提案に反映させる

等、構造材料研究の

国際的な発展に貢

献する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との連

携では、構造材料研

究に特化した最先

端設備群の整備と

評価・解析技術の高

度化に取り組むと

ともに、材料創製か

ら評価・解析までを

網羅できる機構の

構造材料研究者・技

術者の知識と経験

をベースに産学独

連携ネットワーク

を形成し、オールジ

ャパンの研究拠点

として技術・情報・

知識が集まる場を

醸成する。この場を

舞台に、戦略的イノ

ベーション創造プ

ログラム（SIP）、未

来開拓事業等のプ

ロジェクトや産学

独融合研究を推進

することで、産業

界・大学の研究人材

の育成に貢献する。

また、構造材料つく

ばオープンプラザ

（TOPAS）を活用

力学特性の相関関

係の解明を試みる。

ポリウレタン接着

剤での破壊じん性

試験と疲労き裂進

展試験を実施した

技術を応用し、エポ

キシ系などへ展開

するとともに、材料

力学と破壊力学を

用いて評価する手

法について検討を

行う。鋼材とCFRP

を用いた接着試験

片における引張せ

ん断特性およびモ

ードＩ荷重下での

き裂進展試験に基

づき、異種材料接合

の破壊基準につい

て検討する。ポリロ

タキサンなどの動

的共有結合を有す

る超分子と接着剤

の複合化による強

靭化メカニズムを

各種顕微鏡観察と

力学測定の相関か

ら明らかにする。重

点項目として実施

する「超延性接着剤

を用いた新たな接

着接合コンセプト

の開発」では、フィ

ラー混入型の超延

性接着剤の作製を

さらに進め、本接着

剤を用いた鋼材／

アルミ合金／FRP

を被着体とした接

 

 

 

 

 

⑦界面のナノスケー

ル組織-力学関係の

原理的解明では、実

用鋼またはモデル合

金の粒界近傍におけ

る元素分布を SEM

および TEM を用い

て定量的に測定する

手法を検討する。さ

らに、広範囲の元素

分布状態について、

元素種、空間分解能、

濃度分解能などに関

する基礎データを取

得し、検出限界など

の検討を継続する。

電子線チャネリング

コントラスト観察に

ついては、3D-ECCI

法の開発や、Ti 合金

の双晶の解析への応

用研究を実施する。 

 

⑧Fe，Mo，W などの

BCC 金属における

間欠塑性現象を解析

する手法を開発す

る。Dual-Phase 鋼や

TWIP 鋼を対象とし

たナノ押し込み試験

とその数値シミュレ

ーションを行い，複

雑な鉄鋼組織中の異

相界面による強化機

構に関する評価を進

した水素が表面に形成

されている酸化皮膜を

還元することを明らか

にした。 

 

電子顕微鏡などによる

元素定量評価手法を検

討し、結晶粒界や異相

界面の空間分布、濃度

分布測定の高度化を実

施した。その結果、従来

検出できなかった粒界

偏析の検出に成功し

た。また、偏析元素が存

在する粒界で EELS に

より電子状態を測定

し、電子状態と偏析元

素種、量の関係を検討

した。電子線チャネリ

ングコントラストによ

る転位観察の定量化に

成功した。 

 

 

 

 

 

 

局所力学特性解析によ

り、Fe, Mo, Wなどの bcc

金属において、塑性変

形開始後の塑性現象の

規模の頻度がべき乗則

に従うことを見出し

た。電子顕微鏡で計測

もしくは Phase-Field 法

で計算された材料組織

の三次元像から計算す

る画像ベース有限要素

モデリングにおいて，

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：電子顕微鏡など

による元素定量評価手法を検討

し従来検出できなかった粒界偏

析の検出に成功するなど、順調に

進展した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：bcc 金属におい

て、塑性現象の規模の頻度がべき

乗則に従うことを見出した。第一

原理－フェーズフィールド法の

開発に成功した。計算コストを 8

分の 1 程度に圧縮できる、三次元

組織のモデル粗視化アプローチ

の開発など、計画以上の進捗があ

った。 
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し、社会ニーズを迅

速かつ的確に把握

しながら、産学独・

異分野連携により

材料技術シーズを

使える技術に磨き

上げ、社会実装に繋

げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

着継ぎ手の強度評

価を行う。 

クリープ特性に関

して、前年度までに

検討したフェライ

ト 系 の Gr.91 鋼 、

Gr.92鋼およびオー

ステナイト系の火

SUS304J1HTB を対

象としてCr偏析の

有無やその組織変

化およびクリープ

強度について局所

的な評価を行う。疲

労については、鉄鋼

材料の1011回疲労

特性および浸炭材

のギガサイクル疲

労特性、応力集中部

における微小き裂

進展特性、高Mn鋼

の極低サイクル疲

労特性を評価し、各

材料において着目

する界面の影響に

加えてその要因を

検討する。腐食特性

に関して、実環境を

想定した腐食試験

や電気化学的手法、

STEM/EDS 観 察 や

KFM測定、EBSD解

析など多面的な評

価や分析・解析を行

い、腐食劣化特性に

およぼす添加元素

や粒界析出物の影

響、水素割れ感受性

と破面との関係、さ

らに透過水素の定

める。特に，シリア

ルセクショニングに

よって評価領域の三

次元材料組織像を取

得して，数値モデル

化するなど，ナノ押

し込み試験時の材料

内部の変形に着目し

た評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

「グリーンプロセス

を用いた高性能構造

材料の創製」 

 

①微粒子積層プロセ

スによる高信頼性部

材造形技術の確立で

は、(α+β)型 Ti 合金

を対象に、レーザ造

形によるα’マルテ

ンサイト組織を出発

として、熱処理によ

り（α+β）ラメラや

α等軸組織を変化さ

せ、その力学特性と

の相関について定量

的に明らかにする。

これにより、熱処理

条件を最適化し、

ASM 規格値(Grade 5, 

annealed)を超える強

度と延性を、3D 造形

材で実現する。また、

定量化した組織情報

から、機械学習を活

異相界面の解像度を大

きく損なわず，全体の

計算コストを 8 分の 1

程度に圧縮できるモデ

ル粗視化アプローチを

開発した。一切のパラ

メータを用いずに組

織・機械強度の予測を

することが可能となる

第一原理―フェーズフ

ィールド法を開発し、

異なるスケールの計算

手法を連結させること

に成功した。 

 

 

 

 

 

３次元積層造形 Ti-6Al-

4V 材を対象として、造

形後熱処理によりα相

および（α+β）ラメラ

組織を変化させ、プロ

セス条件と組織の相

関、および引張特性と

の相関について調査し

た。その過程において、

本年度の目標値であっ

た強度 950 MP 以上、伸

び 14%以上を大きく超

えることに成功し、

ASM 規格 Grade5 の鍛

造材相当の値を得るこ

とを実現した。また、組

織特徴量を機械学習と

画像解析により抽出

し、多変量解析および

ニューラルネットワー

クなど機械学習を用い

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：3D 造形チタン

合金において、本年度の目標値で

あった強度、伸びを大きく超える

特性を出すことに成功した。機械

学習を活用することで、組織特徴

量から引張特性を予測するモデ

ル（誤差 5%）の構築に成功した。 
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量の可能性につい

て検討する。 

実用鋼またはモデ

ル合金の粒界近傍

における元素分布

をSEMおよびTEM

を用いて定量的に

測定する手法の高

度化をさらに進め

る。さらに、広範囲

の元素分布状態に

ついて、元素種、空

間分解能、濃度分解

能などに関する基

礎データを取得し、

検出限界などの検

討を継続する。電子

線チャネリングコ

ントラスト観察に

ついては、3D-ECCI

法の開発や、Ti合金

の双晶の解析への

応用研究を実施す

る。Fe、Mo、Wなど

のBCC金属におけ

る間欠塑性現象を

解析する手法の高

度 化 を 進 め る 。

Dual-Phase 鋼 や

TWIP鋼を対象とし

たナノ押し込み試

験とその数値シミ

ュレーションを行

い、複雑な鉄鋼組織

中の異相界面によ

る強化機構に関す

る評価を進める。特

に、シリアルセクシ

ョニングによって

評価領域の三次元

用して、3D造形Ti合

金の力学特性を予測

する手法を開発し、

その精度について検

証する。 

 

 

② Ti 合金の相変態

過程を解明するため

に、純 Ti の構造相変

態を対象とした、新

しい原子間相互作用

モデル構築を、第一

原理計算と機械学習

を用いて行う。開発

したポテンシャルを

分子動力学計算へ適

用し、Ti 合金の相変

態解析の精度検証と

課題抽出を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③  従来の製造技術

では困難な、負のポ

アソン比を有するト

ラス構造材料（オー

センティック構造材

料）を Ti 合金により

開発する。数値シミ

ュレーションを構築

し、計算に基づいて

設計する。実験結果

た力学特性予測モデル

を開発した。開発モデ

ルは、引張強度、降伏応

力について誤差 5%の

精度で予測することに

成功した。 

 

純 Ti を対象に、第一原

理 計 算 及 び Nudged 

Elastic Band (NEB)法に

より、α-β間およびβ-

α  間の相変態経路と

その経路上のエネルギ

ーについて評価を行っ

た。各結晶構造につい

て様々な変形モードで

の構造－エネルギー関

係を第一原理計算で評

価し、この関係からニ

ューラルネットワーク

を用いて、相変態過程

のエネルギー予測モデ

ルを構築することに成

功した。従来の経験ポ

テンシャルと比較し、

構造相変態過程のエネ

ルギー状態をより精度

よく予測することに成

功した。 

 

Ti 合金を用いて、レー

ザ積層造形により、拘

束型および非拘束型の

トラス構造体を開発し

た。構造体の設計は、有

限要素法による数値シ

ミュレーション結果に

基づいて行われた。開

発部材は、機械的にも

堅牢であり、ポアソン

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 第一原理計算

と機械学習を用いることで、従来

の経験ポテンシャルよりもはる

かに精度良く、チタンの構造相変

態過程のエネルギー状態を予測

することに成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗： 3D 造形と数値

シミュレーションを用いて、負の

ポアソン比を有するチタン合金

トラス部材の開発に成功した。金

属と高分子材料を大気圧低温

（150℃以下）で接合する新しい

技術の開発に成功した。 
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材料組織像を取得

して数値モデル化

するなど、ナノ押し

込み試験時の材料

内部の変形に着目

した評価を行う。 

 

・グリーンプロセ

スを用いた高性能

構造材料の創製 

これまで行なって

きた種々のプロセ

スの中で、今後より

一層重要になると

考えられるジェッ

トエンジンコンプ

レッサーに関わる

新材料創製、および

タービンに関わる

新材料創製の２つ

に絞った研究を、更

に進めていく。コン

プレッサーに関わ

る新材料創製では、

Ti 合金に対して 3

次元積層造形プロ

セスを適用し、鋳造

や鍛造など従来の

プロセスでは創造

できない新たな組

織形成により、強度

と延性など相反傾

向にある特性につ

いて高いレベルで

バランスのとれた

材料創製を目指す。

また、そのためのプ

ロセス開発、プロセ

スモニタリング技

術の開発、さらには

と比較し、計算と実

験両面で、負のポア

ソン比を示すことを

実証する。さらに、

これらオーセンティ

ック金属構造とポリ

マーとの複合化のた

めの接合技術を開発

する。 

 

 

 

 

④ チタン合金 3D造

形材を対象とした高

精度非接触非破壊評

価技術を実現するた

めに、電磁気センサ

ーおよび磁気光学イ

メージング素子を開

発する。開発したセ

ンサーおよび素子を

用いた欠陥イメージ

ングシステムを構築

し、検出精度の評価

を行うとともに、高

精度化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  チタン合金鍛造

材について、プロセ

スおよび熱処理条件

と組織との相関、お

よび組織が変形メカ

ニズムに与える影響

比が負であることを実

験的に示すことに成功

した。また、チタンおよ

びアルミニウムと、

PEEK など高分子材料

を大気圧低温（150℃以

下）で接合する新しい

技術の開発に成功し

た。高い接合強度だけ

でなく、加水分解劣化

耐性にも優れた手法で

ある。 

 

アモルファス合金を用

いた独自開発の電磁気

センサーを用いた渦電

流探傷装置について、

システム構造およびセ

ンサー構造の最適化に

より、検出分解能を従

来の 20pT/√Hz から、

6pT/√Hz へと従来比約

3 倍の向上に成功した。

また、磁性体／非磁性

体金属 2 重薄膜構造を

用いた Diabolo(ボウタ

イ)型スピトロニックア

ンテナ素子を開発し、

THz 波放射における磁

気光学効果を利用した

磁場のマッピングイメ

ージの基本原理の実証

に成功した。 

 

チタン合金鍛造材につ

いて、変形機構領域図

を作成し、等軸α組織

では、高温転位クリー

プにより変形が進むこ

とが明らかとなった。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 3D 造形チタン

合金の新たな非破壊評価技術実

現を進めている。昨年度までの成

果と比較し、3 倍の分解能を有す

る高分解能渦電流探傷技術を実

現した。また、ボウタイ型スピン

トロニクステラヘルツ素子を開

発し、磁気光学効果を利用した磁

場マッピングイメージングの基

本原理の実証に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： チタン合金鍛

造材について、変形機構領域図を

構築し、高温での変形メカニズム

の解明を推し進めた。 
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複雑構造部材製造

のための技術開発

を行う。令和 2 年度

は特に、疲労特性デ

ータを蓄積し、支配

的な組織因子につ

いての分析を進め、

3 次元造形材の疲労

特性向上を図る。さ

らに、難加工である

ことから鍛造に適

していないが、優れ

たクリープ性能が

期待できる材料組

成に着目し、独自の

原料粉末を開発、積

層造形による新材

料開発を進める。ま

た、3 次元造形プロ

セスならではの複

雑なトラス構造体

の開発を進め、負の

ポアソン比を有す

るオーセンティッ

ク構造について、構

造体としての特性

最適化を進める。タ

ービンに関わる新

材料創製では、現在

注 目 さ れ て い る

SiC/SiC 複合材料を

超える次世代の複

合材料創製のため

のプロセス開発を

行う。酸化物セラミ

ックスに着目し、高

温強度に優れる酸

化物繊維と酸化物

マトリックスを探

索、選定し、複合体

について調査する。

特にクリープ寿命向

上に有効な組織因子

を明らかにする。 

 

 

 

 

 

⑥次世代超耐熱セラ

ミックス基複合材料

を実現するために、

独自の酸化物繊維お

よびマトリックスセ

ラミックス材料の開

発を進める。セラミ

ックス繊維開発で

は、繊維製造装置を

導入し、プロセス条

件の検討を進める。

マトリックス候補材

について、 1000～

1600℃の極めて高い

温度域での強度評価

を行う。さらに、短

繊維とマトリックス

材を用いて、複合化

技術の確立を行い、

次年度以降の長繊維

製造技術の確立と合

わせ、新たな複合材

料実現へと展開す

る。また、高温での

ひずみ場可視化技術

を開発する。 

 

 

 

 

 

また、鍛造中に導入さ

れるひずみ量の差異に

より、その後の熱処理

が同じであっても形成

される等軸α量が異な

り、クリープ寿命が 2 倍

も異なることが明らか

となった。 

 

繊維としてジルコニア

を選定し、独自に繊維

製造を可能とするため

の装置導入を完了し

た。また、ジルコニアに

対するマトリックス材

料について検討を進

め、ジルコニア短繊維

を用いたセラミックス

基複合材料を試作し

た。また、マトリックス

の候補となりうる各種

セラミックス材料につ

いて、焼結条件の検討

や、高温での強度評価

を行った。この結果、ボ

ライト系について、更

なる高温強度向上可能

性を見出すことに成功

した。また、組成傾斜を

導入した試料を試作

し、相の安定性、耐酸化

性、機械特性を一つの

試料で包括的に取得す

る手法（オールインワ

ン高効率特性スクリー

ニング技術）の開発に

成功した。さらに、紫外

線を用いることで、

1300℃という極めて高

い温度域で画像相関に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 短繊維強化セ

ラミックス基複合材料の試作に

成功した。一つの試料で様々な特

性を評価するオールインワン高

効率特性スクリーニング技術を

開発した。1300℃という高温化

で、材料のひずみ場を定量的に可

視化する技術の実現に成功した。 
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創製のためのプロ

セス開発を行い、

1500℃で優れた引

張強度を有する材

料創製を目指す。こ

れにより、環境低負

荷社会に貢献する

高効率、高性能材料

への設計指針につ

ながる知見を得て

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

シーズ育成研究 

金属からセラミック

ス、複合材料までの

多様な構造材料シー

ズ創製と評価手法の

高度化やハイスルー

プットな材料設計手

法と効率的な材料プ

ロセス開発、さらに

は疲労や水素脆化な

ど構造材料を劣化さ

せ信頼性に深刻な影

響を与える現象の解

明を行う 

 

構造材料試験プラッ

トフォーム 

①長期的・継続的な

取り組みが不可欠な

クリープ試験等の構

造材料の特性評価試

験を着実に実施し、

構造材料データシー

トを発行する等、研

究者、技術者が必要

とする材料情報を積

極的に発信するとと

もに、その知見を国

際規格・基準提案に

反映させる等、構造

材料研究の国際的な

発展に貢献する。 

 

鉄鋼 MOP 

①微量添加元素の粒

より、ひずみ場を定量

的に可視化する新しい

技術を実現した。 

 

 

「疲労き裂発生・停留

挙動の半自動その場観

察技術の開発」、「ステ

ンレス鋼を高耐食化す

る電気化学的通電処理

技術の確立」、「界面の

せん断強度の繊維と樹

脂の種類による違いを

解明」及び「高感度磁気

センサーの S/N 比の大

幅な向上」等、多様な構

造材料の創製及び評価

に関する基礎的な研究

を行った。 

 

各種構造材料の材料特

性試験を系統的かつ着

実に実施して、構造材

料データシート（クリ

ープ 1 冊、疲労 2 冊、腐

食 1 冊、宇宙関連材料

強度１冊）を発行した。 

 さらに、これまで発

行してきた全クリープ

データシート及び全疲

労データシートで得ら

れた知見をまとめたレ

ビュー論文を公表し、

同論文の参考文献一覧

にクリープ及び疲労の

全データシートの DOI

を明示した。 

 

 

種々の標準試料の活用

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多様な構造材料

に対する各種の試験技術開発等

に数多くの成果が得られている。

これらの基礎的な研究成果を将

来のプロジェクト研究提案等に

繋げるための組織的な検討を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：着実な試験デー

タの公表とともに、既刊データシ

ートへのアクセシビリティを向

上する取り組みを実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ζ 因子測定法
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界偏析の検出につい

て、新規に導入した

S/TEMでもこれまで

検討したζ  因子法

などの手法を適用で

きるように準備（装

置特性評価と標準試

料によるパラメータ

決定）を完了する。

それを用いて予備実

験材および共通材に

おける P や S の偏析

についての測定を実

施する。 

 

 

 

②IF 鋼、オーステナ

イト系ステンレス鋼

などの共通試料を用

いた粒界の組織・力

学評価を推進する。

ナノインデンテーシ

ョン測定による粒界

の寄与を定量化する

ための解析法を検討

し、粒界毎の差異を

評価する。TEM のみ

ならず SEM 内その

場変形解析の高度化

を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金のマ

および新規に純金属薄

膜を作製することによ

るζ  因子測定を検討

した。新規に導入した

S/TEM が稼働を開始

し、この装置について

もζ  因子法を適用可

能とした。装置チュー

ニングおよび試料作製

手順の最適化の結果、

サブテーマ②で用いる

「粒界を含む試料」に

ついて、これまでの手

法では検出できなかっ

た粒界偏析の可視化に

成功した。 

 

fcc 構造を有するステン

レス鋼については粒界

毎の差を示唆する結果

が得られたが、bcc 構造

を有する IF 鋼について

は、粒界毎の差よりも、

むしろインデンテーシ

ョン試験を実施した結

晶方位毎の差が強く反

映された結果を得た。

一方、粒界の幾何条件

を制御した bcc-Fe 双結

晶を用いてインデンテ

ーション試験を行い転

位組織を実験および分

子動力学計算により調

べたところ、粒界と相

互作用する転位成分に

より、相互作用が異な

ることを示唆する結果

が得られた。 

 

 

の導入によりこれまでの手法で

は検出できなかった粒界偏析の

可視化に成功するなど、順調に進

捗している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：fcc 構造のステ

ンレス鋼と bcc 構造の IF 鋼にお

ける粒界強度の差を明確化する

など、順調に進捗している。 
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１．１．５ ナノ材

料領域 

広範な材料系に

ついて、組成・構造・

サイズ・形状が精密

制御された新たな

ナノ材料の創製技

術を開発するとと

もに、これらを高度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．５ ナノ材

料領域 

本領域では、物質

をナノメートルレ

ンジのサイズ、形状

に制御することに

より先鋭化された

形で現れる機能性

や反応性を高度に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．５ ナノ材

料領域 

本領域では、「文

部科学省世界トッ

プレベル研究拠点

育 成 プ ロ グ ラ ム

（ WPI プ ロ グ ラ

ム）」 により設置、

育成された「国際ナ

ネジメント 

 戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム

（SIP） 

①統合型材料開発シ

ステムによるマテリ

アル革命 

 

統合型材料開発・情

報基盤部門（MaDIS）

の SIP-MI ラボに参

画し、出口側でマテ

リアルズインテグレ

ーション技術を活用

した材料開発の成功

事例を生み出すこと

を目指す。材料とし

て、耐熱ニッケル基

超合金および炭素繊

維強化プラスチック

複合材料 (CFRP) を

対象とし、プロセス

として 3 次元積層造

形、粉末鍛造および

そのための粉末製造

について、企業、大

学と連携して研究開

発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3D 積層造形装置を導入

し、ニッケル基合金に

ついて造形中の凝固割

れを抑制するためのプ

ロセス条件範囲を実験

的に探索した。レーザ

照射による温度場や凝

固過程の塑性ひずみ増

分の数値解析と合わ

せ、凝固割れ発生条件

のモデル化に成功し

た。3D 造形プロセスシ

ミュレーションや機械

学習による予測技術を

検証し、改良するため

に重要となるプロセス

モニタリングについ

て、溶融池とその周辺

の温度場評価技術の構

築を進めた。また、粉末

鍛造ニッケル基合金や

CFRP、3D 造形材につい

て、ターゲット部材に

要求される特性につい

て、企業と連携して評

価を進めるとともに、

プロセスおよび組織と

の相関について解明を

進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 企業との連携

のもと、ターゲット部材実現のた

めに要求される特性について評

価を進めた。3D 造形では凝固割

れの予測モデル構築に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．５ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

・以下に示す通り、ナノアーキテ

クトニクスに基づく新材料開発、

機能開拓の多くの項目において

計画を上回る進展を達成し、特に

熱電材料、トポロジカル機能など

では世界最高水準の性能、世界初

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：s 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特

に顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 
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に配列・集積化・複

合化することで、新

材料・デバイスの創

製を目指すものと

する。また、次世代

のシーズ技術の創

出を目指すものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制御・変調する新し

いナノ材料創製技

術、「ナノアーキテ

クトニクス（ナノの

建築学）」を確立し、

経済・社会的課題の

解決や超スマート

社会実現の鍵とな

る、エレクトロニク

ス、環境・エネルギ

ー技術、バイオ技術

等の革新に繋がる

新材料、デバイスの

創製を行う。具体的

には、有機－無機－

金属にわたる広範

な材料系において、

組成、構造、サイズ、

形状が精密制御さ

れたナノ物質を高

度に配列、集積化、

複合化するととも

に、それにより設

計・構築された人工

ナノ材料、ナノシス

テムにより、斬新な

機能の創発を図る。

ナノ材料科学者を

中心に、物理、化学、

生体材料、デバイ

ス、理論計算等、多

彩な専門家集団を

本領域に結集し、異

分野間の連携・融合

を通じて、様々な技

術分野に新展開を

もたらす新規材料

技術の創出を行う。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

ノアーキテクトニ

クス研究拠点（WPI-

MANA）」の成果を

最大限に活かし、極

微世界における物

質・材料の構造や組

織の設計・制御を能

動的に行う「ナノア

ーキテクトニクス 

Nanoarchitectonics」

を駆使して、新物

質、新材料、新機能

を発掘し、人類社会

の持続的発展に貢

献するシーズの創

出を目指したボト

ムアップ型基礎研

究を推進する。具体

的には、無機から有

機にわたる広範な

物質・材料系におい

て、組成、構造、形

状等が高度に制御

されたナノマテリ

アルを合成し、それ

らをナノレンジで

集積化、組織化、複

合化することによ

り、新しいナノ構造

やナノシステムを

設計・構築して、そ

こに画期的な新機

能を発現せしめる。

さらに令和2年度よ

り、これまでに蓄積

してきた広範な物

質・材料に関する知

見、技術、ノウハウ

を活用し、量子技術

に資する革新的量

 

 

[プロジェクトの目

標] 

「ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニク

スによる機能創出」 

 

①これまでに得られ

たナノマテリアルの

精密合成に関する成

果を踏まえて、Si/Ge

系ナノワイヤ、酸化

物及び水酸化物ナノ

シート並びに安価な

金属やカーボンナノ

多孔体、有機エレク

トレットなどを組

成、構造、形状を制

御して合成し、高機

能化、多機能化を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

②高次ナノ構造制御

により特性の増強効

果を確認した熱電変

換や光電変換機能、

蓄電機能、生体機能

などに関して、材料、

構造設計を進めて、

界面効果を解明し、

その活用を目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１次元系ではトップダ

ウン手法を利用した

Si/Geコアシェルナノワ

イヤの直径・配列制御

法を確立した。２次元

系では水酸化物ナノシ

ートで、10-1S/cm に達す

るこれまでで最高の

OH-イオン伝導性を直

接測定することに成功

した。新規高分子ミセ

ルを設計し、アモルフ

ァル合金（Ni-B，Co-B

系）、金属と半金属から

なる新規合金種などを

合成した。液状ポルフ

ィリン内に電荷を安定

保持させた液体エレク

トレットの合成に初め

て成功した。 

 

代表的な熱電材料であ

る Bi2Te3 への磁性元素

ドープ、またホイスラ

ー合金でスピン揺らぎ

やナノ構造変調により

大幅な熱電性能の向上

を達成した。太陽光を

効率的に吸収利用でき

る単原子触媒 Ni/Y2O3

を創製し低熱輻射材料

AlNx/Al と複合化する

の機能を実現した。これに加え

て、論文数など基礎研究アクティ

ビティに関する客観的指標で高

い水準の値を記録したことから、

評定を s とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

価＞ 

計画以上の進捗： サイズ、ナノ

構造が高度に制御された Si/Ge お

よび Ge/Sn 系ナノワイヤ、酸化物

および水酸化物ナノシート、金属

/半金属ナノ多孔体、液体形態の

エレクトレットなど多彩な新規

ナノマテリアルの合成を達成し、

その中で世界初、または最高レベ

ルの機能が確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：新原理やヘテロ

界面・超格子ナノ構造の制御によ

り、従来を大幅に上回る熱および

電気化学的エネルギー変換性能、

光誘起熱触媒機能などを実現し

た。これらはナノアーキテクトニ

クスに基づく材料設計がこれら

機能の発現、増強に有効であるこ

とを示している。 

 

 

・新原理による高性能熱電材料の開発 

代表的な熱電材料である Bi2Te3 化合物に Cr 及び Ga イオンをドープしたとこ

ろ、Cr イオンの場合に、熱電性能指数が約 2 倍に増大することを見出した。Fe2VAl

系のホイスラー合金に Si を置換してキャリアを導入すると弱い強磁性が誘起さ

れて、顕著なスピン揺らぎを示す材料となり、この効果によりゼーベック効果が

50％増強（熱電性能指数が 2 倍強増強）されることを明らかにした。さらに Fe2VAl

系ホイスラー合金を Si 基板上にスパッター法で堆積させたところ、特異な構造

変調が起き、室温近傍において、従来の Bi2Te3 系材料に比べて約 10 倍に相当す

る巨大な熱電性能が得られることが分かった。 

 

・高品質原子層超格子の作製とトポロジカル・単一電子の制御 

グラフェンと六方晶窒化ホウ素(hBN)を層数と角度を精密に制御して積層する

「バブルフリー転写法」を確立した。この技術を使って構築したヘテロスタック

体は、世界最高水準の高い電子移動度やモアレ超格子構造に基づく量子ホール効

果が現れることが確認された。また、この超格子ヘテロスタック構造を微細加工

して、二つの量子ドットを電極と接合した量子デバイスを作製し、単電子輸送特

性の観測を試みたところ、二重量子ドットに由来するクーロンブロッケード効果

を明瞭に観測することができた。さらに、これを磁場中に置くことにより、量子

ホール効果と単電子輸送の同時観測に初めて成功した。 

 

・蜂の巣型トポロジカルフォトニック結晶におけるレーザー発振の理論的予言と

実証 

蜂の巣構造に基づくトポロジカルフォトニック結晶（PhC）とトポロジカル的に

自明な PhC の固有モードが反対の空間反転対称性を示し、その境界で光の伝播

が阻害される現象を理論的に予言し、トポロジカル PhC 共振器構造を利用する

面発光トポロジカルレーザー実現の可能性を示した。また、多重量子井戸構造を

持つ発光物質 InGaAsP の薄膜を用いてトポロジカル PhC 共振器を作製し、室温

で光励起トポロジカルレーザー発振に成功した。発振閾値は市販レーザーダイオ

ードで励起できる程度に小さく、サイドモード抑制比や垂直共振面指向性等のレ

ーザー特性も IEEE や VCSEL 等の規格を満たすことを確認した。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ナノ材料分野でイノベーションにつながるシーズ創出を継続して推進すること

と並行して、量子マテリアルプロジェクトを材料基盤技術で推進するためのシー

ズ創出研究に注力することを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・実用化レベルの成果の出たテーマを他拠点に移行するなどの新陳代謝を活発に

進め、常に最先端の基礎・基盤研究テーマへの研究リソースの集中を徹底する研

究マネジメントは方向性が明確で高く評価できる。 
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・ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニ

クスによる機能創

出 

・システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発 

に取り組む。 

これらのプロジェ

クトにより、2022 年

度までに特に以下

の技術目標を達成

する。 

・ナノマテリアル

を 1 ~ 100 ナノメー

トルレンジで制御

して集積・接合する

技術を開発する。 

・ユビキタス元素

で構成される変換

効率 10 %以上の熱

電材料など、新型高

性能エネルギー材

料を創製する。 

・従来の 1/100 以下

の超低消費電力で

高速動作する原子

膜トランジスタや

新機能原子・分子・

量子デバイス・シス

テム化技術を開発

する。 

・脳型情報処理を

目指したニューロ

モルフィック材料

を開発し、そのシス

テム化技術を確立

する。 

・簡便かつ低侵襲

な癌診断・治療シス

子マテリアル創出

を目指した研究開

発を実施する。 

このために、広範

な分野の研究者、す

なわち物理、化学、

無機材料、有機材

料、電子デバイス、

理論計算科学など

の分野の研究者を

結集し、異分野間の

連携と融合を積極

的に促進して研究

を推進する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニ

クスによる機能創

出 

・システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発 

に取り組み、令和

2年度においては以

下の研究を実施す

る。 

 

・ケミカルナノ・メ

ソアーキテクトニ

クスによる機能創

出 

前年度までに得ら

れたナノマテリア

ルの精密合成に関

する知見をさらに

発展させ、Si/Ge/Sn

系コア・シェルナノ

ワイヤ、各種金属複

合酸化物及び水酸

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③TEM 内物性その

場測定システムを用

いてナノ物質単体お

よびヘテロ集積体の

機械的、光学的、熱

的機能などを解析す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④計算科学と理論的

手法の融合を進め、

低次元ナノ構造か

ら、顕著な量子効果、

機能を引き出せる系

を特定する。  

 

 

 

 

ことで、屋外自然光下

で二酸化炭素のメタン

転化を実現した。３種

類のナノシートを用い

てそれらが交互積層し

た超格子複合体を合成

し、優れた電気化学的

エネルギー変換機能を

示す材料を見出した。 

 

ペロブスカイト型太陽

電池への応用が期待さ

れる CsPbBr3 結晶につ

いて、高温での特性を

TEM 内その場測定シス

テムを用いて評価し、

カーボンで被覆するこ

とで、安定性が大幅に

向上することを見出し

た。また、コアシェル同

軸型 BN-C ナノチュー

ブを合成、その構造、電

気特性を評価した結

果、外部からの曲げ応

力による屈曲の発生な

ど構造的な変化は大き

いものの、電気特性は

ほとんど変化がないこ

とを確認した。 

 

ZrB2 表面上に生成する

ことを見出した新規２

次元物質（シリボロフ

ェン）の組成と原子位

置を第一原理計算によ

り明らかにした。さら

にこのシリボロフェン

はディラック電子的な

バンド分散を持つこと

を理論的に予測し、特

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：TEM その場測

定システムをナノ物質単体およ

びヘテロ集積体に適用し、構造、

電気特性、機械特性など様々な物

性をナノレベルで評価した。ま

た、太陽電池、発光ダイオード、

光センサーなどに応用が期待さ

れているナノ物質の、基礎物性評

価にも貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：第一原理計算な

どの理論計算手法を、２次元材

料・擬２次元材料に適用した。実

験的には決定できない構造を解

明するとともに、そのユニークな

電子構造、有用な機能発現を予測

した。さらにスピントロニクス等

の応用に有利な二次元磁性体の

設計指針へのヒントを得た。 

 

 

・ナノアーキテクトニクスの研究成果は、世界水準のトップレベルと評価できる

もの、論文数、実績をきちんと証明できるものであり、素晴らしい成果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



53 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テムを提供するナ

ノアーキテクトニ

クス・システムを開

発する。 

 また、シーズ育成

研究として、ナノス

ケールに関係した

特異な物性、量子現

象、反応等の発見、

さらにはそれらの

ナノアーキテクト

ニクスを通じたナ

ノ・メソ高次機能の

発現を目指して、新

規ナノ材料探索、ナ

ノ物性計測、理論計

算手法の開発等、他

領域とも連携しつ

つ、基礎・基盤的観

点から多角的な研

究を行う。 

 外部連携活動で

は、世界トップレベ

ル研究拠点プログ

ラム（WPI-MANA）

で構築した国内外

のナノテク研究拠

点ネットワークに

ついて、補助事業終

了後もその継続に

努め、ナノテク分野

の世界的頭脳循環

ネットワークの中

心としての機能を

果たす。また、理論

－実験融合研究、異

分 野 融 合 研 究 、

ICYS-MANA 制 度

等の独自の取り組

みを通じて、次世代

化物2次元ナノシー

トならびに金属－

半金属複雑合金系

ナノ多孔体などを

組成、構造、形状を

制御して合成し、高

機能化、新機能開拓

を進める。さらにこ

れらを高次集積化

してナノ〜メソ構

造の設計、構築を行

い、熱電機能、光触

媒機能、蓄電機能を

はじめとした様々

な機能の増強、高度

化を目指す。熱電機

能に関してはナノ

多孔構造による熱

電増強効果を高度

化するためにフォ

ノン物性を解析し、

一方でスピン揺ら

ぎおよび薄膜化で

発現した超高熱電

性能に関して、ナ

ノ・メソ界面や薄膜

育成条件による効

果を調べて、機構解

明を進めて性能ア

ップを図る。光触媒

機能に関してはナ

ノ金属／ナノ半導

体ヘテロ集積・複合

化プロセスの検討

を進め、ナノ界面効

果の活用による機

能の高度化を図る

と共に、ナノ金属の

プラズモン共鳴に

基づく光触媒機能

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「システムナノアー

キテクトニクスによ

る機能開発」 

 

①システムナノアー

キテクトニクスを通

じた機能開発のベー

スとなる探索研究を

受けて、将来のナノ

デバイス応用を念頭

に置いた原子・分子・

量子が主役となるナ

ノ現象や機能性を探

究する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②原子スケール薄膜

制御並びに“半導体、

絶縁体、超伝導体”

ハイブリッド化の組

異な量子機能の舞台と

なる可能性があること

を示した。また層状フ

ァンデルワールス物質

CrCl3, CrI3, Cr2Ge2Te6の

磁性の発現機構を微視

的に解析し、非磁性配

位子が Cr のスピン間相

互作用を媒介し巨大増

幅させることを明らか

にした。 

 

 

 

 

 

界面のイオン移動制御

により、電気伝導性、光

屈折率、磁気異方性の

可逆的制御を実現し

た。2 層グラフェン/hBN

構造における量子バレ

ー流の観測・制御、異種

量子機能の単一デバイ

ス内独立制御を達成し

た。蜂の巣構造フォト

ニック結晶のトポロジ

カルな光閉じ込め現象

を発見し、優れた指向

性を示す微小レーザー

の作製に成功した。さ

らにダイヤモンドのホ

ール抵抗率の量子振動

を観測するなど、様々

な新機能を見出した。 

 

溶液界面で形成される

分子結晶膜をデバイス

に組み込む技術を開発

し、優れた有機 EL ホー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：量子機能の活用

に向けた量子バレー流制御、異種

の量子機能の同時制御実現、

NIMS発で発展が進むトポロジカ

ル光学材料構造を活用した新規

トポロジカルレーザーの実証な

ど、大きな進展があった。その他

にも、ナノ現象・機能性を取り出

し利用するデバイス試作に向け

て多くの成果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ナノアーキテク

トニックデバイスの構築に必要

な各種材料技術、デバイス作製技

術が開発できた。特に重要となる
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の物質・材料技術創

出とこれを国際的

に推進する若手研

究者育成を行う。さ

らにプロジェクト

研究により生み出

される成果を活用

して、産業界との連

携構築に努め、応用

展開や実用化をめ

ざしたナノ材料の

開発、さらには、ナ

ノデバイス等のさ

らなるシステム化・

統合化を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発現について検討

する。これまでに開

発したその場複合

解析・評価システム

を活用し、ナノ物

質・材料の機能・構

造の新規現象、特性

の発見を狙う。特

に、レーザー励起シ

ステムを組み込ん

だTEMを用いて、ペ

ロブスカイト系太

陽電池の光起電特

性評価や、ナノシー

トヘテロ積層体の

創製により新奇な

電気化学触媒、トラ

ンジスタの開発に

挑戦する。また、計

算科学と理論的手

法の併用・融合を更

に進め、低次元性物

質およびその高次

集積構造から新規

機能が発現する系

を特定する。これと

平行して高精度か

つ信頼性の高い計

算・理論スキームの

構築とプログラム

開発を行う。 

 

・システムナノア

ーキテクトニクス

による機能開発 

前年度までのシス

テムナノアーキテ

クトニクスを通じ

た機能開発のベー

スとなる探索研究

み合わせ、ナノアー

キテクトニックデバ

イス構築技術を活用

した試作検証をさら

に進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ナノアーキテクト

ニックシステムの解

析に必要な多探針

SPM による非接触

ナノスケール電気伝

導特性計測手法や機

能創発の理論解析ツ

ールの本格活用を開

始する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ナノアーキテクト

ニック有機分子シス

テムによる病態解析

モデル及びバイオマ

ーカーの探索並びに

細胞機能を制御しう

る機能表面の開発を

ル電流輸送特性を確認

した。原子膜１層ずつ

積層して構築した酸化

インジウムトランジス

タに炭素原子を添加す

る技術を開発した。GaN

系半導体界面に、新規

誘電体層を導入し、界

面準位を大幅に低減す

ることに成功するとと

もに EBIC および光電

子分光の高度化などを

達成した。 

 

多探針 SPM 計測に振動

分光計測機能を追加

し、外場中でのナノス

ケール電気特性計測と

化学分析計測を実現し

た。独自開発のラマン

プローブのナノレベル

先鋭化を達成した。複

雑システムの電気特性

解析技術を新開発し、

ニューロモルフィック

材料のメモリ効果と学

習効果の分離検出に成

功した。大規模電子状

態解析手法と大規模第

一原理分子動力学手法

との融合を進め、一般

に公開した。 

 

タンパク質・ナノ粒子

複合体が選択的がん細

胞殺傷機能を示すこと

を発見した。ナノ粒子

複合体およびナノ粒子

内包材料による抗炎症

作用の発現、免疫応答

原子膜あるいはナノシートをデ

バイス構造へと組み込む技術開

発に大きな進展があった。これに

よって、試作したナノシートデバ

イスの特性計測、性能検証を実施

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：実験ならびに理

論の両面から創発機能を検出す

る手法と技術の開発に関しては、

運用をしながら調整していく段

階に至った。特に、複雑システム

創発機能の評価では、脳の高次機

能に酷似した材料物性が創発す

ることを見出した。理論解析手法

は一般公開を通じて社会貢献を

果たすなど、順調に進捗してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：病理解析、診断、

治療のシステム化に求められる

細胞‐材料相互作用に関する基

礎的研究を進め、選択的がん細胞

殺傷を可能とするタンパク質・ナ

ノ粒子複合体、抗炎症作用を有す

るナノ粒子複合体を創製した。ま
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を受けて、将来のナ

ノデバイス応用を

念頭に置いた原子・

分子・量子が主役と

なるナノ現象や機

能性、原子スケール

薄膜制御並びに“半

導体、絶縁体、超伝

導体”ハイブリッド

化の組み合わせ、ナ

ノアーキテクトニ

ックデバイス構築

技術を活用した試

作検証、ナノアーキ

テクトニック・シス

テムの解析に必要

な多探針SPMによ

る非接触ナノスケ

ール電気伝導特性

計測手法や機能創

発の理論解析ツー

ルの本格活用を開

始するとともに、ナ

ノアーキテクトニ

ック有機分子シス

テムによる病態解

析モデル及びバイ

オマーカーの探索

並びに細胞機能を

制御しうる機能表

面の開発推進を継

続する。特に、イオ

ニクス活用、ネット

ワーク構造活用を

重視して、複雑な半

導体回路や従来型

のAI技術に依存す

るAIとは一線を画

した「脳型情報処理

手法を確立するこ

継続して推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[拠点としての取組] 

新規物質・材料の探

索、ナノ物性計測、

理論計算手法の開発

等の基礎・基盤的観

点からの多角的研究

を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

拠点型外部資金のマ

ネジメント 

WPI アカデミー国際

頭脳循環の加速・拡

大事業 

 

本事業は、WPI プロ

グラム全体の世界に

おける認知度向上、

WPI 拠点の国際性、

先進性の向上に貢献

することを目指す。

上記の目的を達成す

の亢進を確認した。ま

た、受容体、膜、細胞、

細胞集合体等の各種階

層にメカニカル刺激を

与える高分子・液体材

料の開発・評価を行い、

イオン液体界面におけ

る幹細胞分化制御を世

界で初めて実現した。 

 

新物質・新材料・新技術

などのシーズ発掘を目

指して自由発想型研究

を推進した。新しいプ

ラズモン材料を用いた

狭帯域赤外線光源の開

発、歯周病細菌と鉄腐

食細菌の代謝活性の解

析、太陽光を利用した

水蒸留デバイスの開

発、金属ナノワイヤネ

ットワークと脳神経細

胞ネットワークの類似

性の解明など、30 超の

サブテーマを実施し

た。 

 

 

 

７つのMANA サテライ

トを運用し、トップレ

ベル研究者との連携を

継続した。 ICYS-WPI-

MANA 制度、海外の若

手招聘ならびに MANA

若手の海外派遣、ノー

ベル賞受賞者を招聘し

ての国際ワークショッ

プ開催、第 13 回 MANA

国際シンポジウム（新

た、イオン液体界面における幹細

胞分化制御を実現し、細胞機能の

力学的制御技術に新しい可能性

を切り拓いた。 これによりメカ

ノナノアーキテクトニクス、メカ

ノバイオロジーの基盤を築いた。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多様な観点から

探索的な研究が行われ、将来の発

展が期待されるシーズ的成果が

複数得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： MANA サテラ

イトの世界トップレベル研究者

との連携により若手の活性化が

図られ活発な交流が継続されて

いる。また、招聘・派遣プログラ

ムによる研究成果・論文成果の創

出、シンポジウム、ワークショッ

プ、アウトリーチ活動を通じてグ

ローバルな認知度向上、頭脳循環

機能のさらなる強化が達成され

た。 
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１．１．６ 先端材

料解析技術領域 

様々なスケール

での計測技術（マル

チスケール計測技

術）、実使用環境下

（オペランド）での

計測技術を開発す

る。また、独創的な

計測解析手法の開

拓を推進し、得られ

たシーズを基盤技

術化することで、革

新的な計測技術の

実現を目指すもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．６ 先端材

料解析技術領域 

本領域では、物

質・材料研究におい

て横断的かつ基盤

的な役割を果たし、

超スマート社会の

実現や先進材料の

イノベーションを

加速するための鍵

となる先端材料解

析技術の研究開発

を行う。先進的な材

料において有用な

機能を担うのは、表

界面や表層もしく

はバルク内部にお

ける特徴的な構造、

組成の変調、配向や

と」を目指す。2次元

ナノ薄膜の中でも

原子膜、有機分子

膜、生体分子膜など

既存のリソグラフ

ィー技術では取り

入れる事が出来な

かったナノ材料の

デバイス化技術の

確立、そしてメカノ

バイオロジーの観

点から生体細胞へ

の接触による細胞

活性や分化を制御

する技術の確立を

通じた次世代医療

技術創出を中心的

課題に据えて、より

重点的な研究開発

を推進する。 

 

１．１．６ 先端材

料解析技術領域 

本領域では、物

質・材料研究におい

て横断的かつ基盤

的な役割を果たし、

超スマート社会の

実現や先進材料の

イノベーションを

加速するための鍵

となる先端材料解

析技術の研究開発

を行う。先進的な材

料において有用な

機能を担うのは、表

界面や表層又はバ

ルク内部における

特徴的な構造、組成

の変調、配向や組

るために、WPI プロ

グラムによって育成

された WPI-MANA

そのものの国際性、

世界トップレベル研

究拠点としての地位

の維持・発展を将来

に渡って支えていく

頭脳循環プログラム

とアウトリーチ活動

を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[プロジェクトの目

標] 

「先進材料イノベー

ションを加速する最

先端計測基盤技術の

開発」 

 

①表面敏感オペラン

ドナノ計測では、イ

ンフォマティクスを

駆使したデータ解析

融合技術や高分解能

水素顕微鏡の開発を

型コロナ感染症の影響

により概要集発行の

み）、 E-MRS 、 Japan-

France ナノマテリアル

シンポジウムでの成果

紹介とアウトリーチ活

動、インターネット配

信の強化を通じて、グ

ローバルビジビリティ

の向上が図られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電位分布変化の動的ナ

ノ観察、単一結晶粒の

水素拡散係数決定、白

金原子ステップの O2吸

着配向依存性観測、有

機分子吸着による原子

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．６ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

以下に示す「各評価指標等に対す

る自己評価」のうち、「計画以上の

進捗」とする項目では顕著な成果

を得るとともに、「計画通りの進

捗」とする項目では計画の目標を

達成していると認められること

から、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

価＞ 

計画以上の進捗：表面敏感オペラ

ンドナノ計測の要素技術開発と

高度化は計画を超えて進んでお

り、実用材料への応用面で有意義

な成果、分野をリードする学術研

究成果の双方が創出されている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・オペランド表面敏感計測技術の開発と実デバイス・材料への応用 

ケルビンプローブフォース顕微鏡技術（KPFM）を応用したオペランド電位計測

技術を開発、全固体リチウムイオン電池評価へ応用し、充放電に伴う複合正極中

の電位分布変化の動的可視化に初めて成功した。また、独自開発の配向制御した

O2 ビームと白金高指数面を用い、O2 吸着確率が白金ステップ局所構造に対する

酸素分子軸方位に依存することを世界で初めて示した。 

 

・高感度高精度電子顕微鏡法の開発と環境エネルギーへの応用 

電子顕微鏡タイコグラフィー計測と収差補正ソフトウェアを開発し、GaN の位相

像再生に成功した。また、NIMS 独自のピエゾ駆動 2 軸傾斜試料ホルダーとナノ
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組織、電子状態・ス

ピン状態等であり、

機能の発現機構の

根源的かつ効率的

な解明には、これら

の構造・特性を様々

なスケール・環境下

で的確に把握する

ための計測解析技

術が必須となる。本

領域では、サブ原子

レベルからマクロ

な系にいたるマル

チスケール計測技

術、多様な環境場に

おけるオペランド

（実動環境下）観測

技術、さらには、計

算科学との融合に

よる計測インフォ

マティクス等の最

先端の材料計測解

析技術を開発し、そ

れらを適切に組み

合わせることで、包

括的かつ相補的な

高度材料解析技術

を実現する。また、

機構で開発された

様々な先進材料の

解析を行い、イノベ

ーションの加速に

貢献する。 

 具体的なプロジ

ェクトとしては、 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

に取り組む。 

織、原子欠陥、電子

状態・スピン状態等

であり、機能の発現

機構の根源的かつ

効率的な解明には、

これらの構造・特性

を様々なスケール・

環境下で的確に把

握するための計測

解析技術が必須と

なる。 

このため、サブ原

子レベルからマク

ロな系にいたるマ

ルチスケール計測

技術、多様な環境場

におけるオペラン

ド（実動環境下）観

測技術、さらには、

計算科学・データ科

学との融合による

計測インフォマテ

ィクス等の最先端

の材料計測解析技

術を開発し、それら

を適切に組み合わ

せることで、包括的

かつ相補的な世界

最先端の材料解析

技術を実現する。ま

た、その材料解析技

術を機構内外で開

発された先進的な

材料へ展開し、イノ

ベーションの加速

に貢献する。 

具体的なプロジ

ェクトとしては 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

行い、実用材料研究

に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②表層化学状態計測

では、世界最先端の

情報深さ定量評価技

術をベースに表層計

測情報分離のための

アルゴリズムを開発

し、超高速フェムト

秒時間分解計測法を

実用材料に展開す

る。 

 

 

 

 

 

 

③高感度高精度電子

顕微鏡計測では、単

原子計測の高感度化

と原子数定量技術の

開発を行い、さらに、

実働環境での電子線

位相計測法を高度化

し、実用材料に展開

する。 

 

 

 

層超伝導転移温度変化

観測の成功など、表面

敏感オペランドナノ計

測、高分解能水素顕微

鏡、状態制御反応計測

に着実な進展があっ

た。ナノワイヤ搭載

TEM・小型 SEM 開発、

表面水素可視化、固体

電池電位計測において

企業連携を進めた。 

 

リチウムイオン電池複

合材電極におけるナノ

スケールの形態・力学

特性同時計測 SPM、充

放電による全固体電池

材料の組成・化学状態

変化その場計測 XPS、

放射光利用コヒーレン

ト X 線回折イメージン

グ法、共鳴 X 線散乱技

術などを開発し、新材

料実装のための最適デ

バイス構造・プロセス

設計指針獲得に活用し

た。 

 

高感度高精度電子顕微

鏡技術を環境エネルギ

ー材料群に展開し、光

触媒中の Ta ドーパント

の直接観察などに成功

した。STEM・タイコグ

ラフィーによる位相計

測法を開発し、半導体

材料群への適用を進

め、GaN の原子オーダ

ーの位相計測に成功し

た。 

企業の連携研究も積極的に進め

ており、インフォマティクスを利

用した計測技術研究を着実に進

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：コアコンピタン

ス計測・解析技術の実材料・デバ

イスへの応用を前倒し着手し、液

系電池用合材電極の構造・物性分

布や全固体電池用電極の反応観

察といった応用研究に加え、新し

い機構で発現する磁気スキルミ

オンの観察といった基礎科学的

に重要な成果を挙げた。 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：高感度高精度電

子顕微鏡法の材料評価を推進し、

環境エネルギー関連材料群への

展開が論文として成果となった。

加えて位相計測法として STEM・

タイコグラフィーによる分解能

向上と半導体材料への展開を進

め、計画通り進展した。 

 

 

 

 

サイズ制限視野絞りによる格子定数変化の精密マッピングを実現した。 

 

・量子ビームによるオペランド計測技術の開発と実用材料への応用 

独自開発の中性子偏極用高圧セルの到達圧が世界最高の 8GPa に到達した。また、

量子ビーム（放射光）実験と計算機実験、先端数学に基づいたトポロジー解析か

ら、アモルファスの回折ピークの起源の理解と二体相関に潜んだトポロジーの抽

出に初めて成功し、ガラスの混合アルカリ効果の起源を解明した。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・先端材料開発を推進する計測・解析技術においては、計測インフォマティクス

の活用がますます重要になると考えられる。この視点からの研究運営を期待す

る。 

 

・非常にユニークな基盤的な計測装置、手法がそろっているが、相対的には産業

界との共同研究が少ない印象があるため、産業界との共同研究やデータ駆動型材

料解析研究へのより一層の貢献を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・オペランド表面計測により、全固体電池電極の充放電過程を可視化した成果は、

材料研究を促進する上で高く評価できる。 

 

・モニタリング指標において、一人当たりの論文数、筆頭論文数が増加しており、

研究プレゼンスの向上が成果として表れている。 
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このプロジェクト

により、2022 年度ま

でに特に以下の技

術目標を達成する。 

・表面場が機能発

現のキーとなる先

進表面機能材料の

イノベーションを

加速する最先端表

面敏感オペランド

ナノ計測として、歪

場等の新規表面場

の創製制御技術、新

規制御場における

単一原子レベル計

測、極限環境におけ

るサブミリ電子ボ

ルトレベルの高精

度表面状態可視化

技術等を開発する。 

・先進材料の性能

及び物性を、実動環

境下でのナノ領域

観察から解明する

ため、機能元素を単

原子レベルで識別

できる低損傷定量

電子顕微鏡法とそ

の場物性計測ホル

ダーを開発し、材料

評価に展開する。 

・ナノ薄膜デバイ

スの機能層の迅速

診断を目的として、

単原子層から数十

マイクロメートル

の深さ領域におけ

る化学結合状態の

断層解析の一桁以

上の高速化と自動

る最先端計測基盤

技術の開発 

に取り組み、令和 2

年度においては以

下の研究を実施す

る。 

 

・先進材料イノベ

ーションを加速す

る最先端計測基盤

技術の開発 

世界最先端のオペ

ランド・マルチスケ

ール計測技術の開

発、先進計測インフ

ォマティクスを展

開する横断的活動

を実施するととも

に、先端計測を核と

する国内外連携と

社会貢献を推進す

る。さらにオープン

イノベーションの

ための共用化と国

際標準化における

主導的役割を果た

す。表面敏感オペラ

ンドナノ計測では、

インフォマティク

スを駆使したデー

タ解析融合技術や

高分解能水素顕微

鏡の開発を行い、実

用材料研究に展開

する。 

表層化学状態計

測では、世界最先端

の情報深さ定量評

価技術をベースに

表層計測情報分離

 

④固体 NMR 計測で

は、測定可能な温度

範囲拡大に向けた高

温用 NMR プローブ

の開発を行い、実用

材料に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤量子ビーム計測で

は、中性子回折用の

完全非磁性ハイブリ

ッドアンビルセル、

オペランドX線計測

技術、レーザー非線

形光学分散定量評価

法等を開発し、さら

にパルス中性子磁気

ブラッグエッジイメ

ージング技術等の高

度化を行い、実用材

料に展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高温用固体高分解能

NMRプローブの開発を

進め、300℃近辺までの

動作を確認するととも

に、温度上昇に伴う

NMRスペクトルの変化

を捉えることに成功し

た。半導体、触媒、セメ

ント、電池材料、高分子

材料などについて、固

体 NMR 計測による特

性評価を行い、「強磁場

NMRとシミュレーショ

ンの融合による重合触

媒の表面分析」等の成

果を得た。 

 

中性子偏極実験用高圧

セルの到達圧が 8GPa

に到達（世界最高）する

とともに、インダクタ

内部のフェライト磁性

体磁化分布オペランド

イメージング、充放電

中の中性子回折の解析

に成功した。放射光 X

線計測では、時分割計

測システムを開発、ナ

ノ秒オーダーのパルス

電場下の強誘電体薄膜

の歪解析、非晶質回折

パターンの理解、二体

相関に潜んだトポロジ

ーの抽出に成功した。

非線形光学分光評価で

は、Ag ナノ粒子-PDAナ

ノファイバー複合化の

特性向上に成功した。 

 

 

計画通りの進捗： 当年度に予定

していた高温用固体高分解能

NMR プローブの開発が順調に進

み、各種実用材料の分析も予定通

りに進展した。今後も、ワイドボ

ア固体高分解能 NMR システムの

機能拡大に向けたプローブ開発

を、NIMS-JEOL 計測技術ラボ等

の枠組みも活用しつつ進める。特

に、ニーズの高い「材料の使用状

況に近い温度環境での構造や、分

子・イオンのダイナミクスに関す

る情報」を得るための装置の開発

を重点的に進めている。 

 

 

 

計画以上の進捗：中性子偏極実験

では、磁性体・マルチフェロイク

ス物質の精密磁気構造解析に成

功した。また実用磁気素子内部状

態の動作中その場中性子透過イ

メージングに世界で初めて成功

した。X 線計測ではホモエピタキ

シャル GaN の Mg ドープによる

格子面の局所形状変化を可視化

した。アルカリケイ酸塩ガラスに

おける混合アルカリ効果の解明

できた。非線形光学分散分光評価

では無機有機複合ナノ光学材料

の特性向上を実証した。 
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化を実現する。 

 また、シーズ育成

研究として、新規計

測手法のシーズと

なるような独創的

な計測解析手法の

開拓を推進する。特

に、第一原理計算等

の計算科学や多変

量解析等の情報科

学と大量のデータ

を創出する先端イ

メージング多元的

計測の融合を目指

した研究を重点的

に推進する。その中

で得られた重要計

測シーズをコア基

盤技術化し、メイン

の技術に取り入れ

ていくことにより、

研究開発効率の最

大化を図る。 

 公募型研究及び

産業界・大学との連

携では、先端計測解

析分野におけるハ

ブ機能の高度化を

図る。具体的には、

先端計測のプラッ

トフォームを中心

に、高度な研究者や

技術者人材の育成、

先端計測の国際標

準化、産学独連携と

異分野融合を促進

する。また、産業界

における技術的課

題に先端材料計測

からの解決策を与

のためのアルゴリ

ズムを開発し、これ

を実用材料に展開

しながら、時空間分

解された構造・物性

情報の抽出を行い、

特性との相関を見

出し、材料開発に役

立てる。 

高感度高精度電

子顕微鏡計測では、

低損傷高感度計測

の開発と環境材料

への展開を進め、さ

らに、実働環境での

高分解能位相計測

法を開発し、各種実

用材料に展開する。

固 体 NMR 計 測 で

は、高温用プローブ

の温度領域の拡大

と実用化を進める

ほか、磁場勾配パル

スプローブを開発

して、電池材料など

の特性評価に展開

する。 

量子ビーム計測

では、中性子回折用

の完全非磁性ハイ

ブリッドアンビル

セルを開発し、オペ

ランドX線計測技

術、レーザー非線形

光学分散定量評価

技術、パルス中性子

磁気ブラッグエッ

ジイメージング技

術等を応用し、実用

材料に展開する。 

[拠点としての取組] 

新規計測手法のシー

ズとなる独創的な計

測解析手法を開拓す

るとともに、世界最

先端のオペランド・

マルチスケール計測

技術の開発、先進計

測インフォマティク

スを展開する横断的

活動を実施し、先端

計測を核とする国内

外連携と社会貢献を

推進する。さらにオ

ープンイノベーショ

ンのための共用化と

国際標準化における

主導的役割を果た

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オペランド X 線光電子

分光装置の開発により

高容量シリコン負極に

おける電極反応と不可

逆容量の起源解明、低

温・強磁場下での精密

量子輸送特性計測技術

の開発による高品質量

子構造の作製可能性実

証など、新規計測手法

のシーズとなる独創的

な計測解析手法の開拓

に進展があった。ナノ

テクCUPAL等の先端計

測人材育成活動を通じ

た社会貢献、実用材料

開発分野における最先

端計測設備共用による

オープンイノベーショ

ンに資する微細構造解

析プラットフォーム等

への参画等により主導

的に推進した。先端材

料計測技術の国際標準

化に資する VAMAS や

ISO 活動に積極的に参

画した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：新規計測手法の

シーズとなる独創的な計測解析

手法の開拓、最先端マルチスケー

ルオペランド計測技術の開発、ビ

ッグデータに対応した先進計測

インフォマティクス技術研究を

展開する取り組みが着実に進展

し、国内外のアカデミアや産業界

等との連携活動も積極的に進め

ている。先端材料計測人材の育

成、公的機関としての国際標準化

の取り組み等の社会貢献も国内

外を対象にして活発に行われた。 
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１．１．７ 情報統

合型物質・材料研究

領域 

多様な手法やツ

ールを駆使した情

報統合型の材料開

発システムの整備

に取り組むことで、

産業界の課題・ニー

ズに対する有効な

解決策を提供して

いくための仕組み

を構築するものと

する。また、材料研

究のニーズに合っ

た形で提供するた

めのデータ収集・管

理・提供技術の開発

を継続的に行い、材

料データプラット

フォームの効率化

えるとともに、コア

技術の社会実装を

進めるため、公募型

研究によるオープ

ンイノベーション

研究を推進する。さ

らに、物質・材料の

研究開発に関する

拠点形成事業の活

動に先端計測技術

として積極的に参

画し、材料イノベー

ションの加速に寄

与するとともに、最

先端材料計測分野

の国内外の研究者・

高度技術者の育成

にも貢献する。 

 

１．１．７ 情報統

合型物質・材料研究

領域 

本領域では、物

質・材料分野におけ

る膨大なデータ群

に、最先端のデータ

科学・情報科学の手

法を組み合わせる

ことで、物質・材料

の研究開発を飛躍

的に加速させる新

しい研究手法であ

る「情報統合型物

質・材料研究（マテ

リアルズ・インフォ

マティクス）」を推

進する。データベー

スの充実やシステ

ムの整備・強化によ

り、より使いやすい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．７ 情報統

合型物質・材料研究

領域 

本領域では、我が

国の物質・材料研究

開発力の更なる向

上に貢献するため、

データ科学、計算科

学、理論、実験を計

算機上で融合させ

た統合型材料開発

システムの構築を

目指し、データ駆動

型の新しい物質・材

料研究開発手法を

確立する。具体的に

は、マテリアルズ・

インフォマティク

ス手法の物質・材料

科学への適用を進

めることに加え、計

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

[事業の目標] 

統合型材料開発シス

テムの構築を目指し

た事業推進 

 

①マテリアルズ・イ

ンフォマティクス及

びマテリアルズイン

テグレーション技術

の研究開発を実施す

る。Mi2i、SIP-MI 等

の受託事業を推進

し、他機関や産業界、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Mi2i 事業では、我が国

におけるデータ駆動研

究継続・発展していく

た め の 組 織 体 制 を

NIMS の本務組織とし

て構築してきたことを

評価されて、最終評価

として S 評価を得た。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．１．７ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等に対

する自己評価」のうち、「計画以上

の進捗」とする項目では顕著な成

果を得るとともに、「計画通りの

進捗」とする項目では計画の目標

を達成していると認められるこ

とから、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己評

価＞ 

計画以上の進捗：Mi2i において最

終評価 S を得た。SIP-MI ではプ

ロジェクトを計画通り進めると

ともに、企業資金による共同研究

を立ち上げた点で著しく計画以

上の進展をみた。さらに、材料デ

ータプットフォームを支える研

究開発においても、計画以上の成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法

人の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、

適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・分子構造だけで物性を予測できる SMILES-X コードの開発 

本当に知りたい材料特性をそれ以外の簡単に取得可能な特徴量から予測するこ

とで新規材料探索を行う研究において、自然言語処理の AI 技術を用いることで

分子構造情報以外の特徴量を使わずに材料特性を予測できる SMILES-X コード

を新しく開発した。 

 

・特徴量抽出のための XPS スペクトルの全自動スパースモデリング（数理モデ

ル化） 

ノイズを含む現実のⅩ線光電子分光(XPS)スペクトルにおいて、スパースモデル

（数理モデル）の最適解を高速に求める全自動解析に成功した。これにより他機

関の異なる装置で得られたスペクトルデータ群と自己のデータを統合し、装置の

機種や実験条件の違いに由来するデータのばらつきを評価し、試料物質に由来す
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にも貢献するもの

とする。さらに、材

料特性予測及び新

材料設計手法の探

索を行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データベースを構

築する一方、最先端

の物質・材料科学、

情報科学、データ科

学等の多様な手法

やツールを駆使し

た「情報統合型の開

発システム」をプラ

ットフォーム化し、

産業界の課題・ニー

ズに対する有効な

解決策を短期間で

開発・提供する仕組

みを構築する。さら

に、この仕組みを広

範囲の物質・材料系

へ展開することで、

我が国の物質・材料

研究を加速させる。 

 具体的には、これ

まで構築してきた

物質・材料データベ

ース”MatNavi”を拡

充するとともに、有

料公開システムを

整備し、「情報統合

型物質・材料研究」

のデータプラット

フォームの基幹と

する。さらに、研究

現場で日々創出さ

れる材料データを

効率的にデータベ

ースに取込み、材料

研究のニーズに合

った形で提供する

「データ収集・管

理・提供技術」を開

発することにより、

材料データプラッ

算機上で、求める性

能から特性・組織を

提案し、これを実現

する材料・プロセス

を最適化する逆問

題マテリアルズイ

ンテグレーション

技術に基づいた研

究開発を実施する。 

このために、内閣

府戦略的イノベー

ション創造プログ

ラム「マテリアル革

命」などの受託事業

を推進する。加え

て、これまでにJST

イノベーションハ

ブ構築支援事業「情

報統合型物質・材料

開発イニシアティ

ブ」を通して構築し

てきた当該領域に

おける産学官の人

的なネットワーク

を活用する。 

さらに、自然言語

処理を活用したテ

キストデータマイ

ニング、データ科学

手法による計測デ

ータ解析等の材料

データ創出や高度

化に資する研究を

推進し、マテリアル

ズ・リサーチバンク

（以下「MRB」とい

う。）の取り組みに

よって整備される

世界最大級の物質・

材料データプラッ

数理科学を始めとし

た異分野専門家と連

携し、機構内の材料

専門家を本領域へと

誘導し、統合型材料

開発システムの実現

に必要な研究基盤を

構築する。 

 

 

 

 

 

 

②［重点分野研究推

進費］ 

NIMS 内の材料研究

者と連携した新規材

料開発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③［重点分野研究推

進費］ 

高速計測と大量デー

タ取得・解析・処理

を目指した計測技

術・計測インフォマ

ティクス解析技術の

SIP-MI プロジェクトに

ついては推進体制を構

築し順調に進めてお

り、さらに、SIP-MI 外

の企業共同研究を開始

するなど、社会実装に

向けた動きを加速して

いる。材料データプラ

ットフォームを支える

研究開発では、スパー

スモデリングに基づく

新しい XPS スペクトル

解析手法を提案した。 

 

データ駆動型研究手法

を材料研究に展開する

ことを目指し、NIMS 内

の材料研究者によるデ

ータ集積と、機械学習

による材料設計条件の

提案を行った。新規材

料提案を行うため、分

子構造以外の特徴量を

用いずに材料特性を予

測可能な新規データ科

学手法である SMILES-

X コードを開発した。実

験とデータ科学を融合

させた新規材料設計手

法構築に必要な準備を

整えた。 

 

 

電子線や放射光による

高速顕微計測を実現す

るため、高速二次元検

出器などの装置整備を

行い、高速タイコグラ

フィ計測により電子位

相像の可視化計測を数

果が得られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：NIMS 内の材料

研究者によるデータ蓄積と

MaDIS研究者によるMI実施の連

携体制が構築できている。「実験

→予測・提案→実験」のサイクル

が動き始めている。既存 MI 手法

の適用と新規 MI 手法の開発を同

時に行い、それらを適材適所に活

用することで、順調に重点分野研

究を推進している。特に、自然言

語処理の AI 技術を用いることで

従来の問題点である特徴量取得

の困難さを大幅に改善した、

SMILES-X コードという新規 MI

手法の開発に成功しており、今後

本コードを利用した新規材料開

発の加速が見込まれることから、

計画以上の進捗であるといえる。 

 

計画以上の進捗：先端的な計測装

置とインフォマティクス技術を

活用した解析手法の開発・整備が

予定以上に進んだ。インフォマテ

ィクス技術活用による解析手法

やそれを使って得られた実試料

に対する計測結果について複数

る特徴量を抽出する次世代のデータ駆動型解析への足掛かりを得た。 

 

・ベイズ最適化手法を用いた相図推定システム 

ベイズ最適化手法を用いた相図推定システムを開発し、従来のサンプリング法で

は見つけにくい相の推定に成功した。また、本手法は、産業界からも要望の強い、

windows システム上での実行環境を構築した。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・材料データベースを今後さらに発展させていくに当たり、その活用範囲として

グローバルな材料研究の動向調査や国単位の高度な戦略の推定といったインテ

リジェンス活動的な用途を想定するのかどうか、といった観点も入れて設備面、

運用面の課題について検討を進めていただきたい。 

 

・材料分野での情報科学の利用には高い期待があり、先行的な成果を挙げるとと

もに、外部との連携や支援についてもより一層の発展を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・領域発足以来、着実な研究力強化を組織的に進め、分子構造だけに基づく物性

予測手法開発、自動スペクトル解析手法の確立、相図推定システムの構築、等の

材料研究を強力に支援する成果を上げ、国内でも有数の情報統合研究拠点として

の整備を実現したことは高く評価できる。 

 

・データ駆動研究分野での企業連携を推進。マテリアルズ・インフォマティクス、

マテリアルズインテグレーション、材料データプラットフォーム構築の研究拠点

としての体制が整備されつつある。 
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トフォーム構築の

効率化と持続化を

推進する。また、シ

ーズ育成研究とし

て、材料プロセス、

構造、特性、パフォ

ーマンスの関係を、

データ科学の手法

により見出し、材料

特性予測及び新材

料設計のための新

しいアプローチと

手法を探索する。こ

れまでの物理、化

学、材料科学理論、

及び、実験で得られ

た知見を、情報科

学、データ科学の技

術と融合すること

で、材料分野に適合

する情報処理手法

を開発し、材料の研

究開発の加速に寄

与する。 

 公募型研究及び

産業界・大学との連

携では、イノベーシ

ョンハブ創出事業

「情報統合型物質・

材料開発イニシア

ティブ(MI2I)」を中

心に活動を行う。物

質・材料科学、計算

科学、データ科学の

３分野を中心とす

る産学独のトップ

研究者が集結・融合

するハブ拠点を構

築し、その中で「情

報統合型物質・材料

トフォームの構築

を支援する。 

これらの取組が

連携することで、我

が国の物質・材料研

究を加速させる統

合型材料開発シス

テムの構築を目指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④[拠点としての取

組] 

シーズ育成研究によ

る材料特性予測及び

新材料設計のための

新しいアプローチと

手法の探索 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤MI2I の受託研究 

 

 

 

 

十倍高速化に成功し

た。また、機械学習やス

パースモデリングを活

用した解析手法を開発

し、自動の試料欠損検

出・分類や高速位相回

復解析手法を発見し

た。それらの高速計測・

解析技術を活用し、新

しい磁気スキルミオン

の観測など、実際の物

質・材料の計測へ展開

した。 

 

人工知能を使った赤外

線吸収分光スペクトル

分析アルゴリズム（特

許申請済）、X 線回折ス

ペクトルから特定の結

晶構造領域を高速に視

覚化するツール等の開

発、メタデータ収集自

動化および XPS スペク

トルのスパースモデリ

ングの有効性実証な

ど、材料開発ツールの

開発を推進した。さら

に、モデル選択をクリ

ープ構成式の適切な選

択やナトリウム電池・

カリウム電池の電解液

探索に活用するなど、

材料研究へのデータ科

学活用を進めた。 

 

ＪＳＴイノベーション

ハブ構築支援事業にお

ける研究開発において

は、昨年度までの合成

実験による手法実証に

の招待講演、高インパクトファク

ター誌へ論文発表を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：データ科学を基

盤にしたツール開発を多方面で

順調に進め、特にスペクトル分析

では計画以上の成果を得た。加え

て、材料開発へのデータ科学適用

も、構造材料への展開を速めるな

ど計画以上の研究進捗をみた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：マテリアルズ・

インフォマティックスの優れた

成果が多数輩出された。優れたイ

ノベーションハブが構築された

ことを評価されて、ＪＳＴイノベ
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科学技術」の確立・

実証を進める。ま

た、データベースの

高機能化、新しい手

法の開発・蓄積・普

及、それらに関わる

人材育成等にも組

織的に取り組む。ま

た、本手法を駆使し

て、社会的に波及効

果の高い環境エネ

ルギー関連分野の

「蓄電池材料」、「磁

性材料」、「伝熱制御

材料」における具体

的課題の解決に貢

献する。さらには、

人工知能の基礎技

術等を取り込みな

がら、データプラッ

トフォームの機能

の向上を進め、広範

囲の物質・材料系へ

展開することで、情

報統合型新物質・材

料探索システムの

パッケージ化へと

繋げる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥SIP-MI の受託研

究 

 

加え、ベイズ最適化手

法を用いた相図推定シ

ステムの開発や量子コ

ンピュータを用いた機

械学習手法など、新し

いマテリアルズインフ

ォマティクスの手法開

拓を行い、より幅広い

実研究での活用を可能

とした。 

 

第 1 期で開発したマテ

リアルズインテグレー

ション（MI）システム

1.0 を基盤として、先端

構造材料・プロセスに

対応した逆問題 MI の

構築に向け、順調にプ

ロジェクトを運営し

た。コアメンバー会議、

全体会議等を組成し、

方向性を共有しながら

進めていく体制を構築

している。また、初年度

に設計した装置の導入

も進み、3D 積層造形で

は凝固割れを制御する

モデルの構築を進める

など、順調に推移して

いる。また、SIP-MI の

成果をベースとした企

業共同研究も開始さ

れ、加えて、NIMS にお

けるデータ駆動構造材

料研究が拡大してい

る。 

ーションハブ構築支援事業評価

委員会による事後評価において

総合Ｓ評価を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：プロジェクトは

計画通りに進捗しており、年度末

の内閣府評価においても当該プ

ロジェクトを含む課題全体は A

評価であった。さらに、プロジェ

クト外での企業共同研究を開始

した点は、計画よりも著しく早い

展開といえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
○インプット情報の予算額（14,825,801 千円）と決算額（18,010,596 千円）の差額の主因は、受託事業の増加に伴う受託経費等の増である。 
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２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項） 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 
Ⅰ－２ 
Ⅰ－３ 

研究成果の情報発信及び活用促進 
中核的機関としての活動 

関連する政策・施策 政策目標９ 未来社会に向けた価値創出の取組と経済・社会的課題

への対応 
施策目標９－１ 未来社会を見据えた先端基盤技術の強化 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
国立研究開発法人物質・材料研究機構法第 15 条第２号から同条第５号まで 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0230,0231 

 
 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

 平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

 

記者会見＆記

者説明会（回） 

 7 8 7 5    予算額（千円） 8,855,497 9,526,728 6,096,453 10,110,438    

メールマガジ

ン発行（回） 

 24 31 33 30    決算額（千円） 4,392,328 7,644,901 9,064,653 7,855,555    

YouTube ビデ

オ公開数（本） 

 23 24 15 12    経常費用（千円） 4,565,021 5,551,567 6,215,527 6,418,485    

Web 版 NIMS 

NOW 発行回

数(回) 1) 

 12 12 12 12    経常利益（千円） 212,399 86,595 166,380 172,158    

視察・見学者

（人） 

 6,054 7,896 8,393 8,717    行政コスト（千円）7) － － － 7,672,216    

取材対応（回）  166 

 

175 

 

178 

 

247    行政サービス実施コ

スト（千円） 

3,423,382 4,409,484 4,800,909 －    

公式 HP アク

セス数（トッ

プ ペ ー ジ ）

（回） 

 1,113,995 1,370,664 731,457 766,635    従事人員数（人）8) 63 

(158) 

70 

(183) 

71 

(197) 

80 

(188) 

   

YouTube 登録

者数（人） 

 22,334 46,575 85,061 152,142      

Web 版 NIMS 

NOW アクセ

ス数(回)  

 159,659 215,430 290,913 282,454    

プ レ ス 発 表

(件) 

 54 59 49 35    
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物質・材料研

究分野の論文

被引用数（国

内順位） 

1 1 1 1 1    

査読付き論文

数 2) 

毎年平均

1,200 

1,225 

(1,225) 

1,216 

(1,221) 

1,289 

(1,243) 

1,304 

(1,259) 

   

レビュー論文

数 2) 

毎年平均

40 

52 

(52) 

35 

(44) 

73 

(53) 

67 

(57) 

   

国際学会講演

数 

 1,366 1,394 1,140 1,011    

実施許諾契約

数（継続を含

む） 

約 903) 113 113 137 209    

外国特許出願

数 

約 1003) 98 94 137 152    

特許実施料収

入（千円） 

 613,660 522,792 429,426 455,426    

共用施設利用

料 

5%増 3)4) 128%増 37%増 35%増 15%増    

研究施設・設

備の共用件数 

 466 482 433 458    

若手研究者の

受入数（人） 

3503) 472 592 683 662    

研究者の派遣

数（人）5) 

 257 265 242 342    

機関間 MOU

の締結機関数

6) 

50 

 

73 

 

43 

 

45 

 

47    

民間企業から

の共同研究費

等の資金獲得

額（百万円） 

800 程度 1,117 1,100 1,808 1,600 

 

   

1) NIMS NOW International を含む 

2) カッコ内は毎年平均 

3) 目標値は毎年度平均 

4) 過去 3 年の平均が基準 

5) 機構在外研究員派遣制度による研究者派遣＋クロスアポイントメントによる研究者派遣＋講師派遣数 

6) 実効性のある MOU と国際連携大学院協定の数を記載。H29 年度には機関間 MOU の棚卸しを実施。 

7) 会計基準の改訂により令和元年度から新設された項目 
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8) 定年制職員数，括弧内は任期制職員数 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 ２．研究成果の情報

発信及び活用促進 

機構は、得られた

研究成果を新たな

価値創造に結びつ

けることを目指し、

成果の社会におけ

る認知度を高め、社

会還元に繋げてい

く。また、産学官連

携による研究情報

の蓄積・発信体制の

強化を図り、我が国

における研究情報

の好循環と戦略的

な社会実装を促す。

これらの目標を達

成するための措置

については中長期

計画において定め

る。 

 

 

 

 

 

 

２．１ 広報・アウ

トリーチ活動及び

情報発信 

２．１．１ 広報・

アウトリーチ活動

２．研究成果の情報

発信及び活用促進 

機構は、得られた

研究成果を新たな

価値創造に結びつ

けるため、成果の社

会における認知度

を高め、社会還元に

繋げていく。また、

産学官連携による

研究情報の蓄積・発

信体制の強化を図

り、我が国における

研究情報の好循環

と戦略的な社会実

装を促す。具体的な

活動は以下のとお

りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１ 広報・アウ

トリーチ活動及び

情報発信 

２．１．１ 広報・

アウトリーチ活動

２．研究成果の情報

発信及び活用促進 

機構は、得られた

研究成果を新たな

価値創造に結びつ

けるため、成果の社

会における認知度

を高め、社会還元に

繋げていく。また、

産学官連携による

研究情報の蓄積・発

信体制の強化を図

り、我が国における

研究情報の好循環

と戦略的な社会実

装を促す。具体的な

活動は以下のとお

りである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１ 広報・アウ

トリーチ活動及び

情報発信 

２．１．１ 広報・

アウトリーチ活動

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

○社会に向けて、

物質・材料研究や

機構の活動、研究

成果等をわかりや

＜主要な業務実績＞ 

以下に項目毎に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開始以来一貫して想定

以上の高い成果をあげ

（評定 S の根拠） 

・以下に示すとおり、国立研

究開発法人の目的・業務、中

長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等につ

いて諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、適正、効果

的かつ効率的な業務運営の下

で「研究開発成果の最大化」

に向けて特に顕著な成果の創

出や将来的な特別な成果の創

出の期待等が認められるた

め、評定を S とした。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１．１ 

補助評定：s 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、以下の各項目の補助評定にお

いては、自己評価が s であったものに対し a 評定としたものが多く、総合的に判断

し、A 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

以下の各項目の＜評価すべき実績＞を参照。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・研究成果の情報発信を広報、学術論文の両面で積極的に実施し、成果を上げた点は

高く評価できる。特に広報活動は国内研発の中でも群を抜いた活動で効果を上げて

おり、社会への科学成果の敷衍活動を強力に牽引したと言える。 

 

・科学技術開発の中核拠点として、明確な戦略ビジョンに沿って先端施設の設備、能

力の高い研究者の育成・招聘、予算の重点的充当、等の施策を強力に推進している点

は高く評価できる。 

 

・革新的材料開発力強化プログラム～M3（M-cube）プログラム～を立ち上げるなど、

中核機関としての体制が整っている。 

 

 

 

 

 

補助評定：s 
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の推進 

 機構が物質・材料

研究を推進するに

当たり、国民の理

解、支持及び信頼を

獲得していくこと

がますます重要と

なっている。そのた

め、国民目線で分か

りやすく紹介する

取組を、引き続き積

極的に推進すると

ともに、その効果を

把握し、機構の活動

や研究成果等が国

民各層から幅広く

理解されるよう努

めるものとする。ま

た、機構の組織的な

活動に加え、研究者

一人一人が物質・材

料科学技術のイン

タープリターとし

て双方向コミュニ

ケーション活動を

行えるような対話

環境を構築するも

のとする。さらに、

国民各層の科学技

術リテラシーの向

上への貢献を目指

し、物質・材料科学

技術に関する知識

の普及等に取り組

むものとする 

 

 

 

 

 

の推進 

機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持及

び信頼を獲得する

ため、前中長期目標

期間中の活動で訴

求力の大きさが確

認できた「広報ビジ

ュアル化戦略」をよ

り一層展開する。具

体的には、難解な物

質・材料研究分野の

研究成果等につい

て、国民目線で親し

みやすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像の

動画配信やビジュ

アル系 Web サイト

等）を主軸として効

果的に訴求してい

くとともに、取り組

みの効果を把握し、

機構の活動や研究

成果等に対する認

知度の向上に繋が

っているか等の視

点から幅広く国民

各層の理解が得ら

れるような活動に

繋げていく。こうし

た広報ツールを豊

富に取り揃え、研究

者一人一人が物質・

材料科学技術のイ

ンタープリターと

して双方向コミュ

ニケーション活動

を行えるよう、国民

の推進 

機構の活動や研

究成果等に対する

国民の理解、支持及

び信頼を獲得する

ため、前中長期目標

期間中の活動で訴

求力の大きさが確

認できた「広報ビジ

ュアル化戦略」をよ

り一層展開する。具

体的には、難解な物

質・材料研究分野の

研究成果等につい

て、国民目線で親し

みやすく、興味を持

ちやすいビジュア

ル素材（科学映像の

動画配信やビジュ

アル系Webサイト

等）を主軸として効

果的に訴求してい

くとともに、取組の

効果、すなわち機構

の活動や研究成果

等に対する認知度

の向上に繋がって

いるか等を確認し

ながら、広報手法を

柔軟に変化させ、多

様な手段によって

幅広い層の理解が

得られる活動を行

う。また、広報ツー

ルを豊富に取り揃

え、研究者一人一人

が物質・材料科学技

術のインタープリ

ターとして国民と

双方向コミュニケ

すく説明し、理解

を得ていく取組を

積極的に推進して

いるか 

○機構の研究成果

等に対する理解が

増進し、利活用が

促進されているか 

 

《評価指標》 

・機構の活動や研

究成果に対する理

解・認知度の向上

を図る取組等の成

課 

・機構の研究成果

の普及を図るため

の理解増進や利活

用のための取組の

成果等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている「広報ビジュア

ル化戦略」を、一層強化

発展させ、多様な手法

を組み合わせた立体的

な広報施策をおこなっ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評定 s の根拠） 

「ビジュアル化戦略」の核で

ある映像配信による高い訴求

力をはじめ、改革をおこなっ

た一般公開は 4 年連続過去最

多の集客記録を更新、見学者

数の 7 年連続記録更新、企業

向けイベント NIMS WEEK の

来場者が 2 年で倍増など、あ

らゆる指標で想定を大きく上

回り、定量的な数値として記

録づくしの成果をあげてい

る。またこれらの発展は対前

年比の一過性のものではな

く、前中期計画から続く変化

であり、当機構の広報活動は

かつてと比べ飛躍的な変貌を

遂げたと言える。 

この取り組みが生んだ高い広

報効果の結果、当機構の広報

コンテンツは大学をはじめと

した全国の教育機関から提供

を求められているほか、他機

関から広報担当者が視察に訪

れたり、東大や文科省をはじ

め多くの機関で当機構の広報

戦略を学ぶ勉強会が多数開催

されるなど、当機構の活動は

「学ぶ対象」として注目を集

めるまでになっている。 

当機構の広報活動の特徴とし

て、二つの柱を設けているこ

とがある。一つは研究成果の

発信という 『短期的目線での

広報』。もう一つは、将来の材

料研究を担う人材の育成を目

指す『長期的目線での広報活

動』 である。当機構には日本

の材料研究の兄貴分的立場と

しての責務があると考え、Ｎ

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、YouTube を活用した広報により、NIMS の活動を広く周知すると

ともに、青少年を始めとする一般の人々へ物質・材料科学の魅力を伝えている。国立

研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、これらの法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な

業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な

特別な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・YouTube チャンネル「まてりある’s eye」では、3 分間で最新研究成果や興味深い科

学現象を紹介する映像を今年度 12 作品追加、合計 107 作品を公開。累計閲覧回数が

2,307 万回を超え、平成 30 年度の 1,400 万回から約 900 万回増加した。さらに、熱心

なファンの指標である登録者数は 15 万 2 千人を超え、昨年度倍増した 8 万人からさ

らに 2 倍近い増加となり、過去 6 年間で獲得した人数とほぼ同等の数を昨年 1 年で

増加させた。また、登録者数が 10 万人を超えたことで Google 本社から表彰されるな

ど存在感ある媒体に成長した。 

 

・一般公開の来場者が昨年からさらに 900 人以上増加し、4 年連続過去最多の 5,687

人（前年 4,874 人）を集客した。4 年前に始めた改革により、来場者が 4 年で 9 倍以

上の増加を達成した。また、全国の教育機関や企業など個別の見学を総勢 8,717 名受

け入れ、こちらは 7 年連続過去最多の人数を更新した。 

 

・企業・学生向けには、昨年に引き続き、成果発表週間 NIMSWEEK の改革を実施。

特に３日目のラボ公開において、企業向けツアーの充実に加えて今年新たに工学系

の大学生・大学院生向けプログラムを新設。3 日間にわたる成果発表イベント合計の

来場者数が 2,186 人となり、過去 2 年で 1,000 人以上増加させた。 

 

・他の国立研究機関の職員をインターンとして受け入れ、広報技術について研修を実

施していることや、当機構で培った広報技術をベースとして各地の大学、研究機関か

らの要請に応え広報手法向上の研修会を年間 11 回実施したほか、これまでの「ビジ

ュアル化戦略」を進めてきた広報室長がクロスアポイント制度により他機関の広報

部を兼務し、広報改革の指揮を執ることになった。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・NIMS 一般公開での Web 広報の大きな効果が明確に確認できたので、今後も適時

活用を試みていただきたい。 

 

・材料の特性や研究開発を良い形に伝える優れた活動について、可能な範囲で広く他

の機関にもやり方を伝えていただきたい。 
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と研究現場との間

で接点を持ちやす

い対話環境を構築

する。 

 また、機構の研究

成果等を普及させ、

広く国民各層から

理解が得られるよ

う、多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む。

具体的には、広報

誌、プレス発表等を

通じた研究成果等

の公開を始め、一般

市民を対象とした

シンポジウム、博覧

会や展示場での研

究成果の説明、メー

ルマガジン等によ

り、市民との間で直

接コミュニケーシ

ョン活動を行うと

ともに、機構の施

設・設備等を適切な

機会に公開し、国民

各層の見学等を受

け入れる。 

 さらに、科学技術

リテラシーの向上

に貢献するため、引

き続き、小・中・高

等学校の理科授業

での出前授業等を

通じて物質・材料科

学技術に関する知

識の普及を積極的

に進める。これらの

アウトリーチ活動

の推進により、高校

ーション活動を行

えるよう、環境を整

備する。 

また、機構の研究

成果等を普及させ、

広く国民各層から

理解が得られるよ

う、多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む。

具体的には、広報

誌、プレス発表、研

究者総覧サイト、専

門書の刊行等を通

じた研究成果等の

公開、テレビや新聞

だけでなく、成長著

しいWebを主体に

独自記事を配信す

るメディア媒体を

使った情報発信を

推進するほか、一般

市民を対象とした

シンポジウム、博覧

会や展示場での研

究成果の説明、メー

ルマガジン等によ

り、市民との間で直

接コミュニケーシ

ョン活動を行うと

ともに、機構の施

設・設備等を適切な

機会に公開し、国民

各層の見学等を受

け入れる。 

さらに、科学技術

リテラシーの向上

に貢献するため、引

き続き、小・中・高

等学校の理科授業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＭＳ自身の広報活動もさる

ことながら、日本の材料研究

全体の将来を見据えた広報活

動をおこなうことを重視して

いる。 

「ビジュアル化戦略」をスタ

ートして 7 年。広報活動によ

って獲得したファンの興味は

一時的なものにとどまらず、

学生の進路選択にも影響を与

え始めている。さらに新たな

取り組みとして YouTube の映

像を大手出版社と組んで

DVD ブックとして発売しヒ

ットするなど、施策の幅をさ

らに広げた。 

こうした広報の取り組みが、

情報を広める段階から、若者

の行動を促す段階へ移行して

いることが見て取れる。これ

は、二つめの柱である『長期

的目線』での目標が実現し始

めたことを示す結果だと言え

る。 

 日本の材料研究全体の底上

げを見据え、短期、長期双方

を意識した広報を目指した結

果がこのように現れてきたこ

とは特筆するに値すると考え

ている。絶大な人気を誇る宇

宙分野とは異なり、地味で難

解な材料分野であるために一

般国民の関心を惹くことに苦

戦していた状況から、当機構

の広報活動は劇的な変化を遂

げた。 

一研究機関の域を超えた広報

目標を設定し、その結果が顕

著にあらわれていることか

ら、評定をｓとした。 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・YouTube を活用した成果や科学現象の可視化の活動を前年度以上に発展させ、社

会の広範囲に亘って科学振興につながる多大な影響を発揮した成果は高く評価でき

る。 

 

・「まてりある's eye」に代表される材料の特性をビジュアル的に広報する活動で、材

料科学及び NIMS の魅力を伝え、You Tube での多くの再生回数、登録者数が達成さ

れ、NIMS のイベントでの集客の増加に貢献している。また、材料科学のみならず理

科好きな青少年の育成に貢献している。 

 

・広報・ビジュアル化では、モニタリング指標で成果をあげるとともに、ターゲット

する 18-24 代で多くの視聴者を獲得し、材料研究の将来の展望を確実に発信できてい

ることは評価できる。 
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生を始めとする次

世代層への好奇心

を喚起し、ひいては

我が国全体として

の将来有望な科学

技術人材の確保に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

での出前授業等を

通じて物質・材料科

学技術に関する知

識の普及を積極的

に進める。これらの

アウトリーチ活動

の推進により、高校

生を始めとする次

世代層への好奇心

を喚起し、ひいては

我が国全体として

の将来有望な科学

技術人材の確保に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①広報ビジュアル

化戦略の更なる充

実 

１．広報戦略の中

核である YouTube

充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．7 年前に開設した

YouTube「まてりある’s 

eye」では、3 分間で最新

研究成果や興味深い科

学現象を紹介する映像

を今年度 12 作品追加、

合計 107 作品を公開。累

計閲覧回数が 2,307 万

回を超え、平成 29 年度

の 1,400 万回から約 900

万回増加した。さらに、

熱心なファンの指標で

ある登録者数は 15 万 2

千人を超え、昨年度倍

増した 8 万人からさら

に 2 倍近い増加となり、

過去 6 年間で獲得した

人数とほぼ同等の数を

昨年 1 年で増加させた

ことになる。登録者数

が 10 万人を超えたこと

で Google 本社から表彰

されるなど存在感ある

媒体に成長した。 

再生回数 2,000 万回超

え、登録者数 10 万人超

えは、宇宙で圧倒的な

人気を誇る JAXA と当

機構しか達成しておら

ず、しかも 1 本あたり

の再生回数、登録者数

に換算するとそれぞれ

JAXA の 5 倍、9 倍と圧

倒的な数値を誇る。ま

た登録者はまもなく

JAXA を上回る状況に

ある。当機構のビジュ

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：「ビジュアル

化戦略」の柱である「まてり

ある’s eye」の登録者数は、開

設 7 年を経て、伸びが鈍化す

ることを想定し、昨年度の増

加人数（4 万人増）から横ばい

ないし鈍化を見込んでいた。

しかし想定を遙かに上回る 6

万 7 千人増となり、総計 15 万

2 千人となった。増加のペー

スは従来以上に加速してい

る。さらに 1 本あたりの再生

回数、登録者数はそれぞれ

JAXA の 5 倍、9 倍となり訴求

力の高さは群を抜いている。

また、配信している動画映像

には高校、大学などから教材

としてのリクエストが引き続

き寄せられ、各地の科学館で

専用の上映コーナーを設置す

るリクエストも続いている。 

またメディアへのアピールに

も効果的で、今年度も科学番

組「サイエンス ZERO」など

30分サイズの全国放送番組の

ほか、「おはよう日本」の特集

などに当機構の研究者が取り

上げられている。 

 さらに、新たな取り組みと

して、大手出版社と組み

YouTube の映像を「DVD ブッ

ク」として出版、予約段階で

Amazon 教育部門 1 位を獲得

するなど、常に施策の幅を広

げる挑戦を続けていることも

評価に値すると考える。 

 こうした「ビジュアル化戦
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２．一般国民向け

Web「材料のチカ

ラ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②多様な媒体を組

み合わせた情報発

信活動に取り組む 

 

１．広報誌やパン

フレットなど紙媒

体発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アル化戦略がいかに広

く国民に支持されてい

るかがわかる。 

 

２．「材料は世界を変え

る力」であるというコ

ンセプトで開設した一

般向けのビジュアル

Webサイト「材料のチカ

ラ」ではピタゴラスイ

ッチを制作するユーフ

ラテスと共同制作した

「未来の科学者たち

へ」シリーズから 8 作

品を厳選し新たに DVD

ブックを出版、販売を

開始した。予約段階で

Amazon の教育部門で 1

位を獲得する成果をあ

げた。全国の小中学校

に無償配付することを

めざしている。 

 

 

 

 

 

１．上記の映像配信の

ほか、広報誌 NIMS 

NOW を 6 回、日本語版

3,700 部、英語版 3,000

部発行。現中長期計画

で組織された新拠点の

重点施策をシリーズで

紹介しているほか、大

学院生募集のための特

集号を「ビジュアル化

戦略」の一環として制

作。 

 

略」の訴求力の高さは、当機

構が開催する各種イベントで

軒並み過去最高の来場者数を

連続して記録するなど、他の

広報施策にも波及し大きな効

果を発揮している。 

昨年に引き続き、この春も、

「まてりある’s eye」を見始め

て材料研究を志すようになっ

た生徒が材料系の大学に進学

した、という書き込みが

YouTube に投稿されるなど、

次世代を担う若者の進路に実

際に影響を与えていることが

わかり、「ビジュアル化戦略」

の影響力を高める努力は今後

も重ねていきたい。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：国民への直

接情報発信である一般公開で

は来場者数が過去 3 年で既に

8倍増の集客を果たしており、

今年度は同程度を想定してい

た。しかし、昨年に比べさら

に 900 人増の 4,878 人となっ

た。4 年連続で過去最多とな

る来場者数を達成し、改革前

に 600 人程度だった集客を 4

年間で 9 倍以上に増加させた

ことになる。これは他の全て

の機関でも例のない特筆すべ

き実績である。 

一般公開に続き改革をおこな

った NIMS WEEK でも直近 2

年で約 2 倍増となる大幅な集
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２．発表イベント

開催による大規模

発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．メディア向け

情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ＮＩＭＳ一般公開

を過去 3 年に引き続き

大幅に改革。2 年間で来

場者が 6 倍増を達成し

ていた昨年からさらに

900 人以上増加し、4 年

連続過去最多の 5,687

人（前年 4,874 人）を集

客した。4 年前に始めた

改革により、来場者が 4

年で 9 倍以上の増加を

達成した。 

企業・学生向けには、昨

年に引き続き、成果発

表週間 NIMSWEEK の

改革を実施。特に 3 日

目のラボ公開におい

て、企業向けツアーの

充実に加えて今年新た

に工学系の大学生・大

学院生向けプログラム

を新設。3 日間にわたる

成果発表イベント合計

の来場者数が 2,186 人

となり、過去 2 年で

1,000 人以上増加させ

た。 

 

３．メディア向けには、

機構の研究成果をアピ

ールするためプレス発

表を 35 件実施し、247

件の報道機関からの取

材に対応した。その結

果 NHK「サイエンス

ZERO」で 1 回、BS フ

ジ「ガリレオＸ」で 2 回、

テレ東「ワールドビジ

ネスサテライト」で 5 回

にわたり当機構の研究

客に成功。また、機構の視察、

見学者数も 7 年連続で過去最

多を更新し続けており、広報

施策のほぼすべてにわたり計

画以上の定量的成果を上げ

た。 
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４．一般国民・企業

向け直接情報発信 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③科学技術リテラ

シーの向上に貢献

する 

 

 

 

 

 

 

 

が放送されたのを始

め、日刊工業新聞では

NIMS の成果紹介専用

の連載開始を実現させ

36 回の記事掲載がおこ

なわれるなど、新聞の

特集記事も含め全国配

信枠への露出により機

構の成果を広めた。 

 

４．国民や企業に直接

情報を届けるメールマ

ガジンは 12 回の定期配

信に加え、イベントと

の連動などの臨時配信

を 18 回おこなった。年

度末のメルマガ登録者

は 5,988 名を数えた（昨

年比 935 名増）。さらに

全国の教育機関や企業

など個別の見学を総勢

8,717 名受け入れ、こち

らは 7 年連続過去最多

の人数を更新した。そ

の他技術相談や材料分

野の素朴な質問に答え

る「何でも相談」では

109 件の対応をおこな

っている。 

 

上記のように、多種多

様な媒体を用い、それ

らを連携させ広報活動

を行うことで、立体的

な広報活動をおこなっ

た。その結果、イベント

集客数、映像閲覧数、各

種会員登録数など、国

民が能動的に行動を起

こした結果を反映した

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：YouTube の

登録者数の伸び、一般公開で

過去最多の集客、見学者数 7

年連続最多記録など、あらゆ

るデータから「広報ビジュア

ル化戦略」が高く支持され、

その結果、多くの国民に対し、

材料研究の魅力と重要性を認

識する機会を提供できたと考

えている。 
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２．１．２ 研究成

果の情報発信 

機構の研究成果

の普及を図るため

の取組を進めると

ともに、科学的知見

の国際的な情報発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１．２ 研究成

果の情報発信 

機構で得られた

研究成果を広く普

及させるため、国際

シンポジウムや研

究成果発表会を開

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．１．２ 研究成

果の情報発信 

機構で得られた

研究成果を広く普

及させるため、国際

シンポジウムや研

究成果発表会を開

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

○機構の研究成果

等に対する理解が

増進し、利活用が

促進されているか 

 

≪評価指標≫ 

数値だけを見ても当機

構の発する情報を積極

的に受けようとしてい

ることが裏付けられて

いる。また、年代的には

大人世代から高齢者は

もちろんのこと、若年

層にも幅広く支持され

ていることが当機構広

報活動の大きな特徴で

ある。 

さらに他の国立研究機

関の職員をインターン

として受け入れ、広報

技術について研修を実

施していることや、当

機構で培った広報技術

をとして各地の大学、

研究機関からの要請に

応え広報手法向上の研

修会を年間 11 回実施し

たほか、これまでの「ビ

ジュアル化戦略」を進

めてきた広報室長がク

ロスアポイント制度に

より他機関の広報部を

兼務し、広報改革の指

揮を執るなど、日本の

科学広報の底上げに寄

与し、科学リテラシー

向上を図る新たな取組

も行ってきた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに 6 年が経過した「ビ

ジュアル化戦略」に新たな訴

求ルートとして本の出版もお

こない、科学技術に触れる接

点の多様化を図った。 

 現在では、NIMS広報からの

直接の発信にとどまらず

NIMS広報の制作物が、教材と

して使われる学校を通じ、ま

た専用の上映スペースを設け

た各地の科学館を通じ、間接

的にも国民に発信されるよう

になっている。国民に届けら

れる機会が NIMS 単独のチャ

ンネルのみならず別機関のチ

ャンネルも含めたものとな

り、より多くの層により多様

な形態で NIMS の情報が届く

ようになっていることは科学

技術リテラシーの向上にとっ

て大きな効果をあげるものと

考える。 

 さらに、他機関や他大学か

らインターンを受入れたり、

勉強会を開催することを通じ

て、日本の科学機関の広報技

術向上に取り組むことで、日

本全体の科学技術リテラシー

向上への寄与は今後も継続し

ていく。 

 

 

 

２．１．２ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする項

目では特に顕著な成果を得る

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、査読付論文数等においてはよ
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信レベルを維持・充

実するものとする。

また、研究成果等に

対する理解増進や

利活用の促進に取

り組むものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

催するとともに、国

内外における学協

会等においても積

極的に発表する。特

に、科学的知見の国

際的な発信レベル

の維持・向上のた

め、国際的に注目度

の高い学術誌等に

対し、積極的に投

稿・発表する。その

際、機構の論文訴求

力を高め、3.3 で取

り組む国際的なネ

ットワーク構築等

の活動を具体的な

研究成果に結実さ

せることの重要性

に鑑み、国際共著に

よる論文発表を重

視する。これらの結

果として、物質・材

料研究分野におけ

る論文の被引用総

数については、国内

トップを堅持する。 

 一方、論文の多面

的な価値を認める

観点から、新しい研

究領域を開拓する

分野横断的な課題

への挑戦に対して

も適切に評価する。

査読付論文発表数

は、機構全体として

毎年平均で 1,100 件

程度を維持する。ま

た、多くの研究者が

創出してきた材料

開発等における分

催するとともに、国

内外における学協

会等においても積

極的に発表する。特

に、科学的知見の国

際的な発信レベル

の維持・向上のた

め、国際的に注目度

の高い学術誌等に

対し、積極的に投

稿・発表する。その

際、機構の論文訴求

力を高め、3.3で取り

組む国際的なネッ

トワーク構築等の

活動を具体的な研

究成果に結実させ

ることの重要性に

鑑み、国際共著によ

る論文発表を重視

する。これらの結果

として、物質・材料

研究分野における

論文の被引用総数

については、国内ト

ップを堅持する。 

一方、論文の多面

的な価値を認める

観点から、新しい研

究領域を開拓する

分野横断的な課題

への挑戦に対して

も適切に評価する。

査読付論文発表数

は、機構全体として

毎年平均で1,200件

程度を維持しつつ、

論文の質の向上に

も努める。また、多

くの研究者が創出

・機構の研究成果

の普及を図るため

の理解増進や利活

用のための取組の

成果等 

 

 

①研究成果を広く

普及させるため、

国内外における学

協会等において積

極的に発表するこ

とにより、物質・材

料分野における論

文の被引用総数に

ついて国内トップ

を堅持する 

 

②査読付論文発表

数は毎年平均で

1,200件程度を維持

しつつ、論文の質

の向上にも努め、

レビュー論文数は

毎年平均で 40 件程

度を維持する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③研究成果等に対

する理解増進や利

活用の促進に取り

組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

クラリベイトアナリテ

ィクス社提供のデータ

（ InCites Essential 

Science Indicators）より、

物質・材料研究分野

（Materials science）にお

ける論文の被引用数及

びトップ 1%論文数に

おいて、国内トップを

堅持している。 

 

査読付き論文数は 1,304

報（毎年平均で 1,259

報）で、平成 30 年の

1,289 報とほぼ同程度で

あり、目標値を上回っ

た。レビュー論文数は

67報（毎年平均で57報）

で前年比△6 報となっ

たが、目標値を大きく

上回った。質の面では

平均 IF 値が年々上昇し

初めて 6 を超えて 6.08

となった。国際学会に

おける講演数は 1,011

件で前年比 11.3％の減

少となった。 

 

機構研究者総覧サービ

ス「SAMURAI」は年間

約 97.4 万ページビュー

を記録（前年比 0.6％

増）、全体の 19.7％が携

とともに、「計画通りの進捗」

とする項目では計画の目標を

達成していると認められるこ

とから、評定を s とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画通りの進捗： 論文の被

引用数の分野別ランキングで

国内トップを堅持している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：査読付き論

文数、レビュー論文数のいず

れも目標値を上回るととも

に、質に関しても平均ＩＦ値

を毎年上昇させており、今年

度に 6 を超え同種の法人と比

較しても抜きん出た値を示し

ていることは極めて高く評価

できる。H30 年度施行の海外

研究集会等への参加に慎重な

判断を求める規程により、国

際学会講演数の最適化ととも

に質の向上が図られているこ

とは評価できる。 

 

 

 

計画通りの進捗：研究者総覧

の「SAMURAI」は安定的なサ

ービスにより、アクセス数を

伸ばしている。特に携帯機器

(iOS + Android)からの情報ア

り高い成果が求められるため、s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・レビュー論文数は 67 報（毎年平均で 57 報）で前年比△6 報となったが、目標値

（毎年平均で 40 報程度）を大きく上回った。質の面では平均 IF 値が年々上昇し初め

て 6 を超えて 6.08 となった。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・査読付論文数を高いレベルで維持しつつ IF が顕著に向上しているのは研究成果

のレベルの高さを示すものとして高く評価できる。 

 

・モニタリング指標において、物質・材料研究分野の論文被引用数は国内トップ。査

読付き論文数、論文掲載誌の平均 IF は特定研究開発法人でトップ。レビュー論文数

は目標を大きく上回るなど、十分な発信力を堅持していると評価できる。 

 

・論文被引用数、査読付き論文数などで目標値を上回り高い成果を挙げたと認められ

る。 

 

・高い成果を上げたことは認められるが、自己評価 s に相当する根拠が十分ではない

ように思われる。 
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２．２ 知的財産の

野毎の研究成果を

精査し、評価・解析

を行い、現在までの

知見をまとめると

ともに、今後目指す

べき研究方向を示

唆する論文（レビュ

ー論文）数は、機構

全体として毎年平

均で 40 件程度を維

持する。 

 これらの研究成

果は、機関リポジト

リ（NIMS eSciDoc デ

ジタルライブラリ

ー）に蓄積し、適切

な 閲 覧 設 定

（open/close）のもと

公開することで、我

が国全体のオープ

ンサイエンスに向

けた積極的な情報

発信を展開してい

くとともに、全国の

物質・材料開発のネ

ットワーク化によ

り得られた知見の

集約・提供・提案を

行う機能の構築に

も取り組むことな

どにより、研究成果

等に対する理解増

進や利活用の促進

に取り組む。 

 

 

 

 

 

２．２ 知的財産の

してきた材料開発

等における分野毎

の研究成果を精査

し、評価・解析を行

い、現在までの知見

をまとめるととも

に、今後目指すべき

研究方向を示唆す

る論文（レビュー論

文）数は、機構全体

として毎年平均で

40件程度を維持す

る。 

研究情報の蓄積・

発信体制の強化の

一環として、これら

の研究成果は機関

リポジトリに蓄積

し、適切な閲覧設定

の下で公開するこ

とにより、我が国全

体のオープンサイ

エンスに向けた積

極的な情報発信を

展開していくとと

もに、国のガイドラ

インや機構のデー

タポリシーに従い、

全国の物質・材料開

発のネットワーク

化により得られた

知見の集約・提供・

提案を行う機能の

構築にも取り組む

ことなどにより、研

究成果等に対する

理解増進や利活用

の促進に取り組む。 

 

２．２ 知的財産の

 

 

 

 

 

④論文の多面的な

価値を認める観点

から、新しい研究

領域を開拓する分

野横断的な課題へ

の挑戦に対しても

適切に評価する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

帯機器からの利用。モ

バイル対応による高い

訴求性を達成してい

る。 

 

機構研究者の自由発想

型研究の支援と、研究

課題の提案力の強化を

図ることを目的とした

「自由発想研究支援制

度」を新設し、①既に科

研費等を有する研究者

の研究を加速するた

め、研究費に加えてポ

スドクの採用も可能と

した「自由発想研究支

援プログラム（54 課

題）」、②直近の科研費

で不採択となった課題

の次年度採択へ向けた

提案力を強化する「提

案力強化プログラム

（30 課題）」の計 84 課

題を採択した。 

また、内部公募による

「革新的センサ・アク

チュエータ研究課題

NIMS 内追加公募（2 課

題採択）」及び「量子マ

テ リ ア ル 研 究 課 題

NIMS 内公募（7 課題採

択）」を実施し、所属拠

点等に捉われず様々な

研究者の協働の促進

と、新しい研究領域の

開拓を伴う分野横断的

課題への挑戦を支援す

る取り組みを行った。 

 

 

クセスが伸びていることは、

携帯端末が情報受信の重要な

ツールとなって発信力を高め

ている効果と評価できる。 

 

計画通りの進捗：機構研究者

の自由発想型研究の推進、外

部資金獲得のための提案力強

化の支援など、柔軟かつ幅広

い取り組みによる研究者協働

の促進と、新規研究領域の開

拓を伴う分野横断的課題への

挑戦を支援する取り組みは高

く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２ 
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活用促進 

機構は、得られた

研究開発の成果の

実用化及びこれに

よるイノベーショ

ンの創出を図るた

め、１．１の基礎研

究及び基盤的研究

開発により優れた

知的財産を創出す

るとともに、権利化

を図り、様々な連携

スキームを活用し

て組織的かつ積極

的に質の高い実施

許諾を始めとした

技術移転に取り組

む。さらに、機構の

研究開発の成果を

事業活動において

活用し、又は活用し

ようとする者（成果

活用事業者）に対す

る出資並びに人的

及び技術的援助を

行うものとする。ま

た、企業連携を実施

するに当たり、機構

と相手企業が相互

にメリットを追求

できるような知的

財産の取扱いを常

に念頭に置きつつ、

柔軟に対応するも

のとする。さらに、

実用化された製品

についてはグロー

バル市場における

販売が想定される

ため、外国特許の出

活用促進 

知的財産の活用

促進にあっては、機

構で創出した研究

成果の将来的な用

途展開を視野に入

れ、基本技術のみな

らず、周辺技術も含

めた形で出願・権利

化を行うなど、長期

的な視点で幅広い

権利を確保する必

要がある。また、知

的財産の維持管理

にあっては、出願か

ら権利確保、権利消

滅までの期間が極

めて長期に亘るこ

とから、単年度の維

持管理コストの多

寡のみならず、長期

的かつ戦略的な観

点から運用を行う

必要がある。 

 以上の観点を踏

まえ、機構は、1.1 の

基礎研究及び基盤

的研究開発におい

て得られた研究開

発の成果の実用化

及びこれによるイ

ノベーションの創

出を図るための優

れた知的財産を創

出するとともに、権

利化を図り、3.4 の

ような様々な連携

スキームを活用し

て組織的かつ積極

的に技術移転に取

活用促進 

知的財産の活用

促進にあっては、機

構で創出した研究

成果を、基本技術の

みならず、周辺技術

も含めた形で出願・

権利化を行うなど、

実用化を視野に入

れて取り組む。ま

た、知的財産の維持

管理にあっては、維

持管理コストを意

識しつつも、将来性

のある特許につい

ては、外国特許取得

など戦略的な運用

を行う。 

以上を踏まえ、得

られた研究開発の

成果の実用化及び

これによるイノベ

ーションの創出を

図るための優れた

知的財産を創出す

るとともに、権利化

を図り、様々な連携

スキームを活用し

て組織的かつ積極

的に技術移転に取

り組む。さらに、機

構の研究開発の成

果を事業活動にお

いて活用し、又は活

用しようとする者

（成果活用事業者）

に対する出資並び

に人的及び技術的

援助を検討する。な

お、成果活用事業者

○知的財産権の取

得・管理・活用は適

切になされている

か 

○得られた研究成

果が多様な応用分

野に波及している

か 

 

≪評価指標≫ 

・様々な連携スキ

ームの活用による

技術移転への取組

の成果等 

 

 

 

 

 

①組織的かつ積極

的に技術移転に取

り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術移転に関連する２

室の連携を行うことに

より、積極的な技術移

転を推進している。 

知的財産室：質の良い

特許の創出。製法発明

は公開せずノウハウ

へ。 

企業連携室：企業連携

の新規開拓、会員連携

の推進。 

 

シーズニーズのマッチ

ング活動、一時金や実

施料率などの契約の交

渉を行い、また、同じ材

料においても自動車分

野や建材分野への展開

など多様な用途展開を

行った。これにより実

施料を 6 年連続で 4 億

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

・年度計画の主たる目的であ

る、1）実施契約が 209 件とな

り、目標値 90 件程度を大きく

上回り、2）外国出願件数が152

件となり、目標値 100 件程度

を大きく上回ることができ

た。さらに、実施料収入にお

いては、6 年連続で 4 億円を

超える収入を得られることが

できた。これら実績値におい

て、目標を大きく上回ること

ができたこと、継続的に高い

水準で実施料を得ていること

などから、評定を s とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の実績：シーズニー

ズのマッチングの場におい

て、特許のみならず、ノウハ

ウの活用も視野に入れて行っ

た。さらに、一つの材料を多

様な応用分野に波及させるこ

とができた。これらにより、

実施料が 6 年連続で 4 億円以

上獲得できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、実施許諾契約の件数に対する

特許実施料収入（一時金含む）が減少しており、最新の技術の知財化についてもさら

に推進することが求められるため、s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・シーズニーズのマッチング活動、一時金や実施料率などの契約の交渉を行い、ま

た、同じ材料においても自動車分野や建材分野への展開など多様な用途展開を行っ

た。これにより実施料を 6 年連続で 4 億円以上維持することができた。 

 

・企業との連携による共有特許においては、第三者実施許諾を自由とすることが 

原則となっているが、技術分野、市場、連携スキームにより独占実施権の付与や、 

独占実施を検討する優先交渉権(期間)を与えるなど、柔軟な対応を行っている。 

これにより、令和元年度の実施契約(継続含む)件数は 209 件(新規契約：82 件うち

CASN ライセンス変更に伴う契約 68 件)となり、目標値(毎年度平均で 90 件程度)を

大きく上回ることができた。 

 

・発明者からの希望、外部連携部門からの推薦をもとに、知的財産権委員会におい

て、特許性、市場性を考慮の上、外国出願を決定している。これにより、令和元年度

外国出願件数は 152 件(毎年度平均で 120 件)となり、目標値(毎年度平均で 100 件程

度を維持)を大きく上回ることができた。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・NIMS として知財活動をさらに発展させるためには、専門人材と多額の費用を要す

る係争対応をどう進めるか、の方針検討が必要になると思われる。特に外国出願を活

性化し、米国での係争も含めて対応していくことは困難が予想され、限界が生じると

思料される。産学連携やライセンス許諾の契約に含めた形で係争力を補強するなど

の工夫を検討されたい。 

 

・知的財産は、研究成果を確かなものとして後世に引き継ぐ一つの手段として有効で

あり、今後も着実に増やしていただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・特許明細書の内製化を含めた体制整備を行い、期待される高い出願レベルを維持し

ていることは評価できる。 
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願を重視し、特許性

や市場性等を考慮

しつつ、費用対効果

の観点から厳選し

て出願・権利化を行

うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り組む。さらに、機

構の研究開発の成

果を事業活動にお

いて活用し、又は活

用しようとする者

（成果活用事業者）

に対する出資並び

に人的及び技術的

援助を行う。なお、

成果活用事業者に

対する出資に際し

ては、各事業者の事

業計画を適切に評

価し、成果の実用化

及び経営状況の把

握に努める。技術移

転にあっては、効果

的に社会への還元

を行うべく、個別の

技術動向や市場規

模・ニーズ等を考慮

し、将来の実施料収

入に繋がるような

質の高い実施許諾

を行うこととし、新

規・継続を合わせた

実施許諾契約総数

は、毎年度平均で 90

件程度を維持する。 

 企業連携を実施

するに当たり、機構

と相手企業が相互

にメリットを追求

可能な特許の取り

扱いができるよう、

技術分野や市場の

状況、様々な連携ス

キーム等に応じて

柔軟に対応する。さ

らに、重要な技術に

に対する出資に際

しては、各事業者の

事業計画を適切に

評価し、成果の実用

化及び経営状況の

把握に努める。ま

た、これらの取組を

通じ、自己収入の増

加に努める。技術移

転にあっては、効果

的に社会への還元

を行うべく、個別の

技術動向や市場規

模・ニーズ等を考慮

し、将来の実施料収

入に繋がるような

質の高い実施許諾

を行うこととし、新

規・継続を合わせた

実施許諾契約総数

を最低限90件程度

維持するとともに、

さらなる契約数の

増加を目指す。 

企業連携を実施

するに当たっては、

我が国の産業界の

国際競争力の強化

に資することを目

的とし、機構と相手

企業が相互にメリ

ットを追求可能な

特許の取り扱いが

できるよう、技術分

野や市場の状況、

様々な連携スキー

ム等に応じて柔軟

に対応する。さら

に、重要な技術につ

いては、共有特許を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②企業連携を実施

するに当たり柔軟

に対応する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外国特許は、特

許性や市場性等を

考慮しつつ、必要

と認められるもの

を厳選して 100 件

円以上維持することが

できた。 

 

機構の研究開発の成果

活用事業者に対する援

助規程を改正し、出資

を可能とした他、これ

まで援助対象外であっ

た認定期間満了後の成

果活用事業者に対して

も一定の支援を継続実

施できるようにした。 

 

企業との連携による共

有特許においては、第

三者実施許諾を自由と

することが 

原則となっているが、

技術分野、市場、連携ス

キームにより独占実施

権の付与や、 

独占実施を検討する優

先交渉権(期間)を与え

るなど、柔軟な対応を

行っている。 

これにより、令和元年

度の実施契約 (継続含

む)件数は209件(新規契

約：82 件うち CASN ラ

イセンス変更に伴う契

約 68 件)となり、目標値

(毎年度平均で 90 件程

度)を大きく上回ること

ができた。 

 

発明者からの希望、外

部連携部門からの推薦

をもとに、知的財産権

委員会において、特許

性、市場性を考慮の上、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の実績：機構に不利

にならないよう留意しつつ、

共有特許の柔軟な対応を行っ

ており、特に、第三者実施許

諾を自由とする原則の運用の

結果、技術移転の実施が促進

され、さらには、蛍光体に関

する実施許諾のスキームを変

更し、戦略的かつ効率的なラ

イセンス活動を行うことによ

り、実施許諾件数の目標値を

大きく上回ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の実績：費用対効果

を意識しつつ、また、将来性

を念頭に置いた選定を行った

結果である。したがって、外

国特許に関しては技術移転の

・知的財産実施許諾契約数は目標を大幅に上回る。外国出願も目標を超える。特許権

等実施料収入 6 年連続で 4 億円以上を維持し、研究者一人あたりの実施料の額は研

究機関中トップ。ベンチャー立ち上げ支援基金を自己収入から支援するなど、知的財

産を積極活用する体制と成果が表れている。 

 

・従来に比べ、特許料実施収入においては減少しており、s 評価には当たらないと考

える。 
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３ 中核的機関と

しての活動 

機構は、物質・材

料科学技術に関す

る基礎研究及び基

盤的研究開発等の

業務を総合的に行

う我が国唯一の研

究開発機関であり、

また、世界最高水準

の研究成果の創出

とその普及・活用の

ついては、共有特許

を第三者への実施

許諾自由とするこ

とにより、機構主導

の下で特許ポート

フォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を進め

る。実用化される製

品は日本市場のみ

ならず、世界市場で

の販売が想定され

るため、外国特許を

積極的に出願する

こととし、毎年度平

均で 100件程度の外

国出願を行う。な

お、外国特許は出願

費用及びその後の

維持管理費用が高

額であるため、特許

性や市場性等を考

慮しつつ、必要と認

められるものを厳

選して行うなど、常

に費用対効果を意

識して対応する 

 

３ 中核的機関と

しての活動 

機構は、物質・材

料研究を総合的に

行う我が国唯一の

研究開発機関とし

て、また、世界最高

水準の研究成果の

創出とその普及・活

用の促進により、イ

ノベーションを強

力に牽引する中核

第三者への実施許

諾自由とすること

により、機構主導の

下で特許ポートフ

ォリオ（機構が出

願・保有する特許

網）の構築を行う。 

実用化される製

品は日本市場のみ

ならず、世界市場で

の販売が想定され

るため、外国特許を

積極的に出願する

こととする。ただ

し、外国特許は出願

費用及びその後の

維持管理費用が高

額であるため、特許

性や市場性等を考

慮しつつ、必要と認

められるものを厳

選して100件程度を

目途に外国出願を

行い、常に費用対効

果を意識して対応

する。 
 

 

３ 中核的機関と

しての活動 

機構は、物質・材

料研究を総合的に

行う我が国唯一の

研究開発機関とし

て、また、世界最高

水準の研究成果の

創出とその普及・活

用の促進により、イ

ノベーションを強

力に牽引する中核

程度を目途に外国

出願を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

○物質・材料科学

技術に関する基礎

研究及び基盤的研

究開発を総合的に

行うとともに、イ

ノベーションを強

力に牽引する特定

国立研究開発法人

としての中核的機

能を果たしている

か 

外国出願を決定してい

る。これにより、令和元

年度外国出願件数は

152 件 (毎年度平均で

120 件)となり、目標値

(毎年度平均で 100 件程

度を維持)を大きく上回

ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

可能性の高い粒選りの特許が

揃ってきている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「２ 研究成果の情報発信及び活用促進」と合わせて評価。 
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促進により、イノベ

ーションを強力に

牽引する中核機関

であることから、そ

のプレゼンスを国

内外に対して示す

とともに、自らの存

在価値を不断に高

めていくことが重

要である。そのた

め、国際情勢、技術

動向、社会的ニーズ

の変化等に柔軟に

対応し、中核的 機

関が果たすべき責

務を認識しつつ、先

端研究基盤の整備・

運営、国際的に卓越

した研究者の積極

的採用・確保、グロ

ーバルに活躍でき

る人材育成等の活

動に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機関として、政府の

施策等に積極的に

参画するとともに、

先端研究基盤の整

備・運営による最先

端研究インフラの

共用促進、国際的に

卓越した研究者の

積極的採用・確保、

グローバルに活躍

できる人材育成等

の活動を計画的か

つ着実に進める。 

これらの取り組

みに当たっては、各

参画機関との連携

の下、つくばイノベ

ーションアリーナ

（TIA）等の様々な

枠組みを活用する。

さらに、機構におい

て「革新的材料開発

力強化プログラム

～Ｍ３（M-Cube）プ

ログラム」を実施

し、我が国全体の材

料開発力の強化を

推進する。 

具体的な活動は以

下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的機関として、政府

の施策等に積極的

に参画するととも

に、先端研究基盤の

整備・運営による最

先端研究インフラ

の共用促進、国際的

に卓越した研究者

の積極的採用・確

保、グローバルに活

躍できる人材育成

等の活動を計画的

かつ着実に進める。 

これらの取組に

当たっては、各参画

機関との連携の下、

様々な枠組みを活

用しつつ推進する。 

さらに、機構にお

いて、①産業界との

オープンイノベー

ションを推進する

ために、各民間企業

の持つ基礎研究所

の一部機能を機構

に誘致し、機構を中

核に産業界と大学

等を競合したオー

プンプラットフォ

ームを形成するマ

テリアルズ・オープ

ンプラットフォー

ム（以下「MOP」と

いう。）、②国内外

から優れた若手研

究者を招聘・育成す

るプログラムを通

じて、世界中の連携

機関から「ヒト」・

「モノ」・「資金」

○研究施設・設備

を共用するととも

に、研究機関のネ

ットワークのハブ

機能としての役割

を果たし、我が国

の物質・材料科学

技術の水準向上に

貢献しているか 

○研究者・技術者

の養成と資質の向

上により、我が国

の物質・材料研究

を支える知識基盤

の維持・発展に貢

献しているか 

○学術連携の構築

により、我が国の

物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たしているか 

○研究成果を産業

界に橋渡しし、実

用化に繋げるた

め、産業界との連

携構築に向けた取

組を積極的に行っ

ているか 

○機構が、物質・材

料研究に対する社

会からの要請に応

えるため、関連す

る国家戦略、国際

情勢等を定常的に

把握・分析、活用、

発信しているか 

○公的機関からの

依頼等に応じた事

故等調査協力、物
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が機構に集まるグ

ローバルな研究拠

点を構築するマテ

リアルズ・グローバ

ルセンター（以下

「MGC」という。）、

③MOPやMGCを支

援するために、AI・

ロボット技術等を

研究開発の現場に

導入するスマート

ラボラトリ化を図

りつつ、世界最大級

の物質・材料データ

プラットフォーム

や世界最先端の計

測機器など世界最

高水準の研究基盤

を構築、地域に存在

する優秀な研究人

材との共同研究を

通じた知のネット

ワークを構築する

とともに、それらを

活用した新たな材

料開発の提案を行

うマテリアルズ・リ

サーチバンク（以下

「MRB」という。）

からなる「革新的材

料開発力強化プロ

グラム～ M3 （ M-

cube）プログラム」

を実施し、我が国全

体の材料開発力の

強化を推進する。 

 具体的な活動は

以下のとおりであ

る。 

 

質・材料分野の国

際標準化活動が適

切に行われている

か 

 

《評価指標》 

・共用設備等を有

する研究機関との

連携、支援技術の

向上のための取組

の成果 

・研究者・技術者の

養成、資質の向上

のための取組の成

果 

・研究成果の産業

界への橋渡し、実

用化に向けた取組

の成果 

・事故等調査や国

際標準化活動など

の社会的ニーズ等

に対する取組の成

果 
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３．１ 施設及び設

備の共用 

機構は、我が国の

物質・材料科学技術

全般の水準向上に

貢献するため、一般

の機関では導入が

難しい先端的な研

究施設及び設備を

広く共用するとと

もに、共用設備等を

有する研究機関の

ネットワークのコ

ーディネート役（ハ

ブ機能）を担い、各

種の支援技術の更

なる向上と共用機

関間での共有化を

行うものとする。ま

た、研究施設及び設

備を共用する際の

多様な支援形態に

対応可能な研究者

及び技術者の育成

等にも貢献するも

のとする。なお、我

が国の物質・材料科

学技術全般の水準

向上のために資産

の有効活用を意識

した運用を行うた

めの方策について

中長期計画におい

て定めるものとす

る。 

 

 

 

 

 

３．１ 施設及び設

備の共用 

機構は、我が国の

物質・材料科学技術

全般の水準向上に

貢献するため、産学

独の幅広い研究コ

ミュニティに対し

一般の機関では導

入が難しい先端的

な研究施設及び設

備を広く共用する

とともに、共用設備

等を有する研究機

関のネットワーク

のコーディネート

役（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関ネ

ットワークを強化

し、各種の支援技術

の更なる向上と共

用機関間での共有

化を行う。また、施

設共用の視点のみ

にとどまらず、研究

施設及び設備を共

用する際の多様な

支援形態に対応可

能な研究者及び技

術者の育成やイノ

ベーション創出に

寄与する次世代の

若手利用者の育成

にも貢献する。 

 共用に供する研

究施設及び設備は、

強磁場施設、大型放

３．１ 施設及び設

備の共用 

機構は、我が国の

物質・材料科学技術

全般の水準向上に

貢献するため、産学

独の幅広い研究コ

ミュニティに対し

一般の機関では導

入が難しい先端的

な研究施設及び設

備を広く共用する

とともに、共用設備

等を有する研究機

関のネットワーク

のコーディネート

役（ハブ機能）を担

う。具体的には、利

用者が必要とする

支援の多様化を図

るため、共用機関ネ

ットワークを強化

し、各種の支援技術

の更なる向上と共

用機関間での共有

化を行う。また、施

設共用の視点のみ

にとどまらず、研究

施設及び設備を共

用する際の多様な

支援形態に対応可

能な研究者及び技

術者の育成やイノ

ベーション創出に

寄与する次世代の

若手利用者の育成

にも貢献する。この

ため、座学及び実習

から成る短期スク

ールや物質及び材

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①多様な支援形態

に対応可能な研究

者及び技術者の育

成やイノベーショ

ン創出に寄与する

次世代の若手利用

者の育成に貢献す

るため、セミナー

を開催する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者および技術者の

育成に貢献するための

セミナーに関しては、

スーパーコンピュータ

ー、材料試料作製、材料

分析、電子顕微鏡、

NMR、加速器、NIMS 

Open Facility 等に関す

る座学・技術講習から

なる技術者育成ワーク

３．１ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

・年度計画の、1）共用に伴う

施設利用料は、毎年度平均で

5％増、2）研究機関のネット

ワークのハブ機能としての役

割を果たし、我が国の物質・

材料科学技術の水準向上に貢

献、という主たる目標に対し

て、今期中長期計画期間中の

各年度は全年度を通して施設

利用料収入が目標値を上回っ

ていること及び施設利用収入

により大型装置の更新を行う

という共用化の運営モデルを

構築することにより運営体制

を強化するとともに利用者の

利便性の向上を図っているこ

と、また、平成 24 年度から開

始したナノテクノロジープラ

ットフォームでは、センター

機関として 37 機関の総合窓

口としての役割を果たすな

ど、プラットフォームの推進

に大きく寄与し続けてきたこ

とから、評定を s とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画通りの進捗：技術者育成

ワークショップは計画通り開

催されている。各ステーショ

ン等の個別開催の他、部門が

開催した NIMS Open Facility

ユーザースクールは新規の共

用設備利用者の獲得にも効果

的に機能した。 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、共用設備から特に顕著な成果

に結びついている事例が少なく、より独自性のある測定装置等の開発・共用も期待さ

れるため s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・共用に伴う施設利用料は委託事業および自主事業から得ている。令和元年度の委託

事業および自主事業の合計収入は 108,727 千円で、過去 3 年の平均収入（94,823 千

円）に比べて 14％増であり、目標値（毎年度平均で 5％増）を大きく上回った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・ナノテクプラットフォームから世界トップレベルのデータ、成果につながるよう、

独自性のある測定装置の開発・共用に取り組んでいただきたい。 

 

・材料データベースの発展に伴い、単なる物質の特性データの集積体から、グローバ

ルな材料研究の動向や国単位の高度な戦略の推定を可能とする情報基盤に変貌して

いくことが想定される。こうした観点から中核拠点としての運用指針、セキュリティ

施策の整備、他のデータベースとの連携の在り方、等々の議論を今後進めていただき

たい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・中核拠点として期待される高度な研究設備整備と、有効な共用に向けた運営システ

ムの構築の両観点から成果を上げていることは高く評価できる。 

 

・研究施設・設備を共用するとともに、研究機関のネットワークのハブ機能としての

役割を果たし、物質・材料科学技術の水準向上に貢献している。共用利用件数は６％

向上している。 

 

・課金制度の導入は、共用施設の活用、運用手法として素晴らしいものであり、研究

成果の創出にも大きく寄与し、モニタリング指標としても機能するものと考える。顕

著な評価と考えられる。 

 

・高い成果を上げたことは認められるが、自己評価 s に相当する根拠が十分ではない

ように思われる。 
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射光施設のビーム

ライン、高性能透過

電子顕微鏡施設、ナ

ノレベルでの物質・

材料の創製・加工・

造形・評価・解析等

のための最先端の

研究設備等であり、

これらの共用に伴

う施設利用料は、毎

年度平均で 5％増と

することを目指す。

さらに、これらの共

用にあっては、設備

の特殊性や利用実

績等の運営実態に

照らした選定、利用

実績や得られた成

果に係る把握・分析

の実施やその結果

を踏まえた方策の

検討など、常に資産

の有効活用を意識

した運用を行う。こ

れらの共用の活動

を通じて、我が国の

物質・材料研究の成

果最大化に資する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料の評価、分析、解

析、加工、造形等の

テーマに沿ったセ

ミナー等を開催す

る。 

さらに、MRBで

は、世界最大級の物

質・材料データプラ

ットフォームの構

築に向けた研究開

発、高品質で高い信

頼性を有するデー

タの収集及び最先

端の計測機器など

世界最高水準の研

究基盤の整備に取

り組む。 

特に、情報統合型

物質・材料研究領域

における研究開発

と連動して、我が国

の物質・材料研究開

発力の更なる向上

に貢献するため、デ

ータ科学、計算科

学、理論及び実験を

計算機上で融合さ

せた統合型材料開

発システムの実現

に必要なデータ基

盤を構築する。 

具体的には、材料

データベースの網

羅性や機能性を高

めるための自然言

語処理や機械学習

的なアプローチ、実

験・計測データの収

集・語彙解析による

高付加価値化など

 

 

 

 

 

②研究施設及び設

備の共用化の促進

を図るために、積

極的な広報活動等

を実施する 

 

 

 

 

 

③MRB（マテリア

ルズ・リサーチバ

ンク）において、世

界最大級の物質・

材料データプラッ

トフォームや高品

質で高い信頼性の

あるデータ群を創

出する最先端の計

測機器など世界最

高水準の研究基盤

を構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ショップを計 106 回開

催し、機構内部 392 名、

外部 1,732 名の計 2,124

名の参加者があった。 

 

令和元年度も引き続き

NIMS Open Facility のパ

ンフレットを作成する

とともに、学会、展示

会、シンポジウム等に

計 8 回、機構のブース

を出展し、積極的に

NIMS Open Facility の広

報活動を行った。 

 

MRB におけるデータプ

ラットフォームについ

て、10 ペタバイトの記

憶領域、0.5PFops の演算

能力を備えたハードウ

ェア基盤を導入した。

併せて、計測生データ

に半自動的にメタデー

タを付与して高付加価

値化するシステム、出

版社・学会から材料系

論文データを集め、共

通形式に変換して検

索・ダウンロードでき

るシステム、従来のリ

ポジトリサービスを統

合・刷新し、研究データ

を公開するシステムを

構築した。さらに、平成

29 年度に明確化した機

能要求に基づき、これ

らのシステムを連携さ

せるコアシステムの基

本設計・詳細設計を完

了した。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：学会等での

広報活動の結果、NIMS Open 

Facility への問い合わせが増

えており、今後の利用者の増

加に繋がる見込みである。  

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：データを創

出・蓄積・利用・公開する機能

を持ったプラットフォームを

開発した。またプラットフォ

ームに集まるデータを中継す

るコアシステムの構築・接続

作業を終え、令和 3 年度に予

定する所内向けサービスとし

て開始するための準備を計画

通りに進めている。 
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データ収集を効率

化するための最先

端の手法を開発す

る。さらに、これら

開発した要素を統

合し、材料開発の加

速と展開に資する

サービスを加え、収

集データの信頼性

や利用の安全性を

確保したデータプ

ラットフォームを

構築し、我が国の物

質・材料研究の加速

に貢献する。 

共用に供する研究

施設及び設備は、強

磁場 NMR 施設、大

型放射光施設のビ

ームライン、高性能

透過電子顕微鏡施

設、ナノレベルでの

物質・材料の創製・

加工・造形・評価・

解析等のための最

先端の研究設備等

であり、研究開発成

果の最大化に資す

るよう戦略的な運

営等を行う。これら

の共用化の促進を

図るために、引き続

き積極的な広報活

動等を実施すると

ともに、外部機関の

利用機会の増加及

び利便性の向上を

図る。これらの共用

にあっては、設備の

特殊性や利用実績

 

④共用設備等の拡

充によって外部機

関の  利用機会の

増加および利便性

の向上を図る 

 

 

 

 

 

⑤運営実態に照ら

した選定、利用実

績や得られた成果

に係る把握・分析

の実施やその結果

を踏まえた方策の

検討など、資産の

有効活用を意識し

た運用を行う 

 

 

 

⑥機構の共用設備

等の利用実績に関

わる把握及び分析

を行うため、成果

報告集を作成する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共用設備等は、研究設

備等を管理するステー

ション長等が選定し理

事会議において決定さ

れる。令和元年度は新

規指定 18 件、指定解除

10 件で、前年度に比べ

8 台拡充され、計 265 台

となった。 

 

共用に伴う施設利用料

は委託事業および自主

事業から得ている。令

和元年度の委託事業お

よび自主事業の合計収

入は 108,727 千円で、過

去 3 年 の 平 均 収 入

（94,823 千円）に比べて

14％増であり、目標値

（毎年度平均で 5％増）

を大きく上回った。 

 

共用設備等の利用実績

等の集計システムから

のデータを基に、機構

の施設・設備の共用化

を担っている技術開

発・共用部門全体及び

部門内の各ステーショ

ンの各装置それぞれの

稼働率、支援件数、利用

料収入、利用実績等を

詳細に把握・分析する

とともに、一昨年度、昨

年度に引き続き、統一

フォームを用いて全ス

テーションを統合した

利用報告書を作成し

た。 

 

計画通りの進捗：共用設備等

を拡充していくことで、設備

の選択の幅が増え利便性が向

上し、外部機関からの利用の

増加が期待できる。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：外部からの

NIMS Open Facility への問合

せ、利用件数共に増加してい

る。一方で、問合せに対して

設備上対応できない件も増え

ている為、共用設備等の選定

条件を再検討しつつ、設備の

更新・機能向上を積極的に進

める。 

 

 

 

計画通りの進捗：共用設備等

の利用実績集計システムを用

いて、機構の共用設備等の一

体的な管理とオンタイムでの

利用実績の共有を行ってい

る。また、利用報告書を 1 冊

にまとめることで、全ての共

用設備等の利用成果が容易に

把握できる。 
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３．２ 研究者・技

術者の養成と資質

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 研究者・技

術者の養成と資質

等の運営実態に照

らした選定、利用実

績や得られた成果

に係る把握・分析の

実施やその成果を

踏まえた方策の検

討など、常に資産の

有効活用を意識し

た運用を行う。これ

らの共用の活動を

通じて、我が国の物

質・材料研究の成果

最大化に資する。機

構の共用設備等の

利用実績に関わる

把握及び分析を行

うため、成果報告集

を作成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 研究者・技

術者の養成と資質

 

⑦ナノテクノロジ

ープラットフォー

ムセンター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧窒化ガリウム評

価基盤領域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ナノテクノロジープラ

ットフォームセンター

においては、ナノテク

ノロジープラットフォ

ームの 37 実施機関の総

合窓口として設備ポー

タルの利便性向上、メ

ルマガ等による情報発

信、学協会と連携した

広報活動を行い新規利

用者の開拓に務めた。

また、31 名の技術スタ

ッフに職能名称を付与, 

6 組のグループに対し

て技術スタッフ表彰を

実施した。 

 

窒化ガリウム (GaN)評

価基盤領域において

は、平成 28 年 4 月 28 日

開始、中間評価を経て、

4 年目の文部科学省事

業「省エネルギー社会

の実現に資する次世代

半導体研究開発」を遂

行した。主要成果とし

て、窒化ガリウムに注

入した微量元素の分布

と電気的状態をナノス

ケールで可視化に成功

するとともに当初目標

を達成した。成果とし

て【新聞発表】3 件，【論

文発表】28 件，【学会発

表】88 件，【特許】10 件

であった。 

 

 

 

 

計画通りの進捗：ナノテクノ

ロジープラットフォームセン

ターにおいては、職能名称付

与制度を制定したことによっ

て、設備の共用化に係る技術

スタッフのキャリアパスへの

貢献が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：再委託機関

が新たに 2 機関加わり、8 機

関を含む 9 グループの評価・

計測チームからなる横断連携

の仕組みと名大、名城大拠点・

領域との連携を深めた。デー

タ集積および共有化は、デー

タバンク的な管理ソフトウェ

ア開発により進行中である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．２ 

補助評定：s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 
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の向上 

機構の研究者・技

術者の養成と資質

の向上は、我が国の

物質・材料研究を支

える知識基盤の維

持・発展の観点から

重要である。 

 経済活動や研究

活動がグローバル

化し、物質・材料研

究においても激し

い国際競争が行わ

れる中、機構は、研

究者を世界に通用

する人材へと計画

的に育成するもの

とする。また、次代

の物質・材料研究を

担う人材の育成に

向け、研究者の大学

等への講師派遣等

により、大学・大学

院教育等の充実に

貢献するとともに、

多様な制度を活用

して若手研究者を

積極的に受け入れ、

企業・大学等におい

て研究者等として

貢献し得る人材を

養成するものとす

る。さらに、物質・

材料科学技術の多

様な研究活動を支

える高度な分析、加

工等の専門能力を

有する技術者の養

成と能力開発等に

着実に取り組むも

の向上 

機構は、我が国の

物質・材料研究を支

える知識基盤の維

持・発展に貢献する

ため、機構の研究者

等のみならず、国内

外の優秀な研究者

等の養成と資質の

向上に取り組む。具

体的には、激しい国

際競争が行われる

中、機構の研究者を

世界に通用する人

材へと育成するた

めに、定年制研究職

員の長期海外派遣

等、海外の研究環境

における研鑽や国

際的な研究者ネッ

トワークへの参画

を促進する。併せ

て、研究者の大学等

へのクロスアポイ

ントメントの一層

の推進や講師派遣

等により、大学・大

学院教育等の充実

に貢献する。 

 機構は、これまで

国際ナノアーキテ

クトニクス研究拠

点（MANA）、若手国

際 研 究 セ ン タ ー

（ICYS）等の運営を

通じて国際的な研

究環境を醸成する

とともに、多様な国

のトップ大学と連

携し、国内外の優秀

の向上 

国際的に通用す

る若手研究者の養

成に引き続き注力

するため、機構研究

者を海外長期派遣

する在外研究員派

遣制度の維持、海外

の研究拠点を活用

したグローバル人

材 育 成 、 ICYS 、

MANAで培った国

際化ノウハウの普

及活動、研究資金の

積極的配分（スター

トアップファンド

等）、外国人研究者

への日本語研修を

通して日本社会へ

の適応力を一層高

める取組等を行う。

その他、研究者・技

術者向けに英語で

のプレゼンテーシ

ョンや論文作成の

能力向上を目的と

した英語研修を引

き続き開催する。 

機構で有してい

る優れた国際的研

究環境を有効活用

し、若手気鋭の研究

者が国際的な雰囲

気の中で挑戦的研

究に取り組める環

境を整備すること

はグローバル人材

を育成する上で極

めて有効であり、か

か る 認 識 の 下 、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①在外研究員派遣

制度、海外の研究

拠点を活用したグ

ローバル人材育

成、ICYS、MANA

の国際化ノウハウ

普及、スタートア

ップファンド等の

積極的配分、外国

人研究者への日本

語研修を通して日

本社会への適応力

を一層高める取組

等を行う。研究者・

技術者向け英語研

修を引き続き開催

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構在外研究員派遣制

度による研究者派遣、

研究者と技術者を対象

とした英語プレゼンテ

ーションの能力向上を

目的とした英語研修を

実施し、職員の英語力

向上に寄与した。また、

MANA・ICYS にて国際

性の高い研究環境を提

供し、英語でのセミナ

ー発表や成果報告等、

若手研究者の研究資

質・国際感覚の向上を

図った。ICYS 出身の定

年制研究者は材料分野

の被引用数トップ 1％

に多大な貢献をしてお

（評定 s の根拠） 

若手研究者の獲得・育成、学

生を対象とした育成・連携プ

ログラムに顕著な成果が得ら

れた。具体的には、1)新規採用

研究者に対して、一人上限

1,000 万円を追加支援する制

度を設立・実施、2）ICYS 研

究員の公募に対して世界から

300名を超える応募(競争率 40

倍)、 3) 連係・連携大学院、

連携拠点推進制度、インター

ンシップ生等で合計 638 名も

の学生を受け入れ、4) 定年制

研究職・エンジニア職の採用

では、233 名の応募者から 19

名が合格し高い競争率を維持

した。これらの実績に鑑み、

評定を s とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：新規採用研

究者への既存スタートアップ

資金に加えて、追加スタート

アップファンドを新設し積極

的な資金配分を行っているこ

とは高く評価できる。 

研究者派遣・研修については、

計画通りに進んでいる。 

ICYS についても１名が機構

の定年制研究職に採用され、

実質的なテニュアトラックと

して機能しており、計画通り

の進捗である。他の卒業生も

研究者として一流大学等へ採

用されており、引き続き ICYS

卒業生の国際ネットワークを

活性化し、さらに多くの優秀

な研究者を集めることを目指

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められる。他方、新規採用者スタートアップ加

速資金制度は開始したばかりであり、今後、早期の研究成果の創出につながるかを見

定める必要があるため s 評定ではなく a 評定とした。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・平成 28 年度以降の新規採用研究者を対象に、従来のスタートアップ資金に加えて、

1 人上限 1,000 万円を追加支援する「新規採用者スタートアップ加速資金制度」を設

立・公募し、着任後の環境整備等の早期立ち上げと研究の加速を図った。 

 

・学生受入について、連係大学院で 140 名、連携大学院で 77 名と合わせて昨年より

25 名の増員、インターンシップ生等と連携拠点推進制度を含めると年間 638 名もの

学生を受け入れた。特に平成 28 年度に立ち上げた連携拠点推進制度は毎年 200 名以

上の学生が NIMS で共同研究を実施する制度として定着した。 

 

・ICYS 研究員には前年を上回る 300 名を超える応募者の中から 8 名を採用し、優秀

な研究者の獲得に繋がった。 

 

・クロスアポイントメントによって大学等の研究者・技術者を 21 名雇用した。定年

制研究職・エンジニア職の採用においては、233 名の応募者に対して 19 名を合格さ

せ、4 年連続で 12 倍程度の高い競争率を維持した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・新規採用者スタートアップ加速資金制度については、早期の研究成果の創出につな

がるよう活用していただきたい。 

 

・CFSN の研究ミッションは、センサ・アクチュエータ用デバイス（材料）の開発だ

が、実用段階ではセンシングとアクチュエーティングのいずれも AI 技術との組合せ

が必須になると考えられる。今後の研究開発においてこの点をさらに強化すること

を期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・センサ・アクチュエータ研究プロジェクトを発足以来短期間で多くの研究成果を創

出する組織として確立したことは高く評価できる。 

 

・若手研究者、外国人研究者も積極的に受け入れ、新陳代謝を図っている。 
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のとする。これらの

取組の実施に当た

ってはクロスアポ

イントメント制度

等を積極的に利用

するものとし、具体

的措置及びこれら

の取組による効果

を検証する方策は

中長期計画におい

て定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な若手研究者を多

数受け入れて人材

育成・頭脳循環の両

面で貢献してきた。

若手気鋭の研究者

が挑戦できる魅力

的な研究環境の整

備とその国際的研

究環境下への若手

人材の受入れがグ

ローバル人材の育

成に極めて有効で

あることから、連

係・連携大学院制度

等を活用して大学

院生や研修生をは

じめとした若手研

究者の受入れを積

極的に行い、第一線

で活躍可能な研究

者又は技術者とし

て育成する。具体的

には、若手研究者を

毎年度平均で 350名

程度受け入れる。受

入期間が長期に亘

る連係大学院制度

での受入にあって

は、受入学生が機構

の研究活動への参

画を通じて自身の

専門分野に係る見

識を広め、受入後の

キャリア形成に繋

がるような研究教

育指導に取り組み、

研究者又は高度専

門職業人として社

会に貢献し得る人

材を養成する。その

NIMS連携大学院を

始めとする連携大

学院制度及びイン

ターンシップ制度

の活用等による大

学院生等の受入れ、

各種研究支援制度

の活用等によるポ

スドクの受入れな

ど国際的頭脳循環

の推進に関わる活

動を積極的に行う。 

高度な分析、加工

等の専門能力を有

する職員及び科学

技術情報の調査・分

析・発信や研究企画

を行う職員の採用

と育成は、多様化す

る物質・材料科学技

術の研究活動を支

える上で極めて重

要であるという認

識から、クロスアポ

イントメント制度

等を積極的に活用

しつつ、必要に応じ

広く公募して優秀

かつ必要な人材を

発掘することと、各

種、実習や研修会へ

の積極的な参加を

促し、技術の養成と

能力開発等に取り

組む。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②外国人研究者の

日本社会への適応

力を一層高める取

組等を行う 

 

 

 

 

 

 

③連係・連携大学

院制度及びインタ

ーンシップ制度の

活用等による大学

院生や研修生の受

入れ、各種研究支

援制度の活用等に

よるポスドクの受

入れなど国際的頭

脳循環の推進に関

わる活動を積極的

に行う 

 

 

 

 

り、高い能力を発揮し

ている。 

また、平成 28 年度以降

の新規採用研究者を対

象に、従来のスタート

アップ資金に加えて、1

人上限 1,000 万円を追

加支援する「新規採用

者スタートアップ加速

資金制度」を設立・公募

し、着任後の環境整備

等の早期立ち上げと研

究の加速を図った。 

 

外国人研究者が機構で

の研究活動だけでなく

日本社会にスムーズに

適応するための取組と

して、機構に中・長期滞

在する外国人研究者・

研修生を対象に日本語

教室を 3 期に分けて開

催した。 

 

学生受入について、連

係大学院で 140 名、連携

大学院で 77 名と合わせ

て昨年より 25 名の増

員、インターンシップ

生等と連携拠点推進制

度を含めると年間 638

名もの学生を受入れ

た。特に平成 28 年度に

立ち上げた連携拠点推

進制度は毎年 200 名以

上の学生が NIMS で共

同研究を実施する制度

として定着した。これ

らによって研究室の活

性化に寄与するととも

す。 

MANA においても、若手の招

聘や派遣により国際競争力の

ある人材育成に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：令和２年度

も日本語教室を継続し、日本

社会への適応力を高める取り

組みを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：学生の受入

れ、ICYS 研究員の採用共に前

年に比べて多くの応募者を集

め、その中からより優秀な研

究者を採択・採用することが

できており、計画以上に進ん

でいると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ICYS、連携大学院生、インターンシップなど目標を超える数の若手を受け入れて

育成し、特に ICYS はテニュアトラックとしても機能しており人材育成に貢献してい

る。 
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取り組みにあって

は、クロスアポイン

トメント制度等を

積極的に活用しつ

つ、大学等のアカデ

ミアだけでなく、企

業において活躍で

きる人材の育成と

いう視点も重視し

つつ実施する。ま

た、これらの取り組

みが研究者又は技

術者の養成や資質

の向上に繋がって

いるか等の視点か

ら、受入期間終了後

の進路状況の把握

に努めるなど、可能

な限り、取り組みの

効果を検証できる

ようなフォローア

ップ活動を行う。 

 さらに、物質・材

料科学技術の多様

な研究活動を支え

る上で、高度な分

析、加工等の専門能

力を有する技術者

が極めて重要な役

割を果たしている

ことから、機構は、

技術者の養成と能

力開発等に着実に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④クロスアポイン

トメント制度等を

積極的に活用しつ

つ、必要に応じ広

く公募して優秀か

つ必要な人材を発

掘することと、各

種、実習や研修会

への積極的な参加

を促し、技術の養

成と能力開発等に

取り組む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に、受入れた学生の約

半数の 321 名は外国籍

の学生であり、研究室

の国際化の一助ともな

った。 

ICYS研究員には前年を

上回る 300 名を超える

応募者の中から 8 名を

採用し、優秀な研究者

の獲得に繋がった。 

 

クロスアポイントメン

トによって大学等の研

究者・技術者を 21 名雇

用した。定年制研究職・

エンジニア職の採用に

おいては、233 名の応募

者に対して 19 名を合格

させ、4 年連続で 12 倍

程度の高い競争率を維

持した。また、ICYS 研

究員の採用では定員の

約 40 倍の応募者を集め

るなど、優秀かつ必要

な人材の確保に努め

た。イブニングセミナ

ーでは、若手研究者が

講師となり外部（主に

一般の方及び企業）向

けに講義を行う経験を

通じ、高度な専門知識

を平易に説明する実践

的なプレゼンテーショ

ン力向上を図った。ま

た、大学へのクロスア

ポイントメントによる

研究者派遣（11 名）、講

師派遣（328 件）及びナ

ノテク Cupal 事業によ

る講義・実習を通じて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：クロスアポ

イントメント制度の活用、高

い競争率の定年制研究者・エ

ンジニア公募、ICYS 研究員の

公募によって、内外の優秀な

人材の確保が実現されてお

り、計画以上に進んでいると

評価できる。 
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３．３ 物質・材料

研究に係る学術連

携の構築 

世界的に頭脳循

環が進み、優れた人

材の獲得競争がま

すます熾烈となる

中、機構は、ボーダ

レスな研究環境の

構築を進め、人材・

研究の融合促進に

よる研究活動の活

性化を図り、我が国

の物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たすものとす

る。そのため、機構

は、これまで構築し

てきた研究ネット

ワークを活用しつ

つ、国内の学術機関

とも連携する形で

更に発展させ、機構

を起点としたグロ

ーバルな物質・材料

研究の連携を戦略

的に推進し、併せて

国際的に卓越した

能力を有する人材

を含む各国の優秀

な人材を確保する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

３．３ 物質・材料

研究に係る学術連

携の構築 

機構は、物質・材

料研究分野におけ

る優秀な人材と最

先端の研究施設を

備えた世界的研究

拠点としての強み

を生かしつつ、世界

トップレベルにあ

る国内外の学術機

関・人材との継続的

な連携・交流を通じ

て我が国の物質・材

料研究分野での学

術的活力を更に高

める役割を果たす

ことが求められて

いる。 

 このため、世界各

国の代表的研究機

関との国際連携協

定等により構築し

てきた研究ネット

ワークや、世界の各

地域に立ち上げた

海外先端研究機関

との国際連携研究

センターの活動を

更に充実・活用しつ

つ、国内の学術機関

との協力協定の締

結や研究拠点の設

置等に加え、これら

の機関をも巻き込

む形で国際連携研

 

 

 

３．３ 物質・材料

研究に係る学術連

携の構築 

物質・材料研究分

野における優秀な

人材と最先端の研

究施設を備えた世

界的研究拠点とし

ての強みを生かし

つつ、世界トップレ

ベルにある国内外

の学術機関・人材と

の継続的な連携・交

流を通じて我が国

の物質・材料研究分

野での学術的活力

を更に高める役割

を果たす。 

具体的には、機構

の中核的ハブ拠点

機能を強化するた

めに、①NIMS 連携

拠点推進制度、高等

専門学校からの派

遣研究員制度、大学

との組織的クロス

アポイントメント

制度の活用等を通

じて、地方大学が保

有する技術シーズ

の発展と人材育成

を推進するプラッ

トフォーム（ハブ機

能）を拡充させる、

②グローバル拠点

推進制度により、海

外からの研究者や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①NIMS WEEK の

学術シンポジウ

ム、ラボ公開の企

画・運営を行い、

NIMS Awardの選出

をサポート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部の研究者等の能力

開発等にも貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構最大の主催イベン

ト NIMS WEEK（10 月

28 日～11 月 1 日）の学

術シンポジウムとラボ

公開の企画運営を担当

した。学術シンポジウ

ムでは統合型材料開

発 ・ 情 報 基 盤 部 門

（MaDIS）の協力のも

と、多くの聴講者を集

め、成功裡に実施する

ことができた。ラボ公

開では全拠点、事務部

門の協力のもと、学生

を対象とした企画を多

数実施し、多くの学生

に参加してもらうこと

ができた。NIMS Award

に関しては、選考委員

会事務局として選考プ

ロセスを管理しつつ公

正・透明性の確保に努

めた。 

 

 

 

３．３ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする項

目では顕著な成果を得るとと

もに、「計画通りの進捗」とす

る項目では計画の目標を達成

していると認められることか

ら、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：魅力的な企

画と積極的な広報活動を行っ

た結果、NIMS Award 受賞講演

を含む学術シンポジウムでは

576名の来場者を得、ラボ公開

は 279 名の学生を NIMS に呼

び込む事ができたのは評価で

きる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・連携拠点推進制度に対して、121 件の応募があり、全国の 49 大学等より、106 件を

採択した。総計、143 名の教員と 242 名の学生の受け入れを行った。旅費の他に研究

費を各グループ 1 件につき 50 万円までサポートした。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・学術連携のレベル評価に MOU を指標に用いることは妥当であると思われるが、機

関間 MOU がその後どのように成果に結びついたのかをチェックする仕組みを検討

いただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・学術連携を促進するための様々な取組を実施し、具体的に強力に推進していること

は評価できる。 

 

・明確なモニタリング指標のもと、機関間 MOU、国際連携大学院協定、NIMS 連携

拠点推進制度における課題採択、他大学とのクロスアポイントメントが進められて

いる。 
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究センターとして

の活動等に発展さ

せることにより、機

構を起点としたグ

ローバルな物質・材

料研究の連携ネッ

トワークを戦略的

に構築する。機関同

士の包括協力協定

の締結機関数は、毎

年度平均で 50 機関

程度を維持する。そ

の際、これまでの活

動状況に基づいた

協定機関の整理・見

直しや、欧米・オセ

アニア諸国等の世

界的に一流の材料

研究機関との新規

交流開拓を進める。

また、先進国との連

携 に 加 え て

ASEAN、中東、アフ

リカ等の新興国と

の協力も進め、国際

的に卓越した能力

を有する人材を含

む各国の優秀な研

究人材の確保も含

めた世界的な人材

開発・活用の推進を

図る。 

 さらに、地方大学

との連携を通じて、

地域の活性化に貢

献するため、機構

は、国内の様々な地

域に点在する研究

人材と協働し、地方

大学が保有する技

学生の招聘及び海

外への機構の研究

者の派遣を支援し、

機構の中核的ハブ

機能の強化と人材

育成を図る、③海外

先端研究機関との

国際連携研究セン

ターの活動を更に

充実・活用するため

に、ワークショップ

開催を含む人材交

流、日本企業を巻き

込んだ三者間によ

る共同研究の推進

及び研究資金の獲

得を図る、④機関間

MOU や連携大学院

協定の締結を通し

て世界的に一流の

材料研究機関との

交流を広げる、など

の諸制度の整備・運

営を行う。 

また、NIMS Award

の授与及び学術シ

ンポジウムの開催

等を通じて、機構の

ブランド力の向上

に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②NIMS 連携拠点

推進制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③グローバル拠点

招聘制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④国際ワークショ

ップ助成制度、国

際会議助成制度 

 

 

 

⑤国際連携研究セ

ンターの活動  

 

 

 

 

 

 

連携拠点推進制度に対

して、121 件の応募があ

り、全国の 49 大学等よ

り、106 件を採択した。

総計、143 名の教員と

242 名の学生の受け入

れを行った。旅費の他

に研究費を各グループ

1 件につき 50 万円まで

サポートした。 

 

拠点形成を狙ったグロ

ーバル拠点招聘制度に

ついて、国際共同研究

を目的とした外部資金

獲得活動の支援枠を新

たに設け、支援対象範

囲を拡大するとともに

制度の名称変更を行っ

た。8 件の応募があり、

6 件を採択した。（うち

1 件は、新型コロナウイ

ルス感染拡大を受け、

招聘が中止となったた

め、支援実績は無し。） 

 

機構主催の国際ワーク

ショップ助成制度に対

して、4 件（1 件あたり

最大 50 万円）の助成を

実施した。 

 

国 立 台 湾 大 学 と の

SMART センターにお

いて、学生の受入、日本

企業を巻き込んだ三者

間による共同研究の推

進及び研究資金の獲得

を図った。 

 

計画以上の進捗：地方創生を

目的として全国の大学等との

100 件を超える協働研究を支

援することができた。事務局

として、課題申請受付から審

査、旅費や研究費のサポート

まで業務を滞りなく進められ

たことは評価できる。 

 

 

 

計画通りの進捗：ニーズに合

わせて、制度を柔軟に運用し、

拠点形成に資する人材交流を

サポートすることができた点

は評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：NIMSの研究

成果発信及び当該分野の研究

者間のネットワーク形成に貢

献することができた。 

 

 

計画通りの進捗：これまでの

学生を含めた人材交流によ

り、センター内での共同研究

のテーマ、共著論文が増えて

きている点は計画通りに進ん

でいると評価できる。 
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３．４ 物質・材料

研究に係る産業界

との連携構築 

機構で創出した

研究成果を産業界

に橋渡しし、実用化

に繋げるため、機構

は産業界との連携

構築に向けた取組

を積極的に行うも

のとする。 

 1.1 の基礎研究及

び基盤的研究開発

により蓄積される

研究ポテンシャル

を基に、産業界のニ

ーズやトレンド等

の変化に柔軟かつ

迅速に対応できる

よう、民間企業との

共同研究を一層推

進するとともに、機

構のトップマネジ

メントを発揮しつ

つ、研究の特性等に

応じて、オープン・

クローズド双方の

多様な既存の連携

スキームを発展・拡

充させていくもの

術シーズを更に発

展させるようなプ

ラットフォーム（ハ

ブ機能）としての役

割を担う。 

 

 

 

 

 

３．４ 物質・材料

研究に係る産業界

との連携構築 

機構で創出した

研究成果を産業界

に橋渡しし、実用化

に繋げるため、機構

は産業界との連携

構築に向けた取り

組みを積極的に行

う。 

 1.1 の基礎研究及

び基盤的研究開発

により蓄積される

研究ポテンシャル

を基に、産業界のニ

ーズやトレンド等、

刻々と変化する社

会状況に柔軟かつ

迅速に対応できる

よう、民間企業との

共同研究を一層推

進するとともに、研

究の特性等に応じ

た多様な連携の仕

組みを用意し、産業

界への橋渡しに向

けた様々な連携ス

キームを確立する。

具体的には、基礎研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．４ 物質・材料

研究に係る産業界

との連携構築 

機構で創出した研

究成果を実用化に

繋げるため、機構は

産業界との連携構

築に向けた取組を

積極的に行う。 

具体的には、従来の

取組に加えて新た

に基礎研究と民間

企業ニーズの融合

による未来を見据

えた非連続な革新

材料の創出に向け

たオープンプラッ

トフォームを形成

し、企業との共同研

究としては、グロー

バル企業と二者間

の組織的大型連携

を推進するための

企業連携センター

や、特定研究領域に

おいて複数の企業

や大学、公的機関等

が参画する多者間

での水平連携型や

垂直連携型の領域

 

⑥機関間 MOU の

整理・見直しを行

い、新興国との協

力も進め、各国の

優秀な研究人材の

確保も含めた世界

的な人材開発・活

用の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①オープンプラッ

トフォームを形成

し新たなセンター

の設立や既存セン

ターの発展に取り

組む 

 

 

 

新興国を含めた諸外国

との協力も進め、各国

の優秀な研究人材の確

保等を目指して機関間

MOU の見直し、新規締

結を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たなセンター及び

MOP の設立（各 1 件）

に向けた企業との協議

に着手し、年度内に次

年度からの運営にむけ

た研究課題の最終調整

に至った。 

既存センターでは、生

 

計画通りの進捗：実質的に協

力関係のある大学や機関との

MOU のみを更新することに

よって、学生を含めた優秀な

人材の受け入れに注力する態

勢を整えることができたこと

は評価できる。 

 

 

３．４ 

補助評定：s 

（評定 s の根拠） 

年度計画の主たる目標であ

る、1）民間企業からの共同研

究費等の資金を 10 億円程度

獲得、2）オープンプラットフ

ォームおよびセンターの設立

や既存センターの発展への取

組に対して、民間企業からの

資金獲得額 16.0 億円を達成

し、またオープンプラットフ

ォームおよびセンターでは中

長期に亘る持続的な運営のた

め、組織的連携を中心に令和

2 年度以降の新たな研究課題

着手に向けた仕込みの活動に

取組んだことから、評定をsと

した。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：企業連携セ

ンターおよび MOP の新設（各

1 件）に向けた企業との協議

が最終段階に至った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：s 

＜評価に至った理由＞ 

以下に示すとおり、産業界との共同研究が先行的な仕組みで実施されている。国立研

究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、これらの法人の活動による成果、

取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な

業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて特に顕著な成果の創出や将来的な

特別な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・新たなセンター及び MOP の設立（各 1 件）に向けた企業との協議に着手し、年度

内に次年度からの運営にむけた研究課題の最終調整に至った。 

 

・センターを運営している企業による研究公募を昨年に続き実施した（1 社）。昨年

の研究公募で採択された研究課題（4 件）は企業から研究費を受領して研究活動を推

進した。さらに、次年度から毎年研究公募を行うことについて基本合意した（1 社）。 

 

・企業からの共同研究費等は、16.0 億円の収入となり、目標値（10 億円程度）を上

回った。このうち 1,000 万円/件以上の割合が国内大学等の約４倍であった。 

 

・企業向けイベント（NIMS WEEK、各種展示会への出展等）に加えて、企業向け総

合窓口としての HP の運営を開始することにより産業界との対話の機会を増やし、企

業のニーズを把握することで機構の研究者との連携促進を実現した。年間で 72 件の

問合せがあり、うち 10 件が連携の契約締結に至った（秘密保持、試料貸与、実施許

諾等）。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今年度の MOP の成果を今後展開するにあたり、他のテーマに横展開する方向も重

要であるが、ポリマーおよび鉄鋼のテーマについて深耕し、物性進歩に関する定量的

な成果を適時産業界に提示していくことを期待する。 
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とする。特に、研究

開発活動の大規模

化、経済社会のグロ

ーバル化の進展に

伴う、オープンイノ

ベーション活動の

必要性の高まりな

どを踏まえ、複数の

企業や大学、研究機

関とともに広範囲

な技術移転に繋げ

る仕組みなどを更

に発展させるもの

とする。さらに、産

業界との意見交換

ができる場を設け

るなどにより、円滑

な連携の推進に役

立てるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

究と民間企業ニー

ズの融合による未

来を見据えた非連

続な革新材料の創

出に向けたオープ

ンプラットフォー

ムを形成するとと

もに、従来からの個

別的共同研究に加

えて、世界をリード

するグローバル企

業と大型連携を行

う組織的共同研究

を推進するために、

双方の経営者クラ

スが関与しトップ

ダウン型で運用す

る企業連携センタ

ーなどの連携形態

の充実を図る。 

 また、特定研究領

域において複数の

企業や大学、研究機

関が参画し、広範囲

な技術移転に繋げ

る仕組みに加え、機

構がこれまですそ

野を広げてこなか

った新たな企業と

の連携構築も視野

に幅広く技術移転

を行うべく、企業向

けの会員制サービ

スなどの仕組みの

更なる発展を目指

す。これらの企業ニ

ーズにマッチした

連携活動を充実、発

展させることによ

り、民間企業からの

連携センターなど、

新たなセンターの

設立や既存センタ

ーの発展に取り組

む。 

特に、平成 29 年度

に構築した同一業

界の複数社による

水平連携型のオー

プンプラットフォ

ームである MOP に

おいて、産学官総掛

かりで将来の我が

国の産業競争力強

化に資する「基礎研

究所」機能や中長期

的な研究開発の実

施等を引き続き行

う。令和 2 年度は化

学業界と構築する

MOPにおいて、蓄積

した実験データを

活用し、インフォマ

ティクスに関連し

た研究開発を進め

る。 

また、機構がこれま

ですそ野を広げて

こなかった新たな

企業との連携構築

も視野に幅広い技

術移転に向けて取

り組むこととし、民

間企業からの共同

研究費等の資金を

10 億円程度獲得す

ることを目指す。 

さらに、産業界と

の意見交換ができ

る場を設け、機構の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②MOP（マテリア

ルズ・オープンプ

ラットフォーム）

において、同業多

社による水平連携

型のオープンプラ

ットフォームを形

成し、産学官総掛

かりで将来の我が

国産業力強化に資

する「基礎研究所」

機能を果たしつ

つ、中長期的な研

究開発の実施等を

行う 

 

 

 

 

体接着材料開発センタ

ーは AMED プログラム

による学術的な研究活

動と並行して、年度末

に研究費 1,000 万円超

の大型企業連携（2 件）

の次年度開始を取りま

とめた。 

その他、センターを運

営している企業による

研究公募を昨年に続き

実施した（1 社）。昨年

の研究公募で採択され

た研究課題（4 件）は企

業から研究費を受領し

て研究活動を推進し

た。さらに、次年度から

毎年研究公募を行うこ

とについて基本合意し

た（1 社）。 

 

鉄鋼 MOP においては、

鉄鋼大手企業３社とと

もに「粒界力学エフィ

シェンシーに基づく材

料設計」をメインテー

マとして２つのサブテ

ーマに取組み、それぞ

れにおいて具体的な成

果と課題の明確化を達

成した。また化学 MOP

においては、化学大手

企業４社とともに「高

分子に適用する MI 基

盤技術の開発」に関連

して 3 つのサブテーマ

に取り組み、それぞれ

において具体的且つ先

進的な成果を達成し

た。また、新たな研究領

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：鉄鋼 MOP に

おいて 3 年目となる令和 2 年

度は前期３年度間の共同研究

の総合成果の集大成を行い、

さらに協調テーマの成果を基

礎とした各社との個別テーマ

への進展にも取組む。また化

学 MOP では令和 2 年度も引

き続き、MI を高分子に適用す

る手法の開発を促進させてい

く。また、新たな研究領域の

MOP 設立に向けた企業との

協議に着手し、年度内に次年

度からの運営開始に向けた最

終段階に至った。 

 

 

 

 

 

・鉄鋼 MOP においても、良い共通課題の抽出ができているのかの見直しが必要と考

えられる。 

 

・MOP 運営では、企業との戦略的な対話のさらなる活性化を検討していただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・化学と鉄鋼の 2 領域で MOP を発足させ、これまで連携が難しかった複数企業が参

加する材料科学の知見共有の場を実現し、具体的な成果を上げていることは評価で

きる。 

 

・鉄鋼 MOP、化学 MOP の活動、特に化学 MOP に MI によるポリマー材料開発のた

めの基盤技術の確立は、技術開発の進展と産業界の MI に関する人材育成への貢献と

して成功している。民間企業からの共同研究費等の資金獲得額が目標値を大きく越

えている。 
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共同研究費等につ

いては、毎年度平均

で 8億円程度を獲得

する。 

 さらに、産業界と

の意見交換ができ

る場を設け、機構の

仕組みを紹介する

とともに、産業界か

らの意見や要望を

できる限り取り入

れ、円滑な連携の推

進に役立てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

仕組みを紹介する

とともに、産業界か

らの意見や要望を

できる限り取り入

れ、円滑な連携の推

進を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③民間企業からの

共同研究費等の資

金を 10 億円程度獲

得する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④産業界との意見

交換ができる場を

設け円滑な連携の

推進を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

域である全固体電池

MOP の設立に向けた企

業との協議に着手し、

年度内に次年度からの

運営開始に向けた最終

段階に至った。 

 

企業からの共同研究費

等は、16.0 億円の収入と

なり、目標値を上回っ

た。このうち 1,000 万円

/件以上の割合が国内大

学等の約４倍であっ

た。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

企 業 向 け イ ベ ン ト

（NIMS WEEK、各種展

示会への出展等）に加

えて、企業向け総合窓

口としての HP の運営

を開始することにより

産業界との対話の機会

を増やし、企業のニー

ズを把握することで機

構の研究者との連携促

進を実現した。年間で

72 件の問合せがあり、

うち 10 件が連携の契約

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：民間企業か

らの共同研究費等の資金獲得

額 16.0 億円 (目標値:10 億円

程度 )となった。このうち

1,000 万円/件以上の割合が国

内大学等の約４倍であった。

個別には、1）センター企業に

よる研究公募は前年度に続き

実施(1 社)。前年度の研究公募

で採択された研究課題(4 件)

は企業から研究費を受領して

研究活動を行った。また、研

究公募の複数年に亘る継続実

施を基本合意した（1 社）。2）

研究担当理事によるセンター

研究活動の改善（3 社につい

て、適切な研究者を選定・参

画させ、解析技術を用いた活

動を中心に進捗促進）。 

 

計画以上の進捗：企業向けの

HP を刷新し、企業ニーズをよ

り効率的に把握することが可

能となった。これにより、企

業向けのイベント後に HP を

経由した問合せが増える傾向

を迅速に確認でき、そのタイ

ミングで重点的に連携コーデ

ィネートを行うなどして、今

まで以上に着実な連携活動を

推進することができた。令和

2年度は企業向け総合窓口HP

のコンテンツをさらに充実さ
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３．５ 物質・材料

研究に係る分析・戦

略企画及び情報発

信 

機構が、物質・材

料研究に対する社

会からの要請に応

えていくためには、

関連する国家戦略、

国際情勢等を定常

的に把握・分析して

いく必要がある。こ

のような活動は、長

期的な視点で物質・

材料研究に取り組

んでいる機構でこ

そなし得る活動で

ある。機構は、物質・

材料研究の現場を

有している強みを

生かし、様々な視点

での分析に取り組

むとともに、その結

果を、外部との連携

を含む機構の研究

戦略の企画やプロ

ジェクトの実施計

画に活用する。 

 また、物質・材料

研究の中核的機関

としての情報発信

への取組として、上

述の分析結果につ

いて積極的に社会

 

 

 

 

 

 

３．５ 物質・材料

研究に係る分析・戦

略企画及び情報発

信 

機構は、地球規模

の課題解決等の社

会的ニーズに応え

るため、かかる社会

的ニーズ、更にはそ

の背景にある国家

戦略や国際情勢を

掘り下げて分析し、

その結果を、外部と

の連携を含む機構

の研究戦略の企画

やプロジェクトの

実施計画立案に活

用する。具体的に

は、物質・材料研究

の現場を有してい

る強みを生かし、実

際の研究活動を通

じて得られる内外

の研究動向の情報

も併せて分析しつ

つ、主要国の国家戦

略や国際情勢、研究

戦略等も俯瞰した

ものとする。また、

主要研究機関の論

文や特許出願等の

成果公開情報を活

用して、国内外にお

ける物質・材料研究

 

 

 

 

 

 

３．５ 物質・材料

研究に係る分析・戦

略企画及び情報発

信 

機構は、物質・材

料に関する科学技

術について、研究動

向、社会的ニーズ、

さらにはその背景

にある国家戦略や

国際情勢を掘り下

げて分析し、その結

果を、外部との連携

を含む機構の研究

戦略の企画やプロ

ジェクトの実施計

画の立案等につな

げる。具体的には、

国内外における物

質・材料研究の動向

の把握に努めると

ともに、機構が注力

すべき課題等につ

いて考察する。これ

により、各プロジェ

クト研究の目標を

国家戦略に直接結

びついたものとす

る。また、主要研究

機関の論文や特許

出願等の成果公開

情報を活用して、ベ

ンチマーキングを

実施することによ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①物質・材料研究

の動向の把握に努

めるとともに、機

構の強みや弱み及

びポジショニング

等の分析に取り組

む 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

締結に至った（秘密保

持、試料貸与、実施許諾

等）。このような定量的

な評価が初めて可能と

なった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 期科学技術基本計

画、イノベーション戦

略などの国家戦略を把

握・分析したうえで、革

新的材料開発力強化プ

ログラム（M-Cube プロ

グラム）のマテリアル

ズ・リサーチバンク

（MRB）の枠組みにお

いて、革新的新材料の

創出加速等に向けて、

研究環境のスマートラ

ボラトリ化に関する計

画を立案。計画実現た

めに必要な財源を平成

31 年度補正予算で確保

し、同年度中に事業に

着手した。また、マテリ

アルインフォマティク

ス研究や、機械学習の

せ、幅広い連携を進めていく。 

 

 

 

 

 

３．５ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする項

目では顕著な成果を得るとと

もに、「計画通りの進捗」とす

る項目では計画の目標を達成

していると認められることか

ら、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：国家戦略を

十分に把握分析した上での綿

密な戦略企画の立案により、

新たな取組を立ちあげ、且つ

十分な財源確保を実現し、そ

の体制整備に努めたことは非

常に高く評価できる。またマ

テリアルインフォマティクス

MI や機械学習の手法、および

研究動向把握のための知識基

盤構築として、公知情報（論

文）テキスト・データマイニ

ングプラットフォームを構築

したことが高く評価できる。

材料データプラットフォーム

の実装によってデータリポジ

トリMDRとの連携等を通し、

研究データの活用が期待でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・マテリアルインフォマティクス研究や、機械学習の手法を取り入れた材料データベ

ースのデータ増量に用いる公知情報（機械可読の論文 XML データ）を、８つの出版

社・学会より購入して機械学習向けにクレンジングし、辞書機能や可視化機能を持つ

テキスト・データマイニングプラットフォームとして運用を開始した（総論文数：約

156 万論文、画像数：約 2,780 万ファイル）。 

 

・従来のデジタルライブラリーサービス（Pubman/imeji）に代わる Materials Data 

Repository (MDR) を開発し、所内運用試験を開始した。MDR は論文のほか、論文補

足データも併せて登録し、材料科学におけるあらゆる形式の研究データの利活用に

向けた次世代リポジトリである。 国際学術誌「Science and Technology of Advanced 

Materials(STAM)」や専門書「NIMS Monographs」の編集・刊行を実施。STAM 誌はイ

ンパクトファクタ 3.585（昨年国内で上位 5%、材料分野で 2 位の IF 値）、年 50 万件

の論文 DL 数を達成、新しいウェブサイト”STAM Insight”を立ち上げ、お勧め論文の

インタビュー記事などマルチメディアの情報発信を強化した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国レベルの技術戦略との連携に関して、他の研究機関、特に研発法人とどのように

重複を避け、かつ、相乗効果を発揮していくかが今後の重要課題になると思われる。 

 

・長期的並びに短期的な物質・材料研究に係わる分析と戦略企画をバランスよく進め

ていただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・国の科学技術戦略と密に連携し、これを先取りし、あるいは先導して機構の戦略企

画を策定し、着実に実行している点について高く評価できる。 



94 
 

に発信するととも

に、他機関との連携

等を通した国際学

術誌の発行を継続

し、編集体制の強化

や情報発信基盤と

しての活用を行う

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の動向の把握に努

めるとともに、ベン

チマーキングを実

施することによっ

て、機構の強みや弱

み及びポジショニ

ング等の分析に取

り組む。 

 さらに、機構は、

物質・材料研究の中

核的機関としての

情報発信への取り

組みとして、上述の

分析結果について

適切な形で社会へ

発信するとともに、

他機関との連携や

国内外の著名な編

集委員ネットワー

ク等を通じた国際

学 術 誌 「 STAM 

(Science and 

Technology of 

Advanced 

Materials) 」の発行

を継続し、同誌の材

料科学分野におけ

る国内外での立ち

位置を堅持しつつ、

情報発信としての

強固な経営基盤に

繋げ、ブランド力を

持つ国際誌への飛

躍を目指す。 

 

 

 

 

 

 

って、機構の強みや

弱み及びポジショ

ニング等の分析に

取り組む。 

また物質・材料分野

における国内外の

機関との連携、リー

ダー的研究者ネッ

トワークを通じ、国

際学術誌「Science 

and Technology of 

Advanced Materials 

(STAM) 」や専門書

「 NIMS 

Monographs 」の 編

集・刊行を継続し、

物質・材料研究の中

核的ハブ機関なら

ではの高い質をも

った研究成果の普

及と、グローバルな

研究コミュニティ

を支えるプラット

フォーム機能を提

供する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②研究成果の普及

とグローバルな研

究コミュニティを

支えるプラットフ

ォーム機能を提供

する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

手法を取り入れた材料

データベースのデータ

増量に用いる公知情報

（機械可読の論文 XML

データ）を、８つの出版

社・学会より購入して

機械学習向けにクレン

ジングし、辞書機能や

可視化機能を持つテキ

スト・データマイニン

グプラットフォームと

して運用を開始した

（総論文数：約 156 万論

文、画像数：約 2,780 万

ファイル）。 

 

研究者総覧 SAMURAI

に連携大学院制度を連

携する情報発信機能を

付加する等、機能強化

を行った。従来のデジ

タルライブラリーサー

ビス（Pubman/imeji）に

代わる Materials Data 

Repository (MDR) を開

発し、所内運用試験を

開始した。MDR は論文

のほか、論文補足デー

タも併せて登録し、材

料科学におけるあらゆ

る形式の研究データの

利活用に向けた次世代

リポジトリである。 

国際学術誌「Science and 

Technology of Advanced 

Materials(STAM)」や専

門 書 「 NIMS 

Monographs」の編集・刊

行を実施。STAM 誌はイ

ン パ ク ト フ ァ ク タ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：研究者総覧

についてはほぼ計画通りの実

績となった。セルフアーカイ

ブ開発においては単なる陳腐

化対策にとどまらず、次世代

的機能を取り入れた開発を行

っていることは高く評価でき

る。STAM については、材料

科学における MI の重要性を

反映した体制へと移行。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・科学技術基本計画、水素基本戦略、イノベーション戦略に基づき、国家戦略に沿っ

た取り組みを実施している。政策を先読みし、国家戦略に基づく新たな NIMS のミッ

ションを企画・立案し、新規事業を開始している。 

 

・NIMS と EMPA で出版している国際学術誌 STAM が高い IF 値を示すなど、存在感

を増している。また、国家戦略に沿った研究開発の取り組みを先行的に実施し、成果

を挙げている。 
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３．６ その他の中

核的機関としての

活動 

機構は、社会的ニ

ーズ等への対応と

して、公的機関から

の依頼等に応じて、

機構のポテンシャ

ルを活用し、事故等

調査への協力を適

切に行うものとす

る。また、民間企業

等とも連携しつつ、

機構の研究活動か

ら得られた材料技

術の標準化を目指

すとともに、物質・

材料分野の国際標

準化活動に寄与す

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．６ その他の中

核的機関としての

活動 

機構は、社会的ニ

ーズ等への対応と

して、公的機関から

の依頼等に応じて、

機構のポテンシャ

ルを活用し、事故等

調査への協力を適

切に行う。また、民

間企業等とも連携

しつつ、機構の研究

活動から得られた

新物質・新材料等の

成果物の標準化を

目指すとともに、新

材料の特性に係る

信頼性の高い計測・

評価方法等につい

ての国際共同研究

を行うなどにより、

国際標準化活動に

貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．６ その他の中

核的機関としての

活動 

機構は、社会的ニ

ーズ等への対応と

して、公的機関から

の依頼等に応じて、

機構のポテンシャ

ルを活用し、事故等

調査への協力を適

切に行う。また、民

間企業等とも連携

しつつ、機構の研究

活動から得られた

新物質・新材料等の

成果物の標準化を

目指す。機構に設置

された国際標準化

委員会では、機構の

研究活動から得ら

れた新物質・新材料

等の成果物の一元

的把握を行う。ま

た、新材料の特性に

係る信頼性の高い

計測・評価方法等に

ついての国際共同

研究を行うなどに

より、国際標準化活

動に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事故等調査への

協力を適切に行う 

 

 

 

 

 

②研究活動から得

られた成果物の標

準化を目指す 

 

 

 

 

 

 

 

3.585、年 50 万件の論文

DL 数を達成、新しいウ

ェ ブ サ イ ト ”STAM 

Insight”を立ち上げ、お

勧め論文のインタビュ

ー記事などマルチメデ

ィアの情報発信を強化

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度における調

査として、外部機関か

らの依頼によりサンプ

ルの分析を行い、適切

に対応して高い評価を

受けた。 

 

VAMAS（新材料及び標

準に関するベルサイユ

プロジェクト）活動を

活かし、経済産業省の

事業「耐熱材料の高温

破壊試験法に関する国

際標準化」（平成 29 年

度～令和元年度）のテ

ーマのもと、機構職員

が 中 心 と な っ た

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．６ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする項

目では顕著な成果を得るとと

もに、「計画通りの進捗」とす

る項目では計画の目標を達成

していると認められることか

ら、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自己

評価＞ 

計画以上の進捗：調査に係る

分析依頼に対し適切に対応

し、依頼元から高い評価を受

けた。 

 

 

 

計画通りの進捗：経済産業省

の事業において VAMAS 活動

を活かし、機構の研究成果の

成果物の標準化を適切に遂行

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の

活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的に勘案した結果、適正、効

果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創

出や将来的な成果の創出の期待等が認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・令和元年度における調査として、運輸安全委員会からの依頼によりサンプルの分析

を行った。その結果、運輸安全委員会の事故調査報告書において機構の調査内容が引

用されるなど、当該調査報告書の作成に大きく貢献した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・事故調査協力、並びに国際標準化活動が適切に行われた。 

 

・国の中核機関としての役割を、しっかりと認識した上での情報発信は、信頼性も高

く、評価したい。 
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③国際標準化委員

会で成果物の一元

把握を行う 

 

 

 

 

 

 

④国際標準化活動

VAMAS TWA31 が中心

となり、耐熱材料の高

温クリープ疲労条件下

でのき裂の発生・成長

を予測するための試験

評価法の開発と国際標

準 化 を 目 指 し た 。

ISO/TC164（金属の機械

試験）会議でプレゼン

テーションと議論を行

い、 ISO/TC164/SC1 で

NWIP（新規国際標準規

格）提案が投票の結果、

承認された。 

また、機構職員が中心

と な っ た VAMAS 

TWA16（超伝導材料）に

おいて、現在商品化さ

れている RE 系高温超

伝導線材の臨界電流測

定方法に関する国際ラ

ウンドロビンテストを

行い、国際電気標準会

議（IEC）において、現

在、委員会原稿投票 

(CDV) ステージであ

り ， 最 終 ド ラ フ ト 

(FDIS) に向けて審議が

続けられている。 

 

国際標準化委員会を中

心に、機構内で標準化

に関わる研究者を一元

的に把握するととも

に、定例委員会の開催

頻度を増やすことで、

より一層の成果物の一

元把握に取り組んだ。 

 

機構は VAMAS の日本

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： JIS/ISO お

よび VAMAS 活動に関して、

一元的な活動を実施してい

る。 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：VAMASのス
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に貢献する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局を担い、ISO/IEC

の規格に向けたプレ標

準化活動を推進してい

る。特に、標準化活動の

可視化として、令和 2 年

1 月に「NIMS 材料標準

化活動総覧 2020」を発

刊した。さらに、標準化

人材育成を目指して、

令和元年 11 月に第 2 回

NIMS 国際標準化セミ

ナーを開催した。 

 

キームを活用し、国際標準化

活動に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
○インプット情報の予算額（10,110,438 千円）と決算額（7,855,555 千円）の差額の主因は、施設整備費補助金の一部を次年度に繰り越したことによる減である。 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0230 

 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
           
           
           
           
           
           

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 
 

Ⅳ 業務運営の改

善及び効率化に関

する事項 

機構は、自らの社

会的責任と社会が

機構に期待する役

割を十分認識し、理

事長のリーダーシ

ップの下、以下の組

織編成及び業務運

営の基本方針に基

づいて、業務運営に

係る PDCA サイク

ルを循環させるこ

とを念頭に置いた

上で業務に取り組

むものとする。ま

Ⅱ 業務運営の改

善及び効率化に関

する目標を達成す

るためにとるべき

措置 

理事長のリーダ

ーシップの下、以下

の組織編成及び業

務運営の基本方針

に基づいて、業務運

営に係る PDCA サ

イクルを循環させ、

機構の業務を効果

的・効率的に実施す

る。また、特定国立

研究開発法人とし

て、国際的に卓越し

Ⅱ 業務運営の改

善及び効率化に関

する目標を達成す

るためにとるべき

措置 

理事長のリーダ

ーシップの下、以下

の組織編成及び業

務運営の基本方針

に基づいて、業務運

営に係る PDCA サ

イクルを循環させ、

機構の業務を効果

的・効率的に実施す

る。また、特定国立

研究開発法人とし

て、研究力の向上の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

以下に項目毎に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定をBと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・国家間の競争が激化し、科学技術分野の情勢も緊迫の度を増している中で、

グローバルな連携による研究の加速と、自国安全保障のための技術情報の囲い

込みの両者をどうバランスさせて国際協調の成果を上げていくのかについて、

継続的に検討していただきたい。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・機構の成果最大化に向けた組織編成、業務運営の改革に向けた施策をスピー

ド感をもって打ち出し続けている点は評価できる。 
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た、特定国立研究開

発法人として、国際

的に卓越した人材

の適切な処遇、研究

環境の整備・研究支

援者等の確保と育

成等について、独自

の創意工夫を加え

つつ取り組むもの

とする。 

更に、独立行政法人

や特定国立研究開

発法人を対象とし

た横断的な見直し

等については、随時

適切に対応するも

のとする。 

なお、業務運営に当

たっては、業務や組

織の合理化・効率化

が、研究開発能力を

損なうものとなら

ないよう、十分に配

慮するものとする。 

 

１．組織編成の基本

方針 

 機構は、国立研究

開発法人の第一目

的である研究開発

成果の最大化とも

う一つの運営理念

である業務運営の

効率化を両立させ

るため、内部統制や

経営戦略機能の強

化など、法人の長の

リーダーシップと

判断を多様な知見・

経験から支えると

た人材の適切な処

遇、研究環境の整

備・研究支援者等の

確保と育成等に資

するための体制構

築と業務フローの

改善に取り組む。さ

らに、独立行政法人

や特定国立研究開

発法人を対象とし

た横断的な見直し

等については、随時

適切に対応を進め

る。 

なお、業務運営に当

たっては、業務や組

織の合理化・効率化

が、研究開発能力を

損なうものとなら

ないよう、十分に配

慮する。 

 

 

 

 

１．組織編成の基本

方針 

国立研究開発法

人の第一目的であ

る研究開発成果の

最大化ともう一つ

の運営理念である

業務運営の効率化

を両立させるよう

な組織編成を行う。

具体的には、理事長

のリーダーシップ

が存分に発揮され、

かつ、最適な経営判

断が得られるよう

ため、国際的に卓越

した人材の適切な

処遇、研究環境の整

備・研究支援者等の

確保と育成等に資

するための体制構

築と業務フローの

改善に取り組む。さ

らに、独立行政法人

や特定国立研究開

発法人を対象とし

た横断的な見直し

等については、随時

適切に対応を進め

る。 

なお、業務運営に当

たっては、業務や組

織の合理化・効率化

が、研究開発能力を

損なうものとなら

ないよう、十分に配

慮する。 

 

 

 

１．組織編成の基本

方針 

第４期中長期目

標期間においては、

国立研究開発法人

の第一目的である

研究開発成果の最

大化ともう一つの

運営理念である業

務運営の効率化を

両立させるような

組織編成を行うこ

ととしている。令和

2 年度は、引き続き、

理事長のリーダー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得る

とともに、「計画通りの進

捗」とする項目では計画の

目標を達成していると認め

られることから、評定を a と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

 

・スクラップアンドビルトの計画への導入は、財源との兼ね合い、研究実施者

との困難な調整の上に実施されるものであり、評価に値する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・桜地区改革の一環とした水素液化プロジェクトの開始に伴い、桜地区へ関連

研究者を集結した「液体水素材料研究センター」を新設した。また、これまで

世界の強磁場研究の中核として磁場及び低温発生技術を開発してきた「強磁場

ステーション」を「NMR ステーション」と「低温応用ステーション」へと再編

した。 

 

・第 4 期中長期目標期間の後半 3 年度に向けて、令和 2 年度から機構における

ポリマー・バイオ分野の研究の”見える化”を促進するとともに、機能性材料
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ともに、適切な責

任・権限の分担の下

での適正、効果的か

つ効率的なマネジ

メント体制の強化

に繋がるような組

織編成を行うもの

とする。 

研究運営において

は、機構内の部署間

の連携を強化する

ことにより、機構全

体としての総合力

を発揮し、更なる組

織パフォーマンス

の向上を促すよう

な研究体制を構築

するものとする。そ

の際、研究内容の重

点化、研究の進展、

有望なシーズ発掘、

民間企業等のニー

ズ、適切な研究環境

の構築などに機動

的に対応するため

に、部署間の人員再

配置、時限的研究組

織の設置などによ

り弾力的に行うも

のとする。 

また、研究職、エン

ジニア職及び事務

職の職員全体につ

いて、能力や業務量

の変動等 

に応じて柔軟に人

員配置を見直すも

のとする。 

 

 

多角的な視点から

業務運営を支える

ため、研究不正対応

やリスク管理を含

む内部統制を一元

的に推進する体制

を構築するととも

に、経営戦略機能の

一元化、採用から人

材育成に携わる部

署の集約化等によ

り、適切な責任・権

限の分担の下で適

正、効果的かつ効率

的にマネジメント

体制を強化する。 

研究運営において

は、研究開発課題の

進展に伴い研究テ

ーマの細分化が進

むことが予想され

るが、それが組織の

縦割り化に繋がら

ないよう、研究分野

間の協働、情報交換

が日常的に行われ

るような組織体制

が必要である。その

際、有望なシーズ発

掘、民間企業等のニ

ーズ、適切な研究環

境の構築などへの

機動的な対応に留

意し、研究部署自体

は研究者の専門分

野別に編成するも

のの、重点研究開発

領域やその下で実

施される研究開発

課題は専門分野別

シップが存分に発

揮され、かつ、最適

な経営判断が得ら

れるよう多角的な

視点から業務運営

を支えるため、研究

不正対応やリスク

管理を含む内部統

制を一元的に推進

するとともに、適切

な責任・権限の分担

の下で適正、効果的

かつ効率的に機構

のマネジメント体

制を強化する。 

研究運営におい

ては、第４期中長期

計画の「1.1 重点研

究開発領域におけ

る基礎研究及び基

盤的研究開発」の項

目で掲げる研究領

域における研究開

発を迅速かつ効率

的に進めるため、そ

れぞれの研究領域

に適切に対応した

組織体制、各拠点長

等のイニシアティ

ブの発揮や拠点内

外の融合研究の促

進を阻害しないよ

うな柔軟な組織構

造とする。 

一方、研究テーマ

の細分化による組

織の縦割りに繋が

らないよう、研究分

野間の協働、情報交

換が日常的に行わ

①内部統制の一元的

推進体制の構築と、効

果的かつ効率的にマ

ネジメント体制を強

化する 

 

 

 

 

 

②重点研究開発領域

の下で実施されるプ

ロジェクトは、専門分

野別の研究部署を横

断して研究活動を展

開できる柔軟な体制

を整備する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③分野が異なる多数

の専門家間の組織的

連携が必要な場合に

は、組織の設置や新た

な組織横断型の研究

公募を実施するなど、

柔軟かつ機動的に対

応する。 

 

 

 

４つの部会の情報を、理

事長を委員長とした内部

統制委員会で共有を図る

ことで、内部統制を一元

的に推進する体制を整

え、経営戦略とリスクマ

ネジメントを両輪とした

組織運営の PDCA サイク

ルを回した。 

 

機構の強みをさらに伸ば

して国際競争を勝ち抜い

ていくため、機構の 7 つ

の重点研究分野の中で、

今後の中核プロジェクト

に成長し得る提案につい

て集中的に支援する「重

点分野研究推進費（10 件

採択）」について、プロジ

ェクトリーダーと重点分

野推進費担当者の双方同

席による実行予算策定ヒ

アリングを行い、既存プ

ロジェクトの研究計画及

び予算配分に対してスク

ラップ・アンド・ビルド

を基本方針とした予算策

定を行った。 

 

国の戦略である「量子技

術イノベーション戦略」

に貢献するため、機構が

有する幅広い分野の材料

に関するあらゆる技術・

知見を結集することを目

的とした組織横断型の研

究公募を実施して 7 件を

採択するとともに、令和

2 年度以降の研究体制構

築のため、リーダーとな

計画通りの進捗： 内部統

制の一元的推進体制と適切

なマネジメント体制の構築

に取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：所属部署

に縛られず、スクラップ・ア

ンド・ビルドにより既存プ

ロジェクト研究の重点化を

図り、新たな研究領域の開

拓や研究分野間の協働を促

進する重点分野研究推進費

は、機構横断的な研究活動

を展開できる体制の一翼を

担っており、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：国立研究

開発法人として国家戦略を

重視し、機構の強みを活か

して貢献することを目的

に、分野を跨る組織間連携

が不可欠な研究開発課題へ

取り組むため、機構全体へ

公募を行い、複数の領域か

ら専門家を集約した研究チ

ームを立ち上げる取り組み

は高く評価できる。 

研究拠点体制の合理化と組織力の強化を図るため、既存の 7 分野における 6 グ

ループの解散や他拠点への移設などを経て 3 分野へと再編し、各分野を統括す

る「分野長」の設置を決定した。 

 

・国の戦略である「量子技術イノベーション戦略」に貢献するため、機構が有

する幅広い分野の材料に関するあらゆる技術・知見を結集することを目的とし

た組織横断型の研究公募を実施して 7 件を採択するとともに、令和 2 年度以降

の研究体制構築のため、リーダーとなるフェローの所属拠点異動や一部の研究

グループの拠点を超えた移設を行う組織再編の意思決定を行った。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・「量子マテリアルプロジェクト」のように戦略的な重点プロジェクトに関し

ては、外部連携も含めた組織横断型の運用で世界最先端の成果が生み出せるよ

う、従来以上に目的志向を徹底した研究マネジメントを期待する。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・物質・材料研究の研究力強化に向け、研究設備／研究者／研究テーマの積極

的な再編をトップダウンで推進するマネジメントは高く評価できる。特に、多

岐に亘る研究テーマのマネジメントが困難であった機能性材料分野を再編し、

令和 2 年度からの 3 分野に整理したことで、今後の研究方針が明確になったと

考えられ、今後の成果が期待できる。 

 

・理事長のリーダーシップで、研究実施体制の見直しを行い、桜地区改革に伴

う組織改廃で液体水素材料研究センターを新設、また機能材料研究拠点の組織

再編、グローバル中核部門の設立などの組織変更を行った。 
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２．業務運営の基本

の研究部署を横断

して設定できる柔

軟な研究体制を整

備する。 

さらに、分野が異な

る多数の専門家間

の組織的連携が必

要な場合には、時限

的研究組織を設置

して対応する。その

組織形態は柔軟な

ものとし、人員配置

についても専任、併

任等を適切に組み

合わせて弾力的に

行う。 

研究職、エンジニア

職及び事務職の全

体において、機構の

業務が最適に遂行

されるよう、合理的

な人員配置を行う。

特に、研究活動を底

支えする研究支援

者・技術者について

は、その能力を遺憾

なく発揮し、研究業

務に積極的に貢献

できるよう、能力に

応じた適切な人員

配置や業務量の変

動等に応じた柔軟

な体制を確保する。 

 

 

 

 

 

 

２．業務運営の基本

れるような体制を

構築する必要があ

る。その際、有望な

シーズ発掘、民間企

業等のニーズ、適切

な研究環境の構築

などへの機動的な

対応に留意し、重点

研究開発領域の下

で実施されるプロ

ジェクトは、専門分

野別の研究部署を

横断して研究活動

を展開できる柔軟

な体制を整備する。 

また、国の政策方

針、社会的ニーズの

変化等に臨機応変

に対応するため、分

野が異なる多数の

専門家間の組織的

連携が必要な場合

には、研究組織の設

置や新たな組織横

断型の研究公募を

実施するなどして、

柔軟かつ機動的に

対応する。 

なお、組織の新設に

当たっては、既存の

組織の見直しを徹

底することとする。

機構本部において

は、国際連携等に係

る活動を効果的、効

率的に進められる

よう、体制を整備す

る。 

 

２．業務運営の基本

 

 

 

 

 

 

④組織の新設に当た

っては、既存の組織の

見直しを徹底するこ

ととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤桜地区においては、

これまで行ってきた

極限場施設としての

研究をあらたな方向

に発展させる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るフェローの所属拠点異

動や一部の研究グループ

の拠点を超えた移設を行

う組織再編の意思決定を

行った。 

 

第 4 期中長期目標期間の

後半 3 年度に向けて、令

和 2 年度から機構におけ

るポリマー・バイオ分野

の研究の”見える化”を

促進するとともに、機能

性材料研究拠点体制の合

理化と組織力の強化を図

るため、既存の 7 分野を

3 分野へと再編し、各分

野を統括する「分野長」

の設置を決定した。 

 

桜地区改革の一環とした

水素液化プロジェクトの

開始に伴い、桜地区へ関

連研究者を集結した「液

体水素材料研究センタ

ー」を新設した。また、こ

れまで世界の強磁場研究

の中核として磁場及び低

温発生技術を開発してき

た「強磁場ステーション」

を「NMR ステーション」

と「低温応用ステーショ

ン」へと再編した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：ポリマー・

バイオ分野の研究者を１つ

の組織（分野）に集約して当

該分野の総合力を高め、同

時に、実施母体となる研究

拠点は他拠点も含めた分野

の再編により組織力の向上

を図るなど、研究開発力を

最大化するための徹底した

見直しは高く評価できる。 

 

 

 

計画以上の進捗：新たなセ

ンターを立ち上げ、液体水

素材料研究の推進体制を明

確化したこと及び新たな低

温応用や固体 NMR による

分析等の支援ニーズに応え

るため、従来の体制をダイ

ナミックなスクラップ・ア

ンド・ビルドにより新たな

支援体制を構築したことは

高く評価できる。 
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方針 

(1) 内部統制の充

実・強化 

 内部統制につい

ては、「独立行政法

人における内部統

制と評価について」

（平成 22 年 3 月

独立行政法人にお

ける内部統制と評

価に関する研究会

報告書）等を踏ま

え、理事長のリーダ

ーシップの下、コン

プライアンス体制

の実効性を高める

とともに、中長期的

な視点での監査計

画に基づき、監事と

の緊密な連携を図

り、組織的かつ効率

的な内部監査の着

実な実施、監査結果

の効果的な活用な

どにより、内部統制

を充実・強化するも

のとする。 

 特に、機構のミッ

ションを遂行する

上で阻害要因とな

るリスクの評価・対

応等を着実に行う

ものとする。中で

も、研究活動等にお

ける不正行為及び

研究費の不正使用

の防止については、

国のガイドライン

等の遵守を徹底し、

一層のチェック体

方針 

(1) 内部統制の充

実・強化 

「独立行政法人

における内部統制

と評価について」

（平成 22 年 3 月独

立行政法人におけ

る内部統制と評価

に関する研究会報

告書）及び「独立行

政法人の目標の策

定に関する指針」

（平成 26 年 9 月総

務大臣決定）等を踏

まえ、理事長のリー

ダーシップの下、中

長期的な視点での

監査計画に基づき、

監事との緊密な連

携を図り、組織的か

つ効率的な内部監

査の着実な実施、監

査結果の効果的な

活用などにより、情

報伝達やモニタリ

ング機能等を充実

させ、機構業務の効

果的・効率的な運営

のための内部統制

を充実・強化する。 

 具体的には、機構

が中長期目標等に

基づき法令等を遵

守しつつ業務を行

い、機構のミッショ

ンを有効かつ効率

的に果たすことが

できるよう内部統

制推進体制の構築

方針 

(1) 内部統制の充

実・強化 

内部統制の推進

に当たっては、研究

活動や研究費の使

用における不正の

防止、安全保障貿易

管理の徹底、機構に

存するリスクの把

握とマネジメント、

利益相反の適切な

管理、ハラスメント

の防止等をはじめ

とするコンプライ

アンスの課題も包

含する形で、PDCA

サイクルによる検

討・見直しを進め、

必要に応じて諸規

程の見直しを行う。

また、中長期的な視

点での監査計画に

基づき、監事との緊

密な連携のもとで

組織的かつ効率的

な内部監査を着実

に実施し、監査結果

を効率的に活用す

る。 

特に研究活動等

における不正行為

及び研究費の不正

使用の防止につい

ては、国のガイドラ

イン等の遵守を徹

底し、内部監査等と

も連携した効果的

なチェック体制を

推進するとともに、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①PDCA サイクルに

よる検討・見直しを進

め、必要に応じて諸規

程の見直しを行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リスクマネジメントポリ

シー及びリスクマネジメ

ント規程に基づき、機構

全体としてリスク管理を

行う体制を整備してお

り、令和元年度は平成 30

年度に特定したリスクの

対応計画の策定、対策実

施状況の確認を行った。 

安全保障貿易管理につい

ては、貨物の輸出、技術

の提供等に関して、法令

に基づく該非判定や取引

審査等を実施し、適切な

管理を行った。令和元年

度は、外国人を受入れる

際の事前確認の様式につ

いて、チェックシート方

式に変更することで、慎

重な審査が必要となる案

件を浮かび上がるように

して、受入時（入口段階）

の確認の効率化と重点化

を図った。また、一般財

団法人安全保障貿易情報

センター（CISTEC） の賛

助会員へ加入すること

で、懸念情報の確認など、

より精度の高い審査を行

 

２．（１） 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗：個別リス

クへの対応を行うなど、リ

スクマネジメントに努め

た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・今後、学術面、産業面共に国際的な交流の活性化が進む中で、機密情報管理

及び安全保障貿易管理についてはさらにセキュアな対策がとれるよう、体制と

システムの強化を推進していただきたい。 

 

・エマージングテクノロジーなどに関する安全保障動向にも一層注意された

い。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・内部統制の推進体制が明確な形で整備されて以降、着実に機能を果たしてい

ると評価できる。この状態が維持・向上できるよう研修等の活動を継続するこ

とを期待する。 

 

・理事長のリーダーシップの下、機構業務の効果的・効率的な運営の為の内部

統制の充実・強化が図られている。研修会の実施等により、職員の意識醸成を

行う等の取組が実施されている。 
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制の強化を推進す

るとともに、実施状

況を適切に発信す

るものとする。ま

た、政府機関の情報

セキュリティ対策

のための統一基準

群（情報セキュリテ

ィ政策会議）を含む

政府機関における

情報セキュリティ

対策を踏まえ、適切

な対策を講じるた

めの体制を維持す

るとともに、これに

基づき情報セキュ

リティ対策を講じ、

情報システムに対

するサイバー攻撃

への防御力、攻撃に

対する組織的対応

能力の強化に取り

組む。また、対策の

実施状況を毎年度

把握し、ＰＤＣＡサ

イクルにより情報

セキュリティ対策

の改善を図り、情報

技術基盤を維持、強

化するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

及び諸規程の見直

し等を行う。その

際、情報伝達の適切

性やリスクマネジ

メントの最適性等

の観点から内部統

制の在り方等につ

いて検討を行うと

ともに、担当理事

は、必要に応じて、

モニタリングや職

員との面談等を実

施する。加えて、コ

ンプライアンス体

制の実効性を高め

るため、研修会の実

施等により、職員の

意識醸成を行う等

の取り組みを継続

する。 

 特に、機構のミッ

ションを遂行する

上で阻害要因とな

るリスクの評価・対

応、例えば、研究体

制の見直し、研究活

動における安全確

保、利益相反やハラ

スメントの防止等

に向けた組織的取

り組みを継続し、機

構全体としてPDCA

サイクルを定着さ

せる。中でも、研究

活動等における不

正行為及び研究費

の不正使用の防止

については、国のガ

イドライン等の遵

守を徹底し、内部監

内部統制推進体制

の実効性を高める

ため、定期の研修や

e-Learning 等による

教育研修の充実と

メールマガジン発

行等による職員の

コンプライアンス

に関する意識醸成

を図る。加えて、研

究不正等の発生時

又は当該リスク顕

在時においては、理

事長のリーダーシ

ップの下、機構で定

めた対応方針等に

即して適切な対応

を行う。 

また、機構の情報ネ

ットワークにおい

て、政府統一基準に

準拠したセキュリ

ティ関連規程や対

策基準に基づき、機

密情報漏えいやこ

れを誘発する情報

端末ウィルスの感

染予防や標的型攻

撃への対策を行う。

具体的には、従来か

らの対策の見直し、

政府組織や外部の

機関との情報共有

を活用した注意喚

起、職員対象の疑似

サイバー攻撃訓練

(疑似フィシングメ

ール訓練等)やサイ

バーセキュリティ

セミナーの実施な

 

 

②組織的かつ効率的

な内部監査を着実に

実施し、監査結果を効

率的に活用する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③定期の研修や e-

Learning等による教育

研修の充実とメール

マガジン発行等によ

る職員のコンプライ

アンスに関する意識

醸成を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④セミナーの開催や

疑似フィッシングメ

ール訓練実施、全職員

対象のセキュリティ

自己点検などを通し

て、情報セキュリティ

うことが可能となった。 

 

内部監査計画に基づき、

着実に内部監査を実施す

るとともに、監査結果に

ついては、四半期ごとに

構内ＨＰに掲載し、機構

全体に注意喚起を行っ

た。また、監事、会計監査

人、監査室との緊密な連

携を図るために三様監査

連絡会を定期的に開催

し、各監査計画及び監査

実施状況について情報共

有等を図っている。 

 

全職員に対して、毎月一

回コンプライアンスメー

ルマガジンを発送し、意

識の啓発に努めている。

また外部講師を招き、ハ

ラスメント防止に関する

研修を、全職員向けに 2

回（千現地区、並木地区）、

管理職向けに 1 回開催し

た。さらに全職員を対象

とする e-Learning プログ

ラム(APRIN)により、研

究／研究費不正防止の教

育を行い、随時、新規採

用者等への受講指示、受

講状況の管理を行ってい

る。 

 

E-Learning を主体とした

ITセキュリティ研修を新

規採用者向け・役職員向

けに開催した。またサイ

バー攻撃対応訓練とし

て、標的型メール攻撃を

 

 

計画通りの進捗：監事・会計

監査人との三様監査連絡会

を実施するなど、監査の実

効性強化・質的向上に努め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：月一回の

コンプライアンスメールマ

ガジンの発送や e-Learning

等様々な手段で職員のコン

プライアンスに関する意識

醸成を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通り

に進んでいる。 
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査等とも連携した

より一層のチェッ

ク体制の強化を推

進するとともに、実

施状況を適切に発

信する。加えて、研

究不正等の事実発

生時又は当該リス

ク顕在時において

は、理事長のリーダ

ーシップの下、機構

で定めた対応方針

等に即して適切な

対応を行う。 

 また、政府機関の

情報セキュリティ

対策のための統一

基準群を踏まえ、機

構の情報システム

に係るセキュリテ

ィポリシーや対策

規律を適宜見直し、

適切な対策を講じ

るための体制を維

持するとともに、こ

れに基づき情報セ

キュリティ対策を

講じ、情報システム

に係るセキュリテ

ィ向上等の組織的

対応能力の強化に

取り組む。加えて、

対策の実施状況を

毎 年 度 把 握 し 、

PDCAサイクルによ

る改善を図り、機構

の情報技術基盤の

維持管理及び強化

に努める。 

 研究業務の日常

どを通して、情報セ

キュリティ意識の

底上げを図る。ま

た、万が一のサイバ

ー事案発生に備え

るための"CSIRT"に

おいては、訓練の実

施や所外の対策事

例等の情報を共有

し、更なる対応力強

化に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意識の底上げを図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤"CSIRT"チームメン

バーの教育・訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

想定した内製の訓練を実

施した。これらの施策に

より、より一層のサイバ

ーセキュリティ意識向上

を図った。 

また、情報セキュリティ

規程における情報資産の

取扱いについてより一層

研究機関の実態に即し且

つ平易なものとし職員の

意識向上を図るべく、改

正方針案を情報セキュリ

ティ委員会に諮り、方針

を決定した。 

 

情 報 通 信 研 究 機 構

（NICT）や情報処理推進

機構（IPA）等の外部機関

が開催した研修/実践訓

練へメンバーを参加さ

せ、対応技術力の向上を

図った。また、内部でワ

ークショップ形式の研修

を開催し、チームへのフ

ィードバックや最新の情

報などの共有を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：計画通り

に進んでいる。 
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(2) 機構の業務運営

等に係る第三者評

価・助言の活用 

機構は、業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点を

経営に取り入れ、業

務を遂行していく

ため、世界各国の有

識者で構成される

アドバイザリーボ

ードを開催し、その

結果を業務運営等

に活用するものと

する。その際、研究

開発業績の評価と

理事長のマネジメ

ントを含む業務運

営への助言の結び

つきを強めるため

の対策を講じるも

のとする。また、機

構のプロジェクト

研究について、適切

な方法により事前・

的な進捗管理につ

いては、理事長から

担当する研究組織

の長に分担管理さ

せる。具体的には、

研究組織の長が理

事長から権限の委

任を受け、プロジェ

クトを分担管理す

る。このため、理事

長と研究組織の長

との間で情報・意見

交換を定期的に行

う機会を設ける 

 

(2) 機構の業務運営

等に係る第三者評

価・助言の活用 

機構の業務運営

等の全般事項につ

いて多様な視点か

ら助言を受けるた

め、物質・材料研究

分野における世界

各国の有識者で構

成されるアドバイ

ザリーボードを開

催する。研究開発業

績の総合的評価と

理事長のマネジメ

ントを含む業務運

営への助言をより

的確かつ実効的に

行えるように、ボー

ドメンバーの選定

において十分に思

慮するとともに、そ

の結果を機構の業

務運営等において

最大限に活用する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 機構の業務運営

等に係る第三者評

価・助言の活用 

機構の業務運営等

の全般事項につい

て多様な視点から

助言を受けるため、

平成 29 年度に開催

した物質・材料研究

分野における世界

各国の有識者で構

成されるアドバイ

ザリーボードによ

り得られたアドバ

イスを法人評価等

と合わせて随時活

用するとともに、拠

点・部門等の単位で

行う第三者評価で

得られたアドバイ

スについても適宜

活用していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①平成 29 年度に開催

した物質・材料研究分

野における世界各国

の有識者で構成され

るアドバイザリーボ

ードにより得られた、

理事長のマネジメン

トを含む業務運営へ

の的確かつ実効的な

アドバイスを、法人評

価等と合わせて随時

活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 29 年度開催の「グロ

ーバルオープンイノベー

ション」を主なテーマと

したアドバイザリーボー

ドで得た助言を基に、デ

ータ科学の人材と実験を

主体とする研究者の協働

など、異なる分野の人材

交流や融合を指向した研

究開発を推進している。

一方、令和元年度は「分

野別アドバイザリーミー

ティング」を企画し、「デ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（２） 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得た

と認められることから、評

定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画以上の進捗：データプ

ラットフォームの構築とそ

れを活用したスマートラボ

ラトリプロジェクト等によ

る理論と実験の融合に係る

取り組み、法人評価結果を

機構の業務運営へ活用する

取り組み、国の指針を踏ま

えた外部有識者による運営

費交付金プロジェクト研究

の中間評価に係る取り組み

に加えて、法令や指針等に

依らない独自の施策とし

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・従来のアドバイザリーボードでは総括的な評価に留まっていたが、具体的な

課題に焦点を当てた独自の積極的な取組として、新たに分野別アドバイザリー

ミーティングを開催し、テーマ選定、開催方法、発展性等に工夫して内外の専

門家の助言を活用した。 

 

・外部有識者による運営費交付金プロジェクトの中間評価を実施するととも

に、センサ・アクチュエータ研究開発センターが推進する研究課題のピアレビ

ューやステージゲートでは、評価結果を踏まえて次年度の予算配分を行うこと

で、第三者評価の実効性を高めた。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・分野別アドバイザリーミーティングを開催。テーマ選定、開催方法、発展性

等に工夫して内外の専門家の助言を活用している。 

 

・外部有識者による運営費交付金プロジェクトの中間評価の実施、センサ・ア



106 
 

中間・事後評価を行

い、評価結果をプロ

ジェクト研究の設

計・実施等に反映さ

せるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、機構のプロジ

ェクト研究につい

て、第一線の研究者

等から構成される

外部評価委員会に

よる事前・中間・事

後評価を受け、評価

結果をプロジェク

ト研究の設計・実施

等に適切に反映さ

せる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ータ駆動型材料研究」を

題材により専門的な視点

の助言を得るとともに、

AI 駆動スマートラボラ

トリ化構想や材料データ

プラットフォームの取り

組みを紹介し、懸念点も

含めて当該研究の今後の

取り組みや方向性等の決

定に有益な助言を得た。 

法人評価の結果を随時機

構の業務運営へ活用する

よう取り組むとともに、

令和元年度は 7 年間の中

長期目標期間の 4 年目に

あたることから、「国の研

究開発評価に係る大綱的

指針」に基づき外部有識

者による運営費交付金プ

ロジェクト研究（10 課

題）の中間評価を実施し、

得られたそれまでの研究

成果等に係る客観的評価

と後半 3 年度の取り組み

への助言に基づき、令和

2 年度の予算配分等へと

反映した。 

また、前年度に引き続き

NIMS 内外の学識経験

者・産業界有識者による

「センサ・アクチュエー

タ 研 究 開発 セ ンタ ー

（CFSN）」のピアレビュ

ーを令和元年 12 月 25 日

に 開 催 し、 得 られ た

Society5.0 の実現へ向け

た研究開発の進め方や、

官民研究開発投資プログ

ラム（PRISM）に係る開発

計画のあり方などの助言

て、アドバイザリーミーテ

ィングとしてより専門的な

助言を得る機会を企画、実

施するとともに、前年度に

引き続き開催した CFSN 事

業のピアレビューでは、得

られた助言等の活用に留ま

らず、公募による個人型研

究課題のステージゲートと

追加公募を並行しプロジェ

クト推進体制の最適化を図

るなど、高く評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クチュエータ研究開発センターが推進する研究課題の厳格なピアレビューや

ステージゲートなどの多面的な取組が図られている。 
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(3) 効果的な職員の

業務実績評価の実

施 

機構は、幅広い業

務を支える、研究

職、エンジニア職及

び事務職のそれぞ

れの職務の特性と

多様性に十分配慮

した、効果的な職員

の業務実績評価を

実施するものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 効果的な職員の

業務実績評価の実

施 

機構は、研究職、

エンジニア職、事務

職のそれぞれの職

務の特性と多様性

に十分配慮した効

果的な職員の業務

実績評価を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 効果的な職員の

業務実績評価の実

施 

機構は、研究職、エ

ンジニア職、事務職

のそれぞれの職務

の特性と多様性に

十分配慮した効果

的な職員の業務実

績評価を引き続き

実施する。研究職に

ついては、引き続き

より研究者一人一

人の力を最大限に

発揮し、物質・材料

科学技術の研究成

果最大化に繋げる

評価を行う。エンジ

ニア職及び事務職

については、目標管

理評価をより適正

かつ客観的に行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①研究職評価におい

ては、引き続きより研

究者一人一人の力を

最大限に発揮し、物

質・材料科学技術の研

究成果最大化に繋げ

る評価を行う 

 

 

 

 

 

 

 

を今後の研究開発計画へ

活かすとともに、プロジ

ェクト開始時に内部公募

により選定した個人型研

究課題（12 課題）に係る

ステージゲートと新規課

題の追加公募をほぼ同時

期に実施し、プロジェク

ト推進の最適化を図っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機構の経営理念を実現す

るための研究職業績評価

であるとの観点から、個

人の業績や研究活動を多

面的に評価する仕組みを

構築し、必要に応じて修

正を加える等して、より

実態に即した評価を実

施。また「個々の研究職

強化」に繋がる客観評価、

「組織ミッション達成力

強化」に繋がる上長評価

方法にも修正や工夫を加

え、経営理念実現に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（３） 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得る

とともに、「計画通りの進

捗」とする項目では計画の

目標を達成していると認め

られることから、評定を a と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画以上の進捗： 研究職

評価について、客観評価に

反映されない組織的な研究

活動等への貢献をより適切

に反映して上長評価を行う

仕組みをさらに精緻なもの

とするとともに、論文の種

別による点数のメリハリ付

けや、評価の重複を排除す

る工夫、更に評価者の認識

共有による評価基準の統一

化を図るなど、より精度の

高い評価実施のためにきめ

細やかに対応し、多面的な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・職種ごとに、その特性を踏まえた多面的で機能的な評価制度の運用を継続す

るとともに、評価基準の明確化、統一化にも取り組んでいる。特に、研究職の

業績評価においては、論文種別による点数化のメリハリ付けを行い、成果につ

なげるなど、成果最大化とも整合したより精度の高い評価の実現に取り組んで

いる。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・特に研究職の業績評価について、多面的できめ細かい手法で、かつ、しっか

りとメリハリをつけていく方針は評価できる。 

 

・それぞれの職務の特性と多様性に十分配慮しつつ、きめ細かな制度の運用が

図られている。 

 

・研究職の評価は、継続的な課題であると認識している。レビュー論文への配

点増加により、個々の研究力に視点を置いた評価であり、高く評価できる。 
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②エンジニア職及び

事務職については、目

標管理評価をより適

正かつ客観的に行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

たより効果的な評価を実

施した。具体的には、組

織的研究運営貢献の評価

対象をプロジェクト等の

運営に貢献した者に限定

することで、論文・外部

資金獲得等の客観評価項

目との区別を明確化して

重複評価を排除すると共

に、評価対象を拡大（新

たに領域連携センターを

追加）した。他方で、レビ

ュー論文の配点を増加す

ることで、研究領域を俯

瞰できる能力を重視し、

研究コミュニティーにお

けるプレゼンスの向上に

つながるよう動機付けを

行った。また、評価者説

明会を開催し、評価者の

意識合わせを行うこと

で、評価基準の統一化を

図った。これらにより、

各拠点の研究分野の特徴

や拠点の性格等を反映し

たメリハリのついた適切

な評価を実施した。 

 

エンジニア職及び事務職

の評価は、前年に引き続

き、業務・能力・取組姿勢

に関する項目を評価し

た。多岐に亘る職務内容

を適正に評価するため、

エンジニア職にあっては

業務の重みを意味する

「ウェイト」と難易度の

組み合わせによる評価

を、事務職にあっては組

織貢献度を基準とする評

評価を実施したことは、適

正かつ効果的な評価を実施

していると高く評価でき

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： エンジ

ニア職及び事務職の評価に

ついて、ウェイトと難易度

の組み合わせによる評価等

多岐に亘る職務内容を適正

に評価する仕組みを効果的

に実施していると評価で

き、計画通りに進められて

いる。 
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(4) 業務全体での改

善及び効率化 

①経費の合理化・効

率化 

機構は、管理部門

の組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に引き続き取り

組むことにより、経

費の合理化・効率化

を図るものとする。 

 運営費交付金を

充当して行う事業

は、新規に追加され

るもの、拡充分及び

特殊要因経費（本中

長期目標期間中に

整備される施設の

維持・管理に最低限

必要な経費等）は除

外した上で、一般管

理費（人件費を除

く。）及び業務経費

（人件費を除く。）

の合計について、毎

年度平均で前年度

比  1.23%以上の効

率化を図るものと

する。新規に追加さ

れるもの及び拡充

分は、翌年度から効

率化を図ることと

する。人件費の効率

 

 

 

 

 

 

(4) 業務全体での改

善及び効率化 

①経費の合理化・効

率化 

機構は、管理部門

の組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に引き続き取り

組むことにより、経

費の合理化・効率化

を図る。 

 運営費交付金を

充当して行う事業

は、新規に追加され

るもの、拡充分及び

特殊要因経費（本中

長期目標期間中に

整備される施設の

維持・管理に最低限

必要な経費等）は除

外した上で、一般管

理費（人件費を除

く。）及び業務経費

（人件費を除く。）

の合計について、毎

年度平均で前年度

比 1.23％以上の効

率化を図る。新規に

追加されるもの又

は拡充分は、翌年度

から効率化を図る。

人件費の効率化に

ついては、次項に基

 

 

 

 

 

 

(4) 業務全体での改

善及び効率化 

①経費の合理化・効

率化 

 機構は、管理部門

の組織の見直し、調

達の合理化、効率的

な運営体制の確保

等に取り組むこと

により、業務経費及

び一般管理費の効

率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①機構は、管理部門の

組織の見直し、調達の

合理化、効率的な運営

体制の確保等に取り

組むことにより、業務

経費及び一般管理費

の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価を、それぞれ上長との

面談、結果のフィードバ

ック等人事評価をより効

果的に機能させるプロセ

スを確保して実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運営費交付金事業に投下

した当年度のコスト（人

件費を除く。）は、前年度

からの繰越し分を含め

7,437 百万円となった。こ

のうち、当年度に新設し

た「液体水素材料研究セ

ンター」に係る経費と前

年度竣工の研究施設「M-

cube 棟」の維持管理経費

等の計 255 百万円を除い

た効率化対象の事業経費

は 7,182 百万円と前年度

比 6.0％減少した。結果、

年度平均で 5.4％減とな

り、目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（４）① 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 効率化

対象の事業経費について、

毎年度平均で目標を上回る

効率化が図られていること

は評価できる。 

 

引き続き、事業経費全体で

の効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・事業経費全体での効率化が図られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



110 
 

化については、次項

に基づいて取り組

むものとする。 

 

②人件費の合理化・

効率化 

適切な人件費の

確保に努めること

により優れた研究

人材及び研究支援

人材を養成・確保す

るべく、政府の方針

に従い、必要な措置

を講じるものとす

る。給与水準につい

ては、ラスパイレス

指数、役員報酬、給

与規程、俸給表及び

総人件費を公表す

るとともに、国民に

対して納得が得ら

れるよう説明する

こととする。また、

給与水準の検証を

行い、これを維持す

る合理的な理由が

ない場合には必要

な措置を講じるこ

とにより、給与水準

の適正化に取り組

み、その検証結果

や・取組状況を公表

するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

づいて取り組む。 

 

 

 

②人件費の合理化・

効率化 

機構の役職員の

報酬・給与について

は、適切な人件費の

確保に努めること

により優れた研究

人材及び研究支援

人材を養成・確保す

るべく、「独立行政

法人改革等に関す

る基本的な方針」

（平成 25年 12月24

日閣議決定）等の政

府の方針を踏まえ、

引き続き人件費の

適正化を図る。給与

水準については、ラ

スパイレス指数、役

員報酬、給与規程、

俸給表及び総人件

費を公表するとと

もに、国民に対して

納得が得られるよ

う説明する。また、

給与水準の検証を

行い、これを維持す

る合理的な理由が

ない場合には必要

な措置を講じるこ

とにより、給与水準

の適正化に取り組

み、その検証結果や

取り組み状況を公

表する。 

 

 

 

 

 

②人件費の合理化・

効率化 

機構職員の給与水

準については、適切

な人件費の確保に

努めることにより

優れた研究人材及

び研究支援人材を

養成・確保するべ

く、国家公務員の給

与水準も十分考慮

し、手当を含め役職

員給与の在り方に

ついて厳しく検証

した上で、機構の業

務の特殊性を踏ま

え、給与水準の適正

化に取り組み、国家

公務員と同程度の

水準を維持すると

ともに、検証結果や

取組状況を公表す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①給与水準の適正化

に取り組み、国家公務

員と同程度の水準を

維持するとともに、検

証結果や取組状況を

公表する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ラスパイレス指数につい

て、研究職員にあっては

国よりも高い指数となっ

ている（事務職：98.1 研

究職 103.1）が、これは研

究職員の採用者が博士課

程修了者であること等に

起因する。機構の給与制

度は国家公務員に準じて

いることから適正と考え

られるとともに、役職員

の報酬・給与等について、

その妥当性の検証等をホ

ームページにて公表して

いるところ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（４）② 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 機構の

給与制度は国家公務員に準

じており、給与水準は適正

であると評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・役職員の報酬・給与等について、その妥当性の検証等がホームページにて公

表され、透明性の高い取組が行われている。 

 

・研究者の定年制の数の増加、安定した確保は、評価すべきことである。 
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③契約の適正化 

契約については、

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

５月  25 日総務大

臣決定）に基づく取

組を着実に実施す

ることとし、契約の

公正性、透明性の確

保等を推進し、業務

運営の効率化を図

るものとする。 

 また、県内複数機

関による共同調達

連絡協議会を通じ

た共同調達の拡充

について、参画・機

関と検討を行うも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③契約の適正化 

契約については、

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

5 月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、毎

年度策定する調達

等合理化計画に基

づく PDCA サイク

ルにより公正性・透

明性を確保しつつ、

研究開発等の特性

を踏まえた迅速か

つ効果的な調達に

も留意した上で、自

律的かつ継続的に

調達等の合理化に

関する取り組みを

行う。 

 また、県内複数機

関による共同調達

連絡協議会を通じ

た共同調達の拡充

について、参画機関

と検討を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③契約の適正化 

契約については、

「独立行政法人に

おける調達等合理

化の取組の推進に

ついて」（平成 27 年

5 月 25 日総務大臣

決定）を踏まえ、毎

年度策定する調達

等合理化計画に基

づく PDCA サイク

ルにより公正性・透

明性を確保しつつ、

研究開発等の特性

を踏まえた迅速か

つ効果的な調達に

も留意した上で、自

律的かつ継続的に

調達等の合理化に

関する取組を行う。 

以上のほか、文部科

学省所管の 8国立研

究開発法人間にお

ける調達実績情報

の共有に引き続き

取り組むとともに、

茨城県内 7機関共同

調達に引き続き参

加し、さらなる経費

削減や業務効率化

を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①「独立行政法人にお

ける調達等合理化の

取組の推進について」

に基づく調達等の合

理化の取組。 

（長の資質としての

観点）、（資源配分の観

点）、（体制の観点）、

（適正性の観点）、（適

正、効果的かつ効率的

なマネジメント・体制

の確保の観点、妥当性

の観点） 

 

【随意契約の適正化

に関する取組】 

令和元年度において

も、引き続き競争性の

ない随意契約によら

ざるを得ないとする

ものについては、当機

構契約事務細則にあ

る随意契約ができる

場合の事由との整合

性やその理由等の審

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約の公正性や透明性を

確保しつつ、合理的な調

達を促進するため、令和

元年 6 月に策定した調達

等合理化計画に基づき、

随意契約の適正化、一者

応札・応募の低減等の取

組を通して、競争性の向

上と応札者の拡大等に努

めた。 

 

 

 

 

＊詳細なデータについて

は法人の業務実績等報告

書を参照 

 

機構における令和元年度

の契約状況は、上記の表

のようになっており、契

約件数は 1,034 件、契約

金額は 139.8 億円であっ

た。 

競 争 性 のあ る 契約 は

２．（４）③ 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得る

とともに、「計画通りの進

捗」とする項目では計画の

目標を達成していると認め

られることから、評定を a と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画以上の進捗：以下に示

す各項目別自己評価の通

り。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：競争性の

ない随意契約については、

審査・点検体制の効果によ

り、真にやむを得ないもの

に限定でき、令和元年度実

績の 16 件は、随意契約等の

見直し計画が策定された平

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・競争性のない随意契約は、総契約件数 1,034 件に対して 16 件（1.5%、前年比

▲7 件）と一段の減少を実現した。また、一者応札は、前年度 534 件(72.0%)か

ら 277 件（57.3%）に半減した。いずれも、特定研発特例随契（令和元年度に

本格導入）や随意契約確認公募を最大限活用している。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・随意契約、一者応札、について種々の取組を通じて十分に低いレベルに抑制

することができていることは評価できる。 

 

・特定研発特例随契や随意契約事前確認公募を有効活用し、公正性、透明性を

確保しつつ、調達業務の合理化・効率化が図られている。 
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査を機構内に置かれ

た契約審査委員会で

行うとともに、監事及

び外部有識者によっ

て構成する契約監視

委員会において事後

点検を受けることと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【一者応札・応募の低

減に向けた取組】 

物品関係を中心に引

き続き、複数の事業者

の参入による競争性

の確保に努めること

とする。また、契約過

程や契約内容の妥当

性について、監事及び

外部有識者によって

構成する契約監視委

1,018 件（98.5％）、137.8

億円（98.6％）、競争性の

ない随意契約は 16 件

（1.5％）、2.1 億円（1.5％）

となっており、随意契約

については、契約審査委

員会において事前審査を

行うとともに、契約監視

委員会において事後点検

を行うことにより、真に

やむを得ないものに限定

された。 

また、競争性のある随意

契約のうち、「特定研発特

例随契」により 475 件、

12.9 億円の調達を実施し

た。「特定研発特例随契」

の手続においては公開見

積競争を原則とし、一般

競争入札の場合よりも公

告期間の短縮（20 日以上

→7 日以上）を図り、研究

開発成果の早期発現及び

向上に寄与するととも

に、「特定研発特例随契」

全件において価格交渉を

実施し、785 万円の経費

削減に努めた。 

 

＊詳細なデータについて

は法人の業務実績等報告

書を参照 

 

機構における令和元年度

の一者応札・応募の状況

は上表のようになってお

り、1 者以下となった契

約件数は 277件（57.3％）、

契約金額は 87.2 億円

（71.9％）である。 

成 20 年度の実績 116 件から

比較して約 10 分の 1 となっ

ており、計画以上の進捗で

あったと評価できる。 

また、「特定研発特例随契」

の導入により、より迅速な

調達が可能となり、研究開

発成果の早期発現等にも寄

与したものと評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：特定研発

特例随契や随意契約事前確

認公募を有効的に活用した

ことにより、一者応札・応募

の契約割合を前年度の 72%

から 57.3%と大幅に減少さ

せたことは非常に評価でき
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員会において事後点

検を受けることとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調達事務の合理化

等】 

他機関との共同調達

（トイレットペーパ

ー、PPC 用紙、蛍光

管）、一括調達（パソコ

ン、実験・建物設備等

維持管理用薬品等）、

インターネット調達

及びオープンカウン

ター方式を活用して、

事務処理の効率化・調

達費用の削減に努め

ることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度との比較で

は、競争契約全体の件数・

金額が増加する中にあっ

て、一者応札・応募につ

いて件数は減少し、金額

が増加しているが、一者

応札・応募の件数の割合

は減少（72.0％→57.3％）

している。これは、「特定

研発特例随契」や「随意

契約事前確認公募」の活

用を進めたことによるも

のである。 

 

・筑波大学、茨城大学、筑

波技術大学、高エネルギ

ー加速器研究機構、防災

科学技術研究所、宇宙航

空研究開発機構、教員研

修センターの７機関とト

イレットペーパー、蛍光

管、PPC 用紙の共同調達

に取り組み、共同調達前

と比較して、総額で調達

価格約 405 万円→369 万

円と約 1 割弱の削減を達

成。 

・平成 30 年度に引き続 

き、パソコン、実験・建物

設備等維持管理用薬品に

ついて、一括調達に取り

組み、517 万円の調達を

実施し、経費削減及び調

達業務の効率化に努め

た。 

・文具事務用品について

は、インターネット調達

システムの活用（令和元

年度利用実績：394 件、

890 万円）により、経費削

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：多様な調

達方式を活用し、コスト削

減、事務処理の効率化に努

めることができたものと評

価できる。 
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【調達に関するガバ

ナンスの徹底】 

（１）調達手続におけ

る権限の明確化 

研究課題責任者等に

よる契約締結を認め

ている調達について

も発注の承認は総務

部門調達室長が行う

こととするなど、すべ

ての契約について事

務職員が承認を行う

体制とし、不正防止に

努めることとする。 

 

（２）適正な検収の実

施  

全ての購入物品、役

務、工事において、発

注者の検査のほか、事

務部門による第三者

検収を引き続き実施

する。 

 

 

 

（３）資産等の適正な

管理及び保管状況の

確認 

減及び調達業務の効率化

に努めた。 

・公開見積競争による見

積合わせについては、研

究機器類の購入等を中心

として、221 件 3 億円の

調達において実施し、見

積案件を広く公開するこ

とにより透明性、公正性

の確保に努めた。 

 

 

 

研究課題責任者等に契約

締結を認めている調達に

ついても、総務部門調達

室長が発注の承認を行

い、全ての調達案件の発

注承認を契約担当職員が

実施した。 

 

 

 

 

 

 

国の「公的研究費の管理・

監査のガイドライン（平

成 26 年 2 月改正）」を踏

まえ、全ての購入物品、

役務、工事において、発

注者の検査のほか、事務

部門が検収を実施するこ

とによるチェック体制に

ついて令和元年度も引き

続き運用を行った。 

 

換金性が高い物品を含む

固定資産等の管理につい

て、固定資産等管理細則

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：国の「ガイ

ドライン」を踏まえつつ、

「特定研発特例随契」を導

入するための条件等の整備

も図りながら、関係規程に

基づくガバナンス徹底の措

置を適切に実施したものと

評価できる。 
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④保有資産の見直

し等 

保有資産につい

ては、実態把握の継

続的な実施により、

その保有の必要性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④保有資産の見直

し等 

保有資産につい

ては、実態把握を継

続的に行い、資産の

利用度及び有効活

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④保有資産の見直

し等 

保有資産の必要

性について適宜検

証を行い、必要性が

ないと認められる

 換金性が高い物品

を含む固定資産等の

管理について、適切に

実施する。 

 

（４）不祥事等の発生

の未然防止等の取組 

・ 研究費不正防止に

関わる規程類に基づ

き、研究費の運営・管

理に関わる全ての職

員に対し不正防止に

関する定期的な研修

受講を義務付け e-

learning プログラムに

よる全職員を対象と

した研究費不正使用

防止教育を実施する。 

・ 調達に係る取引業

者に対し、誓約書の提

出を求め、不正防止に

努める。 

 

 

②文部科学省所管の

８国立研究開発法人

間における調達実績

情報の共有に関する

取組。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等に基づき、適切に実施

した。 

 

 

 

 

 

・e-learnimg プログラム

により、全職員を対象に

研究費不正使用防止教育

を行っており、新規採用

職員等への受講指示や全

職員の受講管理を行って

いる。また、研究費の運

営・管理に関わる全ての

職員等に対し、不正防止

に関する定期的な研修受

講を義務付けた。 

・「いかなる不正、不適切

な行為に関与しないこ

と」等を盛り込んだ誓約

書の提出を義務付け、研

究費不正防止に努めた。 

 

文部科学省所管の研究開

発８法人において連携

し、研究機器等の「市場

性の低い調達物品」のう

ち、共通的に調達してい

る物品を対象とし、情報

共有を行うことにより、

適正な契約額の把握に努

めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：適正価格

での契約に資するための情

報共有化に取り組むことが

できたと評価できる 

 

 

 

 

 

 

２．（４）④ 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 
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について厳しく検

証するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) その他の業務

運営面での対応 

機構は、社会への

用の可能性等の観

点に沿って、その保

有の必要性につい

て厳しく検証する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) その他の業務

運営面での対応 

機構の諸活動の

資産については、独

立行政法人通則法

の手続きに従って

適切に処分する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5) その他の業務

運営面での対応 

機構の諸活動の

 

 

 

 

①保有資産の必要性

について適宜検証を

行い、必要性がないと

認められる資産につ

いては、適切に処分す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・実物資産の状況 

茨城県つくば市に本部及

び研究活動拠点を有して

いる。建物は研究本館（管

理棟、居室棟など）や研

究実験棟等 45 棟から構

成されており、土地面積

は約 34 万㎡である。 

 

・保有資産の必要性 

中長期計画で位置付けた

研究プロジェクトの推進

や拠点運営業務の着実な

実施に加え、革新的材料

開発力強化事業（ M-

Cube）を軸とした中核的

機関としての活動を効果

的に実施していくため

に、現状の保有資産は今

後も必要不可欠である。 

 

・実態把握 

当年度は、桜地区・播磨

地区の管理物品（3,535

点）の棚卸を実施し、適

切に管理されていること

を確認した。 

加えて、情報端末検査や

建物等不動産の減損調査

を実施し、適切に保管・

使用されていることを確

認した。 

 

 

 

 

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 機構の

任務を遂行する手段として

の有用性・有効性、事業目的

及び内容に照らした資産規

模等が適切であると評価で

きる。 

 

 

 

主要な研究設備等は、毎年

減損調査を行っており、当

該年度末において減損の兆

候はなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態把握については、次年

度は千現地区の管理物品の

棚卸を実施するなど、今後

も定期的に管理状況や使用

実態の把握に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

２．（５） 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・定期的に管理状況や使用実態を調査している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 
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説明責任を果たす

ため、情報提供等を

適切に行うととも

に、環境への配慮促

進、男女共同参画等

に適切に対応する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会への説明責任

を果たすため、保有

する情報の提供の

ための措置を充実

するとともに、開示

請求への適切かつ

迅速な対応を行う。

個人の権利、利益を

保護するため、機構

における個人情報

の適切な取扱いを

徹底するとともに、

苦情処理への適切

かつ迅速な対応等

を行う。 

 また、政府の施策

等を踏まえつつ、環

境への配慮促進、男

女共同参画や次世

代育成支援等に適

切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会への説明責任

を果たすため、保有

する情報の提供の

ための措置を充実

するとともに、開示

請求への適切かつ

迅速な対応を行う。

個人の権利、利益を

保護するため、機構

における個人情報

の適切な取扱いを

徹底するとともに、

苦情処理への適切

かつ迅速な対応等

を行う。 

また、政府の施策等

を踏まえつつ、環境

への配慮促進、男女

共同参画や次世代

育成支援等に適切

に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①保有する情報の提

供のための措置を充

実するとともに、開示

請求への適切かつ迅

速な対応を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②個人情報の適切な

取扱いを徹底すると

ともに、苦情処理への

適切かつ迅速な対応

等を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③環境への配慮促進、

男女共同参画や次世

代育成支援等に適切

に対応する 

 

 

 

 

 

 

 

昨年度に引き続き、公式

ホームページにおいて法

人の経営等に関する諸情

報の提供を推進するとと

もに、情報公開窓口を置

き、開示請求方法等につ

いても公開している。ま

た、担当者の資質向上の

為、情報公開に関する外

部研修に参加し理解を深

めた。 

なお、令和元年度におい

て情報公開請求は無かっ

た。 

 

個人情報保護規程に則

り、引き続き、個人情報

保護に関する職員向け研

修を実施する予定であっ

たが、新型コロナウイル

ス感染拡大の影響により

研修が中止となった為、

機構内電子掲示板に研修

資料の掲載を行い周知し

た。また、担当者の資質

向上の為、個人情報保護

に関する外部研修に参加

し理解を深めた。 

 

環境配慮の基本方針に沿

った、省エネの推進（地

球温暖化防止）、廃棄物の

削減と再資源化、グリー

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗：情報の公

開、情報公開請求について、

適切な取扱を推進してい

る。また今後も情報公開に

関する外部研修に参加し、

実際の情報公開請求時の対

応に活かす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：個人情報

保護規程による個人情報の

適切な管理運用を実施して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：環境に配

慮し、環境負荷の低減を図

るため省エネ等の取組を継

続して実施しており評価で

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

・定年制職員と任期制職員の中の女性比率が大きく異なり、任期制職員で大き

い。定年制職員の女性比率向上に何らかの工夫が必要と考えられる。 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・政府の施策のもとに対応された行動は評価できるものと考える。 

 

・現場における改善力を機構本部における業務効率化と生産性向上につなげ

るため試行的取組として実施した、NIMS 業務「カイゼン」のタスクフォース

は、非常に有効であり、評価したい。提案、表彰型は、モチベーションを高め

ることに繋がりやすく、続けてほしい。 
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ン調達、化学物質等の排

出に関する適正管理、構

内緑地の保存の取組を実

施し、環境に配慮した事

業活動に努めた。 

男女共同参画について

は、機構内外において、

普及・促進する活動を行

った。 

 

現場における「カイゼン」

力を機構本部における業

務効率化と生産性向上に

つなげるため、試行的取

組として、NIMS 業務「カ

イゼン」タスクフォース

を立ち上げ、機構本部か

ら具体的なカイゼン提案

を募集し、優れた提案に

対して報奨する取り組み

を実施した。 

 

きる。男女共同参画につい

ては、外部機関と連携して、

男女共同参画を普及・推進

する活動を積極的に行った

ことは評価できる。 

 

 

 

 

 

計画以上の進捗：中長期目

標等で具体的な計画として

定めていなかったが、機構

の目標達成に向けた積極的

な取り組みとして高く評価

できる。 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0230 

 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
           
           
           
           
           
           

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅴ 財務内容の改

善に関する事項 

機構は、予算の効

率的な執行による

経費の節減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、特

許実施料 等の自己

収入の増加等に努

め、より健全な財務

内容の実現を図る

ものとする。また、

独立行政法人会計

基準の改訂等を踏

まえ、運営費交付金

Ⅲ 財務内容の改

善に関する目標を

達成するためにと

るべき措置 

機構は、予算の効

率的な執行による

経費の節減に努め

るとともに、受益者

負担の適正化にも

配慮しつつ、積極的

に、施設使用料、特

許実施料等の自己

収入の増加等に努

め、より健全な財務

内容の実現を図る。

また、独立行政法人

会計基準の改訂等

Ⅲ 財務内容の改

善に関する目標を

達成するためにと

るべき措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

以下に項目毎に記載。 

＊詳細なデータについて

は法人の業務実績等報告

書を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：B 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定をBと

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「Ｂ」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・収益化単位の業務ごとに予算実績管理を行うとともに、運営費交付金の計画

的な予算執行が行われている。 

 

・運営費交付金もある中で、自己収入の獲得活動に注力され、プラスアルファ

の活動が数値に反映されており、評価できる。 
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の会計処理として、

収益化単位の業務

ごとに予算と実績

を管理する体制を

構築するものとす

る。 

運営費交付金の債

務残高についても

勘案しつつ予算を

計画的に執行する

ものとする。 

必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進めるも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を踏まえ、運営費交

付金の会計処理と

して、収益化単位の

業務ごとに予算と

実績を管理する体

制を構築する。 

運営費交付金の債

務残高についても

勘案しつつ予算を

計画的に執行する。

必要性がなくなっ

たと認められる保

有資産については

適切に処分すると

ともに、重要な財産

を譲渡する場合は

計画的に進める。 

 

 

 

１．予算（人件費の

見積もりを含む。）、

収支計画及び資金

計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．予算（人件費の

見積もりを含む。）、

収支計画及び資金

計画 

＊年度計画の別紙 2

を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 年度計画の別添 2

を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ) 予算（支出決算額）の

状況 

 

【債務残高の主な発生理

由と使途】 

 「重点研究開発領域

における基礎研究及

び基盤的研究開発」

については、当該領

域の基礎研究及び基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 独立行

政法人会計基準に則り収益

化単位の業務ごとに予算実

績管理を適切に行ってお

り、運営費交付金の執行率

は 91.0％であり、計画的に予

算執行が行われた。 

 

各セグメントの運営費交付

金債務残高の発生理由及び

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・受託等事業の成果として予算以上の成果が出ていることは評価できる。 

 

・交付金の執行率についても、計画的に行われているため、評価できる。 
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盤的研究開発のさら

なる重点化を指向す

べく、機構内公募型

研究や設備整備等の

研究開発力の強化費

用に充てるため、翌

事業年度に繰り越し

たもの。 

 「研究成果の情報発

信及び活用促進、中

核的機関としての活

動」については、革新

的材料開発力強化事

業のさらなる加速に

向け、生産性の高い

研究環境構築等の促

進費用に充てるた

め、翌事業年度に繰

り越したもの。 

 「法人共通」につい

ては、長期損害保険

契約の一括前払い保

険料のうち、未経過

分を翌事業年度に繰

り越したもの。 

いずれも翌事業年度以降

に収益化予定である。 

 

ⅱ） 収支計画の状況 

 

【業務達成基準への対応

等】 

 運営費交付金収益の

計上基準は、研究部

門では業務達成基準

を、一般管理部門（法

人共通）では期間進

行基準を適用してい

る。 

 共通的な費用（環境

翌事業年度における使途は

明確になっており、適切な

執行状況と評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗： 特許実

施料や施設利用料等の自己

収入の安定的な確保、積極

的な受託活動による受託事

業等の獲得により、経常収

益 は 計 画 予 算 に 対 し て

27.4％の増加となった。結

果、事業損益は 915 百万円と

なった。 

 

各セグメントの事業損益は

明確になっており、最終的
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２．短期借入金の限

度額 

短期借入金の限

度額は 20 億円とす

る。短期借入が想定

される理由として

は、年度当初におけ

る国からの運営費

交付金の受入れの

遅延、受託業務に係

る経費の暫時立替

等が生じた場合で

ある。 

 

３．不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

がある場合には、そ

の処分に関する計

画 

重要な財産を譲

渡、処分する計画は

ない。保有資産の必

要性について適宜

検証を行い、必要性

がないと認められ

る資産については、

独立行政法人通則

法の手続きに従っ

て適切に処分する。 

 

４．前号に規定する

財産以外の重要な

 

 

 

 

 

 

 

２．短期借入金の限

度額 

短期借入金の限

度額は 20 億円とす

る。短期借入が想定

される理由として

は、年度当初におけ

る国からの運営費

交付金の受入れの

遅延、受託業務に係

る経費の暫時立替

等が生じた場合で

ある。 

 

３．不要財産又は不

要財産となること

が見込まれる財産

がある場合には、そ

の処分に関する計

画 

重要な財産を譲

渡、処分する計画は

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．前号に規定する

財産以外の重要な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①短期借入金の限度

額は 20 億円とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①重要な財産を譲渡、

処分する計画はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

整備費や水道光熱費

等）は、各セグメント

に従事者数比、施設

面積比等の合理的な

基準により配分して

いる。 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な当期総利益 909 百万円の

内訳も明確になっているこ

とから、健全な財務状況と

評価できる。 

 

 

 

２． 

補助評定：－ 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 

補助評定：－ 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 

補助評定：－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：－ 

＜評定に至った理由＞ 

－ 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 

 

 

補助評定：－ 

＜評定に至った理由＞ 

－ 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 

 

 

 

 

 

補助評定：－ 
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財産を譲渡し、又は

担保に供しようと

するときは、その計

画 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．剰余金の使途 

機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途は、

重点研究開発業務

や中核的機関とし

ての活動に必要と

される業務への充

当、研究環境の整備

や知的財産管理・技

術移転に係る経費、

職員教育の充実、業

務の情報化、機関と

して行う広報の充

実に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産を譲渡し、又は

担保に供しようと

するときは、その計

画 

重要な財産の譲

渡、又は担保に供す

る計画はない。 

 

 

 

 

 

５．剰余金の使途 

機構の決算にお

いて剰余金が発生

した場合の使途は、

重点研究開発業務

や中核的機関とし

ての活動に必要と

される業務への充

当、研究環境の整備

や知的財産管理・技

術移転に係る経費、

職員教育の充実、業

務の情報化、機関と

して行う広報の充

実に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①重要な財産を譲渡、

処分する計画はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①重点研究開発業務

や中核的機関として

の活動に必要とされ

る業務への充当、研究

環境の整備や知的財

産管理・技術移転に係

る経費、職員教育の充

実、業務の情報化、機

関として行う広報の

充実に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当期総利益の発生要因は

以下のとおり。 

項 目 金 額 

１． 特許

権収入か

ら生じた

利益 

253百万

円 

２．運営

費交付金

から生じ

た利益 

4百万円 

３． 会計

上の利益

（未償却

相当額） 

652百万

円 

合 計 
909百万

円 
 

【剰余金の使途】 

 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

５． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 当期総利

益の発生要因は明確になっ

ているとともに、特許権収

入等から生じた利益を目的

積立金として申請してお

り、機構の主体的な経営努

力を促進するべく適切な対

応が行われているものと評

価できる。 

また、剰余金の使途は、中長

期計画で定めた使途内容に

沿って有効かつ適切に充当

されており、特段の問題は

ない。 
 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

－ 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

＜評価すべき実績＞ 

－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・当期総利益の内、経営努力認定について、適正な申請であると思われる。 
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１．特許権収入等から生

じた利益は、経営努力認

定を受けるべく目的積立

金として申請し、翌事業

年度以降における広報活

動及び中核機関活動に要

する経費に充当予定であ

る。 

２．会計上の利益（未償

却相当額）は、翌事業年

度以降に発生する減価償

却費の負担財源として充

当予定である。 

３．目的積立金について

は、中長期計画で定めた

剰余金の使途に沿って、

当事業年度に 98 百万円

の取り崩しを行った。 

 

目的積立金等の状況 

＊詳細なデータについて

は法人の業務実績等報告

書を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 
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２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 
 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

Ⅳ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

当該項目の重要度、難易

度 
－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
令和２年度行政事業レビュー番号 0230,0231 

 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指

標 
達成目標 基準値等 

（前中長期目標期間

最終年度値等） 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 （参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
           
           
           
           
           
           

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 Ⅵ その他業務運

営に関する重要事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設・設備に関

する事項 

Ⅳ その他業務運

営に関する重要事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設・設備に関

する計画 

Ⅳ その他業務運

営に関する重要事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．施設・設備に関

する計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

以下に項目毎に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定：A 

・以下に示すとおり、国立研

究開発法人の目的・業務、中

長期目標等に照らし、法人

の活動による成果、取組等

について諸事情を踏まえて

総合的に勘案した結果、適

正、効果的かつ効率的な業

務運営の下でその他主務省

令で定める業務運営に関す

る事項について顕著な成果

が認められるため、評定を A

とした。 

 

１． 

補助評定：a 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

以下の各項目の＜評価すべき実績＞を参照。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 

 

 

 

補助評定：a 
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機構における研

究活動の水準の向

上を図るため、常に

良好な研究環境を

維持、整備していく

ことが必要である。

機構は、既存の研究

施設及び中長期目

標期間中に整備さ

れる施設の有効活

用を進めるととも

に、老朽化対策を含

め、施設・設備の改

修・更新・整備施設

の有効活用を進め

るとともに、老朽化

対策を含め、施設・

設備の改修・更新・

整備を重点的・計画

的に実施するもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 機構における研

究活動の水準を向

上させるため、常に

良好な研究環境を

維持、整備していく

ことが必要である

ことから、既存の研

究施設及び中長期

目標期間中に整備

される施設の有効

活用を進めるとと

もに、老朽化対策を

含め、施設・設備の

改修・更新・整備を

重点的・計画的に実

施する。 

 なお、中長期目標

を達成するために

必要な実験に対応

した施設や外部研

究者の受入れに必

要な施設の整備、そ

の他業務の実施状

況等を勘案した施

設整備が追加され

ることが有り得る。

また、施設・設備の

老朽度合等を勘案

した改修・更新等が

追加される見込み

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本年度中に取得ま

たは整備を実施す

る施設・設備はな

し。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 重要インフラ設備

（給排水設備の更

新・改修及び機械

設備の更新・改修）

の更新・改修対策

の実施。（H31 年度

施設整備費補助

金） 

 

 

② 革新的材料開発強

化プログラム（Ｍ

－Ｃｕｂｅ）にお

ける最重要研究設

備の整備（平成 31

年度施設整備費補

助金） 

 

 

 

 

③ 研究開発基盤施設

の老朽化対策（令

和元年度補正予算

施設整備費補助

金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・災害時の故障等による

火災や人的被害、実験の

停止や装置の故障などに

よる研究開発への影響が

甚大で、二次災害等の恐

れが高いものについて、

災害時に機能を確実に保

持するための改修・更新

を実施した。 

 

・災害等による装置の損

傷や人的被害の発生、重

要な物質材料データの消

失、特定国立研究開発法

人としての中核機能損失

等による我が国の競争力

低下を抑止するための、

世界最高水準の研究基盤

を構築する最重要研究設

備群の整備を実施した。 

 

・故障による研究開発へ

の影響が極めて大きく、

防災・減災の観点から、

災害発生時における影響

を最小化し、かつ二次災

害発生抑制のための対策

が特に必要な老朽化施設

の更新・改修に着手した。 

 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得て

いると認められることか

ら、評定を a とした。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画以上の進捗：中長期計

画に定める研究活動の水準

向上と良好な研究環境を維

持するため、老朽化施設の

改修計画に基づき、経年劣

化や災害発生などにより研

究環境に大きな影響を与え

る可能性が高い老朽化施設

について、重点的に改修・更

新を行なった。 

特に令和元年度は、現中長

期計画期間中の更新等を予

定していた 48 件の施設整備

案件のうち、18 件の集中的

な改修等を実施し、計画比

60%超の進捗率となった点

は高く評価できる。 

また、老朽化施設の更新等

に加え、革新的材料開発力

強化プログラム（M-Cube）や

先進的材料研究開発基盤施

設（スマートラボラトリ化

の推進）などの最先端研究

開発を加速する重要施設整

備を実施し、研究開発基盤

が強化されたことは高く評

価できる。 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・現行中長期計画期間中に予定していた老朽化対策全 48 件中、18 件を集中的

に実施し、計画比 60%超を単年度の取組で達成した。達成にあたっては、同時

期に複数の地区で行われる老朽化対策工事を期日までに確実に完了させるた

めに、雇用契約の見直しも含め、地区ごとに専任としていた配置を担当地区以

外の工事も対応可能となるように見直し、限られた人員を効率的に活用するな

ど、マネジメント上の工夫を実施した。 

 

・また、革新的材料開発力強化プログラム（M-Cube）や先進的材料研究開発基

盤施設（スマートラボラトリ化の推進）などの最先端研究開発のための重要施

設整備を実現した。 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・施設の修繕については、タイミングと財源の確保が大変重要な要素であり、

適切な配分のもとに実施されている点が評価できる。 

 

・ややもすると軽視されがちな施設老朽化対策を着実に実施したことは良好

な研究環境を維持する上で重要であり、評価できる。 
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２．人事に関する事

項 

機構は、職員の採

用プロセスの更な

る透明化を図ると

ともに、外国人研究

者の採用と受入れ

を円滑かつ効率的

に進めるために外

国人研究者の支援

体制を維持するも

のとする。また、若

手・女性研究者の活

用及び国際的に卓

越した研究者の積

極的採用・確保・育

成等を進めると と

もに、研究活動の効

率化を図るため、必

要な研究支援者や

技術者を確保する

ものとする。さら

に、新たなイノベー

ション創出を目指

し、クロスアポイン

トメント制度の活

用等により、外部研

究者の受入れを進

めるものとする。 

職員一人一人が機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する計

画 

国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募の

実施等により職員

の採用プロセスを

更に透明化すると

ともに、外国人研究

者の採用と受入れ

を円滑かつ効率的

に進めるために事

務部門をはじめ外

国人研究者の支援

体制を維持する。ま

た、若手・女性研究

者の活用及び国際

的に卓越した研究

者の積極的採用・確

保・育成等を進める

とともに、研究活動

を効率化するため、

必要な研究支援者

や技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロス

アポイントメント

制度の活用等によ

り、企業や大学等の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．人事に関する計

画 

国内外から優秀

な研究者を採用す

るため、国際公募の

実施等により職員

の採用プロセスを

更に透明化すると

ともに、外国人研究

者の採用と受入れ

を円滑かつ効率的

に進めるために事

務部門をはじめ外

国人研究者の支援

体制を維持する。ま

た、若手・女性研究

者の活用及び国際

的に卓越した研究

者の積極的採用・確

保・育成等を進める

とともに、研究活動

を効率化するため、

必要な研究支援者

や技術者を確保す

る。さらに、新たな

イノベーション創

出を目指し、クロス

アポイントメント

制度の活用等によ

り、企業や大学等の

④ 先進的材料研究開

発基盤施設の整備

（令和元年度補正

予算施設整備費補

助金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①国内外から優秀な

研究者を採用するた

め、採用プロセスを更

に透明化するととも

に、外国人研究者の支

援体制を維持する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究現場の熟達人材が有

する匠の技術のデジタル

化や、装置自動化やＡＩ

等を導入した材料研究開

発など、魅力的かつ創造

的で生産性の高い研究環

境の構築（スマートラボ

ラトリ化）の実施に着手

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透明性確保のため、研究

者の採用は国際公募と

し、優秀な研究者を採用

するため、全募集分野で

3 段階の審査（書類審査、

一次面接審査、役員面接

審査）により、慎重な審

査を引き続き実施した。

外国人研究者の支援体制

充実のため、エンジニア

職の公募にあたっては英

語によるコミュニケーシ

ョン能力の確認を行っ

た。更に文部科学省の“卓

越研究員制度”を利用し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 

補助評定：a 

（評定 a の根拠） 

・以下に示す「各評価指標等

に対する自己評価」のうち、

「計画以上の進捗」とする

項目では顕著な成果を得る

とともに、「計画通りの進

捗」とする項目では計画の

目標を達成していると認め

られることから、評定を a と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗：職員の採

用プロセスの透明化を図る

とともに、外国人研究者の

採用と受入れを促進するた

めの支援体制の強化が継続

して行われている。また優

秀な研究者を採用するた

め、“卓越研究員制度”を継

続して積極的に活用し採用

を行っている点は評価でき

る。加えて、機構の経営にお

いて重要な役割を担う運営

会議の情報が外国人研究者

に対しても適切に敷衍され

る環境が担保されているこ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：a 

＜評定に至った理由＞ 

以下に示すとおり、法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回

る成果が得られていると認められるため。 

 

＜評価すべき実績＞ 

・人材マネジメントにおけるグループリーダー評価について、対象者の 6 割以

上を役員が面談、トップマネジメントのもとできめ細かな指導を行うととも

に、解散も含めた大胆なグループ再編を実現した。 

 

・任期制職員の無期転換任用試験を推進するとともに、定年制事務職員登用試

験、シニア研究者向けキャリア支援制度を導入するなど職員のキャリア支援制

度を大幅に充実させた。 

  

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・職員の能力を最大限に活用した人材マネジメントが行われている。 

 

・グループリーダーの役員直接面談の実施等、研究遂行能力を原則にしたきめ

細かい評価を実施していることは評価できる。 

 

・人材マネジメントのシステムも GⅬ制度で、隅々まで行き届いた仕組みを構

築されており、評価できる。 
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構の使命を十分に

認識し、やりがいを

持って業務に従事

できることを目指

し、人材マネジメン

トを継続的に改善

するものとする。 

また、機構の研究者

や技術者の技術や

ノウハウが、組織と

して適切に伝承さ

れるよう留意する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者を受け入れ

る。 

 職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりがい

を持って業務に従

事できるよう、良好

な職場環境の構築、

職員のメンタルケ

アの充実、経営層と

職員とのコミュニ

ケーションの機会

を確保するととも

に、様々な研修機会

を活用した長期的

視野に立った職員

の能力開発など、人

材マネジメントを

継続的に改善する。 

 また、機構の研究

者や技術者の技術

やノウハウが、組織

として適切に伝承

されるよう、若手研

究者の組織的な指

導教育、転出時にお

ける引継ぎの徹底

などにより、データ

管理と活用等の観

点から適切な方策

を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究者を受け入れ

る。 

職員一人一人が

機構の使命を十分

に認識し、やりがい

を持って業務に従

事できるよう、良好

な職場環境の構築、

職員のメンタルケ

アの充実、経営層と

職員とのコミュニ

ケーションの機会

を確保するととも

に、様々な研修機会

を活用した長期的

視野に立った職員

の能力開発など、人

材マネジメントを

継続的に改善する。 

また、機構の研究

者や技術者の技術

やノウハウが、組織

として適切に伝承

されるよう、若手研

究者等の組織的な

指導教育、転出時に

おける引継ぎの徹

底などにより、デー

タ管理と活用等の

観点から適切な方

策を講じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②若手・女性研究者の

活用及び国際的に卓

越した研究者の積極

的採用・確保・育成等

を進めるとともに、必

要な研究支援者や技

術者を確保する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③クロスアポイント

メント制度の活用等

により、企業や大学等

の研究者を受け入れ

る 

 

 

優れた若手研究者の採用

を行った。また、外国人

研究者への支援の一環と

して、機構の業務執行に

関する重要事項を審議す

る運営会議の資料を英訳

し、これを速やかに配布

するサービスを行った。

これにより外国人研究者

に機構の運営方針、制度

改正等に関する情報が適

切に展開された。 

 

優れた若手研究者を活用

するために、上述の卓越

研究員を令和元年度は独

立研究者制度において新

規で 3 名登用した。新規

の研究職採用者（17 名）

に占める 37 歳以下の若

手研究職（11 名）の割合

は、65%であった。女性研

究者については 2 名を採

用した。当該新規採用者

には 3 名の外国籍の研究

者を含み、世界規模で優

れた業績を有する研究者

の採用をおこなった。一

方、エンジニア職にあっ

ては、1 名を採用し、当機

構の強みでもある研究支

援者の充実を確保した。 

 

新たなイノベーション創

出を目指し、クロスアポ

イントメント制度を積極

的に活用した結果、企業

から 1 名（30 年度：3 名）、

大学等から 20 名（東京大

学に加え、新たに東北大

とは評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：国際的に

卓越した研究者の採用のた

め、卓越研究員制度を活用

するなどして、国内外から

優秀な若手研究者の人材登

用策を行っている点、また

適性が認められた者を独立

研究員として採用し、研究

における独立性に配慮した

環境を提供している点は高

く評価できる。また機構の

強みである研究支援者の確

保のための採用は適切な措

置といえる。 

 

 

 

 

 

 

計画通りの進捗：東京大学

と東北大学との組織的クロ

スアポイントメントを実施

するなどクロスアポイント

メント制度の活用等により

研究者の受け入れを着実に

実施したことは評価でき
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④人材マネジメント

を継続的に改善する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学との組織的連携に基づ

く受入 10 名を含む。）（30

年度：16 名）の受け入れ

を実施した。 

 

令和元年度は「グループ

リーダーおよび上席研究

員に関する達」に基づき、

グループリーダー（以下、

GL）及び上席研究員の研

究進捗状況評価、及び GL

再任審査（対象者計 94

名）を実施し、書類審査

により、課題が認められ

るグループや、機構によ

り新たな期待や役割を持

つグループの GL、計 53

名と役員が面談を行い、

課題解決に向けた指導等

を行った。また課題を持

つグループの GL 及び拠

点長と理事長が面談を行

い（9 件）、今後のグルー

プマネージメント等につ

いて議論する機会を持

ち、適切にフォローを行

った。また、審査結果（コ

メント等）は全対象者に

フィードバックし、経営

陣が考える機構の研究の

方向性を明確に GL に伝

えた。また、同達に基づ

き GL の年齢制限等によ

る 17 のグループを解散

し、替って、公募により

12 のグループを新設す

る大規模な組織改編を実

施した。公募においては、

機構の技術継承が必須と

なる研究分野を指定する

る。 

 

 

 

 

計画以上の進捗：役員によ

る GL および上席研究員の

進捗状況評価や GL 再任審

査の実施を通し、課題を持

つグループの GL 等を丁寧

に指導したことや、大規模

な組織改編で能力のある人

材を登用したこと、また任

期制職員のキャリア支援施

策を実施したことは、人材

マネジメントとして高く評

価できる。またシニア研究

者の有効活用、法令順守及

び人材育成に資する職員研

修の実施、メンタルヘルス

の充実等、多岐に亘り様々

な方策により人材マネジメ

ントが適切に実施されてい

ると高く評価できる。 
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指定枠を最小限にとど

め、自由に公募が可能な

一般枠を増やし、やる気

と能力のある人材が活躍

できる組織改編を実施し

た。また、任期制職員の

キャリア支援施策とし

て、任期制エンジニアな

どの任期制職員が無期労

働契約転換職員となるた

めの任用制度により、8

名を任用し、年度内等に

実施した任用試験によ

り、令和 2 年 4 月に 6 名

が任用された（総数 30

名）。併せて、任期制職員

又は無期労働契約転換職

員から定年制事務職員に

登用する試験制度を整え

た。その他、職員の能力

開発として、55 歳以上の

定年制研究者（シニア研

究者）を対象としたキャ

リア支援制度を新たに実

施し、研究者に定年後の

セカンドキャリアについ

て早くから考える機会を

提供し、機構としてもシ

ニア研究者の知識・知見

を、職種を超えて有効活

用した。また職員研修基

本方針に沿って、年間研

修計画の適切な管理・運

用を実施した。更に、引

き続き、良好な職場環境

の構築のため、メンタル

ヘルスカウンセラーを配

置した他、メンタルヘル

ス講習会を実施し、メン

タルケアの充実を図るな
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３．中長期目標期間

を超える債務負担 

中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を超え

る場合で、当該債務

負担行為の必要性

及び資金計画への

影響を勘案し合理

的と判断されるも

のについて行う。 

 

４．積立金の使途 

前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法人

通則法第４４条の

処理を行ってなお

積立金があるとき

は、その額に相当す

る金額のうち文部

科学大臣の承認を

受けた金額につい

て、以下のものに充

てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．中長期目標期間

を超える債務負担 

中長期目標期間

を超える債務負担

については、研究基

盤の整備等が中長

期目標期間を超え

る場合で、当該債務

負担行為の必要性

及び資金計画への

影響を勘案し合理

的と判断されるも

のについて行う。 

 

４．積立金の使途 

前中長期目標期

間の最終年度にお

いて、独立行政法人

通則法第４４条の

処理を行ってなお

積立金があるとき

は、その額に相当す

る金額のうち文部

科学大臣の承認を

受けた金額につい

て、以下のものに充

てる。 

 

 

 

⑤研究者や技術者の

技術やノウハウが、組

織として適切に伝承

される適切な方策を

講じる 

 

 

 

 

 

 

 

①必要性及び資金計

画への影響を勘案し

合理的と判断される

ものについて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①前中長期目標期間

の最終年度において、

独立行政法人通則法

ど、様々な人材マネジメ

ントを実施した。 

 

定年退職した研究者及び

エンジニアの再雇用によ

り技術やノウハウの伝承

強化をおこなった。また、

伝統的な技術分野での技

術の継承が断絶すること

の無いよう採用分野に一

定の配慮を行い、エンジ

ニアを補充した。 

 

 

 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前中期目標期間繰越積立

金は、以下のとおり、当

事業年度において一部の

 

 

 

計画通りの進捗：研究者及

びエンジニアの再雇用やエ

ンジニア職の計画的な採

用・配置をおこなったこと、

また機構内の優れた技術・

ノウハウの伝承強化を図っ

たことは評価できる。 

 

 

 

３． 

補助評定：－ 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４． 

補助評定：b 

（評定 b の根拠） 

・中長期目標等における所

期の目標を達成していると

認められるため、評定を b と

した。 

 

＜各評価指標等に対する自

己評価＞ 

計画通りの進捗： 中長期

計画で定めた積立金の使途

に沿って有効かつ適切に取

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助評定：－ 

＜評定に至った理由＞ 

－ 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

－ 

 

 

補助評定：b 

＜評定に至った理由＞ 

中長期計画における所期の目標を達成していると認められるため。 

自己評価書の「b」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 

 

＜評価すべき実績＞ 
－ 

 

＜今後の課題・指摘事項＞ 

－ 
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・中長期計画の剰余

金の使途に規定さ

れている、重点研究

開発業務や中核的

機関としての活動

に必要とされる業

務に係る経費、研究

環境の整備に係る

経費、知的財産管

理・技術移転に係る

経費、職員教育に係

る経費、業務の情報

化に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

 

 

 

 

・中長期計画の剰余

金の使途に規定さ

れている、重点研究

開発業務や中核的

機関としての活動

に必要とされる業

務に係る経費、研究

環境の整備に係る

経費、知的財産管

理・技術移転に係る

経費、職員教育に係

る経費、業務の情報

化に係る経費、広報

に係る経費 

・自己収入により取

得した固定資産の

未償却残高相当額

等に係る会計処理 

 

 

第４４条の処理を行

ってなお積立金があ

るときは、その額に相

当する金額のうち文

部科学大臣の承認を

受けた金額について、

規定されたものに充

てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取崩を行った。 

項 目 金 額 

①期首残

高 
57 百万円 

②受託収

入で取得

した償却

資産の減

価償却費

等への充

当 

29 百万円 

③期末残

高  ① -

② 

29 百万円 

 

 

 

 

 

 

崩を行っており、特段の問

題はない。 

 

 

＜審議会及び部会からの意見＞ 

・償却期間に応じた取崩であり、特に気になるところはなく、評価できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
特になし 

 

 

 

 

 


